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第１章 本研究の背景と目的 
 
１－１ 研究の背景と目的 
 
１－１－１ 研究の背景 
 
（１）高齢化の状況と高齢者火災の増加 
 
①高齢化の現状 
我が国の平均寿命は年々長くなっており、2002年の時点で女性 85.23 歳、男
性 78.32 歳と過去最高になった１-1）。社会的な少子化の傾向も加わり注１-1）、総人
口に対する高齢者の占める割合(以下、高齢化率と称する)は増加を続け、総務省
統計局の推計によると 2002 年 9 月 1 日現在、65 歳以上の高齢者人口は 2357
万人、総人口に占める 65歳以上の高齢者の割合は、18.5％である１-1）。また、高
齢化の速度を高齢化率が７％を超えてからその倍の 14％に達するまでの所要年
数（倍化年数）によって比較すると、フランスが 115年、スウェーデンが 85年、
ドイツが 40 年、イギリスが 47 年であるのに対し、我が国は 1970 年に７％を
超えるとその 24 年後の 1994 年には 14％に達しており１-1）、世界に例をみない
速度で高齢化が進行しているといえる。更に、65歳時の平均余命は、1947年に
は男性が 10.16 年、女性が 12.22 年であったものが、2002 年には男性が 17.96
年、女性が 22.96年となっており、男性、女性とも高齢期が長くなっている１-1）。 
高齢化の状況を地域別にみると、東京、大阪、愛知を中心とした三大都市圏
で低く、東北、北陸、山陰、四国等の過疎地域では高い傾向があり、2000年現
在の高齢化率が最も高いのは島根県で 24.8％、最も低いのは埼玉県の 12.8％で
ある 1-2）。高齢親族のいる世帯の割合が最も高いのは山形県の 49.8％で、以下、島
根県が 48.1％、秋田県が 47.8％と続き、主に日本海側の各県で高く、最も低いのは
神奈川県の 24.7％、以下、埼玉県が 25.1％、東京都が 25.4％と続く。しかし、今
後の推計１-1）によると高齢化率は全国的に上昇し、都道府県間の格差は減少する
ことが見込まれており、現在高齢化率が低い大都市圏では急激な高齢化の進行
が懸念されている。 
 
②今後の高齢化の状況予測 
国立社会保障・人口問題研究所が 1997年に実施した将来推計によると、2007
年頃から人口が減少する一方で、65歳以上人口は当分の間増加し続けると予想
される１-3）。2015年には高齢化率は 25.2％と人口の約 4分の 1が 65歳以上高齢
者になり、65歳以上人口が 3334万人と最も多くなる 2020年には、高齢化率は
26.9％となる。その後も高齢化率は緩やかな上昇を続け 2050年には 32.3％と現
3 
在の約 2倍に上昇する 1-3)。また、高齢者のいる世帯についてみると、2002年現
在、65歳以上の者がいる世帯数は 1,685万世帯であり、全世帯の 36.6％を占め
る 1-3)。その内訳は、高齢単独世帯が 20.2％、高齢夫婦のみ世帯が 28.6％、三世
代世帯が 23.7％である。これらの割合を 1997年と比較すると、5年間で高齢単
独世帯は 2.6ポイントの増加、高齢夫婦のみ世帯は 2.5ポイントの増加、三世代
世帯は 6.5ポイントの減少であり、三世代世帯の割合が低下し、単独世帯や夫婦
のみ世帯といった高齢者のみで生活する世帯（以下、高齢者のみ世帯と称する）
が増加していると言える 1-3)。今後も高齢者のみ世帯の割合は増加が見込まれて
おり、2025年には、65歳以上の者がいる世帯における高齢単独世帯の割合は
36.9％、夫婦のみ世帯は 33.1％になると予測されている 1-3)。一方、これを地域
別にみると、65歳以上人口に占める高齢単独世帯の割合が最も高いのは，鹿児
島県の 22.0％で、次いで東京都が 20.3％，大阪府が 19.4％、最も低いのは山形
県の 6.9％で，以下，新潟県が 7.9％，茨城県が 8.6％と続いており、特に大都市に
おいて高齢単身者の割合が増加傾向にあると言える 1-2）。 
 
③高齢者のみ世帯の居住状況：共同住宅に居住する高齢者のみ世帯の増加 
近年、土地価格の高騰と核家族化の傾向を受け、特に都市部では共同住宅が
増加している。一方、東京都における共同住宅に居住する総世帯数及び高齢者
のみ世帯数の推移を、国勢調査を元にグラフ化すると図 1-1のようになり、共
同住宅に居住する高齢者のみ世帯が増加傾向にあることがわかる。共同住宅に
居住する総世帯数は 1985年に 2,487,047世帯であったものが 2000年には
3,325,901世帯と約 1.3倍に増加しているのに対し、高齢者のみ世帯数は、
126,600世帯から 291,643世帯と 2.3倍に達し、その増加率は一般世帯を遙かに
上回る。 
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図1-1　東京都における共同住宅居住世帯の状況注1-2)
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④高齢者による火災の状況：住宅火災の増加と高齢者火災の増加 
 総務省消防庁によると 1-4)、2002年中に発生した建物火災のうち放火を除く
出火件数は、住宅火災が 17,274件で最も多く全体の 57.0％を占める。その内
訳は図 1-2に示す通りで、一般住宅が最も多く 68.7％、次いで共同住宅が
24.9％である。また、建物火災による死者のうち 86.9％が住宅で発生してお
り、これを都道府県別にみると、東京都が 130人で最も多い。東京都におけ
る 2001年の火災の状況をみると、建物火災のうち住宅火災の割合は全体の
57.7％で全国平均とほぼ同様の値であるが、共同住宅による火災の割合が
34.5％と高いのが特徴である 1-5)。この割合は、1995年の東京都内の居住世帯
における共同住宅居住世帯の割合である 36.9％とほぼ同程度であり、東京都
では共同住宅居住世帯が全国平均に比べて高く、その結果共同住宅火災の割
合も高くなっているものと考えられる。 
一方、全国の住宅火災における死者数をみると、放火等による死者を除く
死者は 2001年には 923人で建物火災による死者全体の 66％であったものが
2002年には 992人で建物火災全体の約 88％に増加しており注 1-3）、そのうち 65
歳以上の高齢者は 2001年には 55.4％、2002年には 52.9％と全体の半数以上
を占めている。年齢階層別の死者数は図 1-3に示す通りである。これを人口
10万人当たりの死者発生数でみると、81歳以上の階層は最も低い 21歳～25
歳の階層に比べ実に 27.4倍になる 1-4)。一方、東京都では、高齢者が行為者
となった火災（以下、高齢者火災と称する）は、図 1-4に示すように 1998年
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から増加傾向にあり、2001年は過去 5年間で最高となった。また、①で述べ
たように建物火災における住宅火災の割合は 57.7％であるのに対し、高齢者
火災における住宅火災の割合は 83.2％と極めて高い 1-5)。 
高齢者の火災における被害は、高齢者火災と、高齢者が被災者となる火災
に大別され、火災時における高齢者の立場によって安全確保の方策も異なっ
てくる。高齢者火災においては出火防止と火災の早期発見の徹底、また高齢
者が被災者となる火災においては、迅速な火災覚知と避難援助が重要であり、
それぞれの状況への対処方法の検討と、有効な防災設備や支援体制の構築に
ついての研究が急務であると言える。 
図1-2　建物用途別火災発生件数の違い
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 図1-3　火災による年齢別死者数(全国2002年中)1-3)
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図1-4　高齢者火災の年別発生件数（東京都）
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（２）高齢者専用住宅の状況と火災時における問題点 
 
①高齢者専用住宅の概況 
  (1)で述べた高齢化率の増加と高齢者のみ世帯の増加を背景として、高齢
者のみが集合して居住することを前提とする、高齢者専用居住施設の制度の
整備が主として国土交通省(建設省)と厚生労働省(厚生省)が中心となって進
められ、様々な制度に基づく「高齢者専用居住施設」が建設された。現在運
用されている「高齢者専用居住施設」の概要をとりまとめたものが表 1-1で
ある。このうちシルバーピアとグループホーム、グループリビングは、高齢
化の進行を鑑みて実施された新しい施策である。シルバーピア制度は 1988年
から開始された東京都における「新しい型の高齢者集合住宅」で、原則とし
て「身の回りのことができる程度に健常な高齢者」の入居が想定されており、
2003年 4月現在、約 1000戸が供給されている。また、認知症高齢者グルー
プホームは 1997年に事業が開始され、2000年度からは介護保険の適用対象と
なった。認知症高齢者の増加を背景にその施設数が急増しており、2005年 2
月現在、全国で 6273箇所に上る 1-6)。入居対象者は、これまで著しい徘徊や
混乱症状がある人が除かれていたが、2006年 4月から対象の拡大と運営基準
の改正が決まった。高齢者人口がピークを迎える 20年後には認知症高齢者数
は 3,230,000人に上るという統計もあり 1-6)、グループホームの小規模な形態
であるグループリビングと併せ、今後も設置数が増加すると見られる。 
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②高齢居住者の火災危険 
(1)②で述べたように、高齢者火災は増加傾向にあり、健常者に比べて出
火の危険性が高いといえる。加齢と共に運動能力だけでなく判断力や理解力
も低下する可能性がある高齢者は、自住戸で出火した場合、自ら初期消火を
行うことは困難であり、自住戸以外の火災では火災覚知や避難開始が遅れる
ことが懸念される。(3)で述べるように現行の建築基準法における「住宅」
用途の避難規定は、健常者を想定しているが、身体能力が低下した高齢者は、
健常者を想定した避難方法には対応できない可能性も高い。 
 
③高齢者専用住宅の制度の違いによる建築基準法上の取り扱いの違い 
高齢者専用の居住施設に関する主な制度とその建築基準法上の用途は表
1-1に示すとおりである。これらの制度に基づいて建設された住宅はすべて
「概ね 60歳～65歳以上の高齢者」が「集合的に居住する」という点で共通
している。しかし、建築基準法上の用途の取り扱いは「老人福祉施設等」と
「共同住宅」に大別され、「老人福祉施設等」と位置付けられる場合、スプ
リンクラー等の消火設備をはじめとする防災設備についての設置義務が「共
同住宅」に比べ非常に多く課されるなど、建築、防災設備の法的規制に大き
な違いが生じる。これは、主として入居時の身体条件の違いによるものと考
えられる。すなわち、「老人福祉施設等」では、入居者に介護が必要か、ま
たは将来的に介護が必要となる状況が想定されているのに対し、「共同住宅」
では入居者は高齢ではあるが「健常な者」であり、介護の必要性はないと判
断される。しかし、これらの判断根拠は、居住者の日常的な自立度や要介護
注 1-4)の程度であり、火災等の災害時対応能力の実態とは整合しない場合も多
い。第 3章で述べる「共同住宅」として位置付けられるシルバーピアでは、
入居条件が「身の廻りのことができる程度に自立していること」とされてい
るため、健常者と変わりなく生活する高齢者もいるが、「自力で階段を使用
して避難できない」居住者や、「車椅子を常時使用する」居住者も存在して
いるなど、入居後の経年数が多くなると「老人福祉施設等」で想定される入
居者の状態と変わらない状態が発生している。また、第 4章で述べる認知症
高齢者グループホームは、制度が比較的新しく、建築基準法における用途の
位置付けが明確化していないために「共同住宅」として取り扱われる場合も
あるが、認知症高齢者は判断能力や理解力が低下しており、自力での避難は
困難が予測される。 
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名称 根拠法令 建築基準法上の用途 概要
老人短期入所施
設
老人福祉法 寝たきり高齢者等を、介護者に代わって一時的に養護
する必要がある場合等に、一時的に入所させる
養護老人ホーム 老人福祉法 65歳以上の者であって身体上もしくは精神上または環
境上の理由及び経済的理由により居宅において養護を
受けることが困難な者を入所させる
特別養護老人
ホーム（介護老人
福祉施設）
老人福祉法／介護保
険法
65歳以上の者であって身体上または精神上著しい障害
があるため常時の介護を必要とし、かつ居宅においてこ
れを受けることが困難な者を入所させる
有料老人ホーム 老人福祉法 常時10人以上の高齢者を入所させ、給食その他の日常
生活上必要な便宜を供与する。
介護老人保健施
設
介護保険法 看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その
他の必要な医療を行うと共に、日常生活上の世話を行
う。
軽費老人ホーム 老人福祉法 家庭環境、住宅事情等の理由により居宅において生活
することが困難な高齢者を無料または低額な料金で入
所させる。Ａ型とＢ型があり、Ｂ型では利用者の自炊を原
則としている
ケアハウス 老人福祉法 60歳以上でかつ自炊ができない程度の身体機能の低
下が認められたり、または高齢等のために独立して生活
することが困難な者が利用する施設。住宅としての機能
が重視され、介護設備は付帯しない
痴呆性高齢者グ
ループホーム(痴
呆対応型共同生
活介護)
老人福祉法／介護保
険法
痴呆の状態にある要介護者等について、共同生活を営
む住居で介護その他の日常生活上の世話および機能
訓練を行う、少人数で家庭的な雰囲気の施設。
グループホーム
（グループリビン
グ）
厚生労働省老人保健
福祉局長通知
高齢者が身体機能の低下を補うため、お互いの生活を
共同化、合理化して共同で住まう小規模な居住施設。
シルバーハウジン
グ（シルバーピ
ア）
厚生労働省老人保健
福祉局長・国土交通
省住宅局長連名通知
高齢者向けに配慮した構造、設備を持つ共同住宅。生
活指導、相談、安否の確認、緊急時対応を行うＬＳＡ（シ
ルバーピアではワーデン）が配置される
高齢者向け有料
賃貸住宅
高齢者の居住の安定
確保に関する法律
バリアフリ 化ー、緊急時対応サービス等、高齢者配慮し
た設備が設置された低廉な家賃で入居できる住宅。ＬＳ
Ａ派遣の対象。
老人福祉施設等
老人福祉施設等また
は共同住宅
共同住宅
表１-1　高齢者専用住宅の種類（2004年3月現在）
 
 
（３）高齢者の避難規定に関連する法規の状況：高齢者を対象とした避難規定の不足 
 
高齢者居住に関する主な建築物法規定は表 1-2 に示すとおりである。すべての
建築物を対象とする建築基準法をはじめ、これらの法律では、高齢者の避難に対
する規定は設けられていない。1998年の建築基準法改正において導入された「性
能規定化」においても、健常者以外については歩行速度が不明確であることから、
病院や高齢者、身体障害者施設等、健常者以外の利用が想定される施設は告示に
示される避難安全検証法 1-7)の対象建物に含まれず、性能的避難設計を行うには、
何らかの工学的手法により利用者の歩行速度を実証した上で国土交通大臣の認定
を受けることが求められている。しかし、２で述べるように高齢者、身体障害者
等の歩行速度の実測に関する研究事例は少なく、現状では健常者以外の利用者の
歩行速度の実証的把握は困難な状況である。建築基準法は、第１条に「この法律
は、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めて、国民の生
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命、健康及び財産の保護を図り、もつて公共の福祉の増進に資することを目的と
する」と記載されているが、実質的には健常者を対象とした基準になっていると
考えられ、これは、建築物の防災・避難設備設置の基準を示す消防法においても
同様である。 
1994年に制定された「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の
促進に関する法律（通称：ハートビル法）」は、2002 年に改正され、対象とする
特定建築物の範囲が学校、事務所、共同住宅など、不特定ではないが多数の利用
が想定される建築物にまで拡大された。また、2000 年 11 月には「高齢者・身体
障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（通称：交
通バリアフリー法）」が制定され、交通事業者に対し、駅などの旅客施設の新設・
大改良の場合、 あるいは車両などを新しく導入する場合に「バリアフリー基準（移
動円滑化基準）」への適合が義務づけられるなど、高齢者が健常者と同じように建
築物を利用できるための新しい法規が導入されてきてはいる。しかし、これらの
法律にも非常時における避難安全性確保に関する規定はない。建築基準法をはじ
めとする各種法規への高齢者等の避難方法の規定は、早急に検討すべき課題であ
り、そのためにはまず高齢者及び高齢者と健常者が混在する群集の避難行動を、
どのような状況においても適用できるように一般化する必要があると考えられる。 
表1-2　高齢者居住施設に関する主な法規(2004年3月現在)
法規の名称 趣旨
建築基準法 建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定める。
消防法 火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災か
ら保護するとともに、火災又は地震等の災害に因る被害を軽減する。
高齢者、身体障害者
等が円滑に利用でき
る特定建築物の促進
に関する法律
この法律は、高齢者で日常生活又は社会生活に身体の機能上の制限
を受けるもの、身体障害者その他日常生活又は社会生活に身体の機能
上の制限を受ける者が円滑に利用できる建築物の建築の促進のため
の措置を講ずる。
高齢者・身体障害者等
の公共交通機関を利
用した移動の円滑化
の促進に関する法律
高齢者、身体障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保する
ことの重要性が増大していることにかんがみ、公共交通機関の旅客
施設及び車両等の構造及び設備を改善するための措置、旅客施設を
中心とした一定の地区における道路、駅前広場、通路その他の施設
の整備を推進するための措置その他の措置を講ずることにより、高
齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の利便性及び安
全性の向上の促進を図る。
高齢者の居住の安定
確保に関する法律
高齢社会の急速な発展に対応し、民間活力の活用と既存ストックの有
効活用を図りつつ、良好な居住環境を備えた高齢者向けの住宅の供給
を促進するとともに、高齢者の入居を受け入れることとしている賃貸住宅
の情報を広く提供するための制度の整備等を図る。  
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１－１－２ 本研究の目的 
 
1-1-1で述べた背景に基づき本研究では、生活拠点である「住宅」に着目し、中
でも近年高層化が著しく避難困難が予測される「共同住宅」について、高齢者居
住という視点からみた火災事例の分析、防災・避難計画の実態及び高齢居住者の
避難能力の実態を把握すると共に、高齢者と健常者が混在する状況下における高
齢者の避難安全性を確保するために、高齢者の避難行動特性をモデル化する方策
を検討し、高齢居住者の火災発生時の被害軽減と、安全に避難できるための建築
防災計画について提案することを目的とする。 
 
１－１－３ 本研究の概要 
 
本研究の流れは図 1-5に示すとおりである。まず、第 2章では、一般の共同住
宅の火災事例における火災の拡大原因や居住者の避難行動実態の分析を通して、
集合居住施設において火災が発生した場合の危険性を明らかにする。次に、第 3
章で東京都の高齢者専用共同住宅である「シルバーピア」における居住者の避難
能力の実態と防火・避難対策の状況及び火災事例を調査し、一般の共同住宅に居
住する高齢者の健康状況や移動能力等に基づく避難能力の特性と、防火避難対策
及び管理運営のあり方を明らかにする。その上で第 4章では、新しいタイプの高
齢者集合居住施設で、高齢者の中でも特に火災対応能力の弱化が著しいと考えら
れる認知症高齢者が居住する「認知症高齢者グループホーム」を対象に、防火・
避難対策の観点から居住者と建物の実態に関する実態調査及び火災実態を調査し、
自力避難が困難な高齢者が居住する住宅における防災・避難計画の現状と問題点
を抽出する。一方、第 5章では一般の共同住宅における高齢者の避難安全性確保
の方策をより具体的に検討し、健常者と高齢者が混在する群集の避難方法を一般
化するための手法を検討する。ここでは、高齢者と健常者が混在する群集の避難
方法の開発・検討のための実験に、高齢者の代替として健常者を使用することの
可能性を検討するため、健常者が高齢者擬似体験用具を装着した「擬似高齢者」
と、実際の高齢者の双方を被験者として群集歩行行動に関する同様の実験を行い、
両者の結果を比較検討することで、高齢被験者の代替として擬似高齢者を使用す
ることの妥当性を明らかにし、高齢者が安全に避難できるための方策を検討する
ための、高齢者と健常者が混在する群集による歩行行動実験の可能性を提案する。
最後に第 6 章では、第 2 章から第 5 章での検討を踏まえて高齢者の居住を前提と
した共同住宅の火災安全性を確保するための具体的な方策の提案と、今後の課題
を述べる。 
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第2章　中廊下型共同住宅における火災
  事例と居住者の避難行動の実態
住宅火災の増加
　　高齢者の避難行動の実証的な
　把握の必要性
高齢者の集合居住の新しい取り組み
  第4章・痴呆性高齢者グループホーム
の防災計画の実態
第６章　本研究のまとめ
高齢者の居住を前提とした共同住宅において必要な対応の具体化の検討と今後の課題
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１－２ 関連する既往の研究 
 
高齢化の進行と共に建築物や都市基盤施設のバリアフリー化に関する対応は急
速な発展を見せたが、災害時の対処について何らかの障害があると考えられる人
の避難安全性までを考慮した計画は極めて少なく、また、１で述べたように、現
状では法規制上の対応も十分とは言い難い状況にある。本項では高齢者の避難安
全性確保及び避難行動モデルに関する既往研究の現状を把握し、今後の研究の充
実が必要な分野について考察したい。 
 
(1)高齢者の避難安全に関する既往研究 
 
高齢者の避難安全に関する既往研究としては、高齢化に伴う身体特性の変化に
応じた避難システムを検討するもの 1-8) 1-9)、高齢者の利用を前提とした施設の避難
安全性のあり方を検討するもの 1-10) 1-11)等がある。一般の建築物における高齢者等
の避難安全性については、下肢障害者が火災に遭遇した際の避難行動や意識につ
いての実態調査を行った吉村らの研究 1-12）等がある。住宅における高齢者の避難安
全性に関する研究としては、共同住宅における居住者の防災意識や 1-13）戸建て住宅
に居住する高齢者の防火対策の実態 1-14）が報告されているが、都市居住の生活基盤
である共同住宅における防災計画のあり方について、高齢者の居住を前提にした
議論が十分なされているとは言い難い状況であり、火災実態についての研究事例
も少ない。高齢の居住者を前提とした共同住宅の避難計画のあり方については今
後の研究の充実が望まれる分野であると言える。 
 
(2)火災事例の分析による避難安全性に関する研究 
 
実際に発生した火災事例の調査・分析は、被害拡大の要因となる建築、設備の
条件を把握し、避難行動や実火災において被害拡大の要因となりがちな条件、防災設
備の維持管理状態の火災への影響の把握、復旧に関する諸問題・間接損害の把握など、
実験やシミュレーションには期待できない多くの利点がある。しかし、一定規模以上
の火災の場合、刑事責任の発生による守秘義務の遵守等のため詳細が明らかにさ
れない場合が多く、実態調査には困難が伴うため、火災当事者の火災時の避難状
況に基づく火災事例の分析や、建築物の避難計画への反映に関する既往研究はき
わめて少ない。火災事例の分析を通して避難安全性に言及した既往研究としては、
和歌山県白浜温泉の大規模ホテルにおける火災における従業員の対応行動と在館
者の避難行動の実態分析を通して、在館者に被害が出ることなく避難が完了した
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要因を分析、検討したもの 1-15）1-16)、広島基町高層住宅の火災事例を通して、以後
の避難設計への知見とするために高層共同住宅の居住者の火災時の避難行動実態
を明らかにしもの 1-17)等があるが、高齢者が行為者や被災者となった火災の火災実
態に関する研究事例の蓄積は非常に少ない。高齢者火災の原因を究明し、避難計
画へ反映させていくためには、火災情報の積極的な開示が望まれると共に、火災
事例の調査・分析を通じて高齢者の避難安全性確保へとつなげる実証的な研究が
必要である。 
 
（３）高齢者が混在する群集の避難行動モデルに関する研究 
 
高齢者の避難行動が群集に及ぼす影響については研究事例がほとんどなく、解
明されていない部分が多い。避難行動を「歩行行動」と捉えると、群集歩行行動
に関する既往研究としては、群集移動を空間的に捉え、視覚的に表現するための
モデルを開発したもの 1-18）、自然発生する群集の横断時における歩行者心理と動作
の関係を解析したもの 1-19）等があるが、これらはいずれも健常者の歩行を前提とし
た研究である。これに対して身体的に何らかの不自由がある人の歩行行動に関す
る研究としては、高齢者や車椅子使用者、幼児等がシリカクロス製シャッターの
開口部を通り抜ける際の安全性を検討したもの 1-20）や、高齢化に伴う身体特性の変
化が避難行動に及ぼす影響を検討したもの 1-21）、避難行動の特徴を年代層別に検討
したもの 1-22）などがあるが、いずれも単独歩行における高齢者自身の歩行行動の変
化を追究したものである。健常者と健常者より歩行速度が遅くなると考えられる
人の混在する群集の歩行行動に関する研究としては、群集に混在する車椅子の数
や位置が群集内の健常者と群集全体に及ぼす影響を検討したもの 1-23）1-24)があるが、
高齢者と健常者が混在する群集の歩行行動に関する研究はこれまでほとんどなさ
れていない。１－１(3)で述べたように現行法規では高齢者の避難に関して規定さ
れておらず、不特定多数が利用する施設では非常時の避難で高齢者と健常者が混
在する可能性が高いことを考えると、高齢者と健常者が混在する群集の避難行動
のモデル化は急務であると考えられる。 
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注） 
注 1-1）2004年 6月 10日付朝日新聞によると、日本人女性 1人が産む子どもの平
均数を示す「合計特殊出生率」は 2003年に 1.29で、2002年の 1.32から更に下
がり、戦後初めて 1.2台となった。 
注 1-2)総務省統計局国勢調査 1985年～2000年のデータに基づき作成。 
注 1-3）2001年は東京都歌舞伎町の雑居ビル火災において 44人の死者が発生した
ため、建物火災における全死者数に占める住宅火災における死者数の割合が、
他年度と比べて相対的に低くなっている。 
注 1-4）介護の必要程度を表す認定。介護保険法に基づき必要な介護サービスの種
類と限度額を決定する基準として用いられる。介護支援専門員による面接調査
の結果と主治医の意見書をもとに、5名を標準とした保健・医療・福祉に関する
学識経験を有する者で構成される介護認定審査会で行われるのが一般的であり、
この結果をもとに区市町村が決定し、６ヶ月ごとに見直しが行われる。一番軽
い判定は「自立」で、この場合、介護サービス等は受けられない。何らかのサ
ービスが受けられる判定でもっとも軽い判定は「要支援」で、要介護状態とは
認められないが、社会的支援が必要な状態、次いで要介護度１（生活の一部に
ついて部分的介護を要する。食事・排せつ・衣類着脱等のいずれもが概ね自立
しているが，一部介助支援を必要とする。）から要介護５（過酷な介護を必要と
する。 寝返りをうつことができない寝たきり状態であり，意志の伝達が困難。
食事・排せつ・衣類着脱のいずれにも介護者の全面的な介助を必要とする。）ま
で５段階にて認定される。 
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第 2 章 共同住宅における火災事例と 
居住者の避難行動の実態 
 
共同住宅での火災は、状況によっては出火住戸以外にも影響を与え、鎮火後も建築物
の火害、煙損、消火時の放水や電気系統の損傷により居住の継続が困難な状況が発生
する。身体能力が弱化した高齢者が火災時及び火災後に受ける身体的、精神的な影響
は、健常者に比べより大きくなることは必至である。本章では、一般の共同住宅で発
生した火災事例を分析することで集合居住施設における火災被害の特徴と高齢居住者
の火災危険を明らかにし、高齢者の居住を前提とした共同住宅において必要な防災・
避難設備について検討する。 
 
２－１ はじめに 
 
２－１－１ 本調査の目的と背景 
 
2002 年３月、横浜市の 11 階建て中廊下型共同住宅において火災が発生し、1
住戸が全焼したほか、共用廊下の一部が焼失し、20名が負傷する被害が出た。 
共同住宅での火災は、状況によっては出火住戸以外にも影響を与え、鎮火後も
焼損、煙損の影響や設備等の故障、消火時の放水等によって居住が不可能または
困難になる状況が発生する。その影響は高齢者世帯において特に顕著となると考
えられる。従って、様々な身体状況の居住者が想定される就寝を伴う施設である
共同住宅は、火災覚知や避難行動の遅れを念頭において避難計画を策定すること
が重要になる。 
実際に発生した火災を調査することは、現実の避難行動や実火災において被害
拡大の要因となりがちな条件や防災設備の維持管理状態の火災への影響、及び火
災後の復旧に関する諸問題や間接的な損害などを把握する上で極めて重要であり、
建築防災計画の策定の際に参考となる多くの示唆を得ることができると考えられ
る。しかし、火災の被害が一定規模以上になると刑事責任が問われることが多い
ため、法的権限によらない調査を行うのは困難であり、一方、被害規模が顕著で
ない火災は報道されないため、建物の状態が復旧・解体等により被害の痕跡を残
さなくなる前に火災の実態を把握するのは難しい。また居住者のプライバシーを
侵害する恐れがあることから火災発生時の避難行動や被害状況の調査も困難であ
るため、避難設計に応用できるための知見の蓄積は非常に少ない状況である。 
本共同住宅は特に高齢居住者が多かった訳ではなく、また高齢者の避難が大き
な問題になったという訳でもないが、火災・煙拡大の範囲が大きかったにも拘ら
ず死者が発生せず、刑事上の責任が問われなかった事例として貴重である。そこ
で、本火災について、火災後の建築・設備面の実態調査と、居住者の協力を得て 2
度に亘って実施した避難行動調査により、集合居住施設における火災被害の特徴
と高齢居住者の火災危険を明確にし、高齢者の居住を前提とした共同住宅におい
て居住者の避難安全性を確保するための建築防災計画のあり方について考察する。 
 
２－１－２ 被災建物の概要 
 
(1)建築計画の概要 
  
本建物の用途は 1階が飲食店舗と駐車場、2階～11階が共同住宅で、配置図及
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び基準階平面図は図2-1、図 2-2に示す通りである。敷地は図 2-1に示すように南
側と西側のニ方向で接道し、両方向からの消防の寄り付きが可能である。基準階
は、平面を図 2-2に示すように典型的な「中廊下型」で、中廊下の両端に階段が 2
ヶ所設置されているが、屋内階段①は 2階で乗り換えており、避難階である 1階
まで直通していない。これは、2階以上の共同住宅部分と 1階の飲食店舗部分の間
を消防法施行令第8条に規定される開口部を有しない防火区画 2-1)としているため
で、2階以上の共同住宅部分には直接外部からアクセスできる階段を設置したもの
である。同様にエレベーターは 2階以上でのみ着床する。各住戸はほぼ同様の間
取りで、廊下の東側に 4戸、西側に 5戸、南側に 1戸配置され、広さはバルコニ
ーを除き約 41㎡である。その他の一般的な建築概要は表 2-1に示す通りである。 
 
(2)防災・避難設備の概要 
 
本建物の竣工は 1971年で建築基準法における防排煙規定導入(1970年)後である
が、排煙設備が設けられていないことから見て、防排煙規定導入以前に建築確認
を受けたものと考えられる。中廊下の両端に、常開の熱感知器連動式防火戸が設
置された屋内階段①と、常閉の防火戸が設置された屋外階段②が設置されている
が、中廊下には排煙設備が設置されておらず、排煙を確保することができるのは
屋外階段②側の開口部のみである。(1)で述べたように、本建物はニ方向の接道面
から消防のアクセスが想定されていたが、火災時は、西側道路からは電線や電柱
が障害となって架梯できず、救助活動は南側道路から行われた。廊下西側の住戸
には連続バルコニーが設置され、住戸間は非常時には蹴破ることを前提とした隔
板によって仕切られている。避難器具の設置はバルコニーが連続していない最も
西側の住戸(図 2-2Ｂ)のみであり、それも 2階とセットバックの関係でバルコニー
位置が変化する 7階では設置されていない。廊下の東側住戸(図 2-2Ｃ～Ｅ)は 2住
戸に 1箇所バルコニーが設置され、合計 3カ所に避難難器具が設置されているが 3
階までで途切れているため、地上まで避難するためには避難器具を使って 2 階ま
で降下した後、更に東側に突出した 1 階屋上に飛び移らなければならない。すな
わち廊下東側の住戸では、廊下が煙で汚染されて避難が困難な場合、下階に避難
するためには避難器具を使用する必要があり、また、廊下西側では連続バルコニ
ーから隣戸間の隔板を蹴破ることで水平方向への避難は可能であるが、垂直方向
への避難設備は設置されていない住戸が多く、本建物は、廊下が煙で汚染されて
階段が使用できない場合、健常者以外の居住者が下階へ避難することは非常に困
難な計画内容であるといえる。加えてほとんどのバルコニーは家財道具等の置き
場になっており、避難器具の上に洗濯機を置いている住戸も多かった。 
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感知・警報設備としては、煙感知器が各階廊下に 1、2カ所、階段室に 2カ所設
置され、自動火災報知器(非常ベル)に連動する仕組みであるが、３で述べるように
火災時には火災報知器は鳴動しなかった可能性が高い。 
 
図 2-1 配置図 
 
道路境界線 敷地境界線 
敷地境界線 
道路境界線 
道路中央線 
店舗 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
階段①
階段②
避難用タラップ
避難用タラップ
連続バルコニー
 
ＤＣ 
Ａ 
Ｅ
Ｆ 
Ｂ Ｇ Ｈ Ｉ
＊図中Ａ～Ｉ
は住戸を示す 
 図 2-2 基準階平面図
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表 2-1 建物概要(設計図書及び自治会長ヒアリングによる) 
面積 建築面積 713.428m2(延床面積 6190.172m2) 
階数 地下 1階、地上 11階、塔屋 2階 
構造 鉄骨鉄筋コンクリート造 
用途 1階 飲食店舗・駐車場、2～11階 住宅 
地域地区 商業、準防火・防火地域 
住戸数 96戸(うち 5戸は空室) 分譲 
住戸面積 平均 41m2+バルコニー 竣工年月 1971年 11月 
 
 
写真 2-1 被災建物南西側外観         写真2-2 被災建物西側外観 
 
 
 
 
 図2-3 東側立面図 
 
写真 2-3 被災建物東側    
(植物がある部分が 1階店舗屋上)
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２－１－３ 調査方法の概要 
 
本調査では、まず建築物の火災・煙損調査を実施し、その結果を踏まえて居住
者を対象とした火災時の避難行動実態調査を実施した。調査方法の概要は表 2-2
に示すとおりである。居住者調査は２回に分けて実施し、火災直後の第１回調査
では、火災時の状況を中心に原則として住戸を訪問してヒアリング形式によって
行い、不在の場合はアンケート用紙を配布した。第２回調査は、火災発生３ヶ月
後に実施し、火災後の生活状況や防災意識の変化を中心にアンケート形式によっ
て実施した。回答後の調査用紙は、第１回、第 2 回共に管理人室前の回収ボック
スへの投函にて回収した。また、第 1 回調査時には同時に当該共同住宅の管理人
及び所有者(本共同住宅に居住)に対しても消防設備の稼動状況や自治会の活動等
について、ヒアリング調査を実施した。調査内容の概要は表 2-3 に示す通りであ
る。なお、本調査の回答は各住戸の代表者 1名に依頼したため、以下では件数は
世帯数を表すものとする。 
表2-2　調査の概要
調査期間 2002年3月26日～31日
調査方法 現地観察による
第１回 調査期間 2002年4月9日～6月8日
調査形式 ヒアリングまたはアンケート形式
調査対象 全居住者(91世帯)及び管理人
回答率(居住者) 52.7％（48世帯／91世帯)
　　　　その他 管理人１名、マンション所有者１名
第２回 調査期間 2002年7月27日～8月10日
調査形式 アンケート形式
調査対象 全居住者(91世帯)
回答率(居住者) 13.2％(12世帯/91世帯)
火災・煙損
調査
居住者
調査
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表2-3　居住者実態調査内容の概要
第
１
回
調
査
(1)戸境壁破壊の知識の有無／(2)ベランダの避難器具設置の知識の有無(①
今回の火災で使おうとした ②今回の火災で使おうとしたができなかった ③避
難器具設置を知らなかった)／(3)火災発生後の生活の変化(①非常口の確認
②廊下やベランダの整頓 ③戸締まりの強化 ④その他)／(4)火災で最も怖
かったこと(①火や煙が迫ってきた ②自力で避難できなかった ③家族に自力
避難困難者がいた ④1階まで避難するのに時間がかかった ⑤日本語がわ
からず避難方法がわからなかった ⑥その他)／(5)火災について心配なことや
防災面での相談
⑥
火災
後の
生活
(1)どこまで逃げたか(①屋内階段で上の階へ ②屋内階段で下の階へ ③屋
外階段で上の階へ ④屋外階段で下の階へ ⑤EVで上の階へ ⑥EVで下の階
へ ⑥その他)／(2)避難時の状況(①廊下に煙が充満 ②背中から煙が迫って
きた ③煙は見えず恐怖感はなかった ④その他)
(1)住戸の番号／(2)家族構成(性別及び年齢)／(3)自力避難困難者の有無／
(4)①自力避難困難者の人数 ②自力避難困難の理由 (ｱ)高齢のため ｲ)乳幼
児のため ｳ)その他) ③自力避難困難者の避難状況( ｱ)家族と一緒に住宅内
にとどまった　ｲ)家族と一緒に消防に救助された ｳ)家族一緒に避難した ｴ)そ
の他) ④避難した場合の避難方法( ｱ)階段から ｲ)ベランダから ｳ)その他)
①
属性
と避
難能
力
(1)火災発生に気が付いた理由(①近所の人の声 ②部屋内への煙の侵入 ③
避難する人が見えた ④消防車が見えた ⑤火災には気が付かなかった ⑥そ
の他)／(2)①煙が侵入する前に気が付いた点( ｱ)臭い ｲ)近所の様子 ｳ)暑さ
ｴ)その他) ②煙の侵入経路( ｱ)玄関のドアの隙間 ｲ)開放された玄関扉 ｳ）ベ
ランダの窓の隙間 ｴ）開放されたベランダの窓 ｵ)その他)／(3)火災発生後最
初の行動(①119番通報 ②玄関のドアから避難 ③ベランダに避難 ④何もしな
かった ⑤その他)／(4)何もしなかった理由(①火災に気付かなかった ②特に
危険だと思わなかった ③消防が救助に来ると思った ④日本語がわからな
かった ⑤その他)
②
火災
発生
直後
の行
動
④
ベラ
ンダ
の状
況
③
廊下
の状
況
(1)消防到着に気付いた時点(①ベランダや廊下を避難中 ②ベランダで救助を
待機中 ③安全な場所まで避難した後 ④火災が終わるまで気が付かなかっ
た ⑤その他)／(2)「もう大丈夫」と思った時点(①消防が到着した時 ②消防の
救助が始まった時 ③消防に救助された時 ④1階まで避難して外に出た時 ⑤
その他)
(1)ベランダに逃げた理由(①廊下に煙が少し見えた ②廊下が煙で充満してい
た ③玄関から煙が侵入した ④その他)／(2)ベランダに出た後の状況(①下の
階へ下りた ②下の階に下りられず救助を待った ③上の階へ上った ④上の
階へ上れず救助を待った ⑤隣戸のベランダに逃げた ⑥その他)／(3)隣戸避
難の状況①戸境壁破壊の知識の有無 ②戸境壁破壊の有無( ｱ)破壊して逃
げた ｲ)自宅の放置物が邪魔で逃げられなかった ｳ)隣戸の放置物が邪魔で
逃げられなかった ｴ)破壊できることを知らなかった ｵ)その他)／(4)避難時の
状況(①部屋の中に充満した煙がベランダに出てきた②部屋の中に煙が充満
した③煙は見えず恐怖感はなかった④その他)
⑤
消防
到着
後
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①
防
災
訓
練
(1)住戸の番号と火災時の在宅の有無／(2)防災訓練への参加の有無／(3)
防災訓練不参加の理由(①予定があった②意味がないと思った③面倒くさ
かった④特に理由はない⑤その他)(4) 1.防災訓練参加の理由（①実際の火
災で避難に不安を感じた②火災で被害には遭わなかったが避難に不安を感
じる③特に理由はない④その他）2. 防災訓練の有益さ(①役に立つ②あまり
意味がない③その他)／(5)防災訓練が役に立つと思った点(①消火訓練②通
報訓練③避難食う連④火災時の避難方法の教示⑤火災発生時の対処方法
の教示⑥出火防止のための心得の教示⑦防災意識が高まった⑧その他)／
(6)防災訓練に参加して意味がなかった理由／(7)今後の防災訓練の実施(①
実施するべき②実施する必要はない③どちらでもよい④その他)／(8)今後の
防災訓練への参加の有無（①参加する②参加しない③わからない④その他)
②
火
災
時
の
知
識
(1)火災発生時に自宅玄関の扉を閉鎖するという知識の有無(①知っていた②
知らなかった③その他)／(2)知っていた理由／(3)自宅で出火した場合の自
宅玄関扉を閉鎖する余裕の有無(①あると思う②ないと思う③わからない④そ
の他)／(4)自宅で出火した場合の消火器使用の可否(①できると思う②でき
ないと思う③わからない④その他)／(5)自宅で出火した場合の通報の可否
(①できると思う②できないと思う③わからない④その他)／(6)非常ベル鳴動
時の対応(①逃げる②逃げる準備をして様子を伺う③しばらく様子を伺う④気
にしない⑤その他)／(7)ベランダからの避難経路／(8)避難ハッチの使用の可
否(①使用できる②物が置いてあり使用できない③その他の理由で使用でき
ない)
③
屋
外
階
段
の
防
火
戸
(1)屋外階段扉開放による危険性に対する知識の有無(①知っていた②知ら
なかった③その他)／(3)屋外階段扉の常時開放使用に対する考え方(①非常
に危険②やや危険③そんなに危険ではない④全く危険ではない⑤その他)／
(4)屋外階段扉の常時開放使用の理由(①閉鎖機構の不備②中廊下の採光
の確保③中廊下の通風の確保④暑さの緩和⑤閉塞感の緩和⑥利便性の確
保⑦わからない⑧その他)／(5)屋外階段扉の常閉使用の可否 1.自分で使用
する場合(①きちんとしめて使用できる②あまり意識しない③その他) 2.他人
が使用して閉鎖しなかった場合(①率先して閉める②自分が通るときには閉め
る③開いたままにしておく④その他)／(6)開いたままにしておく理由(①誰かが
開けてしまう②開いていた方が都合が良い③面倒くさい④関心がない⑤その
他)／(7)屋外階段の防火戸を常閉使用するための方策の提案
④
そ
の
他
事
項
(1)非常時の階ごとのコミュニティ形成の可否(①可能②困難③その他)／(2)
困難な理由／(3)階ごとのコミュニティへの参加の有無(①機会があれば自分
で率先して形成する②誰かが形成してくれれば参加する③参加する気はない
④その他)／(4)火災後の近所付き合い 1.火災以前の近所付き合いの有無
(①近所付き合いがあった②近所付き合いはなかった③その他) 2.火災以後
の近所付き合いの有無(①火災以前より増えた②特に変わらない③その他)
／(5)火災以後の新しい近所付き合いの数とそのきっかけ／(6)火災発生後の
火元への注意(①現在も今後も注意する②現在は注意しているが数年後は不
明③火災直後のみ注意していた④火災直後もあまり気にしていなかった⑤そ
の他)
第
２
回
調
査
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２－２ 火災・煙損調査 
 
２－２－１ 火災の状況 
 
(1)出火原因 
   
新聞報道によれば 2-2)、本火災の発生は 2002年 3月 17日(日)午前 9時 45分頃
で、出火住戸は 5階の図 2-2に示す住戸Ａである。出火原因はストーブの火の衣
料品への引火と推定されている。居住者は一人暮らしの男性で、出火当時この住
戸は衣料品の一時保管にも利用されており、通常の住戸に比べ可燃物が多量に存
在した可能性もある。 
 
(2)被害状況 
  
①被害の概況 
火災の概要は表 2-4に示す通りである。出火元住戸は約 40㎡が全焼し、5階
中廊下のほぼ全域に当たる約 120㎡が焼損した。また、屋内階段①と廊下の間
の防火戸が閉鎖しなかった 7～11階では、煙が階段を通じて廊下に伝播し、屋
外階段②の側から噴出したため、中廊下の全域と階段室内において著しい煙損
があった。出火が休日の午前中であったため、出火当時の在宅者は多かったが、
人的被害としては、負傷者は 20名(うち 1名は消防隊員)で、避難途中に煙を吸
って失神し喉に火傷を負ったり、ベランダを伝って下階に避難しようとして落
下し、腰骨を骨折するなどの重傷者が出たほか、３で述べるように、多くの居
住者が避難時に煙を吸い、鎮火後も喉や鼻の不快感を訴えた。特に廊下東側の
住戸(図 2-2 C～E)はバルコニーが狭く、バルコニーへの煙の漏出もあったため
に避難者が安心して長時間滞在できる空間にはならず、隣接するマンションの
住民に助けを求める状況が多数目撃されている。本火災では死傷者は発生しな
かったが、その理由として出火時間が日中であり就寝者はほとんどいなかった
と考えられること、繁華街に近く出火後早い段階で通行人が消防に通報したた
め、消防到着が早かったこと、晴天の日中の火災であったため、消防活動が行
い易く、居住者も火災状況を把握し易かったこと等があげられる。 
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表 2-4 火災概要2-1）注2-1) 
出火日時 2002年 3月 17日(日) 午前9時 45分頃 
出火場所 5階 505号室 
出火原因 ストーブによるものと推定 
焼損 5階 120m2(うち 1住戸約 40m2全焼) 
水損 放水による漏水 
死傷者 死者 0、負傷者 20(全員救急車搬送。うち消防職員 1名) 
 
②出火住戸 
写真 2-4に出火住戸内の状況を示す。写真は復旧前の状態を撮影しており著し
い焼損・煙損の状況が現れている。本住戸は衣料品の倉庫としても使われてい
た関係で、通常の住宅より多くの可燃物が集積されていた可能性があり、保管
されていた衣類は殆ど焼失した。玄関扉は自閉機構付き鋼製防火戸であったが、
火災時には閉鎖しておらず、廊下に火炎・煙が噴出した。火災時に玄関扉が閉
鎖しなかった理由は不明であるが、本建物では竣工後１度も玄関扉の閉鎖機構
の交換がなされていないため、閉鎖機構の老朽化により、出火元住戸の居住者
が扉を開放して住戸外部に出た後に扉が自動的に閉鎖しなかった可能性が考え
られる。なお、調査時点では当該扉は一部変形が確認されており注 2-2）、自閉機
構も故障していた。接道側には奥行 1,500mm のバルコニーがあり、窓やバルコ
ニー天井の焼毀状況からみて窓から火炎が噴出したと思われるが、上階には延
焼しなかった(写真 2-5)。 
写真 2-4出火住戸の玄関扉(出火推定位置から玄関扉を見る) 
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写真 2-5 出火住戸の外観（南側道
路から出火住戸を見る） 
 
③廊下部分 
調査時点では出火階廊下の吊天井は撤去され、壁仕上げも剥落の上、洗浄さ
れていたが、各住戸の玄関及びエレベーター扉には火炎や高温の煙によると思
われる焼毀が認められた(写真 2-6)。煙損は出火階以上各階の廊下に認められた
が、④で述べるように、火災時に屋内階段①と廊下の間に設置された防火戸が
閉鎖していた 6 階の被害は屋外階段付近の壁面が煤で汚染されていた程度で、
階段室扉前の住戸のプラスチック製の表札も溶融せずに残存していた。一方、
屋内階段①の防火戸が閉鎖しなかった 7 階では屋内階段室近くの住戸の表札が
溶融しており、廊下のうち屋内階段側の半分以上の部分の天井が脱落するなど、
顕著な煙損が見られる(写真 2-7①②)。 
 
写真 2-6 5階廊下(出
火住戸前から見る。奥の
扉はエレベーター) 
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写真 2-7①6階廊下の被害状況           
(正面は出火室直上室の扉。写真左上の誘導灯 
 
写真 2-7② 7階廊下の被害状況 
(左側に見える階段扉は煤で覆われたまま
で、廊下の壁・床全体に煙汚染の跡がある。
(天井板は取り替えのため撤去された)) 
カバーが溶融した以外、煙損は見られない) 
 
④屋内階段 
  屋内階段（図 2-2階段①）の階段室内は、出火階以上最上階まで著しく煙で汚
染されていた(写真 2-8)。特に、5～8階では壁・天井仕上げがほぼ全部剥落し、
床のプラスチックタイルも残存していなかった。踊り場の外壁には線入ガラス
窓が設置されていたが、調査時には 5～8階のすべての窓でガラスに亀裂が認め
られ、特に 5～6階間ではガラスがほぼ全面脱落し、6～7階間では部分的な脱落
を生じていた注 2-3)。階段室扉は熱感知器(ヒューズ)連動の常時開放式鋼製防火
戸(実質的な避難階である 2 階のみ外開き。他は内開き)であるが、出火階以上
では 6 階のみが閉鎖した。そのため出火階以上の廊下の煙損は、他階に比べ 6
階では非常に少なかった。なお、当該扉は 2 階では楔によって閉鎖しないよう
に固定された上、掲示板として利用されていた。また、3階でも楔による固定が
見られたが、これは、自閉機構のストッパーの故障のためと考えられ、他階の
扉についても自閉機構が老朽化していた可能性は高いと考えられる。 
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 写真 2-8 屋内階段内部の 
被害状況(5階) 
⑤屋外階段 
共用廊下北端の階段(図 2-2階段②)は屋外階段として設計されていたが、RC
造の外壁で囲まれており、各階踊り場に高さ 1875mm、幅 1200mmの開口が設け
られているだけであった(写真 2-9)。屋内との間には常時閉鎖式鋼製防火戸があ
るが、管理人へのヒアリング調査によれば、出火階では火災当時、廊下の通風・
採光のために開放されていたとのことである。また、扉面と屋外階段外壁の煤の
付着模様が連続していることからも(写真 2-10)、この扉が火災時に開放されたま
まだったことがわかる。なお、屋外階段②内の煙損は、出火階廊下から侵入した
煙が、踊り場の開口から外部に流出せずに階段を上昇したためと考えられる。 
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写真 2-9 屋外階段②踊り場の開口部(階段入口扉から見る) 
 
⑥その他 
火室直下の住戸は、消火活動時の水損のため、畳、家具等が取り外さ
れ
 
写真 2-10 屋外階段①踊り場の煙損 
4階の出
ていた。その他の住戸の状態は把握できなかったが、4階廊下全体に冠水痕が
あり、現地調査時にはどの住戸も居住者が戻っていなかったことから見て、4
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階住戸は全て火災当時、顕著な水損を受けたと思われる。更に 4 階以下の廊下
や玄関扉付近にも煙が侵入した形跡があり、住戸内へ侵入した煙によって火災
を覚知した居住者もいることから、出火階以下においても住戸内への煙の侵入
による煤等の付着もあったものとみられる。しかし、4階住戸内部に火炎が侵入
した痕跡は見られず、３で述べる居住者避難行動実態調査においても、全階に
亘って住戸内へに火炎の侵入があったというコメントは見られなかったことか
ら、今回火災では廊下から住戸内へ火炎は侵入していないと考えられる。 
また、エレベーターは、火災から 9 日後の現場調査時点では機能復旧してい
た
⑦ 物の復旧 
 生した停電は、全館に亘って鎮火後も数日続いたため、日常生
 
－２－２ 防災設備の作動状況と火災後の改善状況 
(1 火時の防災設備の作動状況 
災時における防災設備の作動状況は表 2-5に示すとおりで、設置されている防
災
が、篭天井の照明器具カバーが変形溶融し、壁・天井にも煙汚染の痕跡があ
って篭内は煙の臭いも著しかった。火災当時、エレベーターシャフト内には相
当の煙が侵入したものと思われる。 
 
建
 火災直後に発
活上の支障に加え、エレベーターが稼動しなかったことで、特に高層階の高齢
居住者から「買い物の荷物をもって階段を昇降するのがとても大変だった」と
のコメントが多く出された。損傷部分の復旧費用については、自治会加入の火
災保険対象となっていた共用部分(廊下、階段、エレベーター等)以外の各住戸
内は、各戸の自己負担であったため、復旧の程度は住戸によって異なっていた
が、「自分の責任ではないのになぜ費用を負担しなければならいのか」といった
苦情が、特に自力での清掃に困難が伴う高齢居住者から多く出された。また、
本調査は火災直後の 3 月末から３で述べる第二回居住者実態調査終了の 7 月末
まで継続したが、調査終了時にも避難先から戻らない世帯もあり、火災保険対
象外部分の復旧の困難さが覗われる。 
２
 
)出
 
火
設備のほとんどは不作動であったことがわかる。出火元住戸の居住者は管理人
室に通報に行く前に自力で初期消火を試みたことが管理人へのヒアリングにより
判明しているが、消火栓が不作動であったためにこれに失敗している。更に、３
で述べる居住者実態調査の結果から、火災感知器及びそれに連動する自動火災報
知器が不作動であったために、出火元住戸以外の居住者は迅速な避難開始ができ
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なかったこと、避難中に非常用照明が点灯せずに円滑な避難が困難であったこと
が確認されており、火災発生から避難に至るまで数多くの防災設備が不作動だっ
たことで「フェールセーフ」の機能が働かなかったことが本火災における焼損・
煙損被害が大きかったことの最大の要因と考える。 
 
(2 火災後の改善状況 
災設備のうち火災後に改善されたものは表 2-6に示すように、屋内階段①と廊
下
表2-6　防災設備の改善状況
)防災設備の
 
防
の間に設置された熱感知器連動式（ヒューズ）防火戸と、自動火災報知設備で
ある。屋内階段①の防火戸は随時閉鎖式煙感知器連動型に変更され、火災発生時
のより早期の作動が可能となった。また、自動火災報知設備は火災発生時に電源
が入っていなかった事実が確認され、それがスイッチの入れ忘れによるものなの
か故障によるものなのかは判明しなかったが、どのような状況下でもスイッチが
切れることのないように「電源自動復帰機能付き」タイプが導入された。しかし
ながら避難器具や玄関扉をはじめとする、その他の防火・防災設備については改
善されていないことから、居住者自身も火災発生時の対処や避難の方法について
把握・理解しておくことが必要と考える。 
 
 表2-5　被災建物の主な防災設備・器具とその作動状況
 
 
種類 設置・作動等の状況
火災感知器 煙感知器を各階廊下に１，２箇所、階段室に２箇所設置。作動す
ると管理人室複合受信機に表示され、自動火災報知器が鳴動す
る設計。本火災では作動しなかったものと推測される。
自動火災報知器 火災時には鳴動せず。火災感知器に連動するため、火災感知器
が不作動のために鳴動しなかったものと考えられる。
消火栓 各階廊下中央に設置。5階では出火住戸住人により使用が試み
られるも、ポンプ不作動のため不奏功。
消火器 各階廊下に2台ずつ設置。調査時点では出荷階以上に設置され
ているものは煤や煙跡が著しく、使用された形跡はなかった。出
火階以下に設置されているものも、埃が多量に付着しており、非
常に古いものであると推測される。
非常用照明 各階の階段入口前に1個ずつ設置。
避難用タラップ 共用廊下東側(図2-2A、C～E)及び共用廊下西側の住戸のうち
最も北側の住戸(図2-2B)のバルコニーに設置。C室と隣戸は隔
壁を破って到達可能。
屋内階段①と廊下の間の熱感
知器連動(ヒュー ズ式)防火戸
火災時に閉鎖しなかったため随時閉鎖式煙感知器連動
式防火戸とし、火災報知器連動型に改良
自動火災報知設備 火災時に不作動であり、火災の被害により溶融したため
新式(電源自動復帰機能付き)に交換。
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２－３ 居住者の避難行動調査 
 
２－３－１ 居住者実態調査（第１回）の結果 
 
２－３－１－１ 居住者の基本的属性 
 
(1)居住者の年齢構成と在宅状況 
 
本共同住宅には火災発生時、空き家を除き 91住戸に居住者がいたが、管理人へ
のヒアリング調査によると居住者が頻繁に入れ替わるため正確な居住人数は把握
されていない。表 2-2に示すように本調査の回答率は 52.7％であるため、火災発
生時の全居住者の在宅状況は確認できていないが、図 2-5に示す通り、少なくと
も調査回答世帯では、在宅者が回答者 48世帯のうち 37世帯で、在宅率は 8割を
超えた。これは、火災発生が休日の午前中であったことが関係すると考えられる。   
調査回答居住者の年齢構成は図 2-4に示すとおりで、30歳代が最も多く 21％、
次いで 20歳代が 19％を占めている。 
図2-4　居住者の年齢分布
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40代
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70代
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図2-5　居住者の在宅状況
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(2)自力避難困難者と高齢者世帯の状況 
 
本火災では、早期に煙が廊下に充満し、出火階以上の階では階段を使用しての
避難が困難になった。身体能力によっては階段以外の手段による避難は困難な場
合が多いと考えられることから、「階段を使って一人で避難することができない」
家族の有無を質問したところ、9世帯 9名が該当した。その内訳と理由は表 2-7
に示す通りで、60歳代以上の高齢者は 4名であった。このうち家族と同居してい
る高齢者は 1名のみで、3名は一人暮らしである。また、調査回答者のうち 60歳
代以上の高齢者は 20％(18名)であり、その 70％(14名)は「階段を使って一人で
避難可能」と回答したが、半数は一人暮らしで、22％(4名)が高齢者のみ世帯であ
ることから、今後身体能力が弱化すると自力での避難は困難になる可能性も考え
られる。 
表2-7　自力避難困難者の状況
人数 避難できない主な理由
高齢者　４ 足が悪く階段が下りると痛む
血圧が高く、１人での避難は大変
足が悪く視力も弱い
乳幼児　４ 0歳～2歳で１人で避難不可能
その他　１ 妊娠中で足元が危ない  
 
２－３－１－２ 火災時における居住者等の対応 
 
(1)出火元居住者の火災時の対応 
 
 火災後の管理人へのヒアリング調査によると、管理人への火災の第一報は出火
元住戸居住者からで、2階の管理人宅に直接出向いて連絡した。廊下には屋内消火
栓からホースを引張った痕跡があり、出火元居住者は初期消火に当たろうとした
が、屋内消火栓のポンプが作動せず消火できなかったため、2階の管理人室へ連絡
に行ったものと考えられる。出火元居住者が管理人と共に再度出火場所に戻った
時点ではすでに火炎が拡大し消火は不可能な状況になっていた。本建物では各住
戸の玄関には自閉機構付きの防火戸が設置されているが、2-2-1(2)②で述べたよ
うに、火災時に玄関扉は閉鎖しなかった。この原因は不明であり、倉庫も兼用さ
れていた当該住戸への収納物の出し入れのために、ドアクローザーが取り外され
ていた可能性や、老朽化による自閉機構の不作動、火炎の噴出による扉の熱変形、
靴等の引っ掛かりなどが想定される。 
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(2)火災認知の方法等 
 
 本火災の覚知に当たって、自動火災報知設備の鳴動を聞いたという回答はなか
った。「以前はタバコの煙にも反応してよく非常ベルが鳴っていた」、「非常ベルの
悪戯が多かった」などのコメントが出されていることからみて、居住者は自動火
災報知設備（非常ベル）の音声を認識しているものと考えられるが、今回の火災
で警報装置が鳴動しなかった原因は、管理人や共同住宅に居住する建物所有者へ
のヒアリングにおいても判明しなかった。 
 
①出火階(5階)より下の階の居住者の火災覚知方法 
  出火階の上下別の居住者の火災覚知方法は、図 2-6に示すとおりである。出
火階より下の階では近隣住民の声や電話連絡などの人的手段により火災を知っ
た人が多く、これは、出火が日中であったことや被災建物が商店街に面した立
地であるため、目撃者が多かったことが理由と考えられる。本建物所有者への
ヒアリングによれば、消防への第一報は近隣住民からの通報であり、出火階よ
り上階の居住者が居室への煙の侵入で火災覚知したのに比べ、近隣等の目撃者
の方が早かったものと考えられる。居住者の火災覚知が防火管理体制によるも
のではなかったことから考えると、夜間など外部に人が少ない時間帯では覚知
がより遅くなった可能性が大きい。なお、睡眠中で火災に気が付かなかった居
住者も１名存在した。 
図2-6　火災覚知の方法
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②出火階(5階)以上の階の居住者の火災覚知方法 
  図 2-6に示すように、出火階以上の階では室内への煙の侵入によって火災に
気が付いた人が最も多い。「気が付いたら室内に煙が入ってきていた」とのコメ
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ントが多く、これらの居住者は、煙に気付いてまず玄関扉を確認したところ、「玄
関扉を開けたら廊下は煙が充満していた」という状態であった。「室内の煙」に
よって火災を覚知した 19世帯のうち 16世帯が煙の侵入口を「玄関扉の隙間」
としており、うち 15世帯が出火階以上の居住者である。また、図 2-7に示すよ
うに、出火階以上の居住者の半数以上は、火災を覚知する前に、通常とは違う
臭いを感じているほか、4世帯は近所の人の騒ぎ声を認識している。近所の人の
騒ぎ声に気がついたのは全員が 60歳以上の高齢者であるが、「騒がしいような
気がしたが、耳が遠いのでよくわからなかった」というコメントもあった。ま
た、自主的に設置した台所のガス漏れセンサーの稼動による覚知も1件あった。 
図2-7 火災覚知以前に気付いた異変（複数回答）
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(3)避難経路の選択の状況 
 
(2)で述べたように、火災覚知時の状況は、出火階(5階)以上の階と出火階より
下階で大きな違いがあることが判明した。火災覚知後の避難行動も、出火階の上
下で差が生じているが、以下、その調査結果を示し、その原因と背景について考
察する。 
 
①出火階より下の階の居住者 
  火災時に在宅した39件について、火災覚知後の避難行動を出火階別に示した
ものが図 2-8である。出火階(5階)より下の階では玄関を経て廊下から避難した
居住者が多く、これは図 2-6に示すように火災覚知時点で煙の侵入が少なく、
中廊下からの避難に支障がなかったためと考えられる。バルコニーに避難した 1
世帯は、4階の居住者で、足が悪く階段を利用しての避難が困難な高齢者がいた
ためである。また、「様子を見に上階に行こうと思った」、「知人に声をかけてか
ら逃げた」などのコメントが出されており、避難開始時に余裕があった状況が
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覗われる。「避難せずに何も対応しなかった」との回答は 2世帯あり、その理由
は「火元が自住戸から離れていることが分かったため」、「大層なこととは思わ
なかったため」である。 
図2-8　階別避難経路の方向
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②出火階より上の階の居住者 
  出火階以上の階ではバルコ   
ニーへの避難が最も多く19世
帯であり、次いで「居室で待
機した」が 5世帯であった。
このような結果となったのは、
(2)②で述べたように火災覚
知の時点ですでに廊下に煙が
侵入していたことが影響して
いると考えられる。10階、11
階の住戸では避難しようとし
た時点ですでに「熱と煙で扉
が開けられない」状態であり、
火災覚知時点ですでに廊下は避難経路として利用できなかったものと考えられ
る。玄関から廊下に出て避難しなかった 24世帯について、その理由を図 2-9に
示す。「煙が充満していたため」との回答が最も多く、避難経路の選択は、煙の
有無によることが分かる。また、バルコニーで待機した世帯の中に60歳代以上
の高齢者は、①で述べた 1名を除き 7名存在した。この中には足腰が弱化して
いるために自力で階段を使って避難することができず、鎮火後に「消防隊員に
図2-9　玄関から避難しなかった理由
室内へ
の煙の
流入
9件
38%
廊下が
煙で充満
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54%
その他
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た1件
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支えてもらって一緒に階段を下りて避難した」という居住者が 2名いたほか、1
名はバルコニーにはしご車が寄りついたが「足を上げることができず、バルコ
ニーの柵を跨ぐことができない」との理由からそのまま待機しており、高齢居
住者の高層階からの避難における困難性がわかる。居室で待機していた理由と
しては「玄関を開けたら廊下に煙が充満して真っ黒で怖くなった」、「バルコニ
ーに出たが避難用タラップの使い方が分からず、居室に戻った」、「向いのマン
ションの住人に手を振って助けを待っていることをアピールした」などが挙げ
られており、出火階より下の階の居住者に比べ緊迫した状況であったことが分
かる。 
 
(4)避難時の状況 
 
①廊下からの避難者の状況 
  廊下からの避難者の避難方向を図 2-10に示す。「屋外階段②を使用して地上
まで避難した」事例が最も多く 7世帯を占める。このうち 3世帯は出火階以上
の居住者で、避難中は「煙が充満している中を這うようにして逃げた」、「背中
から煙が追いかけてきた」と証言している点からみて、一般的に、火災時に火
煙による汚染の恐れが少ないと考えられている屋外階段も、相当な煙汚染があ
ったことがわかる。また、8階の居住者のうち 1名は上階へ避難している。これ
は「屋外階段②の下部から煙が上がってきたため」であるが、屋上へ通じる扉
が施錠されていたために避難できず、煙を吸って失神し、消防隊員によって救
助された。屋内階段①を使用して地上まで避難することができたのは、すべて
出火階より下の階の居住者であった。 
図2-10　廊下からの避難方向
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②から下方
7件 5～11階
3件
2～4階
4件屋内階段①から下方
３件
屋外階段
②から上方
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②廊下以外の避難経路からの避難者の状況 
廊下が使用できずにバルコニーへ避難した居住者の対応を図 2-11に示す。
1-2(1)で述べたように、本建物では、避難設備が設置されているバルコニー
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は一部のみであるため、バルコニーに避難した世帯のうち、14世帯はそのま
まバルコニーで待機した。バルコニーでの状態については「バルコニーにも
煙が出てきたので、煙の中で呼吸できる場所を探していた」、「腹這いになっ
て床上 50cmくらいの隙間から呼吸していた」、というコメントも出されてお
り、住戸の場所によっては廊下の煙が居室を経由してバルコニーにまで漏煙
したものと見られる。本建物の廊下両側の住戸は、バルコニーの隔板を破壊
して隣戸に避難することができるようになっているが、それを火災発生前か
ら知っていたのは、図 2-12に示すように隔板が設置されている住戸の半数未
満であった。また、「隔板を破って避難しようとしたが、自分の家の隔板の前
に物が置いてあり避難できなかった」との回答も 2件あったが、実際に隔板
を破って隣戸側へ避難した人はいなかった。バルコニーの避難設備について
は図 2-13に示す通り避難設備が設置されている住戸の 25％が「設置されてい
ることを知らなかった」と回答し、「火災後に外から見て初めて設置されてい
るのを知った」とのコメントもあり、隔板の存在と共にベランダからの避難
方法について正確な知識を持たない居住者が多いことがわかる。一方、居室
内で待機していた人からは「玄関扉の隙間や郵便受けをタオルやガムテープ
で塞いで煙の侵入を防いだ」というコメントが 2件あったほか、「避難中も煙
がひどく濡れタオルで鼻や口を塞いだ」というコメントが出火階以上の居住
者から多く出されている。また、「その他」は避難ハッチが使えないために配
水管を伝って下階に降下した人と、隣接するビルへ飛び移った人で、二次災
害を引き起こしかねない危険な行為であった。これらはいずれも廊下の東側
住戸の居住者で、バルコニーの滞留面積の不足と火災情報の遮断から拙速な
行動を起こしたものと考えられる。 
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図2-11　バルコニーにおける居住者の対応（複数回答）
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(5)消防到着時の状況 
 
 火災の進展のどの時点で「もう安心」と思ったか、という質問については図 2-14
に示すとおり地上階まで避難した時点との回答が最も多く全体の半数を占める。
また、「近所の人や消防の呼びかけで火元が遠いことが分かった時」、「消防の説明
で状況が把握できた時」、といったコメントが多くあげられており、避難者の混乱
を防ぎ、落ち着いて避難するためには適切な火災情報を早期に付与することが重
要であることが分かる。 
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図2-14　安全を確認した時点
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(6)火災時の恐怖感 
 
 火災時に最も怖かった点は図 2-15に示す通り、「火や煙が身近に迫ってきたこ
と」との回答が最も多く、全体の約半数を超える 23件を占め、このうち 20件は 5
階以上の住戸であった。「玄関を開けると煙が充満して真っ暗で言いようのない恐
怖を感じた」、「普段通り廊下に出ることができず待機している間が怖かった」と
いったコメントに代表されるように、日常動線を遮断されたことに対する恐怖心
が最も大きかったことがわかる。また、避難時に比較的余裕があった出火階より
下の階(2～4階)の居住者からは「火煙が見えたこと」、「助けてという声」などに
対する恐怖感が挙げられた。また、60歳代以上の高齢者からは「一人で避難する
のは不安」という意見が複数出されており、自力で階段を使用して避難すること
に身体能力的な問題がなくても、高齢者は火災という特異状況下では避難中に何
かあったときの不安感が大きくなりがちなものと考えられる。 
図2-15　火災時に最も恐怖を感じたこと(複数回答)
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42 
(7)火災後の生活の変化 
 
 火災後の生活で注意するようになったことについては図 2-16に示す通り、「火元
に注意するようになった」との回答が最も多い。この質問は調査回答者の 81％か
らの回答があり、そのうち 71％は出火階以上の住戸からの回答であり、火災によ
る被害が大きかったり避難中の恐怖感が強いほど、火災の再発を防止しようとす
る意識が高くなるものと考えられる。また、「火災時には在宅していなかったが火
災後の煤や埃で喉を傷めた」、「火災後部屋に戻ってから目や喉の痛みが２週間以
上続いた」「臭いがひどく気分が悪くなった」といった鎮火後の粉塵や煙の臭いに
よる不快感などの火災終了後の身体への影響や、「わずかな物音にも敏感になり夜
良く眠れない」「もうここには住みたくない」などの精神的な苦痛を訴える意見も
あり、目に見えない間接的な被害も大きいものと考えられる。特に 60歳代以上の
高齢居住者からは「エレベーターが復旧するまで、外出時の階段の昇降が辛かっ
た」という意見や、「火災後の住戸内の清掃が大変だった」との意見が見られ、高
層階の高齢居住者の場合、火災後の生活も考慮し、買い物や清掃などの援助の仕
組みを検討することが必要と考えられる。 
図2-16　火災後注意するようになった点(複数回答)
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２－３－２ 居住者実態調査(第 2回)の結果 
 
 第 2回居住者実態調査は、火災発生 3ヶ月後に所轄消防の指導による防災訓練が
実施されることになったため、火災発生後の居住者の防災意識の変化や防災訓練
に対する考え方を調査することを趣旨に、防災訓練日程に合わせて実施した。回
収率は、表 1に示すとおり 12.3％であり、第 1回調査に比べて非常に低かったが、
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これは、火災発生から 3ヶ月を経過して火災に対する関心が低くなったことが主
な原因と考えられる。12件の回答のうち 10件は出火階以上の居住者、60歳以上
の高齢者のみ世帯が 6件であった。火災時の恐怖感が強いほど、火災に関する関
心が高くなり、また高齢者世帯ほど火災時の避難に対する危機感が強いと考えら
れる。調査結果は以下に示すとおりである。 
 
(1)自住戸から出火した場合の玄関扉の閉鎖に対する知識 
 
本火災では、出火元の玄関扉が開放されたままだったことが、煙が早期に上階
へ伝播する一因となった。このような危険は、出火元住戸から避難する場合は玄
関扉を閉鎖することが習慣化していれば回避できると考えられる。そこで火災時
に火元となった場合、自住戸の玄関を閉鎖してから逃げるという知識の有無につ
いて質問したところ、図 2-17に示す通り「知らなかった」との回答が「知ってい
た」を上回った。また自住戸から出火した場合に玄関のドアを閉鎖して逃げる余
裕については、「ある」人と「ない」人が同じ割合であるが、「知っていた」人
の方が「知らなかった」人より「余裕があると思う」との回答が多い。また、「知
っていた」と回答した人も「テレビで見て」その知識を得ている人が多いことか
ら、火災時の対応について正確な知識を定期的に供与するための機会が必要であ
ると考えられる。 
図2-17　玄関扉を閉鎖して避難する知識と余裕の有無
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(2)火災時における屋外階段の防火戸の役割の認識 
 
 ２で述べたように本共同住宅の屋外階段②に設置されている防火戸は、法令上
閉鎖状態での使用が想定されているが、火災時には開放されていたために、上階
への急速な煙の伝播につながった。当該防火戸が、閉鎖して使用する前提である
ことの知識については、図 2-18 に示すとおり、「認識していた」との回答は 2 件
のみであり、今後の日常の使用についても図 2-19に示すように「きちんと閉めて
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使用すると思う」との回答は半数であった。当該防火戸を閉鎖して使用するため
の居住者側からの提案としては、「開閉がしやすい重くない防火戸を設置する」、
「居住者に分かるよう廊下等に貼り紙をする」、「自動閉鎖機構を改善する」等が
挙げられており、常時開放状態として使用されている理由としては、図 2-20に示
すように通風や採光の問題が大きい。居住者の当該防火戸の役割と使用方法つい
ての意識の啓蒙とともに、建築計画的な改善も必要になると考えられる。 
図2-18　屋外階段②の防火
戸の開放の危険性の認識
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図2-20　屋外階段②の防火戸を常開で使用する理由
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(3)火災時における対応方法 
 
火災時に火元となった場合の対応を図 2-21～2-23に示す。消火器使用の可能性
は「わからない」人が最も多く、理由としては「火災の規模が想像できない」と
の回答が多い。また「訓練すればできる」との意見も多く、火災が小規模で消火
器使用の経験があれば自力で消火器を使用して消火可能と考える人が多いといえ
る。「できると思う」との回答者も「消火訓練に参加したことがある」ためと回
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答しており、火災時に落ち着いて行動
するためにも防災訓練は重要であると
考えられる。また、通報に関しては、
図 2-22、-23に示すとおりで、火元と
なった場合には「通報できる」と考え
る人が半数を占めるが、自住戸以外で
非常ベルが鳴った場合の対応は「しば
らく様子を伺う」が８割を占めた。自
住戸で火災が発生した場合はすぐに通
報するが、自住戸以外で火災が発生し
た場合、通報設備の作動をすぐには信
頼しない状況が分かる。当該共同住宅では過去に非火災報が多発した経緯があり、
今回の火災時には火災報知器が作動しなかったことから、本共同住宅居住者は、
火災報知器設備に対する信頼性があまり高くないものと考えられる。しかし、本
火災では、警報装置の不作動により居住者の避難開始が遅れたことがバルコニー
等に取り残される居住者の数が増加した一因であり、早期に避難を開始するため
に火災報知設備の果たす役割は非常に重要である。このことを居住者に周知し、
自動火災報知設備鳴動後の迅速な通報、避難を徹底することが、今後の火災発生
時における被害軽減につながると考える。 
図2-21　消火器の使用可能性
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(4)近隣との関係とコミュニティの醸成 
 
バルコニーからの避難では隣戸や上下階の住戸との協力が必要になるため、近
隣との関係をみると、図 2-25、2-26に示すとおり火災発生以前は「近所付き合い
はなかった」という回答は 1 件のみで、火災発生後も無回答の 1 件を除き「新し
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い近所付き合いができた」または「変わらない」状況であった。また、バルコニ
ーに避難した事例では「隣の家の人と励ましあった」というコメントや、「避難す
る前に近所に声をかけた」という状況が報告されている。本共同住宅には乳幼児
や高齢者も居住しており、避難時には援助が必要になる可能性もあることから、
火災時の避難等について協力するコミュニティの形成について質問したところ、
図 2-24に示すとおり、可否については困難との回答が可能を上回り、その理由と
しては「賃貸契約をしている人が多く出入りが激しい」「ほとんど顔を合わせない
のでどんな人が居住しているかわからない」等が挙げられた。しかし、形成に当
たっては「自分から率先してコミュニティを形成する」との回答はなかったもの
の、「参加する気はない」との回答は 1件のみであり、何らかのきっかけや中心に
なって誘導する組織があれば、避難における協力体制を構築できる可能性はある
と考えられる。 
　図2-24　階コミュニティ形成の可否
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た
６件
60%
無回答
２件
20%
図2-26　火災発生後の近所
つきあい
特に
変わら
ない
８件
67%
無回
答１件
8% 新しい
近所
つきあ
いがで
きた
３件
25%
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(5)防災訓練の状況 
 
３月の火災を受けて、同年 7 月に実施された防災訓練の概要を表 2-8 に示す。
参加者数は 30 名で、そのうち第 2 回調査回答者は 6 名であった。居住者調査(第
2 回)の回答における防災訓練への不参加の理由は表 2-9 に示す通りで、全体の 3
分の 2 の回答が「参加したかったがスケジュールが合わなかった」であることか
ら、調査回答者は防災訓練への参加の意志はあると考えられ、防災への関心が高
い人が多いといえる。参加理由は、全員の回答が「今回の火災を通して避難に不
安を感じた」ためであり、防災訓練の参加者全員が防災訓練は「役に立つと思っ
た」と回答し、今後の防災訓練の実施についても「実施する必要はない」との回
答はなかった。役に立った点としては、消火、通報、避難といった火災時の対応
行動の実践に加え、「火事を起こした場合の対処方法」や「火事を起こさないため
の心構え」など火災に対する知識の取得がためになったという回答も多かった。 
しかし、この防災訓練は 2-1で述べたような甚大な被害をもたらした火災から 3
ヶ月後の実施であるにも拘わらず、参加率は約 3割と非常に低い。本共同住宅の
防災設備は一部改善されたものの、既存の建物に新たな設備を設置することは費
用面から限界があり、すべての設備が改善されたわけではない。火災発生時に人
的被害を少なくするためには、防災設備の作動の有無に加え、居住者自身が避難
経路や避難方法を把握することが必要であり、防災訓練はそのために非常に有効
な機会である。防災訓練参加率の低さからは居住者の危機感の欠如が窺われるが、
居住者自身が火災時対応を自分の問題と認識すること、及び管理者は防災訓練の
参加率を上げるようスケジュールに配慮し、訓練の重要性や意義を強く周知する
ことが必要と考える。 
 
表2-8　防災訓練概要
実施期日：2002年7月31日／実施主体：所轄消防署
参加人数：30人(全居住者の約１／３）
訓練内容：避難訓練／負傷者の救出訓練／消火器に
よる消火訓練／防災設備の正常作動の確認  
 
表 2-9 防災訓練に不参加の理由 
参加したかったがスケジュールが合わなかった ４件 
参加しても意味がないと思った １件 
火災時の恐怖を思い出したくなかった １件 
 
48 
２－４ 調査結果のまとめ 
 
 本火災が発生した共同住宅は、中廊下型共同住宅としてはごく一般的な平面計
画であり、調査結果から判明した様々な問題点は、他の共同住宅においても発生
する可能性がある。また、第 1章で述べたように一般の共同住宅には相当数の高
齢者が居住していることから本項では、本火災における被害拡大要因について、
建築設備や建築計画といったハード面と、居住者の避難行動からみたソフト面に
分けて考察し、現行の一般共同住宅における問題点と、高齢居住者の火災危険を
明らかにすることで、高齢者の居住を前提とした共同住宅の防災計画手法を検討
したい。 
 
２－４－１ 建築設備及び建築計画からみた本火災の被害拡大の要因 
 
調査結果によると、本火災で老朽化や点検の不備などを原因とする各種防災設備
の不作動や、平面計画上の問題点が被害拡大の一因と考えられることから、本項で
は、建築・防災設備及び建築計画と、本火災の被害拡大の関係について考察する。 
 
(1)出火元住戸の玄関扉の閉鎖失敗 
 
 本火災では、出火住戸の玄関扉が閉鎖されなかったことで火煙が急速に伝播した。
玄関扉の閉鎖失敗の原因は不明であるが、本共同住宅の玄関扉や付属部品が竣工
以来交換されていないという点からみて、自閉機構が老朽化し動作不良を生じた
可能性、出火元住戸は倉庫も兼用していたことから搬出入時の利便のために自閉
機構を取り外していた可能性、また、他住戸では玄関扉の変形が目撃されている
ことからみて鉄扉の加熱膨張による変形の可能性など、複数の原因が想定される。 
 
(2)各住戸の玄関扉の遮煙性能不足 
 
本火災では、出火元住戸以外の住戸では内部に火炎が侵入した形跡は認められ
ないことから、本共同住宅に設置された玄関扉は延焼拡大を防止する役割は果た
したと言える。しかし、出火元住戸以外の住戸は玄関扉が閉鎖されていたにも拘
わらず、出火元住戸以上の階の居住者の約半数が室内への煙の侵入によって火災
を覚知し、その約 9 割は煙の侵入を「玄関扉から」としている点、また、比較的
低温の煙が侵入したと考えられる出火階以下でも、住戸内に煙が侵入した痕跡が
ある点からみて、十分な遮煙性能を有していたとは言い難い。本共同住宅に設置
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された鋼製防火戸の仕様は、共同住宅の玄関扉としては一般的であることから、
同様の問題は他の事例でも発生し得ると考えられる。 
 
(3)廊下の排煙設備の不備 
  
 本火災では、出火階以上の居住者の多くは「火災覚知時には既に廊下に煙が充満
していた」という理由から廊下を避難経路として使用できなかった。これは、本建
物の共用廊下に排煙設備が設置されておらず、廊下に充満した煙が外部に有効に排
出されなかったためである。唯一排煙に利用できる開口部が屋外階段②と廊下の間
の出入り口部分に１カ所あり、火災発生時にはこの部分に設置された防火戸は11階
以外の階では開放されていた可能性が高いものの、屋外階段②の開放性が低かった
上にね出火元住戸が屋外階段②と反対側の端部に位置していたため、屋内階段①が
煙突となり、屋内階段①→廊下→屋外階段②という煙流路が形成され、避難方向と
排煙方向が一致してしまったことからこの開口部は有効な排煙口となり得なかっ
た。この状況は、中廊下型共同住宅では平面計画上、開口部は廊下端部にしか設置
できない場合が多いため、自然排煙設備が設置されていても有効に排煙が行われな
い懸念があること、すなわち機械排煙設備の設置が望ましいことを示していると考
えられる。 
 
(4)防災設備の全般的不作動と点検の不備 
 
本火災では火災感知・警報設備は作動していなかった可能性が高く、その結果、
居住者の火災覚知の遅れと避難行動の混乱を誘発した。被災建物が繁華街にあり、
通行人が早期に消防へ通報したため消火作業に大きな遅延は生じなかったが、出
火時間帯によってはより大きな被害が出た可能性がある。また、出火元居住者は
屋内消火栓を使用して消火を試みたがポンプが作動しなかったために初期消火に
失敗しており、更に屋内階段①に設置された熱感知器連動式防火戸は、6階以外の
階で閉鎖しなかった。すなわち火災の早期発見、初期消火及び火災展炎防止のす
べての火災フェイズにおいて関連する防災設備が不作動であったことになる。こ
のうち火災報知器は、複合受信機の故障または過去に煙感知器が非火災報を発生
した際に鳴動停止を目的に行った電源解除の放置、屋内消火栓はポンプ電源の解
除の放置が不作動の原因と推定されている。階段室扉は、熱感知器を含めた火災
時閉鎖機構が建物竣工以来 30年余り交換されていないため、熱感知器・自閉機構
が老朽化して閉鎖失敗に至った可能性が高い。すなわち防災設備の全般的不作動
と、その原因となった防災設備の維持管理不良が、本火災における被害拡大の間
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接的な一因と言える。 
 
(5)廊下以外の避難経路の不備 
 
 本火災では、出火階以上の居住者のうち廊下を避難経路として使用できたのは約1
割にすぎず、52％がバルコニーへ避難した。しかし、バルコニーから階下へ降下す
ることができた居住者は1名のみで、多くは次の避難行動を起こさずにその場で救
助を待機した。これは、避難器具の床開口の上部や隔板の周辺に、すぐに動かせな
いような家具等が置かれている住戸が多く、バルコニーから階下への避難が物理的
に困難であったためと考えられ、特にこの傾向は廊下東側の住戸で顕著にみられた。
これは、東西住戸の設置位置に関係すると考えられる。廊下西側の住戸は道路に面
しているために、奥行きのある連続バルコニーが設けられ(写真2-1)、居住者は景観
面への配慮からバルコニーの整理整頓を意識する必要があったのに対し、廊下東側
の住戸のバルコニーは、1階飲食店屋上を隔てて隣地の共同住宅背面に臨むだけで
あるために、面積も狭隘で、周辺道路等からの視線を意識する必要がない。その結
果生じたバルコニーの物置化による滞留面積の不足と避難器具の使用困難が、バル
コニー避難者の避難行動の混乱の原因と考える。 
 
２－４－２ 居住者の避難行動からみた本火災の被害拡大の要因 
 
 本火災では、火災の直接的な被害として20名の負傷者が出たほか、後遺症を訴え
る居住者も多数存在した。また精神的被害を訴える居住者も多く、目に見えない間
接的な人的被害も大きかったと言える。これは特に出火階以上の階における居住者
の避難行動の著しい混乱がその原因の一端と考えられることから、本項では、本火
災の被害拡大の要因を居住者の避難行動から考察する。 
 
(1)避難経路の重要性と避難施設の使用方法に対する知識の不足 
 
2-4-1(4)で述べたように出火階以上の居住者の多くは廊下に避難できずにバルコニ
ーに避難したが、特に廊下東側の住戸の居住者は、その先の避難経路がわからずにパニ
ックに陥った人が多く、バルコニーから飛び降りたり、隣接建物の居住者に救助を
求めるなど緊迫した状況が目撃された。バルコニーに避難した居住者の中には避難
ハッチの使用を試みた人もいたが、「使おうと思ったが使えなかった」人が1割程
度存在した。これは、2-4-1(4)で述べた物理的な使用不能の他に、使用方法に対す
る知識の不足が原因と考えられる。避難設備や隔板の存在自体を知らない人が全体
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の2割程度存在したことに加え、避難タラップの床開口の上部や隔板の周辺への家具
等の放置も、居住者にバルコニーが避難設備として重要であるという点に対する知識が
欠如していたことが原因と考えられる。 
 
(2)防火設備の使用方法に関する知識の不足 
 
屋外階段②と廊下の間の防火戸は、火災発生時に 11階以外の階で開放されてい
た可能性が高い。これらの扉は、法令上常閉使用が想定されていたが、日常から
開放して使用されていたと見られる。調査結果からもこの事実を知る居住者は少
なかったことが判明している。また、屋内階段①と廊下の間の防火戸は、3階では
閉鎖しないよう楔で固定されており、2階では掲示板として常開状態に固定して使
用されていたことから、その状態を常時目にしていた居住者は、この防火戸が「火
災時に閉鎖して階段を火煙から守る」という趣旨で設置されていたことを理解し
ていなかった可能性が高い。すなわち両階段共に、階段に設置された防火戸の本
来の使用目的を理解している居住者は少なかったものと考えられる。 
 
(3)居住者の防災意識の全般的欠如 
  
 本共同住宅では、火災発生後の 2002 年 7 月、消防の指導により、建設以来はじめ
て防災訓練が実施されたが、甚大な被害を受けた火災の 3ヶ月後の実施であったにも
拘わらず、参加者は居住者の 3割と非常に少なかった。本共同住宅の居住者に不足す
るものとして、(1)(2)で指摘した知識は実火災時における避難安全性確保のために非常
に重要であり、防災訓練はその供与のための有効な機会となり得るが、防災訓練の参
加率を見る限り、居住者側がその重要性を理解しているようには見受けられない。 
 
２－４－３ 現行の共同住宅における問題点 
 
 2-4-1、2-4-2で述べた本共同住宅における火災被害拡大要因を元に、一般の共
同住宅における防災・設備等の状況を、高齢者の居住を前提に捉えた場合、以下
下のような問題があると考えられる。 
 
(1)現行の防災法令による安全性確保の困難性 
 
 現行法規では共同住宅は健常者の居住が想定されているため、法の遵守だけで
は高齢居住者の避難安全性が確保されるとは言えない。都市部における共同住宅
52 
の増加や高層化を考えると、多様な身体状況の居住者が想定される共同住宅につ
いては、法的規制を見直す必要があると考える。例えば、本共同住宅の玄関扉は、
建築基準法に準拠した防火戸が設置されていたにも拘わらず住戸内に漏煙してお
り、「防火戸は一定時間を経過すると漏煙する」という前提に立った防災計画が
必要なことが判明した。しかし、高齢者は健常者に比べ、身体能力が低下してい
るため避難開始が遅れたり、避難自体が困難な可能性がある。特に高層共同住宅
では、出火元住戸以外では住戸内で鎮火まで籠城することが可能なように、廊下
に面した開口部の防火設備の遮煙性能を強化することが望まれる。 
 
(2)防災設備等の火災時における性能発揮の困難性 
 
 共同住宅に設置されている防災設備等は、正確に使用すれば性能が発揮できる
にも拘わらず、有効に機能するような設計がなされていない場合が多い。本共同
住宅の場合も、常時閉鎖を原則として設置された屋外階段②の防火戸が、通風と
採光の確保のため常時解放して使用されていたり、屋内階段①に設置された随時
閉鎖式防火戸が楔で固定されて掲示板として使用されるなど、共用部分における
防災設備に加え、避難時に使用されるべきタラップの床上開口部を含め、バルコ
ニーにおける容易に動かすことができない家具等の設置など、各住戸においても
防災設備の不適切な使用があり、火災時に当該設備が本来持つ性能が生かされな
かった。このような状況を防止するためには、平面計画と防災計画の相互関連性
を考慮して設計することが必要である。すなわち通風や採光が確保できない中廊
下は設置しない、バルコニーにまで家財を置かなくても良いように、収納スペー
スを十分に確保するなど、日常の使い勝手と非常時の設備使用が両立できるよう
な平面計画とすること、及び居住者に防災設備の意義と使用方法を十分に説明す
ることが必要と考える。 
 
(3)防災設備の維持管理の困難性 
 
 本共同住宅においては、法令に則った点検が実施されていたが、自動火災報知設
備及び屋内消火栓はスイッチの入れ忘れまたは故障により作動せず、屋内階段②
の防火戸に設置された随時閉鎖式防火戸は、ヒューズ式の熱感知器が正常に作動
しなかったためにほとんどの階で閉鎖しなかった。また、各住戸の玄関扉のクロ
ーザーも老朽化が著しく、出火元住戸の玄関扉の閉鎖失敗の原因がクローザーの
動作不良にある可能性もある。消防法で点検が義務付けられているのは、火災報
知設備、消火設備及び避難設備のみであり 2-2)、建築基準法では建築物は竣工後の
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定期点検、報告の規定が明確化されていないため、建築設備の一部である防火戸
の閉鎖障害は、居住者や管理者が自主的に点検しない限り確認する手段がない。
更に点検方法については詳細に定められておらず、本共同住宅においても点検は
目視確認のみであった。すなわち現行制度の下ではこのような故障や劣化の見落
としは十分起こり得る問題であると言える。避難能力が低下した高齢者にとって、
建築・防災設備の作動の重要性は非常に高い。非常時の適切な作動のために、点
検は目視だけでなく実際に作動させて状況を確認すること、また、各住戸と共用
部分の間の開口部を始めとする、防火区画に設置される防火戸は、現行法規上は
「消防設備」としての取り扱いでないため点検を必要としないが、避難安全確保
の上で影響の大きいその点検が確実に実施される方策について、法的に規定する
ことが必要と考える。 
 
(4)防災管理体制の不備 
 
 消防法では、一定規模以上の共同住宅には防災センター等の常時人がいる場所に
消防設備の稼働に関する監視盤を設置することが求められる 2-3)。このため、防災
センターが設置されている場合、非常時にはその職員が中心となって対応するこ
とが可能である。しかし、24時間常駐者がいる防災センターの設置は経済的な負
担が大きいため、法的規制がない中小規模の共同住宅では、防災センターは設置
されない場合や、本共同住宅のように昼間は管理人がいても夜間は不在になる場
合が多いと考えられる。また、特に都心部の共同住宅では居住者の入れ替わりが
多いため、近隣付き合いが希薄になりやすく、自治会や自営消防団等の組織も形
骸化する傾向が強い。その場合、必然的に自動火災報知設備の鳴動への対応、消
防への通報、初期消火、避難誘導等の火災時対応はすべて居住者自身が行うこと
になるが、高齢者等、身体能力が低下した居住者はこれらの対応が困難な場合が
多く、特に夜間等は火災覚知や避難開始の遅延化の原因になりやすい。 
 
(5)居住者の防災意識・災害対応能力の不足 
 
 2-4-2で述べたように、本火災の被害拡大の一因は、避難経路の重要性や避難施
設、防災設備の使用方法に対する居住者の知識の不足と、防災訓練参加者の少な
さに見られる、火災への関心の低さにある。しかし、本共同住宅におけるこのよ
うな居住者の防災意識の不足は特別なものではなく、共同住宅全般に言えるもの
と考えられる。すなわち一般の共同住宅で火災が発生した場合、本火災と同様の
状況は容易に発生し得ると考えられる。身体能力の低下した高齢者の場合、これ
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らに加え、更に初期消火や迅速な火災通報と周囲への周知と言った災害対応能力
の低下も考えられ、火災発生時における居住者への対応は期待できないと言える。 
 
(6)住戸の使用用途の多様化 
 
 本火災の出火元は、洋服等の倉庫として使用されていた可能性が高く、これは本
建物において想定されている「住宅」としての本来の想定とは異なる。建築基準
法では、竣工後の建物使用に関して点検・報告の規定がないため、このように共
同住宅が居住目的以外の用途として使用されている事例は他にも存在すると考え
られる。共同住宅における火災は、自住戸だけでなく他住戸にまで被害を与える
可能性があるため、特に、居住用途より火災危険が明らかに多いと考えられる使
用を制限する方策が必要である。 
 
(7)火災後の生活への影響 
 
 本火災では、出火階以下の住戸は水損によって 1 ヶ月以上居住困難な状態が継
続し、出火階以上では著しい煙損によって日常生活ばかりでなく身体機能にも影
響が出た。共同住宅の場合、火災発生後は出火元住戸以外の住戸でも、配線・配
管系統の損傷によるガス、電気、水道等のインフラ設備への支障や、消火活動時
の水損によって、日常生活が長期に亘って困難になる可能性があり、一般的に専
有部分における被害復旧は、間接被害も含めて各住戸の負担となるため、保険加
入の有無や経済状況の違いが日常生活の復旧に影響を与えることになる。 
 
２－４－４ 共同住宅における高齢居住者の火災危険 
 
 高齢者は、身体能力の弱化により、健常者とは異なった火災危険が考えられる。
ここでは、本火災事例から判明した火災被害拡大要因を踏まえ、一般の共同住宅
における高齢居住者の火災危険について述べる。 
  
(1)火災発生時の影響 
 
①視聴覚機能の低下による火災覚知の遅れ 
本火災では火災報知設備が作動せず、その結果多くの居住者の避難開始が遅
れ、特に出火階以上の階で、居室内やバルコニーにおける避難待機者が多くな
った。高齢居住者の場合、火災報知設備が稼働した場合でも、視聴覚能力等の
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感覚機能の弱化により健常者に比べて火災覚知が遅くなることが考えられ、そ
の結果、今回火災における避難待機者と同様に、火煙が身近に迫る恐怖に晒さ
れたり、火煙に巻き込まれてより危険な状況に陥る可能性が高いと考えられる。 
 
②避難の長時間化 
高齢者は、運動能力の低下により、避難中の歩行速度の遅れとそれに伴う避
難の長時間化が予測される。その結果、避難中に火煙の接近や、火煙の吸引に
よって呼吸器系統等へに損傷を受ける可能性があり、死傷者の増加に繋がる危
険性がある。また、調査結果によると高齢居住者から「高層階に居住すると地
上まで遠くて避難が不安」、「足が悪いので一人で避難するのは心細い」といた
コメントが出されており、避難が長時間化すると身体への影響と共に、精神的
な負担も大きくなるものと考えられる。 
 
③避難施設の使用困難 
高齢者の身体能力によっては、階段や避難器具など階下への降下手段を使用
できない可能性も考えられる。今回火災においても、火災の覚知は早かったも
のの、階段を下りることができずにバルコニーにて待機した高齢居住者や、待
機していたバルコニーの柵を跨ぎ越すことができず、救助のために寄り付いた
はしご車に乗り移ることができない高齢居住者の事例があった。このような場
合、バルコニーや廊下などで救助を待機する必要があり、待機場所が籠城区画
としての性能を有していない場合、①、②で述べた火災覚知の遅れや避難の長
時間化と同様の状況に加え、救助が困難になる危険性がある。 
 
 (2)鎮火後の日常生活や体調への影響 
 
調査結果によると、本火災では、鎮火後も鼻炎や目、喉の痛みを訴えるコメン
トが見られ、これは避難時の煙の吸引と残存する塵埃の影響と考えられるが、高
齢者の場合この呼吸器系統へのダメージが健常者に比べて大きくなる可能性が考
えられる。また、一人暮らしの高齢者居住者からは「火災後に、住宅内部の清掃
が困難で、友達にきてもらった」というコメントが出されており、壁面や床面に
付着した煤や消火時の放水痕などの清掃も、高齢者には負担が大きくなると考え
られるほか、火災時の停電の復旧に日数がかかる場合、エレベーターの停止など
により、高層階に居住する高齢者の日常生活にも影響を与える可能性がある。 
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注） 
注 2-1)所轄消防署には、現地調査結果概要を示した上、確認と消防活動等に関す
る情報の補足的な開示を請求したが、拒否された。 
注 2-2)この変形が火災によるのか消防活動によるのかは不明。 
注 2-3) 窓外部の壁には多量の煤が付着していたので火災中に窓が割れ、脱落し
たと思われるが、破壊が火災によるのか消防活動によるのかは不明。 
 
参考文献 
2-1)消防法施行令第 8条 
2-2)朝日新聞 2002年 3月 18日朝刊社会面 
2-3)消防法第 17条、消防法施行令第 7条 
2-4)消防法施行規則第 12条第一項第八号 
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第 3 章 高齢者専用住宅の居住者と 
防災計画の実態および火災実態 
 
一般の共同住宅は、建築基準法等の避難安全規制では健常者の居住が想定されてお
り、法を遵守するだけでは身体能力が弱化した高齢者が火災時に安全に避難できる
計画とはならない。共同住宅における火災は、自住戸だけでなく他住戸にも影響を
及ぼす危険性があり、迅速な行動が困難な高齢者の居住を前提とした建築防災計画
を検討する必要がある。本章では、東京都における高齢者専用住宅である「シルバ
ーピア」を対象に実施した、居住者と防災計画手法の実態および火災事例に関する
実態調の結果から、高齢者の居住を前とした共同住宅の建築防災計画のあり方を検
討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
３－１ 高齢者専用住宅居住者の避難能力と防災計画の実態 
 
建築物において健常者と高齢者等の行動を本質的に同等に確保するためには、
建築物内で災害が発生した場合の避難安全性も考慮する必要がある。しかし、第 1
章で述べたように高齢者等、災害時の対処について何らかの障害があると考えら
れる人の避難安全性を考慮した計画は極めて少ない。都市居住の生活基盤である
共同住宅についても、高齢の居住者を前提として避難計画を検討する必要がある
と考えられるが、調査研究の蓄積は少なく、今後の研究の充実が望まれる分野で
ある。近年共同住宅の高層化は急速に進行している。高層階へのアクセシビリテ
ィの確保はエレベーターを設置することで容易に解決できるが、非常時には一般
のエレベーターは使用できない。第 1 章で述べたように、共同住宅に居住する高
齢者が増加傾向にあることを考えると、共同住宅における高齢居住者の避難安全
性の確保は、検討すべき緊急の課題であると言える。そこで、共同住宅における
高齢者の実態を把握し、避難計画を検討するために、東京都における高齢者専用
共同住宅であるシルバーピアを対象に、防火・避難対策の観点から居住者と建物
の実態に関するアンケート調査を実施した。本項ではその調査結果を元に、居住
者の健康状況や移動能力等に基づく避難能力の特性と、共同住宅における防災計
画の実態を明らかにし、共同住宅に居住する高齢者が火災時に安全に避難できる
ための防災計画、管理運営のあり方について検討する。 
 
３－１－１ 調査方法等の概要 
 
（１）調査の背景 
 
①シルバーピアとは 
シルバーピアとは東京都の独自の制度として実施されている高齢者専用共同
住宅で、高齢者のひとり暮らし世帯や高齢夫婦のみ世帯等（以下、本論文では
高齢者のみ世帯と称する）が、在宅福祉サービスを受けることにより自立して
安全な日常生活を送ることができるよう建設されるものである。東京都では、
1982年及び 1983年の社会福祉審議会答申で老人向け住宅の検討の必要性が指
摘されたことを受けて在宅老人福祉検討委員会が設置され、シルバーピアモデ
ル事業の実施が開始された。更に、1988年 10月には「東京都におけるシルバー
ピア（新しい型の高齢者集合住宅）のあり方について」3-1)が報告され、1988年
には「東京都シルバーピア事業運営要綱」3-２）が定められて、当事業が開始され
た。 
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一方で、国レベルでも1988年 2月からシルバーハウジング事業注 3-1)が実施さ
れている。東京都のシルバーピア制度は、「国のシルバーハウジング構想を踏ま
えながらも、大都市である東京の特性を考慮し、かつ在宅高齢者福祉施策と結
びつけた高齢者集合住宅の建設を志向する」3-３）とされており、シルバーハウジ
ング事業をベースとしながらも、東京都独自の施策として展開されていること
が特徴であり、こういった施策を実施しているのは、2004年 4月現在全国で東
京都のみである。2003年 3月現在におけるシルバーピアの設置数は、東京都営
住宅 3836戸、区市町村立住宅 5202戸、独立行政法人都市再生機構（旧都市基
盤整備公団）住宅 240戸で、合計 9278戸である注 3-2)。 
 
②シルバーピアの特徴 
a)防災法令上の位置づけ 
シルバーピアは建築基準法、消防法上「住宅」として位置づけられている
ことが特徴である。第 1 章で述べたように現在実施されている高齢者対応住
宅施策には様々な種類があるが、その多くは入居者が高齢化によって身体機
能が低下することを前提としているのに対し、シルバーピアは、「独立して日
常生活を営むことができるもの」という利用条件があり、利用条件を欠いた
場合は「利用の承認を取り消すことができる」とされている。 
b)ワーデンの設置 
シルバーピアと一般の共同住宅の最も大きな相違は、シルバーピアではワ
ーデンとよばれる管理人が必ず配置されている点である。ワーデンは、イギ
リスのシェルタードハウジングにおける「warden」を参考に設置されたもの
で、「良き隣人」として高齢居住者の相談や対応に当たることとされている 3-1）。
ワーデンの条件は、「高齢者の福祉に理解と熱意のある、心身ともに健康な者」
で 3-1）、特に専門的な資格は必要とされていない。シルバーハウジング事業に
おいても、生活援助員（またはライフサポートアドバイザー、以下本論文で
はＬＳＡと称す）の設置が位置づけられているが、表 3-1に示すように、ワ
ーデンとＬＳＡはその要件が若干異なっている。ワーデンが「良き隣人」と
していわば「素人」が想定されているのに対し、ＬＳＡは社会福祉法人等の
職員として専門知識を要する者が想定されている。 
シルバーピア事業は、住宅供給主体としては都及び区市町村公営住宅、区
市町村立、公社、公団が位置づけられているが、福祉サービスの供給主体は
区市町村であるため、ワーデンの設置や表 3-1 における１から４までの業務
の具体的な内容は、区市町村によって定められており、業務内容の詳細は自
治体によって異なることも考えられる。このうち「夜間を含む緊急時の対応」
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及び「関係機関との連絡調整」に火災時の対応に関する事項が含まれている
と考えられるが、「一時対応」がどのレベルまでを指すのかは明確にされてお
らず、各ワーデンの裁量及び資質に任されている。ワーデン業務の中で、防
火・避難対策の範囲は明確化されていないが、非常時の避難・誘導、救助と
いった対応においてワーデンの果たす役割は大きいと考えられ、また、3-2で
述べるように実際の火災において大きな役割を果たしている。3-1-3で述べる
ようにワーデンが防火管理者となっている事例もあるが、義務づけられてい
るものではない。特に民間借上げ型のシルバーピアの場合、オーナーがワー
デンという事例もあり、防火管理者を兼任しているという事例が多いと考え
られる。同様に、防災訓練の実施や地域との協力体制の構築についてもシル
バーピア全体としての規定は特になく、各区市町での運用やワーデンの裁量
によって実施されており、多くは一般の共同住宅と同様に取り扱われている。 
 
写真 3-1 シルバーピアの例
(民間住宅を市が借り上げ
たもの。シルバーピア住戸
のみが設置されている。) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 3-2 シルバーピアの
例(都営住宅。一般の住宅
と同一棟にシルバーピア
住戸が混在している。) 
63 
表3-1　ワー デンとＬＳＡの業務内容の比較
ワーデン ＬＳＡ
資
格
なし 在宅介護支援センター、介護保健施設または居
宅介護サービス事業者等の職員
５．生活指導・相談
　　生活相談所（団らん室）において入居者へ
の一般的及び福祉的な生活指導と相談業務を行
う６．その他日常生活上必要な援助
　　前項の生活指導、相談の内容に対応して必
要となる生活支援サービスの手配、生活能力向
上のための支援などを行う
業
務
内
容
１．安否の確認　①緊急通報システによる確認／②巡回訪問による確認／③電話に
よる確認
２．緊急時の対応
　　緊急時としては、住宅事故・災害、または原則的に怪我や急病など、身体への
危険を伴う場合をいう。対応は夜間も含む。
①通報の対応／②ガス、火災報知器の対応（避難誘導）／③救急車の手配や付き添
い／④医療機関及び親族等への連絡
３．疾病等に対する一時的な介護
　　緊急時対応に付随して発生する一時的介護を想定。怪我や急病時に家族や福祉
サービスによる介護が提供されるまでのつなぎの期間の介護を想定。
４．関係機関との連絡
　　必要に応じて関係機関との連絡を行う。（市区町村、消防署、警察署、医療機
関、在宅介護支援センター、介護保険施設、居宅介護サービス事業者等）
 
  
③シルバーピアの防災計画における法的規制 
「東京都シルバーピア事業運営要綱」3-2)によれば、シルバーピア住宅の建物
は、建築基準法第 2条 9号の 2に規定する耐火建築物または同条第 9号の 3に
規定する準耐火建築物とするものとされているが、それ以外に防災計画に関す
る特別な規定はなく、関連法規に準拠して建設するものとされている。また、
都営住宅については、「設計基準・要領」が定められており、その中で、シルバ
ーピア住宅については「緊急通報設備」の設置が規定されている。緊急通報設
備は、主監視盤を１台と、必要に応じて副監視盤を設置するものとされ、居住
者住戸には一定時間居住者の挙動を監視し、異変があれば自動的に通報される
装置とワーデン室への直通装置、ワーデン室には居住者の住戸からの信号を受
信し、表示・操作する受信盤が設置され、「緊急通報システム」と称されている。
緊急通報システムの例を図 3-1に示す。その他各住戸に設置する機器は原則と
して関連法規に準拠するが、火災感知警報設備は住棟規模によらず消防法で規
定される「自動火災報知設備」を、消防法第 220号通知の特例基準別紙３3-４）に
準拠して設置することとされている。すなわちシルバーピア住宅の設備は緊急
通報システムと自動火災報知設備の設置に特徴があるといえる。 
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図 3-1 シルバーピア住戸における緊急通報システム例3-５） 
(2)調査方法の概要 
 
 調査は、「居住者実態調査」と、「シルバーピアの防火・避難対策実態調査」の
２種から構成される。調査方法等の概要と回収結果は表 3-2 の通りである。調査
票配布対象は、シルバーピアのワーデンである。居住者実態については、対象居
住者本人から情報を得るのが本来最も正確ではあるが、居住者の年齢や身体状況
によっては回答に負担を要し、特に避難安全上の困難が予測される条件の居住者
は回答が得にくいと予想されること、また調査票を居住者に直接送付することが、
プライバシーの侵害に結びつく恐れがあることから、各団地のワーデンに、把握
している情報の範囲での回答を依頼した。なお、配布を依頼した 49区市町のうち
2区市町 20団地では、ワーデンが多忙、居住者のプライバシー侵害のおそれがあ
る、との理由から調査の承諾が得られずワーデンへ調査票が配布されなかった。
また、表 3-2 に記した区市町の担当者からワーデンへの調査票の配布時期にばら
つきがあったため、期限を過ぎて返送されたものも全て有効票として扱った。 
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表3-2　調査方法等の概要
調査票配布対象 東京都内の全シルバーピアのワーデン
(2000年3月現在49区市町380団地7260戸）
調査時期 ①調査票の発送：2000年7月27日
②回収期限　　　：2000年8月20日
調査方法 東京都内でシルバーピアを有する自治体
のワーデン担当に調査票を郵送し、各シル
バーピアのワーデンへ配布を依頼した。
回収数 268団地（居住者数5321人分）
回収率（268/380）7 .5％（実質回収率74.4％※）  
※回収数と配布数から計算される回収率は 70.5％であるが、上記のように調査票が区
市町から配布されなかった 20団地をのぞく実質回収率（268／360）は 74.4％となる。 
 
３－１－２ 居住者実態調査の結果と分析 
 
 居住者の避難能力と居住階数の関係を把握し、自力で避難できない場合の要因
を検討するため、居住者の基本的な属性と避難能力について調査した。ここでは
まず避難能力に関連する要因として、健康状態、移動方法、階段及び避難器具の
使用能力について表 3-3 の選択肢に基づき質問した注 3-3）。なお、表 3-3 における
選択肢は概略であり、実際の調査票では居住者の状況をワーデンが観察して選択
しやすいように表現を工夫している。 
 
表3-3　居住者実態調査の質問事項の概要（()内は選択肢）
属性 １）性別(①男②女)　2)年齢　3)居住階
健康
状況
1)健康状況全般(①良い②寝たり起きたりしている③長い間寝
ている④入院中)
2)視力(①普通②2ｍ程度で相手の顔がわかる③目の前に近
づかないと相手の顔がわからない④ほとんど見えない)
３）聴力(①通常の声を聞き取れる②大きな声を出さないと聞こ
えない③ほとんど声を聞き取れない)
4)移動方法(室内・外出時)(①普通②やや不自由だが補助器
具は使っていない③杖・歩行器・キャスター 付きいす等を使用
④自立車いす使用⑤介助車いす使用)
移動
能力
1)階段の使用(①早足で避難できる②ゆっくりであれば一人で
歩いて避難できる③介助者がいれば歩いて避難できる④介
助者がいても歩いて避難できない)
2)避難器具の使用(①一人で自力で使用可能②介助者がい
れば使用可能③介助者がいても使用は難しい)
3)部屋とバルコニー の段差(①段差なし②乗り越えられる③乗
り越えられるがつまづきに注意が必要④乗り越えられるが時
間がかかる④乗り越えるのに介助が必要)  
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(1)居住者の属性と移動・避難の一般能力 
 
①年齢  
  居住者の年齢を 5 歳毎に集計した結果が図 3-2 で、最も多いのは 70 歳以上
75 歳未満で 28.1％である。シルバーピアの入居条件は原則として 65 歳以上で
あるが、上限は設定されておらず 3-２） 最高齢は 100 歳で、夫婦世帯等による入
居や身体障害者、母子家庭などの特例があるため 65歳未満の入居者も 2％存在
した。75歳以上の後期高齢者は、年齢が判明した居住者の半数をわずかではあ
るが、超えていることがわかる。 
図3-2　居住者の年齢
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②健康状況 
  全般的な健康状況については図3-3に示す通りで、「良い」という回答が約
82％を占め、これはシルバーピアの入居条件が「独立して日常生活を営めるも
の」であるため 3-２） と考えられる。一方で、「寝たり起きたりしている」が約
14％、「長い間寝ている」が約 1％であり、これらの居住者は火災時に自力で迅
速に避難することは困難であろう。火災時に避難方向や火煙の状況を判断する
視覚能力と、火災発生を覚知するための聴覚能力については、図 3-4図 3-5に
示す通りで、聴覚能力は「普通」の占める割合が 84％と高い。しかし、「大き
な声でなければ聞き取れない」居住者及び「ほとんど聞き取れない」居住者が
合わせて全体の 1割強を占めており、火災発生時の非常ベル等の警報や、非常
放送を聞き取ることが困難な可能性がある。一方、視覚能力は、聴覚能力に比
べて弱化している人の割合が高い。「2メートル程度の距離で相手の顔がわかる」
居住者は 9％で、夜間や火災時の煙発生の状況によっては避難誘導に係るサイン
を確認できない可能性があり、「目の前に近づかないと相手の顔がわからない」、
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「ほとんど見えない」を合わせた 3％の居住者は、火煙の状況を視覚によって判
断し、避難経路を選択することが困難であると考えられ、これらの居住者は、
全般的な健康状況が「普通」であっても避難に支障を来す可能性がある。また、
視覚能力と健康状況の関係は図 3-6に示す通りで、健康状況が「寝たり起きた
りしている」及び、「長い間寝ている」では、「良い」に比べ視覚能力が「普通」
の割合が低いとことがわかる。また全般的な健康状況や視聴覚能力は、一般的
に加齢と共に低下するため、このような居住者の割合が今後増加することも十
分予測される。  
図3-4　居住者の視覚能力
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図3-5　居住者の聴覚能力
ほとん
ど聞き
取れな
い
0.9%
普通
84.0%
大きな
声でな
いと聞
き取れ
ない
10.0%
不明
5.0%
 
図3-6　健康状況と視覚能力の関係
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③移動方法 
  居住者の室内及び外出時の移動方法については図 3-7、図 3-8に示す通りであ
る。室内の移動では、杖、歩行器、キャスター付きいすなどの補助具、及び車
いすの使用者すべてを合わせても 5.1％であるが、外出時になるとこの値は
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13.9％と増加する。これは、シルバーピア住戸が１人世帯用で平均 35㎡前後と
狭く、室内では補助具等を使用しなくても壁を伝う、這うなどの方法で移動が
可能なこと、補助具等が逆に移動の障害になることから、外出時にのみ使用す
る傾向があるためと考えられる。 
図3-7　室内の移動方法
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図3-8　外出時の移動方法
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④階段及び避難器具の使用能力 
  シルバーピアは、建築基準法・消防法上、共同住宅に位置づけられるため、
避難施設として階段の他に避難器具注 3-4)が必要になる場合がある。高齢の居住
者がこれを避難に使用できる可能性について質問した。結果は図 3-9、図 3-10
に示す通りで、階段については、早足で避難できる「早足」が約 50％を占め、
ゆっくりであれば一人で歩いて避難できる「ゆっくり」を合わせた約 85％の居
住者は、階段の使用に問題がない。しかし、介助者がいれば歩いて避難できる
「要介助者」と介助者がいても歩いて避難することはできない「使用不可」を
合わせた 11.2％の居住者は、自力で階段を使用して避難することが不可能であ
り、階段を使用しての避難方法以外の安全性確保の方策を検討する必要がある。
一方で、避難器具については、一人で自力で使用が可能な「自力使用可」が約
39％で階段の約半分、介助者がいても使用は困難な「使用不可」は約 15％と階
段の約 5倍である。また、全体に「不明」の割合が高く、これは、4.1(1)で述べ
るように、避難器具に対する知識の不足が大きく関係すると考えられる。  
ところで、シルバーピアが設置されている住棟として最も高いものは 32階建
て、最も低いものは 2 階建てで、シルバーピア住戸は住棟の 3 階～5 階部分を
最上階としているものが多い。居住階数については図 3-11 に示す通りである。
階段を自力で使用できない居住者の居住階数と、シルバーピア全体の設置階数
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は、ほぼ同様の傾向を示しており、階段の使用能力に応じて居住階数が配慮さ
れているとは言い難い状況にある。階段を使用できない居住者の住戸は、避難
安全上、原則として避難階に設置するべきであるが、入居後の身体状況の変化
に応じて居住階数や住戸位置を変更する仕組みも合わせて検討する必要がある。 
図3-9　階段の使用
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図3-10　避難器具の使用
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図3-11　シルバーピア居住者の居住階数
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（２）移動能力 
 
①年齢と移動方法の関係 
  年齢と移動方法(外出時)の関係について、図 3-12に示す。65歳以上では、年
齢が上がるにつれて「普通」の割合が減少する。85歳以上では「普通」は約半
数となり、90歳以上では 40.4％が杖、歩行器、車椅子等何らかの補助具を使用
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している。なお、入居条件(概ね 65 歳以上)3-2)の年齢に達しない 60 歳未満の入
居者で「普通」が少なく車椅子利用者の割合が高いのは、身体的に何らかの障
害があって、特例として入居している場合を含むためである。 
図3-12　年齢と移動方法の関係（外出）
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②健康状況と移動方法の関係 
  健康状況と移動方法(外出時)の関係を図 3-13 に示す。健康状況が「良い」場
合、移動方法は「普通」、「やや不自由」を合わせると 90％を超える。ところが
「寝たり起きたりしている」場合は「普通」が 29.8％と減少し、代わって「杖、
歩行器等」「自立・介助車椅子」が合わせて 42.9％と増加し、この傾向は「長い
間寝ている」では更に顕著となる。健康状況は移動方法に多大な影響を与えて
いることが分かる。 
 
図3-13　健康状況と移動方法の関係（外出）
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(3)避難能力 
 
①年齢との関係 
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  図3-14、図 3-15 に示すように、自力での避難能力の加齢による低下は、(2)
で述べた日常生活上の移動方法より顕著である。階段の使用能力をみると、階
段を「早足で避難可能」な割合は、65 歳以上では年齢が 5 歳上がる毎に約 12
ポイントずつ低下する。また、階段を自力で使用できない割合も増加し、「要介
助者」、「使用不可」を合わせると、85～90 歳で 27.4％、90 歳以上では 38.5％
になる。このような居住者の住戸は避難階に設置するなど、階段を使用せずに
人命安全を確保できる方策を検討する必要がある。避難器具使用能力について
も同様の傾向が見られるが、階段と比して全体に「自力使用可」の割合が低い。
70～75 歳で 34.2％、90 歳以上では 65.4％が「要介助者」または「使用不可」
である。 
 
図3-14　年齢と階段使用能力の関係
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図3-15　年齢と避難器具使用能力の関係
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②健康状況との関係 
  階段使用能力と健康状況の関係は図 3-16に示す通りで、健康状況が「良い」
居住者の場合、「早足」と「ゆっくり」を合わせると 91.8％で、ほとんどの場合、
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自力で階段を使用して避難することが可能である。ところが「寝たり起きたり」
では「早足」が 9.1％に減少し、「要介助者」と「使用不可」が合わせて 38.7％、
「長い間寝ている」では 81.0％と増加する。避難器具についても図 3-17に示す
ように同様の傾向が見られるが、全体として「自力使用可」の割合は低く、健
康状況が「良い」でも 45.2％である。 
 
図3-16　健康状況と階段使用能力の関係
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図3-17　健康状況と避難器具使用能力の関係
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③移動方法(外出時)との関係 
  移動方法と階段使用能力の関係は、図 3-18に示す通り階段の使用能力が「早
足」の割合は、移動方法が「普通」以外では非常に低いが「早足」と「ゆっく
り」を合わせると移動方法が「やや不自由」で 71.4％、「杖・歩行器」でも 50.9％
が自力で使用が可能である。一方図 3-19に示す通り避難器具の「自力使用可」
の割合は、移動方法が「普通」であっても 48.8％、「やや不自由」では 7.7％と
なり階段に比べ移動能力の低下が及ぼす影響が大きいことが分かる。 
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図3-18　移動能力（外出）と階段使用能力の関係
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図3-19　移動能力（外出）と避難器具使用の関係
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④階段の使用能力と避難器具使用能力の関係 
  図3-20に示すように「階段早足」の場合、「器具自力可」は 66.0％であるが、
「階段ゆっくり」では 15.1％と減少し、階段は自力で使用できても、避難器具
は使用できない場合が多いと考えられる。 
 
図3-20　階段使用能力と避難器具使用能力の関係
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３－１－３ 防火避難対策実態調査の結果と分析 
 
 ２．に示した居住者の実態との関係を踏まえ、共同住宅における避難計画のあ
り方を検討するため、シルバーピアにおける防火、防災面での管理運営の状況に
ついて調査した。質問事項の概要と選択肢は表 3-4に示す通りである。 
表3-4　防火・避難対策実態調査の質問事項の概要(()内は選択肢)
手引き
書の
設置
1)手引き書の有無(①書類を綴じた冊子を渡された②簡単なパンフレットを渡された③
手引き書や解説書はない)／2)手引き書の作成者と名称／3)手引き書の役立ち方(①
火災時の避難に役立った②避難訓練で役立った③火災時の避難に役立たなかった④
避難訓練で役立たなかった⑤役に立ったことは今までない⑥その他)／4)手引き書に
対する考え方(①手引き書は必要②手引き書ががなくても不都合はないため必要ない
③その他)
防災
訓練と
火災
経験
1)実施状況(①行われた(回数)②行われない③わからない)／2)防災訓練の内容(複数
回答)(①自室のコンロ、電熱器等の火を消す②自室のガスの元栓を閉める③自室の玄
関やバルコニー の扉を開ける④バルコニー に避難する⑤自室の玄関を出たところまで
避難する⑥自室の階の階段まで避難する⑦階段を下りて1階まで避難する⑧消火器を
使って消火訓練をする⑨バルコニー に設置された避難器具を使う⑩不明⑪その他)／
3)火災の経験(①消防が来たことがある②消防は来なかったが火災になりかけたことが
ある③ない④その他)
避難
に対す
る考え
方
1)居住者の火災時の避難に対する考え方(①全般に避難についての関心があり避難
器具の使い方や避難経路についても理解している人が多い②避難についての関心は
あるが避難器具の使い方や避難経路についてはあまり理解していない人が多い③避
難について関心が低い人が多い④わからない⑤その他)
防災
セン
ター
1)防災センター の有無(①ある②ない③わからない④その他)／2)防災センター との連
携方法(①居住者が住戸内のボタン等を押すと自動的に「防災センター 」へ通報される
②居住者が直接「防災センター 」に電話する③居住者から通報があったらワーデンが
「防災センター 」に通報することになっている④特に連携していない⑤わからない⑥そ
の他)
近隣と
の関
係
１）援助が期待できる人の有無(①災害時の援助について提携している人がいる(立場
と提携内容を明記)②特に提携等はしていないが同じ団地内の人や町内の人で援助し
てくれそうな人がいる(立場を明記)③援助を期待できる人はいない)／2)援助を期待で
きる人の人数(昼間、夜間、およびワーデンの家族、シルバーピア居住者、一般住宅居
住者に分けて記入)／3)近隣住民の協力内容(具体的に記入)／4)シルバーピアの形態
(①シルバーピアが単独で建てられている②同じ団地内に一般住戸のみの住棟とシル
バーピアのみの住棟がある③シルバーピア住戸と一般の住戸が同じ棟にある④その他
施設と複合している(施設を具体的に記入))
掲示等1)火災時の避難方法の説明の有無(①避難方法を説明するものが各住戸に配布され
ている（a)避難経路図 b)避難器具の使い方説明書 c)その他②避難方法を設笑みする
ものが廊下やエレベータホールに掲示されている③避難方法を説明するものは用意さ
れていない④その他)
避難
器具
1)設置されている避難器具の種類(①避難はしご②避難用タラップ③すべり台④緩降機
⑤避難橋⑥救助袋⑦箱に入っていてわからない⑧わからない)／2)説明されたことの
ある避難伊具の有無(①ある（→上記1)から選択)②説明を受けた避難器具はない)／
3)説明を受けた人(①ワーデン②居住者(人数明記)③その他)
避難
経路
1)廊下の状況(①物が多数置かれている②物が若干置かれているが避難には支障が
なさそうである③ほとんど何も置かれていない)／2)バルコニーの状況(①物が多数置
かれている②物が若干置かれているが避難には支障がなさそうである③ほとんど何も
置かれていない)  
75 
(1)避難計画 
 
①避難方法の説明 
  避難施設を常時使用しない場合、居住者が避難方法を認識できない危険性が
あることから、避難方法を居住者に周知させるための方策について質問した。
結果は図 3-21 に示す通りで、「避難方法を説明するものは用意されていない」
が最も多く、約 68％を占める。特に避難器具については、図 3-22 に示すよう
に「箱に入っていてわからない」、「わからない」を合わせると約 28％に上り、
説明が不足している状況がわかる。避難器具に対する説明の状況は、図 3-23に
示す通りで、説明を受けた割合が最も多いのは「避難用タラップ」の 66.7％で
あるが、全体では「説明を受けたことがある避難器具はない」が 34.0％、「不明・
無回答」が 34.8％で、ここでも情報の不足が分かる。火災時の避難誘導などに
関する手引き書の設置は、図 3-24に示すように「書類」と「簡単なパンフレッ
ト」を合わせて 28.8％、しかも手引き書の活用状況は図 3-25に示すように何ら
かの形で「役立った」という回答は 27.3％であり、「設置されているだけ」とい
う状況が多い。居住者は日常的にはエレベーターを使用することが多く、避難
階段を認識していないことも十分考えられる。また、3-1-2(1)で述べたように、
運動能力及び視聴覚機能が低下した居住者も居住しており、この場合避難時に
特別な配慮が必要と考えられる。シルバーピアではワーデンを中心に定期的な
会合を開催している場合が多いため 3-3)、そのような機会や防災訓練実施時に、
消防の担当者を通じて当該住宅の避難計画や避難器具の使用方法を周知し、防
災計画に対する居住者とワーデンの理解を深めることが必要と考える。 
図3-21　避難方法を説明する
物の配布・設置状況
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図3-23　避難器具別の説明の有無
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図3-24　手引書の設置
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図3-25　手引書の役立ち方
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②避難経路の状況 
  避難経路の状況は火災時の避難に多大な影響を与えると予測されるため、住
戸前の廊下及びバルコニーの管理状況について質問した。結果は図 3-26に示す
通り、76.3％の廊下は「物なし」であるが、「多数あり」も 2.8％あり、廊下は
避難経路であることの周知が必要である。バルコニーについては「若干あり」
が最も多く 41.7％を占め、「多数あり」も 4.5％と、バルコニーには物が置かれ
る割合が高い。これは、日常的に通行しない、自宅専用で使用できる等の理由
の他、(1)で述べた避難経路についての説明の不足や、バルコニーが避難階段等
に直接連続していないことから、居住者に避難経路として十分認識されていな
いことも考えられる。 
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図3-26　避難経路の状況
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(2)防災訓練 
 
 防災訓練は、居住者が避難施設の使用方法や自身の避難能力を把握し、当該住
宅の避難計画を確認するために有効な機会であると考えられるため、調査時点の
直近１年間における防災訓練の実施の有無について質問した。結果は図 3-27に示
す通りで、１年間に防災訓練が実施されたのは 39.4％、実施された場合の回数は、
1回が 71.7％で最も多い。図 3-29に示すように参加率は注 3-5）、50～60％が最も多
く、全体の 22.4％を占める。しかし、シルバーピアが単独で建設されている場合
には、参加率 80～90％が最も多く全体の約 21％を占めており、図 3-30のように
参加率が 50％を超えるシルバーピアは 8割近い。シルバーピアが単独で建設され
ている場合、防災訓練の実施はワーデンから居住者に定期会合等の機会に周知さ
れることが多く、居住者と日常から密接な関係を築いているワーデンの呼びかけ
が、防災訓練の参加率の向上に寄与していると考えられる。 
実施されている防災訓練の項目は図 3-28に示すとおりで、消火器による消火訓
練や、避難階段を利用しての避難階までの避難などが多い。これは一般の防災訓
練の項目と同じ内容であり、高齢者の居住を前提とした共同住宅では、常時は使
用しない避難器具の使用など、居住者が自身の避難能力や当該住宅の避難計画を
把握できるような内容とした上で、居住者の能力に応じて訓練メニューを選択で
きるような配慮が必要と考える。 
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図3-27　防災訓練の実施状況
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図3-28　防災訓練の項目(複数回答)
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図3-29　防災訓練の参加率
10～20％
7.0%
20～30％
9.6%
30～40％
5.3%
０～10％
3.5%90～100％
8.8%
80～90％
12.3%
70～80％
10.5%
40～50％
7.0%
50～60％
21.1%
60～70％
14.9%
 
79 
図3-30　シルバーピア単独の場合の参加率
0% 20% 40% 60% 80% 100%
単独
全体
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（３）周囲との連携と支援体制 
 
①ワーデンの属性 
 ワーデンの性別と年齢を図 3-31、図 3-32に示す。性別や年齢は特に規定され
ていないが、性別では女性が 92％と圧倒的に多く、年齢は、30歳代及び 40歳
代が多い。しかし、50歳代が 22.3％、60歳代以上も 8.2％を占めており、火災
時に自力避難困難者を誘導することは困難な場合もあると考えられる。 
図3-31　ワーデンの性別
女
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男
7.4%
不明
0.4%
図3-32　ワーデンの年齢
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②ワーデンの役割 
   シルバーピアの特徴の一つは、ワーデンが配置されていることである。ワー
デンは住み込みが原則とされており 3-2)、住戸の位置は図 3-31に示すように「同
じ住棟」が 96.3％を占める。シルバーピアは概ね 10戸以上の集合住宅とされて
いる 3-2)が、一住宅当たりのワーデンの人数等、詳細は運営主体である地方公共
団体に委ねられている。ワーデンの業務は、1-1(1)②に述べたとおり、「良き隣
人に期待される程度の世話」をする 3-1)ものとされているが、これらの解釈や詳
細な内容も地方公共団体によるものとされており、拘束時間や報酬についても
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ばらつきが大きいのが現状である 3-3)。3-2 で述べるように、実火災時には、ワ
ーデンの働きによって被害が抑えられている事例が多いが、火災時の対応に関
しても特別な規定はない。シルバーピアにおける防火管理者は図 3-32に示す通
りで、ワーデンが防火管理者である事例は 11.3％であるが、これらもワーデン
が自主的に講習等を受けて取得している事例がほとんどである。また、既往の
調査 3-3)によれば、業務に関する手引き書は 75.7％が「もらった」としているが、
火災時の避難誘導等に関する手引き書は、4.1(1)で述べたように設置されていな
い事例が多い。すなわち非常時におけるワーデンの役割については明文化され
た規定が存在しない場合が多いと言える。１人当たりのワーデンが担当する高
齢者数が 11 人～25 人程度になる場合が多い 3-3)こと、及び「良き隣人」という
言葉の常識的な範囲から考えると、ワーデンの責任範囲は日常対応が原則とす
ることが妥当であり、業務規定を明確にすると共に、非常時にはワーデンのみ
が対応を負担することがないように、ワーデンを補完するシステムの構築が必
要と考えられる。 
図3-31　ワーデン住戸の
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②防災センター との連携 
  共同住宅には、消防法により、規模に応じて防災面の情報を統轄する防災盤
が設置され 3-13)、火災感知器等からの信号により消防へ通報される。一方、シル
バーピア住戸には、1-1(1)③で述べたように自動火災報知設備の他に緊急通報シ
ステムの設置が義務付けられており、3-2)。緊急通報システム及び自動火災報知
設備からの信号は、共にワーデン室の受信盤で受信される。そこで、これらの
情報の連携について調査するために、防災センターについて質問した。ここで
は、規模に拘わらず防災盤が設置されている場所を「防災センター」として位
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置づけるものとした。「有無」については図 3-33 に示す通り、「ある」は 53％
で、これは、小規模な団地の場合、盤だけが団地内のどこかに設置され、室と
しての体裁が整った「防災センター」が設置されない場合があるためと考えら
れるが、「わからない」「不明」を合わせると 11％に上ることから、盤の設置が
認識されていない可能性もある。緊急通報システムと、ワーデン室の火災報知
設備受信盤、及び防災センターに設置されている防災盤の間の情報のやりとり
については図 3-34に示すように、自動的に連動されているという回答は 44.0％
であった。自動転送は、消防への通報や避難・救助の応援態勢が迅速に行われ
るという意味からは非常に意義があるが、共同住宅の防災センターは、建築基
準法及び消防法では設置人員や時間帯に特に規定がないため、夜間や休日は更
に警備会社へ転送され、対応に時間がかかる可能性がある。一方、ワーデンは、
①で述べたように住み込みを原則としているため、自動火災報知設備や緊急通
報システムからの連絡に迅速な対応が可能であり、3-2で述べるように、緊急通
報システムによってワーデンに連絡された火災も多い。高齢者の居住を前提と
する共同住宅では火災の早期発見と迅速な通報が最も重要であり、シルバーピ
ア住戸におけるワーデンの対応を参考に、現状の防災センターに関する規定及
び防災センター機能を再検討する必要があると考える。 
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図3-34　防災センターとの連携方法
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③近隣との連携 
  シルバーピアのような施設では、災害が大規模化した場合、居住者やワーデ
ンのみでは対応が困難なことが容易に推測される。近隣住民との間に明確な提
携関係がなくても自然に救助要請ができるようにするためには、日頃からの交
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流が重要である。災害が発生した場合
における近隣の居住者との間の援助提
携について質問したところ、図 3-35に
示す通り非常時の援助体制が、協定等
として明確に規定された関係は少ない
ことがわかる。また、図 3-37に示すよ
うに「シルバーピアが単独で建設され
ている」場合は「援助が期待できない」
割合が 40％に近くなるが、前述したよ
うにシルバーピア単独の場合防災訓練
への参加率は比較的高いことから、近
隣と交流を図り、非常時の援助体制の
構築へつなげていく場として、合同の
防災訓練の実施は有効であると考えられる。提携者の立場は、図 3-36に示す通
り「同じ団地内の住民」という回答が最も多く、その他家族、自治会、併設施
設の職員を合わせると全体の約 54％が併設又は近接施設の関係者である。火災
の発生率や用途の複合による情報伝達の複雑化などを考えると、シルバーピア
が単独で建設されていることが有利な場合もあり得るが、救助要員の確保とい
う点からは、何らかの施設と複合していることの利点は大きいと言える。 
図3-35　近隣との提携
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図3-37　建築形態の違いによる近隣援助の可能性
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(4) 火災の経験 
 
シルバーピアにおける火災経験の有無については図 3-38 に示す通りで、「消防
が来た火災経験がある」と「消防は来なかったが火災になりかけた経験ならある」
を合わせると全体の 14％(36件)であった。本火災の実態については次項で詳述す
る。 
図3-38　火災の経験の有無
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82%
消防がきた
9%
その他
4%
火災になりか
けた
5%
 
 
84 
３－２ 高齢者専用住宅における火災の実態 
 
３－２－１ 調査方法等の概要 
 
(1)調査の背景 
 
共同住宅では、身体機能が低下した高齢者は、健常者を想定した避難方法には対
応できない可能性がある上に、自住戸以外の火災では、火災覚知や避難開始が遅れ
ることも懸念される。第1章で述べたように、共同住宅に居住する高齢者の避難安
全性に関する既往研究の蓄積は非常に少なく、また火災実態についての研究事例も
少ない。しかも、住宅火災については消防に通報された事例の統計等が公表される
以上には詳しい情報を把握するのが困難である。 
ところで、3-1で述べたシルバーピアの防火避難対策実態調査(以下「実態調査」
と称する)を行った際、火災の経験があるシルバーピアが相当数存在し、火災事例
について詳しい記録が残されていることが判明した。これらは、シルバーピアとい
う限定された条件ながら母集団も明確に把握でき、高齢者世帯の火災に関する貴重
な情報源となり得るものである。そこで本項では、シルバーピアにおけるこれらの
火災事例を調査し、火災の特性と火災時の居住者やワーデンの行動状況を把握する。
その上で一般の共同住宅に居住する高齢者による火災との違いとその要因を検討
し、共同住宅における高齢居住者による火災を防止し、火災が発生した場合の被害
を軽減するための防災計画のあり方について検討する。 
 
(2)調査方法の概要 
 
 「実態調査」で回答のあったシルバーピアのうち、「火災経験がある」と回答し
たシルバーピアと、「実態調査」後に火災を経験したシルバーピアを対象に、ワー
デンに対してヒアリング調査を実施した注 3-6）。調査対象は表 3-5、調査項目は表
3-6 の通りである。「回答拒否」は、ヒアリングを依頼した際に区市町村のシルバ
ーピアを所管する部署から回答を拒否されたもので、主な理由は実態調査時の誤
記入、プライバシーにかかわる等である。また、回答数は 30であるが、複数回の
火災を経験している場合があるため、火災の記録数は 36、その内非火災報が 4で
ある。ここでは、火災の規模に係わらず「実態調査」においてワーデンが「火災」
と表現したものを火災として取扱い、調査の対象としたが、「火災経験がある」と
しながらも欄外等に「非火災報であり火災ではなかった」旨の記載があったもの
は非火災報として位置づけた。以下の調査結果では特に明記しない限り 30のシル
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バーピアにおける非火災報を除く 32の火災記録を対象に報告する。 
 なお、シルバー ピア住戸は、一般住戸と併設設置されている場合も多く、調査
対象火災事例 32 件中 9 件は一般住戸で出火し、シルバーピア住戸での出火は 23
件である。以下、シルバーピア住戸以外の住戸は「一般住戸」、各住戸が設置され
る住棟を「団地」と称する。 
表3-5　調査対象
調査期間
調査対象者
「火災経験がある」と回答したシルバーピア 43
実態調査後に火災を経験したシルバーピア 2
回答拒否数 15
回答団地数 30
火災記録数 36
調査対象
2001年5月～9月、2002年6月
ワーデン
 
表3-6　調査対象項目
①火災の規模、出火場所、出火原因
②火災発生時期
③火災発生時のワーデンの対応
④火災時および火災後の居住者の反応
⑤火災時および火災後の生じた問題点
①住戸の規模と建築形態
②避難経路と避難器具の概要
③居住者の健康状態と避難能力
④避難経路と避難器具の有効性と問題点
⑤ワーデンの日常業務
⑥ワーデンの非常時にとるべき対応
⑦ワーデンにかかる負担と責任
⑧防災・避難設備の問題点
⑨今後の要望
住宅の防災
計画の状況
火災の実態
 
 
３－２－２ 調査結果 
 
(1)シルバーピア住戸の出火率 
 
 東京都内のシルバー ピアの設置数は、2000年 3月現在 380団地 7260戸で、「実
態調査」における回答数は、268 団地 5184 戸分、団地単位の回収率は 70.5％
(268/380)である。「実態調査」で対象とした団地の出火率(c、d)と、東京都内の共
同住宅の 2000 年中の出火率(g)を算定すると以下に示す通りで、通報火災の発生
率(d、g)はほぼ同じ値となった。 
 
■シルバーピア住戸の出火率注 3-7) 
  回答住戸の築後年数の累積：35,658年･戸…a 
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  シルバーピア住戸での火災発生件数：23件…b  
（うち消防に通報された火災：15件…b’） 
  実態調査回答から算定する出火率：b/a=0.00065…c 
  消防に通報された火災から算定する出火率：b'/a=0.00042…d 
 
■東京都内の共同住宅の 2000年中の出火率 
 共同住宅に居住する世帯数3-８)：3,325,901世帯…e  
 火災発生件数3-9)：1340件…f 
   
出火率：f/e＝0.00040…g 
  
消防に通報されなかった火災は 8 件あるが、火災感知器からの信号でワーデン
が現場に駆け付けたり(3 件)、火災が小規模であったため(5 件)、大きな被害はな
かった。本調査で対象としたシルバーピア住戸では、居室に設置された火災感知
器の信号がワーデン室の受信盤に入るシステムが導入されており、発生した火災
(b)のうち 14件はワーデンが火災感知器からの信号で火災を認識し、9件を消防に
通報している。また、住戸内には緊急通報システムが設置されており、煙を目撃
した近隣居住者が緊急通報システムを利用してワーデンに連絡し、それを受けて
ワーデンが消防へ通報した事例も 2 件ある。以上の点からみて、(3)③でも述べる
ように、ワーデンが通報する割合が高いと言える。 
 
（２）高齢者による火災の主な事例 
  
高齢者による火災のうち、被害が大きい調理器具からの出火と、器具の誤使用
が出火原因である火災における、居住者の反応とワーデンの対応を表 3-7 に、シ
ルバーピア住戸で高齢者が現に使用しているが、永年の継続使用によって劣化し、
火災危険が高いと考えられる調理器具の事例を写真 3-3、写真 3-4に示す。調理器
具からの出火における主な出火原因は、調理中の過失及び火気の放置で、死傷者
が出た火災のすべてが調理中の調理器具からの着衣やコンロ上の天ぷら油等への
引火によるものである。この場合、調理器具からの出火の過程は、ガスコンロで
はコンロの火炎から直接着衣等への引火であるのに対して、電気コンロではコン
ロ上に放置された鍋等の過熱による天ぷら油等への引火となっている。一方、器
具の誤使用による火災は、いずれも痴呆症状のある居住者が行為者である。第 4
章で述べるようにグループホームでは居住者の調理中は職員が目を離さないよう
にしている事例が全体の 9 割を占め、認知症高齢者が単独で調理をすることは火
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災危険が非常に大きいと考えられる。予測のできない行動をとる可能性や、その
他の出火要因に対する避難安全まで考えると、居住者を常時見守ることができる
体制をとることができないという意味で、シルバーピアを含め現在の共同住宅の
設備と支援体制では、認知症高齢者の火災時の安全性確保には限界があるものと
考える。また、シルバーピア住戸における火災では、初期消火や出火元居住者の
身柄の安全確保などの一次対応の多くをワーデンが行っている。事例③の一般住
戸の火災では、ガスの火炎からの引火により出火元高齢者が死亡したが、事例⑨
のシルバーピア住戸における火災では、袖口に着火した時点でワーデンが対応し、
被害は軽度の火傷のみであった。シルバーピア住戸からの出火(23 件)のうち、感
知器が不作動で出火元居住者からの事後報告によって火災が判明した事例(4 件)、
ワーデン不在時の出火(1件(表 3-7事例⑩))、及びワーデンの対応が不明(1件)を除
き合計 17件で、出火後まずワーデンが駆け付けて対応している。シルバーピア住
戸で発生した火災の被害が小さいのは、ワーデンの対応が迅速であったためと考
えられる。 
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表3-7　出火元居住者が高齢者の場合の居住者の反応とワーデンの対応
　　(特記なき場合はシルバーピア住戸での火災)
居住者の反応 ワーデンの対応
①電気コンロの上の鍋の油に引火、居住者自身で消火
しようと鍋にタオル等をかぶせたため部屋中に煙が充満
して感知器が鳴動・近隣の居住者も消火用バケツを持
参して集まってきた
①居住者をバルコニー に避難させてから
鍋に水をかけて消火し、消防へ通報し
た。
②電気コンロで天ぷらを揚げていたところ、天ぷら油に
引火、とっさに座布団を鍋にかぶせたため、大量の煙が
発生した
②隣接建物からの目撃者がワーデンに
火災を連絡、ワーデンが駆けつけて消火
した
③一般住戸においてガスコンロでお湯を沸かしている時
に袖口に引火、出火元の居住者は死亡した。シルバー
ピア居住者は、ワ デーンの指示により自宅で待機した。
③火災の目撃謝意から通報を受けた
が、隣接棟の火災なので影響はないと
判断し、シルバーピア居住者に自宅待機
を指示した。
④安全装置付きのガスコンロで魚を調理中袖口に引
火、軽度の火傷。一緒にいた家族が消火し、被害は小さ
かった。
④火災報知器の鳴動により駆けつけ、安
全を確認したため消防には通報しなかっ
た。
⑤電気コンロで天ぷらを揚げた後、火を切り忘れ天ぷら
油に引火。居住者は感知器の鳴動に動揺し、鍋に毛布
をかぶせようとして油が充満した鍋が床に転落、大量の
煙が発生した
⑤ワーデンが駆けつけた際には煙が充
満し、油が散乱。鍋、毛布等を水につけ、
消火作業をした後に消防へ通報した。
⑥電気コンロを切り忘れ、空焚きされた鍋から出火、居
住者は補聴器利用者で、食後に服薬し補聴器をはずし
て睡眠したために火災報知器の鳴動に気がつかなかっ
た。近隣の居住者が警報に気づき、駆けつけた。
⑥火災報知器が鳴動したのでインター ホ
ンで連絡したが、応答がないので駆けつ
けた。住戸内は煙で充満していたため、
消防へ通報した後、居住者を安全な場所
へ誘導した。
⑦一般住戸において、たばこの不始末により居住者の
留守中に出火。住棟一帯に煙の臭いが充満し、火災に
気がついた近隣の居住者が非常ベルを押して全居住者
に連絡。住棟居住者全員が避難した。
⑦非常ベルで火災に気づき、自力避難
が困難な居住者を中心に避難誘導し、全
居住者の安否を確認をした。車いす利用
者はエレベーター で避難した。
⑧ベッドで喫煙中にベッド脇のゴミ箱にたばこの火が落
ち、ゴミに引火。畳や布団が焦げたが自身で水をかけて
消火した。
⑧緊急通報システムの作動により駆けつ
けた。非常ベルが止まらなかったので消
防に通報した。
⑨痴呆性高齢者による火災。コンロ脇のガスホースに
ガスコンロの炎が引火、バ ナーー状に燃えて火柱が上
がった。居住者は袖口に引火して火傷を負いながらも状
況が理解できずにコンロ前で火を見つめていた。それま
でも小規模な火災や火の付け放しが頻発していた。
⑨感知器の鳴動によりワーデンが駆けつ
けた時には衣服へ引火する直前だった
ため、まず居住者を安全な場所へ誘導し
てからすぐに消防へ通報した。
⑩一般住戸において痴呆症状のある居住者が炊飯器
を直接コンロの火にかけたため引火した。居住者は動
揺してパニックに陥り、自身で消火しようとして火傷を負
い入院。出火元以外の居住者で自力で避難できない高
齢者等が廊下に取り残されてパニックになった。
⑩ワーデンは外出中であった。併設店舗
の店員等が駆けつけ、消防へ通報した。
⑪痴呆性高齢者による火災。電気コンロをこたつの中に
入れ暖房器具として利用し、スイッチを切り忘れて外出
した。煙が大量に発生したが、他のほとんどの居住者は
火災に気が付いていなかった。
⑪居住者の留守を確認後、通報した。住
戸内には煙が充満し、熱でテレビが溶け
ていた。火災報知器は作動せずに溶融し
ていた。
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  写真 3-3 シルバー ピアで使用している電気コンロの加熱面。スイッチの切り忘れによる
加熱面の温度上昇を繰り返しているため、変色している。 
 
写真 3-4 シルバー ピアで使用しているオーブントースター。非常に古いもの
でつまみが熱で溶けており、引火の危険性がある。 
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(3)火災発生時の状況 
 
①出火場所と出火原因 
  シルバーピア住戸と一般住戸の双方で最も出火が多い台所における出火原因
はコンロの消し忘れと調理中の引火で、図 3-40に示すようにコンロの消し忘れ
では電気コンロによるものがガスコンロの 2 倍である。台所以外の居住室の出
火ではタバコが原因のものが多く、シルバーピア住戸で 3 件、一般住戸で 1 件
である。東京都内の一般の共同住宅における出火原因は放火が最も多く全体の
26％、ガスコンロ、タバコがいずれも 19％、電気コンロが 4％である 3-9）のに対
し、シルバーピア住戸では電気コンロが 10件(43％)で最も多く、ガスコンロが
5件(22％)、タバコは 3件(13％)、放火の疑いが 2件(9％)である。シルバーピア
住戸では一般の共同住宅に比べて放火やタバコの割合が少なく、これは定期的
な会合が行われている場合が多く居住者のつながりが密で、不審者の侵入が目
につきやすいことや、居住者に女性が多く喫煙率が低いことが理由と考えられ
る。一方、熱源によらず調理器具からの出火率は一般の共同住宅に比べ非常に
高い。なお、図 3-39に示す火災のうち一般住戸での出火はすべてシルバーピア
住戸と同じ棟に混在する住宅で発生したものである。そのうち、3件が高齢者に
よるもので、出火原因は調理中の引火(2件)とタバコの不始末(1件)であった。 
図3-39 シルバーピアを含む団地火災における
出火場所の用途区分
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図3-40　台所における出火原因とコンロ熱源種別
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②シルバーピア住戸の居住者が使用する発熱機器 
  シルバーピア住戸での火災は台所で出火した事例が多いため、台所に設置さ
れているコンロの熱源の種別と、居住者が日常的に使用し、出火の危険性が高
いと考えられる、暖房器具の使用制限の状況を調査した。コンロについては図
3-41 に示す通りで、シルバーピア住戸では電気コンロの設置が多いが、コンロ
種別の選択が自由な 2 団地では、電気コンロを設置しているシルバーピア住戸
はごく少数である。「その他」は、90 歳の居住者 1 世帯のみが電気コンロを使
用し、その他の住戸ではガスコンロを使用している事例である。熱源別に出火
件数を比較すると、図 3-40 に示すように電気コンロからの出火は 10 件、ガス
コンロからの出火は 7 件で、団地単位で考えれば出火の割合は結果的に熱源に
よらずほぼ同程度である。高齢者住宅の台所での出火危険は、熱源の転換だけ
で解決できるものではないことがわかる。なお暖房器具は、図 3-42に示すよう
に電気ストーブのみ使用を認めている場合が多く、使用制限がないものは 1 団
地のみである。 
図3-41　シルバーピア住戸
で使用するコンロの種別
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図3-42　シルバーピア住戸
における暖房器具の制限
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③火災発見のきっかけと通報の状況 
  消防への通報者と火災の発見のきっかけの関係を図 3-43に示す。最も多いの
は、自動火災報知設備の作動によってワーデンが通報した事例である。これは
シルバーピア住戸では、住戸内に設置された火災感知器からの信号がワーデン
室の受信盤に入るためと考えられる。一方で、一般住戸での火災の場合は目撃
者からの通報以外はワーデンに連絡されないため、同一棟内に一般住戸とシル
バーピア住戸が混在する場合、火災覚知の遅れを危惧する意見が多くみられた。
①で述べたように、シルバーピア住戸での火災は調理器具からの出火が最も多
いが、表 3-7 の事例⑥、⑨に示すようにワーデンの対応が迅速であったために
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被害の拡大が防がれていたり、事例①、②、⑤のようにパニックに陥った居住
者の避難安全性がワーデンによって確保されている。 
一方、消防へ通報されていない火災は全出火件数の 1/4 に上り、うち５件は
感知器が作動しておらず、出火元の居住者からワーデンに事後報告されたり、
燃焼後の建具等をワーデンが偶然発見することで発覚している。 
感知器の作動
近隣からの連絡
事後報告
その他
不明
図3-43　消防への通報者と火災発見のきっかけ
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④火災発生の時期と時間帯 
  火災を発生した時間帯別に表したものが図 3-44 で、判明した中では 18 時～
21 時が最も多い。18 時～21 時と 12 時～15 時に発生した火災のすべてが台所
からの出火で、調理中の着衣等への引火、または調理器具を火にかけたまま放
置したことによるコンロの温度上昇が出火原因である。時間帯が不明の火災の
うち 5 件はシルバーピア住戸からの出火である。これらは、出火原因が喫煙、
仏壇の蝋燭を倒した等であることからみて就寝時以外の火災と考えられる。一
方火災発生を季節別に見ると、春、夏に比べて秋、冬が若干多いが、暖房器具
からの引火の事例は１件のみである。 
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図3-44 火災発生時間帯
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(4)被害状況 
  
建築物への被害の概況は図
3-45 に示す通りである。出火元
の住戸が全焼した 2件の事例は、
いずれも火災感知器が設置され
ていない一般住戸からの出火で、
原因は、高齢者によるタバコの
火の不始末と、子供の火遊びで
ある。その他の火災では室内に
煙が充満したものの火炎が住戸
外まで噴出することはなく、延焼もしなかった。人的被害は、一般住戸からの出
火では死亡が 1 件、負傷が 1 件で、シルバーピア住戸からの出火では負傷が 3 件
である。死傷原因はすべて食事の準備中の調理器具から着衣等への引火で、これ
らの事例では 1 件を除きガスコンロを使用している。これらの点からみて調理器
具からの出火は、出火元の高齢者自身による対処が困難であり、出火した場合の
被害も拡大しやすいと考えられ、これはシルバーピア住戸居住者だけでなく、高
齢者世帯全般における火災安全対策の重要な問題であると考える。 
図3-45　建築物への被害の概況
出火元
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(5)防災設備の状況 
 
①自動火災報知設備の作動状況注 3-8) 
  本調査で対象とした事例ではシルバーピア住戸内に火災感知器が設置され、
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火災が感知されると共用部の警報装置が鳴動し、同時にワーデン宅の受信盤に
通報される。しかし図 3-46に示すように、設置されていた火災感知器の 8件が
火災時に不作動で、その内訳は熱感知器が 7 件と多く、中には作動せずに溶融
した熱感知器もある。熱感知器が作動しなかった 7 件の事例では、室内に煙が
充満(4 件)、炎による天井面の燃焼(１件)、ストーブの火がタオルに引火しスト
ーブ自体も溶融(１件)といった被害が出ており、熱感知器が本来作動し得る火災
であったと考えられる。また、これら以外に視覚障害者が喫煙中にタバコがご
み箱に落ちてごみ箱が燃え、その下の畳が焦げたという事例も１件ある。この
火災は、結果的に規模は小さかったものの、居住者の身体特性からみて状況に
よっては大きな被害が出た可能性がある。これらの事例では、出火元の居住者
は不在または無事に避難し、建築物にも大きな被害はなく、近隣の目撃者から
の通報(2 件)、出火元居住者からの事後報告(4 件)などにより火災が発覚してい
る。その他、台所に設置された熱感知器は不作動であったが、偶然訪問した近
隣居住者が玄関扉を開放した際に煙が流出し、共用廊下の煙感知器が作動した
という事例も 1 件報告されている。なお、②で述べるように、不作動であった
感知器が設置されている団地でも 1年に 2～3回の点検が実施されていることか
らみて、熱感知器の感度設定や設置位置が適切でなかった可能性もある。 
 
図3-46　火災感知器作動の有無と点検状況
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②火災感知器の点検状況 
  調査回答があった 30 件のシルバーピアにおける自動火災報知設備の点検状
況は図 3-47に示す通りで、半数以上の団地で１年に２回以上の点検が実施され、
1 月に 1 回という事例も 1 件ある。消防法に基づいて設置する自動火災報知設
備は、1年以内ごとに 1階の定期点検と、3年に 1度の点検結果の報告が消防法
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で定められているが 3-10)、入居以来一度
も実施されていないという事例が 1 件
あるほか「不明」の 7 件注 3-9)も実施さ
れていない可能性がある。 
 
③非火災報の状況 
  非火災報が多発すると、居住者の感
知器に対する信頼が低下する可能性が
ある。(6)で述べるように、火災時に居
住者が反応しない事例が相当数報告されているため、非火災報の実態について
質問した。「実態調査」における「火災の経験がある」との回答のうち非火災報
は 4件あり、これらの原因は、「洗濯物を暖房で乾燥していた際に生じた湯気に
煙感知器が反応した」、「風で外の畑の土埃が詰まった」、が挙げられているが、
その他の 2件の原因は不明である。また、非火災報の発生の様態は図 3-48に示
す通りで、熱感知器より煙感知器で多く経験されている。非火災報が何度も発
生している団地では「実際の火災時にも居住者が避難しないのではないかと不
安」、「周辺住民から苦情が出る」という意見が出されている。 
図3-47　自動火災報知設備
点検状況
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図3-48　シルバーピアにおける非火災報の経験
1
8
2
2
3
2
3
6
3
0 2 4 6 8 10 12 14 16 18
熱感知器
煙感知器
不明
件数
時々ある
 
ほとんどない
まったくない 不明
 
④シルバーピア住戸の居住者の警報音の聞取りの可否 
  高齢者は聴力が弱化し、火災警報音を聞き取り難くなる可能性がある。各団
地で共用廊下の警報装置が鳴動した場合の、シルバーピア住戸の居室内での聞
き取り可能性について質問したところ、図 3-49に示すように、玄関扉を閉める
と聞こえないという回答が 20％(11 件)と最も多く全団地の 1/3 を超え、各種の
条件のもとに聞こえるとの回答の合計を上回った。これには近年の玄関扉の遮
音性の向上も影響している可能性もある。(6)①で述べるように実際の火災でも
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就寝中で警報音に気がつかなかったという事例が報告されており、高齢者の居
住を前提に共同住宅の防災計画を検討する場合、火災感知器だけでなく警報装
置も住戸内に設置することが必要になると考える。 
図3-49　住戸内からの警報音の聞き取りの可否
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(6) 火災時の居住者の対応 
 
①出火元が高齢者の場合の出火元居住者の対応 
火災発生時に被害を軽減させる方策のひとつに、初期消火を徹底することが
あげられる。しかし、図 3-50 に示す通り、出火元居住者が高齢者の場合、26
件の火災のうち居住者自身が消火作業を実施し、成功した事例は 2 件のみであ
る。身体機能の低下などにより、高齢者が自力で迅速に消火活動を実施するの
は困難な場合が多いと考えられる。消火に成功した事例は、火災の初期段階で
居住者が火災の発生に気が付いたため水をかけて消火し、火災感知器からの信
号でワーデンが駆け付けた時点ですでに鎮火していたものである。また、出火
元の居住者が在宅していながら火災発生に気が付かなかった事例も 8 件あり、
その主な内容としては、「火事とは思わず煙の中で食事をしていた」、「出火時は
居間におり、ガラス戸で仕切られた台所側での出火に気が付かなかった」、「服
薬して昼寝しており、警報音に気が付かなかった」、「嗅覚が鈍っており火災と
は思わなかった」などが挙げられている。これらの事例はすべてワーデンが駆
け付けて居住者の安全を確保し、人的被害はなかった。 
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図3-50　出火元が高齢者の場合の出火元居住者の対応
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②出火元住戸以外の居住者の対応 
  出火元住戸以外の居住者の対応は図 3-51に示す通りで、居住者が建物の外部
まで避難した火災が 5件あった。一方で、「ほとんどの居住者が反応しなかった」
事例が 5 件、「偶然通りかかった居住者のみ気が付いた」事例が 3 件ある。「ほ
とんどの居住者が反応しなかった」事例をみると、5 件のうち 3 件が消防へ通
報されておらず、4件で共用部分の感知警報装置の鳴動が「玄関扉を閉めると聞
こえない」と回答しているほか、図 3-52に示す通り、1件で感知器が不作動、
2件で感知器が未設置であった。今回の火災では被害規模は小さかったが、火災
発生時間帯や初期対応の状況によっては大きな被害につながる可能性があり、
火災時に「ほとんどの居住者が反応しない」ような、火災に対する関心が低い
事例では、火災警報が発報してもそれを無視してしまう可能性もあり、大事に
つながる潜在的な危険性が高いと考える。 
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図3-51　高齢者火災における出火元住戸以外の居住者の反応
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図3-52　感知器の作動と居住者(出火元住戸以外)の反応
3
4
2
1
2
3
3
1
1
1
4
2
1
2
1
1
0 2 4 6 8
建物から避難
ほとんどの居住者が現場に集まってきた
直近の居住者のみ出てきた
通りかかった居住者のみ気づいた
ほとんどの居住者が反応しなかった
ワーデンの指示に従い待機していた
不明
件数
 
感知器作動
感知器不作動
感知器なし
不明
 
③居住者の反応と防災訓練の関係 
  防災訓練は、防災に対する関心を高め、居住する住宅の避難計画を確認する
ためにも有効な機会であると考えられるため、実施状況について質問した。防
災訓練を実施したことがないとの回答は 13件あり、過去に 1度実施したのみで
定期的な実施はしていないものを合わせると 21件で、70％に上る。非火災報を
含めた 36の火災記録について、火災時における出火元住戸以外の居住者の反応
との関係をみると、図 3-53に示す通り、ほとんどの居住者が反応しなかった事
例では、8 件中 6 件で防災訓練の経験がない。一方で建物から避難した 5 件の
うち 4 件で定期的な防災訓練を実施しており、防災訓練の実施が火災時の対応
行動に及ぼす効果が大きいことが分かる。 
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図3-53 防災訓練の実施と居住者(出火元住戸以外)の反応
4
2
1
1
2
2
2
1
1
6
1
1
1
2
6
2
1
0 2 4 6 8
建物から避難
ほとんどの居住者が現場に集まってきた
直近の居住者のみ出てきた
通りかかった居住者のみ気づいた
ほとんどの居住者が反応しなかった
ワーデンの指示に従い待機していた
不明
件数
不明
防災訓練実施状況
 
１～２回/年実施
過去に実施経験あり
実施経験なし
 
 ④火災後のシルバーピア居住者の反応 
  火災後、出火元住戸以外のシルバーピア住戸の居住者に生じた主な変化は、
表 3-8 に示す通りである。精神的に不安定になったという回答は 6 件あるが、
これらは出火元住戸が全焼したり(2 件)、出火元住戸内に煙が充満した(4 件)な
ど、建築物に大きな被害があった事例である。このうち 4 件で団地居住者全員
が建物外部へ避難し、2件はワーデンの指示に従って避難できるよう待機してい
る。また、「防災への意識が上がった」事例は 9件あり、このうち 4件では団地
全体で話し合いの場を設けて災害時マニュアルを作成したり各住戸内に消火器
を設置するなどの対応をしている。一方で②で述べた出火元住戸以外の居住者
の反応のうち、「ほとんどの居住者の反応がない」、「通りかかった居住者のみ気
が付いた」事例はすべて「特に変化はない」と回答している。これは、火災が
発生したことを知らない居住者が多いためと考えられる。 
 
表3-8　火災後のシルバーピア居住者の主な反応(複数回答)
精神的に不安定になった
・再発への不安による不眠症、自律神経失調症等：６件
・火災発生防止の責任感で外出できなくなった
防災への意識が上がった：９件
・自治会で防災委員を選定したり、災害時マニュアルを作成した
・火災時の対応方法を検討、確認した
・各住戸に消化器を設置した
・ガスコンロを電気コンロに変更した
・火災の危険性があるオー ブンを回収した
・揚げ物の調理をやめた
特に変化はない：２３件  
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３－３ 調査結果のまとめ 
 
３－３－１ 「居住者実態調査・防火避難対策実態調査」結果のまとめ 
 
シルバーピアにおける「居住者実態調査」と、「防火・避難対策実態調査」の結
果を通して、以下が明らかになった。 
 
(1) 居住者の避難行動特性 
 
①階段を「早足で避難可能」な高齢者の割合は全体平均で 49％、この割合は 65
歳を超えると年齢が 5 歳上がる毎に約 12 ポイントずつ低下し、80 歳を超える
と 34％になる。外出時の移動方法が「普通」である居住者は全体平均で 75％で
あるが、80 歳を超えると 62％と平均を下回る。以上より、80 歳を境に避難能
力、移動能力が顕著に低下すると言える。 
 
②全般的な健康状況が「寝たり起きたりしている」居住者は全体の 13.7％で、
この場合、43％が移動に何らかの補助器具を使用し、39％は階段の使用が「要
介助者者」または「使用不可」である。補助器具を使用しているために階段を
使用して自力で避難できない場合が多いことがわかる。 
 
 ③視覚能力は、聴覚能力に比べ弱化している居住者の割合が高い。全体の 9％を
占める「2m程度の距離で相手の顔がわかる」居住者は、夜間等の視界が悪い状
況では、避難誘導サインを認識できない可能性があり「目の前に近づかないと
相手の顔がわからない」と「ほとんど見えない」を合わせた 3％の居住者は、自
力での避難は不可能である。また、健康状況が悪いほど視覚能力は弱化する傾
向がある。 
 
④避難器具を自力で使用できない人の割合は全体の 41％を占め、階段を自力で
使用して避難できない人の割合の 11％の４倍に近い。 
 
(2)防火・避難対策の実態 
 
①シルバーピア住戸には緊急通報システムと自動火災報知設備が設置されてお
り、その情報の受信盤が設置されるワーデン住戸は、9割以上のシルバーピアで、
シルバーピア住戸と同一棟内に設置されている。ワーデンは 9割以上が女性で、
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30歳代と 40歳代が合わせて 61％と最も多いが、60歳代以上も 8％を占めるた
め、非常時に自力避難困難者の避難を援助することは困難な場合があると考え
られる。 
 
②居住者防災訓練の参加率が 50％を超える団地が全体平均でも 64％を占め、特
にシルバーピアが単独で設置されている場合は、一般の共同住宅や他の施設と
複合されている場合より高い参加率を示している。 
 
③避難器具の説明を受けたことがある事例は 31％に過ぎず、避難方法を説明す
るものが設置されていない事例は 72％に上るなど、避難計画に関する情報が居
住者に提供されていない事例が多い。 
 
④近隣との非常時の援助提携が規定されている事例は 20％、緊急通報システム
と防災センターが連動している事例は 44％しかなく、支援体制について明確に
規定されていない事例が多い。 
 
３－３－２ 「火災実態調査」結果のまとめ 
 
本調査を通して、シルバーピアにおける火災は、東京都内の一般の共同住宅と
比べ、以下のような特徴があることが分かった。 
 
(1)出火率とその内訳 
 
通報火災の出火率は、シルバーピア住戸と東京都内の一般の共同住宅に大きな
違いはない。シルバーピア住戸における火災の出火原因は、東京都内の一般の共
同住宅に比べ放火、タバコが少なく、熱源によらず調理器具によるものが多い。 
 
(2)火災警報設備の問題点 
 
 廊下等の共用部に設置された火災警報設備の鳴動は、実火災事例においても就寝
中などで聞き取れなかったという報告があったほか、住戸の玄関扉を閉鎖すると
聞こえないという事例が全体の 1/3を超えている。 
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(3)調理器具からの出火における問題点 
 
調理器具による火災では、ガスコンロと電気コンロで火災発生の可能性はほぼ
同程度である。ガスコンロからの出火は鍋の油への引火や、調理者の着衣への着
火といった「調理中の過失」が原因であり、電気コンロからの引火は、スイッチ
の切り忘れによる鍋等の温度上昇による「火気の放置」を原因としていることか
ら出火に至る経緯は異なるが、熱源の転換だけでは出火防止の本質的な解決には
ならないと言える。 
 
(4)火災の早期発見と迅速な対応の重要性 
 
①自動火災報知設備と緊急通報システム 
 火災発見のきっかけは、自動火災報知設備の作動によるものが全体の半数を超
えて最も多い。自動火災報知設備が作動しなかった事例でも、緊急通報システム
を利用してワーデンに報告されており、火災被害の早期発見のためには、通報シ
ステムが大きな役割を果たしていることがわかる。 
 
②ワーデン 
ワーデンは、居住者訪問による異変のチェックなどの日常対応と、火災時の一
次対応において、火災被害軽減に重要な役割を果たしている。シルバーピア住戸
における火災のうち、自動火災報知器の不作動やワーデン不在時以外のすべての
火災で火災発生時における現場への駆けつけが最も早いのはワーデンであり、消
防への通報者もシルバーピア住戸、一般住戸の別に関わらずワーデンが最も多い。
また、出火元居住者が火災に気が付かなかったり、パニックに陥っている場合、
ワーデンの対応によって混乱が抑えられており、火災警報装置が作動せず、居住
者からワーデンへの事後報告や、ワーデンが火災の痕跡を発見したことで火災が
判明した事例もあり、火災被害の軽減に加え、出火原因の究明と再発防止の観点
からもワーデンは大きな役割を果たしている。 
 
(5)防災訓練の重要性 
  
防災訓練を実施している団地の方が火災時の居住者の反応が大きく、防災訓練
は火災への関心や火災時の対応行動に及ぼす影響が大きいことを示している。 
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３－４ 考察：シルバーピアにおける火災安全確保奏功の要因 
 
これまでの検討により、シルバーピアは、健常な高齢者の入居が想定されてい
るが、すべての居住者が十分な避難能力を有するとは言えない状況であり、今後
高齢化の進行に伴って避難能力が弱化する高齢者が増加する可能性が高いことが
わかった。シルバーピアは高齢者が集合して居住する施設であるが、建築基準法、
消防法上の位置づけは共同住宅である。共同住宅は、法の避難安全規制上、健常
者の居住が想定されていることから法を遵守するだけでは非常時にどのような状
況の入居者にも平等な安全性が確保されるようにはならないと考えられ、居住者
の避難能力の現況や今後の状況を考えると、シルバーピアにおいても何らかの対
応が必要になることが考えられる。しかし、シルバーピアは、健常者に比べ火災
危険が高い高齢者の集合居住施設であるにも拘わらず、通報火災の出火率は一般
の共同住宅と大差がない上に、火災による死傷者はむしろ少ない。シルバーピア
と一般の共同住宅の最も大きな違いは、自動火災報知設備及び緊急通報システム
の設置と、それらを受信し、対応するワーデンの存在である。特にワーデンは、
3-2で述べたように火災時の被害軽減において大きく貢献していると考えられ、本
調査の結果は、ワーデンの存在と通報設備の充実が、高齢者の集合居住における
火災安全を確保するための解決策の一つとなり得ることを示していると言える。
更に出火率の低さや火災被害の僅少さは、出火元住戸居住者の火災安全性の高さ
を示していると考えられることから、シルバーピアにおける火災時における安全
性の高さの要因を分析することで、高齢者のみ世帯の集合居住における火災安全
性確保の方策を示すことが可能と考えられる。そこで、本項では、シルバーピア
における火災安全性確保奏効の要因を分析することで、その対応を一般の共同住
宅に敷衍するための方策を検討したい。 
 
(1)出火率が低い要因 
 
①日常点検の励行 
第１章で述べたように高齢者火災は増加傾向にあり、一般の住宅に比べ高齢
者住宅では出火率が高いと推定されるにも拘らず、シルバーピアにおける出火
率が一般の共同住宅と同等程度の低さを示す第一の要因は、ワーデンの配置に
よる日常点検の励行にあると考えられる。ワーデン業務には「安否の確認」が
規定されおり、ワーデンは居住者の直接訪問や、緊急通報システムに設置され
ている安否確認装置の動作確認を通して、日常的に住戸周辺を点検している 3-3)
ため、出火危険性を逸早く察知し、火災を未然に防止することが可能になって
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いるものと考える。更に、調査結果によると、ワーデンが火災の痕跡を発見し
たり、居住者からの事後報告によって火災が発見された事例が見られるが、こ
れらはワーデンが火災原因を究明したり、居住者に注意を喚起することで火災
の再発防止に繋がると考えられる。また、ワーデンの訪問時に偶然火災が発見
された事例もあり、ワーデン業務における「安否確認」のための日常的な「点
検、見回り」は、出火防止のみならず、火災の早期発見や再発防止にも大いに
役立つと考えられる。 
 
②近隣コミュニティの醸成 
調査結果によると、シルバーピア住戸は放火やたばこによる出火が一般住戸
に比べて少なく、これは近隣の関係が一般住宅より密で侵入者に対する監視体
制が自然に構築されていること、及び近隣住戸への責任感が強く働いているた
めと考えられる。シルバーピア住戸への入居に当たっては、住宅困窮の程度が
考慮され、同程度の希望者が多数の場合は抽選等で決定されるため、居住者同
士は初対面である場合が多い 3-1)。しかし、シルバーピアではワーデンが中心と
なって定期的な会合を開催したり、サークル活動を行っており 3-3)、これらの活
動が日常の近所つき合いへと繋がっている。すなわちシルバーピアにおいて出
火率が低い第二の要因は、近隣コミュニティの活性化であり、その実現は何ら
かのきっかけと先導者があれば可能であること、またその積み重ねは日常的災
害予防の活性化に大きく寄与すると言える。 
 
(2)火災被害が小さい要因 
 
①自動火災報知設備と緊急通報システムの設置とその対応 
調査結果によれば高齢居住者の聴覚能力は年齢が高くなるほど低くなる。非常ベ
ルの鳴動について、「服薬して昼寝していたため気づかなかった」という事例もあ
り、住戸の玄関扉を閉鎖してしまうと、共用部の非常ベル等の発報を聞き取ること
ができない事例も多いことも判明している。共同住宅における自動火災報知設備の
設置は、消防法では、延べ面積が 500㎡以上の場合に設置するものとされているが
3-13)、シルバーピアではこの規定に係わらず小規模なものでも設置するものとされ
ている 3-14)。自動火災報知設備の信号はワーデン室でも受信され、共用廊下にお
ける発報と同時にワーデン室の警報も鳴動するため、本調査で対象とした火災
事例では、逃げ遅れによる火災被害はなかった。更に、各住戸に設置された緊急
通報システムはワーデン室と双方向で通信が可能であり、自動火災報知設備が作
動しなかった事例においても、緊急通報システムによる近隣者からワーデンへ
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の連絡によって火災が早期発見されており、シルバーピアでは自動火災報知設
備の作動だけでなく、「ワーデン室における信号の受信及びワーデンの対応」い
う「フェイルセイフ機能」と、「緊急通報システム」のフールプルーフ機能によ
って、火災の早期発見と迅速な消防通報が実現されており、警報装置の設置が
共用部のみの場合でも火災被害が抑制されているものと考えられる。 
 
②防災訓練の効果 
 本調査によれば、防災訓練を実施している団地の方が居住者の反応が大きく、
火災時に的確に避難できるようにするためには、防災訓練が重要であると言え
る。調査結果によるとシルバーピアにおける防災訓練の参加率は半数以上の団
地で 50％を超えており、これはワーデンによるとりまとめと、(1)②で述べた近
隣コミュニティ醸成の成果と考えられる。第 2 章で述べたように、防災訓練は
自力避難困難者の居住状況の把握や高齢者向けの防災製品に関する情報提供な
ど、情報交流の場としても有効である。防災訓練を火災に関する交流の場とし
て地域行事の一環に位置づけ、参加を促進することは、ワーデンのような先導
者の存在があれば可能であり、その積み重ねが火災被害の軽減につながってい
くものと考える。 
 
(3) ワー デン制度の問題点と今後の展望 
 
3-1で述べたように、ワーデンの業務範囲や身分保証、報酬等については統一し
た基準がなく、要綱に基づいて運営主体である区市町村が決定することとされて
いるため、その資質や対応の程度にはばらつきがある 3-18)。また、東京都では、今
後漸次住み込み型で 24 時間対応するワーデン制度を廃止し、日中のみ常駐する
「通い」のワーデン方式への移行を検討しているが 3-18)、本調査結果から、シルバ
ーピアにおける火災安全性確保の奏効要因はワーデンの存在に依るところが大き
く、24時間対応のワーデン制度は、一般の共同住宅における高齢居住者の火災安
全確保の方策の一つとして非常に有効であると考えられることから、今後、業務
範囲の明確化や身分保証、報酬等を再検討しながら、ワーデン制度を拡充してい
くことが必要と考える。 
 
注） 
注 3-1) 1987年に厚生省と建設省の共管で開始された高齢者世話付き住宅事業で、
高齢者のみ世帯が地域社会の中で自立して安全かつ快適な生活を営むことがで
きるよう、その在宅生活を支援することを主目的としている。高齢者の生活特
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性に配慮した設備・仕様を有する集合住宅に、ライフ･サポート･アドバイザー
（LSA）と呼ばれる生活援助員がおおむね 30戸に付き一人派遣される。 
注 3-2)東京都住宅局開発調整部住宅計画課（調査実施時）へのヒアリングによる 
注 3-3) 集計結果は平均値を示している。団地毎に若干の回答のばらつきは見られ
たが、特定の選択肢に回答が集中したり、二極化する等の現象は生じておらず、
ほぼ正規分布を示しているため、平均値による集計の妥当性に問題はないと考
えられる。 
注 3-4) 消防法施行令第 25条に定めるもの。 
注 3-5) 毎回の参加人数の最低値と最高値を質問し、その中央値を居住世帯数で除
した値を参加率とした。 
注 3-6）本調査で対象としたシルバーピアのワーデンは、当該シルバーピア運営開
始時点から調査時点まで交代していない。 
注 3-7）｢実態調査｣で回答を得たシルバーピア住戸について調査終了時点(2002年
6月)における築年数を月単位で求め、火災件数を住戸数と築年数の積の和で除
した。 
注 3-8)同じ火災で、居住者住戸の感知器は作動し、共用廊下の感知器は作動しな
かった事例があるため、火災事例数(32)と感知器の作動事例数(33)は一致しな
い。 
注 3-9)図3-46では非火災報以外の火災時における火災感知器の状況を対象として
おり、図 3-47では非火災報を含め回答のあったすべてのシルバーピアにおける
火災感知器の点検状況を対象としている。 
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第４章 認知症高齢者グループホームにおける 
居住者の実態と防火避難対策の実態 
 
認知症高齢者グループホームは、入居者が「家庭的な雰囲気」の中で可能な限り自立
して生活することによって痴呆症状の進行を抑制することを目的とした 24 時間の介
助体制の居住施設である。入居者は自立避難は困難な可能性が高いが、本制度は導入
から日が浅く、防火・避難対策の実態がほとんど把握されていない。本章では、東京
都におけるグループホームの防火避難対策実態調査の結果を通して、高齢者集合居住
の新しい取り組みである、高齢者の中でも特に避難困難性の高い認知症高齢者が居住
する施設の実態と問題点を把握し、グループホームにおける火災危険を元に、建設に
当たって考慮すべき今後の課題を検討する。 
 
４－１．はじめに 
 
４－１－１ 調査の背景と目的 
 
 第1章で述べたように、高齢者の集合居住施設は様々な制度によって運営され
ており、それらは高齢者の身体能力に応じて「老人福祉施設」と「共同住宅」に
大別される。このうち、身体状況からみて入居者が自力で避難することが困難で
あることが予測されるにも拘らず、法規上の取り扱いが明確でなく、その多くが
「住宅」として取り扱われているのが「認知症高齢者グループホーム（以下、本
論文ではグループホームと称する）」である。 
グループホームの入居条件は「65歳以上の者であって痴呆の状態にあるために
日常生活を営むのに支障があるもの 4-１）」、「要介護者注 4-1）であって痴呆の状態であ
ること 4-2）」とされており、入居者は理解力や判断力が低下している場合が多いと
考えられる。また、年齢によっては運動能力も低下している可能性があり、非常
時に自力で安全な場所まで避難することは困難が予測される。しかし、建築基準
法や消防法においてグループホームを対象とする建築計画や防災設備の設置基準
が明確化されていない現状では、グループホームの設計や設置に当たって痴呆症
状のある高齢者(以下、本論文では認知症高齢者と称する)の特性に応じた防災避
難計画が十分に検討されているとは言い難い。また、グループホームの計画性に
関する既往研究としては入居者の空間利用の特性を分析したもの 4-３）や、スタッフ
のケアの様態が入居者の生活に及ぼす影響を考察したもの 4-４）などがあるが、いず
れも日常生活における入居者の行動特性の把握や生活環境のあり方に関する報告
であり、非常時における入居者の避難安全性にまで踏み込んだ検討はほとんどな
されていない。そこで、本章では、グループホームにおける防火・避難対策に関
する実態調査を実施し、その結果から明らかになった建築計画や防災設備の設置
を報告すると共に、入居者の生活実態や避難能力及び職員の対応を踏まえた防災
避難計画のあり方を検討することを目的とする。 
 
(1)認知症高齢者グループホームとは 
 
 ①認知症高齢者グループホームの位置付け 
グループホームは、痴呆の状態にある要介護者等が、24時間の専門的な援助
体制の下で少人数で共同生活をする住宅である。現行制度上、認知症高齢者が
入居可能な施設は、「痴呆対応型共同生活介護」、「特定施設入所者生活介護」、「介
護老人福祉施設」、「介護老人保健施設」、「介護療養型医療施設」の 5種類が定
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められており 4-5)、介護保険法が適用するサービスの種類に応じて「居宅サービ
ス事業」と「施設サービス事業」に大別される。介護保険法上は「痴呆対応型
共同生活介護」に分類されるグループホームは、1997年に事業が開始され、介
護保険法への位置付けが最も新しいが、「小規模で家庭的な雰囲気」の中で入居
者本位の生活を送ることにより、認知症高齢者の表情や行動が落ち着き痴呆症
状を和らげる効果があるとされ 4-6)近年注目を集めており、できるだけ「普通の
家庭」の状態で生活できるような施設とすることや、戸建住宅等の既存建築物
の増改築による開設が推奨されている 4-7)。また、厚生省(現厚生労働省)が 1999
年に策定した「ゴールドプラン 21」4-8)において、認知症高齢者対応事業として
「痴呆対応型共同生活介護」を推進した注 4-２)ことも、設置数増加に大きく影響
した。東京都では設置に当たって独自の補助制度を設け、グループホームの建
設を積極的に推進している 4-7)こともあって、東京都における指定数注 4-３)は、2003
年 6月 1日現在 74であったものが、2004年 6月 1日現在で 117となっており、
1年間で約 1.5倍と大幅に増加している。 
表4-1　認知症高齢者が入居可能な施設制度4-5)
事業名称 施設概要 入居者の要件 適用法規 介護保険法
上の区分
消防法上
の区分
痴呆対応型共
同生活介護（認
知症高齢者グ
ループホーム）
比較的安定状態にある
痴呆の要介護者が、少
人数で共同生活を送る
住居。入浴、排泄、食
事などの介護や、日常
生活上の世話や機能
訓練を行う。
要介護者であって痴
呆であるもの
無し
特定施設入所
者生活介護（介
護付き有料老
人ホーム）
自炊ができない程度
の身体機能の低下が
認められ、または高
齢等のため独立して
生活するには困難な
者。原則として60歳以
上
(六)項ロ
介護老人福祉
施設（特別養護
老人ホーム）
在宅での看護が困難
なため、生活の場を
必要とする65歳以上
の要介護高齢者
介護老人保健
施設
病状安定期にあり、
入院治療要しない
が、介護・リハビリな
どを必要とする要介護
高齢者
介護療養型医
療施設
長期に亘る療養が必
要であると認められる
要介護者
(五)項イ
居宅サービ
ス事業
施設サービ
ス事業
(六)項ロ特
定施設
入所している要介護者
等に対し、入浴、排泄、
食事等の介護その他の
日常生活上の世話、昨
日訓練及び療養上の世
話を行う
入所する要介護者に対
し、看護、医学的管理
下における介護及び機
能訓練、その他必要な
医療並びに日常生活上
の世話を行う。
介護保険
法／老人
福祉法
介護保険
法
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②グループホームの入居条件 
  グループホームの開設に当たっての届出は、都道府県知事に対して行うため、
開設に当たっての基準や運用方法は、各都道府県によって定められている。入
居条件は、東京都の場合「おおむね 65歳以上で痴呆の状態にあるもの」とされ、
要介護 1～2 程度を原則としている 4-7)。しかし、痴呆症状には個人差が大きく
必ずしも要介護度と一致しないこと、痴呆症状を客観的に判断する統一的な尺
度が存在しないことから、居住者の受け入れの可否は、各施設の判断に委ねら
れているのが現状である。介護保険法の運営基準では、「著しい精神症状や行動
異常」がある場合は入居対象者から外すものとされているが、厚生労働省では、
グループホームの急増と今後の需要増を鑑みて、2006年 4月から運営基準を改
正し、痴呆症状があって日常生活に支障があれば、誰でも入所可能とすること
を決めた 4-10)。 
 
③グループホームの開設方法 
グループホームの開設に当たっては、老人福祉法 4-９）及び介護保険法 4-2）によ
り規定される設置基準に基づき、介護保険事業者の指定申請、および老人居宅
生活支援事業開始届が必要である。基準に基づいて設置され、所定の届出を行
ったグループホームについては、介護保険の給付対象となるほか、建設に当た
って国庫補助を受けることができる。 
 
写真 4-1 グループホ
ームの例（新築、特別
養護老人ホームが併
設されている。） 
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写真 4-2 グルー
プホームの例②（戸
建て住宅を改築し
たもの） 
 
（２）グループホームの防災計画における法的規制 
 
グループホームの開設に当たって老人福祉法に基づく届出をするためには、建
築基準法に基づく「検査済証」の添付と、所轄消防への消防計画の提出が求めら
れるが 4-7)、建築基準法及び消防法ではグループホームとしての明確な用途規定は
ない。従って、新築の場合の建築確認申請上の取り扱いは「共同住宅」または「老
人福祉施設等」などの用途として運用されており、それぞれの用途において規定
される法規に基づいて建設されることになる。また、補助金を受けるための国庫
補助協議基準 4-7)では「既存建築物の活用」として、「民家等の既存建築物の買取、
改修に要する費用を補助の対象としている」と謳われていることもあり、4-3-1
で述べるように新築以外のものも多い。建築基準法では同一カテゴリー内での用
途変更の場合、変更のための確認を受ける必要がないため 4-11）、防災計画等は従前
用途のままとなる場合が少なくないと考えられる。これに対して、変更のための
確認が行われる場合は、用途によっては防災計画的変更も伴うため、既存建築物
の増改築の場合、従前用途によって設置される防災設備等が異なる可能性がある。 
その他、防災計画に関連する基準としては、建設に当たって国庫補助を受ける
ための条件として、2階を設置する場合には準耐火建築物、3階以上とする場合に
は耐火建築物とすることが定められている 4-7)が、防災計画に関してグループホー
ムとして統一的に定められた基準はなく、自治体によって指導内容にばらつきが
あるものと考えられる。 
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４－１－２ 用語の定義 
 
 本章で使用する用語については以下のように定義する。 
 
①個室：入居者専用の部屋。厚生労働省の基準 4-９）によりグループホームでは一人
用の個室が設置されている。 
②共用室：入居者が共同で居間として使用する空間。 
③廊下：個室と共用室をつなぐ通路の部分。 
④在宅サービス関係施設：在宅サービスセンター、居宅サービス事業所、在宅介護
支援センター、デイサービスセンター等の高齢者が通所する施設。 
⑤福祉施設：特別養護老人ホーム、有料老人ホームなど、高齢者専用の就寝施設。 
⑥総合福祉施設：在宅サービス関係施設、福祉施設、病院、診療所等の施設が 2種
以上複合する施設。 
⑦医療施設：入院設備の有無に関わらず医療行為を行う施設。 
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４－２ 調査方法 
 
調査方法の概要は表4-1に示すとおりで、調査は、2回に分けてアンケート形式
またはヒアリング形式によって実施した。調査対象は、実態調査①では 2003年 6
月 1日までに東京都が指定した注 4-３）74のグループホーム、実態調査②では、実態
調査①において回答のあった 39のグループホームである。いずれの調査において
もまず調査対象のグループホームに訪問の可否を電話で確認し、訪問が可能であ
る場合は調査票の配布方法と、訪問時のヒアリングの可否を確認した。なお、入
居者の身体特性からみて、入居者本人から情報を得ることは困難であると考えら
れるが、グループホームでは職員が 24時間常駐して入居者と共に生活しており、
入居者の生活実態や避難能力等も把握していると考えられる。そこで、すべての
調査は職員を対象とし、調査票は職員の代表者に配布することとした。 
 
表4-2　調査方法等の概要
実態調査① 実態調査②
調査票配
布対象
2003年6月までに東京都が指定したグ
ループホーム：74件（114ユニット）
実態調査①において回答のあったグルー
プホームのうち、調査を承諾したグループ
ホーム：31件(45ユニット)
調査方法
調査時期 2003年7月～9月 2004年7月～9月
調査票配
布数
①郵送配布によるアンケ トー調査：15件 ①郵送配布によるアンケ トー調査：12件
　（郵送回収／８件、訪問回収７件) 　(郵送回収／6件、訪問回収6件)
②訪問配布によるヒアリング調査：24件 ②訪問配布によるヒアリング調査：16件
　(郵送回収／11件、訪問回収／13件) 　(郵送回収／12件、訪問回収／4件)
回収数 39件（47ユニット、居住者430人分） 28件（40ユニット、居住者198人分）
防災対策実態調査：28／31＝90.3％
入居者避難能力調査：20／31＝64.5％
事前の電話調査において、訪問ヒアリングが許可された場合ヒアリング形式。その他
はアンケート形式とした。アンケート形式の場合、調査票の配布、回収方法は希望に
応じ郵送または訪問による手渡しとした。
回収率 39／74＝52.8％
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表4-3　調査内容の概要(()内は選択肢)
居
住
形
態
(1)グループホームの名称/(2)建設形態(①単体/②他施設と併設(a.社会福祉施設
/b.居宅サービス事業所/c.診療所、病院/d.その他)/(3)階数/(4)従前の使用用途
(①新築/②戸建て住宅/③アパート/④社会福祉施設/⑤居宅サービス事業所/
⑥診療所、病院/⑦わからない/⑧その他)
入
居
者
の
属
性
(1)居室数と人数/(2)性別と年齢構成/(3)要介護度の認定状況/(4)避難能力①火
災発生時に予測される行動(a.火を消そうとする/b.他人に火災を連絡する/c.逃げ
ようとする/d.声を上げる/e.動かない/f.閉じ篭る/g.想像がつかない/h.その他)②
自力避難の可能性(a.安全な場所の判断、自力避難ともに可/b.安全な場所の判
断は可、自力避難は不可/c.安全な場所の判断、自力避難ともに不可/d.わからな
い/e.その他)
日
常
生
活
(1)1日のスケジュー ルと各時間帯の勤務職員数/(2)日常会話における火災の話
題の有無(①ある(具体的に)/②ない)/(3)入居者の行動における火災の危険性の
有無/(4)出火防止策①入居者への禁止事項(a.全館禁煙/b.個室のみ禁煙/c.裸
火による暖房器具の使用禁止/d.裸火による調理器具の使用禁止/e.その他裸火
の使用禁止/f.禁止事項はない/g.その他)②職員が意識する行動(a.調理中は目を
離さない/b.身の回りに火気を置かない/c.入居者の火気携帯の見回り/d.特になし
/ その他)非
常
時
対
応
(1)防火管理者/(2)火災時対応への指導の有無(①避難誘導や通報の方法を指導
されている/②指導はなく自主的に問い合わせた/③指導、問い合わせ共になし/
④その他)/(3)火災時への備え(①自治体等から手引書等をもらった/②自主的に
手引書等を作成した/③職員同士で話し合いを実施/④特になし/⑤その他)/(4)火
災発生時の対応方法/(5)火災の経験の有無(①消防署がきた/②火災になりかけ
た/③なし/④その他)
協
力
体
制
(1)火災発生時の協力施設の有無(①火災時の協力について連携施設あり/②援
助してくれそうな施設あり/③協力を期待できる施設はない)/(2)地元自治会等へ
の参加の有無(①職員のみ参加/②入居者と職員が参加/③参加していない/④
自治会の有無が不明/⑤その他)
防
災
設
備
(1)火災感知器(①個室と共用部分に設置/②共用部分のみ設置/③個室のみ設
置/④設置されていない/⑤わからない/⑥その他)/(2)火災感知器の点検頻度
/(3)火災警報機(①個室と共用部分に設置/②共用部分のみ設置/③個室のみ設
置/④設置されていない/⑤わからない/⑥その他)/(4)火災警報機の点検頻度
/(5)防災監視盤の設置の有無/(6)消火設備の種別と設置場所(①スプリンクラー /
②屋内消火栓/③消火器/④設置無し/⑤わからない/⑥その他)/(7)避難器具の
設置の有無と種別(①避難はしご/②避難用タラップ/③すべり台/④その他)/(8)入
居者の避難器具使用の可否(①操作は可能なので使用させる/②他に方法がな
ければ使用させる/③使用させない/④その他)
防
災
訓
練
(1)防災訓練実施の有無/(2)職員の参加状況/(3)入居所の参加状況/(4)参加す
る入居者の健康状態(①健康で痴呆症状の軽い人/②健康な人、痴呆症状は不
問/③健康状況は不問、痴呆症状は軽い人/④健康状況､痴呆症状ともに不問/
⑤わからない/⑥その他)/(5)防災訓練の種別(①火災対応の講習/②消火訓練/
③避難器具の使用/④避難訓練/⑤応急手当/⑥火災予防法の講習/⑦その
他)(6)防災訓練の役立ち方
実
態
調
査
①
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出
火
防
止
策
(1)食事作成における入居者の役割(①入居者は参加しない/②火気は職員のみ
が使用/③入居者の役割に制限なし/④職員は参加しない/⑤その他)/(2)喫煙者
の有無(①いる（喫煙人数）/②いない/③その他)/(3)①個室扉の閉鎖機構（a.自
閉/b.自閉ではない/c.その他）/②扉の開閉状況（日中と夜間別に質問）(a.ほとん
どの入居者が開放/b.閉鎖、開放双方あり/c.ほとんどの入居者が閉鎖)(4)消防設
備①ガス漏れ検知器の有無(a.あり/b.なし/c.その他)②避難誘導灯または非常用
照明の有無(a.あり/b.なし/c.その他)③防炎処理品の使用の有無(a.カー テンやブラ
インド/b.内装材/c.じゅうたん/d.寝具類/e.パジャマ/f.エプロン/g.アームカバー)/
④消火設備の有無(a.消火器/b.屋内消火栓/c.自動消火設備)/⑤使用経験の有
無(a.すべての職員が使用したことがある/b.一部の職員が使用したことがある/c.
使用したことのある職員はいないd.その他)/⑥使用する自信(a.すべての職員が使
用できると思う/b.一部の職員は使用できると思う/c.使用できる職員はいない/d.
その他)
防
災
訓
練
(1)防災訓練実施の有無(①定期的に実施している/②今は実施していない/③実
施経験なし/④その他)(2)防災訓練の内容(①通報訓練/②消火訓練(a.消火器の
使用/b.屋内消火栓の使用)/③避難訓練(a.非常ベル使用/b.非常放送使用/c.避
難器具使用/d.防災設備は使用しない)/④応急手当/⑤防災教育(a.消防用設備
の役割/b.火災時対応/c.火災予防法)⑥夜間を想定した訓練/⑦自信を想定した
訓練/⑧その他/(3)防災訓練参加者(①職員/②入居者/③併設施設関係者/④
地域住民/⑤所轄消防/⑥その他)/(4)実施場所(①グループホーム/②併設施設/
③近隣地域/④その他)/(5)入居者の防災意識の変化（①防災意識が高くなった/
②変化なし/③わからない/④その他）/(6)防災訓練不実施の理由(①防災訓練不
実施の理由（a.開設して日が浅い/b.入居者の混乱が懸念される/c.必要性を感じ
ない/d.その他/②今後の実施予定(a.予定あり/b.入居者が混乱しなければ実施
/c.実施予定なし/d.その他)/(7)防災訓練の必要性(①通報訓練/②消火訓練(a.消
火器の使用/b.屋内消火栓の使用)/③避難訓練(a.非常ベル使用/b.非常放送使
用/c.避難器具使用/d.防災設備は使用しない)/④応急手当/⑤防災教育(a.消防
用設備の役割/b.火災時対応/c.火災予防法)⑥夜間を想定した訓練/⑦自信を想
定した訓練/⑧その他)
協
力
体
制
(1)自衛消防隊の有無(①あり/②以前はあった/③なし/④今後編成予定/⑤その
他)/(2)火災通報(①第一通報先(a.消防署/b.警備会社/c.その他/②通報手段(a.
自動通報/b.専用通報装置/c.一般電話/d.その他)/(3)非常時の協力施設とその
距離(①施設種別a.併設施設/b.同一経営の関係施設/c.別経営の近隣施設/d.地
域住民/②協力内容(a.非常時の駆けつけ/b.避難場所の提供/c.その他）③距離
(a.100m以内/b.1㎞以内/c.5㎞以内/d.10㎞以内/e.10㎞以上)
総
合
評
価
(1)グループホームの雰囲気(①建物の雰囲気(a.非常に家庭的/b.どちらかと言え
ば家庭的/c.どちらとも言えない/d.どちらかと言えば家庭的でない/e.全く家庭的で
ない/②建物の雰囲気を左右する要素(a.外観/b.平面形態/c.設備/d.内装材料/e.
その他)/③グループホームの総合評価(a.好ましい/b.どちらかと言えば好ましい/c.
どちらとも言えない/d.どちらかと言えば好ましくない/e.好ましくない)/④総合評価
を左右する要素(a.家庭的雰囲気の有無/b.入居者の使い勝手/c.職員の使い勝手
実
態
調
査
②
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４－３ 調査結果 
 
 調査内容は、入居者の基本的属性及び避難能力と、グループホームの防災計画
の状況に大別される。調査内容の概要は表 4-2に示すとおりで、避難計画の状況
も併せて調査するため、個室及び共用部と避難経路の関係がわかる平面図の添付
も同時に依頼した。 
 
４－３－１ 入居者の属性と建築形態 
 
(1)入居者の年齢と要介護度の状況 
 
①年齢と要介護度の全般的状況 
入居者の健康状態は、火災時の避難行動に大きな影響を及ぼすと考えられる。
4-1-1で述べたように、グループホームの入居条件は 65歳以上とされているが
上限は設定されていない。実態調査①において入居者の年齢と要介護認定注 4-1)
の状況を調査したところ、図 4-1、図 4-2に示す通り、年齢層は 60歳代から 90
歳以上と幅広く、75歳以上の後期高齢者の割合が 80％を占めた。身体能力の目
安となる要介護認定の状況は、約半数が要介護 1または 2であるが、「日常生活
動作の能力が著しく低下し、ほぼ全面的な介護が必要な状態 4-12」」である要介護
3の入居者が 26％、日常生活において全面的に介助が必要である 4-12)」要介護 4
以上の入居者も 10％を超えており、全体の 4割に近い入居者は、理解力や判断
力といった精神的な面だけでなく運動能力からみても自力での避難が困難であ
ると考える。東京都では、原則として入居者の要介護度を 2程度までとしてい
るが、痴呆症状の程度と要介護度は必ずしも一致しないこともあって、入居者
の受け入れの可否は施設の運用に任されているのが実態であり、入居者の要介
護度には幅があることがわかる。しかし、今回調査対象としたグループホーム
はすべて 2000年以後の開設であり、調査時点では開設から 3年以下と日が浅い
が、今後、施設の経年数が増加するに従って、居住者が更に高齢化し、身体機
能の低下も進行する可能性が懸念される。 
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図4-1　入居者の年齢構成
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②要介護度が高い居住者の割合 
図4-3　要介護3以上の
居住者の割合
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 要介護度 3以上の居住者の割合を
各施設別に示したものが図 4-3であ
る。東京都では、入居条件をおおむ
ね要介護２程度までとしているが 4-7)、
全居住者の要介護度が 2以下である
グループホームは全体の 10％(2件)
にすぎない。一方で、要介護 3以上
の居住者が半数以上を占めるグルー
プホームが全体の 45％を占め、居住
者 6人中 5人が要介護 3以上という
グループホームも 1件あった。 
 
③要介護度の変化 
①で述べたように実態調査①で対象としたグループホームでは75歳以上の後
期高齢者が 80％を占め、要介護 3以上の入居者も約半数存在することから、実
態調査②では入居時と調査時点における要介護度の進行状況について調査した。
結果は図 4-4に示すとおりで、入居時と現在で要介護度が変化していないのは、要介護
１の場合 60％、要介護 2は 53%、要介護 3は 47％で、入居時より現在の方が要介護度
が高くなった入居者の割合は、要介護 1で 35％、要介護 2で 42％、要介護 3で 27％
で、本調査で対象としたグループホーム入居者の場合、要介護度が低下した入居
者は 9.6％で、34.3％の入居者は要介護度が高くなった。この状況を入居期間別
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に表したものが図 4-5 である。高くなった入居者の割合は、入居期間が長くな
るほど増加し、24月以上 36月未満では 61.5％を占める。入居期間が 36月を超
えるとこの割合は若干減少し、45.2％(14 人)となるものの、入居から 2 年を経
過すると要介護度は高くなる可能性が高いと言える。 
図4-4　入居時と現在の要介護度の違い
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図4-5　入居期間別要介護度の変化
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(2)入居者の避難能力 
 
(1)で述べたように、実態調査①で、要介護 3の居住者が、全体の半数を占める
グループホームが 45％あることが判明したことから、実態調査②では火災時にお
ける認知症高齢者の避難行動と、要介護度の関係を調査した注 4-4)。 
 
①避難能力の全般的状況 
火災時に安全に避難するためには、火災が発生したことを認識し、安全な場所を
見極める「判断能力」と、安全な場所まで到達するための十分な「運動能力」の双
方が必要である。非常時における、「安全な場所の判断と避難能力」と、要介護度の
121 
関係を図 4-6 に示す。要介護認定では、要介護 2以上で理解力の低下がみられ、
要介護 3 では「運動能力の低下に加え理解力の低下がみられ、日常生活の行為の
なかにもひとりでできないことがあり、暴言・暴力などの行為がみられる」とされ
る。4-12)「安全な場所を判断し、そこまで自力で避難できる」入居者は、要介護 1
及び 2 の場合でも約半数であり、要介護 3 以上の入居者では約 13％になる。第 3
章で述べたように、痴呆症状のない高齢者の場合、年齢が高いほど階段や避難設備
の使用能力が低くなるが、認知症高齢者の場合、判断能力の低下は年齢に関わらず
発生する可能性があり、非常時には職員による避難誘導が不可欠であると考えられ
る。 
図4-6　要介護度と避難場所の判断
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 ②火災警報の理解能力と要介護度の関係 
居住者の要介護度と、火災警報の理解力の関係をみると、図4-7、図 4-8に示
すとおり、非常ベル、非常放送ともに要介護度が上がるにつれて作動時の理解力は低
くなる。また、要介護１の入居者で非常ベルを「理解できる」と考えられるのは約85％
を占めるのに対し、非常放送を「理解できる」のは約70％、要介護３以上では非常ベル
を「理解できる」入居者が約 43％に対し、非常放送は 38％であり、非常ベルに比べ、
非常放送の方が、入居者の理解力が低いことがわかる。 
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図4-7　要介護度と非常ベルの理解の関係
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図4-8　要介護度と非常放送の理解の関係
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③職員の指示に従うことの可否 
 非常警報設備作動後には、職員が入居者に行動を指示することになるため、
入居者が職員の指示に従って行動可能か否かについて調査した。結果は図 4-9
に示すとおりで、「指示に従わない」と考えられる入居者の割合は、要介護度が
高くなるほど増加し、要介護 2以下では 21％であったものが、要介護 3になる
と 42.1％となり、要介護 4 以上で 60％になる。職員の指示に従うことを含め、
判断・理解能力は要介護 3 を境に大きく衰えと言える。これを非常ベル及び非
常放送を「理解できない」居住者に限ってみると、図 4-10 に示すとおり、非常
ベルでは77％、非常放送では50％の居住者が、警報鳴動後に「職員の指示に従わない」
と考えられ、非常ベルによる火災報知時の方が、その後の職員の指示に従わない居住者
が多い。これは、非常ベルの場合、突然の金属音の鳴動が居住者を興奮させ、パニック
を誘発する可能性が高いと予測されるためであり、認知症高齢者の場合、ひとたびパニ
ック状態に陥ると沈静化するために時間がかかり、避難誘導を遅らせる原因になると考
えられる。しかし、図4-9に示すように、要介護3以上の居住者の50％は、非常ベルや
非常放送の理解力の有無に拘わらず「職員の指示に従わない」ことから、判断・理解能
力が低下する要介護 3以上の認知症高齢者は、職員の指示に従って避難することは
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困難であり、一斉指示による避難誘導ではなく居住者毎に個別の避難誘導が必
要になると考えられる。 
図4-9　要介護度の違いと職員の指示に従うことの可否
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図4-10　非常警報設備が理解できない
入居者が職員の指示に従うことの可否
26
47
53
50
0% 20% 40% 60% 80% 100%
非常ベル
非常放送
非常警報
種別
職員の指示
 
 
(3)建築形態 
 
①階数と入居者数 
グループホームの階数と併設設置の場合のグループホームを含む建物の階数
を図 4-11に示す。建物全体としては 2階建てが最も多く、最高でも地上 5階ま
でで、平均で 2.6階であった。グループホームが設置されている階数は図 4-12、
4-13に示す通り 1、2階の低層部が多く全体の 84％を占め、中でも 2層に分か
れている施設が最も多かった。グループホームは、介護保険法で定められる 4-13)
共同住宅生活を営むべき住居（共同生活住居またはユニットと呼ばれる。以下、
本論文では「ユニット」と称する）を設置することが求められており、１ユニ
ットの入居定員は 5人以上 9人以下、１カ所のグループホームにおけるユニッ
ト数は 1または 2とされている注4-5)。本調査における事例では、増改築前の用
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途が戸建住宅の場合を除き、1層に 1ユニットが設置されている事例が多かった。
また入居者数は図 4-13に示すとおりで、全体の約 80％が 9人以下の 1ユニット
である。 
 
図4-11　全体階数とグループホーム設置階数
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図4-13　入居者人数
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②構造 
構造形態についてはＲＣ造が 35.9％、木造が 33.3％、鉄骨造が 30.8％であり 4-14）、
設置数に大きな違いはない。構造形態と増改築前の用途の関係をみると、図 4-14
に示す通り新築の場合、各構造ともほぼ同じ数であるが、増改築前の用途が戸建住
宅の場合は木造が多く、福祉施設や医療施設は木造のものはない。また、木造の場
合、77％が 1 ユニットで 85％が単独で設置されているが、RC 造の 86％、鉄骨造
の 67％が何らかの施設と併設されている。構造と全体階数の関係は図 4-16 に示す
通りで、構造種別に関わらず 2階建てが最も多く、5階建ては RC造のみであった。 
125 
図4-14　構造と増改築種別の関係
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図4-15　構造とユニット数の関係
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図4-16　構造と全体階数の関係
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③併設施設の有無と増改築前の用途 
グループホームは建築基準法上、明確な用途規定がない。また、建築基準法
では、同一カテゴリー内での用途の変更の場合、変更のための確認申請を受け
る必要がないため 4-11）、法解釈上、グループホームと同一用途となり得る病院、
福祉施設または共同住宅、下宿等の用途からの転用の事例が多い。増改築種別と
併設施設の関係は図 4-17に示すとおり、新築は全体の 56％で、44％が既存建物の
用途変更であり、グループホームの趣旨や認知症高齢者の避難能力を考慮して設計
されていない事例が多いといえる。併設施設の有無と種類をみると、グループホー
ムのみが単独で建設されている事例が最も多く41％を占め、次いで在宅サービス関
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係施設、社会福祉施設等との併設が多い。また、福祉施設と病院で併設施設と増改
築前の用途が同一である事例が見受けられるのは、併設施設を増改築してグループ
ホームを設置したためと考えられる。 
 
図4-17　増改築種別と併設施設の有無の関係
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４－３－２ 防災計画の状況 
 
(1)避難経路の状況 
 
①避難経路の区画状況 
グループホームでは、厚生労
働省が定める設置基準 4-2）4-9）に
基づき、各入居者専用の部屋(以
下、個室と称する)と、共同で利
用し日中の多くを過ごす居間
(以下、共用室と称する)、共同
利用の台所、浴室、トイレと、
職員用の事務室から構成される。
本調査で対象としたグループホームの典型的な平面計画は図4-18に示すとおり
で、個室と廊下の間以外は区画がなく開放的な平面が多い。これは、「施設では
なく普通の住宅」で、「入居者本位の生活を送る」ことが痴呆症状を緩和する効
果があると考えられており、そのために「入居者は炊事等自分でできることは
自分で行う」ことを奨励しているためと考えられる 4-7)。出火の可能性が高いと
考えられる台所の区画状況は図 4-19に示すとおりで、共用室と台所が区画され
ず同一空間となっている「台所区画なし」が最も多く 64％を占める。次いで共
用室とは別に食堂が設置され、食堂と共用室との間には区画が設置されている
「食堂区画あり」が 26％であるが、これらの区画は 1件を除き木製の扉やふす
ま等の遮炎・遮煙性能の低い建具であり、すべての事例で日常的に扉を開放し
て使用しているため、防火上の有効性は低いと考えられる。台所と共用室が防
火戸によって区画されている「台所区画あり」は 1件のみで、このグループホ
ームは特別養護老人ホームが併設されており、防火戸は常に閉鎖して使用して
いた。共用室を含む台所と個室が別の階に設置されている「台所別階」も 8％(3件)
あったが、うち 2 件は階段に区画が設置されていないため、1 階の台所で出火した
場合の上階個室への影響は、台所と個室が同一階にある場合と同様と考えられる。
また、開設当初は台所と共用室の間に設置されていた扉を、居住者間の「閉め
た、閉めない」の言い合い等のトラブルや、職員が台所の居住者の様子を観察
できないといった理由から、取り外してしまったという事例も 2件あった。開
放された台所は調理の様子を職員が見守りやすいという利点があるが、台所で出火
した場合、共用室を経て建物全体に火煙が伝播し、被害が拡大する可能性がある。
また、個室と廊下の間に防火戸が設置されている注 4-6)グループホームは 5件のみで、
　W
　C
台
所
個
室
個
室
個
室
個
室
個
室
個
室
個
室
個
室
個
室
共用室
図4-18　グループホームの典型的な平面計画
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すべて新築で特別養護老人ホーム(3 件)、在宅サービス関係施設(1 件)、医療施設(1
件)との併設である。新築であっても不明を除くと 88％が木製扉を設置しており、
その理由として、防火戸として一般的な鉄製の扉は、「家としての雰囲気が壊れ、
病院のような雰囲気を入居者が嫌がる」、「重くて使い難くコストもかかる」などが
挙げられた。すなわちグループホームでは、建物内に防火上有効な区画がほとんど
設置されていない事例が多く、台所で出火すると建物全体に急速に火煙が伝播する
危険性が高いといえる。 
図4-19　台所の区画状況と増改築種別
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写真 4-3 グループホームの居室内部の例（台所部分と食堂部分の間はカウンター
が設置されている） 
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写真 4-4 グループホームの居室内部(個室)の例 
 
②階段の設置状況 
 ①で述べたようにグループホームでは、台所と一体となった共用部と廊下は
空間的に連続しているため、廊下と階段が区画されていない場合、廊下を介し
て階段にも煙が流入し、全館に亘って避難が困難になる可能性がある。そこで、
居室が避難階のみにある 7件を除いたグループホームについて階段の設置状況
をみると、階段の設置数は平均 1.7箇所である。階段が 1箇所のグループホー
ムは全体の 31％(12件)で、図 4-20に示すとおり、１件を除き屋内階段が設置
されている。そのうち区画がないものは 5件で、これらの従前の用途は 3件が
戸建住宅、1件が戸建住宅を改築した学生寮で、新築は 1件のみであった。一方
全体の約 7割は階段が 2箇所以上設置され、全てのケースで必ず１箇所以上は
屋外階段になっている。この場合半数以上が新築で、従前の用途が戸建住宅で
あったものは１件のみであった。建築基準法では病院、福祉施設等の用に供する
床面積が 50㎡を超える場合や、共同住宅、下宿等で寝室の床面積の合計が 100㎡
を超える場合に 2以上の直通階段が必要とされる 4-15）が、階段が 1箇所のグループ
ホームはいずれも 1ユニットの小規模なもので、この規定に該当しないものと考え
られる。 
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図4-20　階段が１箇所の場合の状況
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③バルコニーの設置状況 
①で述べたようにグループホームで多い平面プランでは、台所で出火した場
合、廊下からの避難が不可能になる可能性がある。グループホームが 2階以上
に設置されている事例について廊下の代替としての使用が期待できるバルコニ
ーの設置状況をみると、図 4-21に示す通り、新築の場合 63％(10件)で面連続型
のバルコニーが設置されていおり、うち 4件は屋外避難階段までバルコニーが
続している。一方バルコニーが設置されていない事例は戸建住宅からの転用が 4
も区画されていない屋内階段が 1
所設置されているのみであった。東京都建築安全条例では、共同住宅は規模によ
難上有効なバルコニー」の設置が求められるが 4-16）、4-1-1
連
件で最も多く、そのうち 3件では、階段について
箇
らず避難階以外には「避
で述べたように現状ではグループホームの法的な位置づけが明確でないため、バル
コニーの設置義務の取り扱いにばらつきが生じているものと考えられる。 
図4-21　バルコニーの設置状況と増改築種別の関係
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④避難口の状況 
グループ
 
ホームでは、職員の目の届かない場所からの徘徊を防止するため、
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出入口に入居者が屋外に出ないための
対策がとられている。①で述べたよう
に共用室で出火した場合、廊下からの
避難が困難になる可能性があることか
ら、個室の窓の状況をみると、図 4-22
に示すとおり避難階に個室がある 22
件のグループホームでは居住者が自力
で窓から避難
が 13件と全体の約 60％を占めた。こ
場合、窓が掃き出し型になっていな
って一定以上に開かないように開口幅を制限する等
の
図4-22　1階の個室から
の避難可能性
不可
能
13件
59%
不明
1件
5%
可能
８件
36%
することが不可能な事例
の
かったり、ストッパーによ
仕組みになっており(写真 4-7)、また避難可能な事例の中にも、外に出るため
には窓の外側に設置された柵状の扉を職員が開錠することが必要なものがあっ
た。一方、出入り口についても入居者が内側から開けられないように施錠して
いる事例が多い(写真 4-6)。図 4-23に示すとおり非常口を施錠しているグルー
プホームは 57％(22件)を占め、うち玄関と非常口共に施錠している事例が 27％
(6件)あった。特に非常口に関しては、「扉がどこにあるか分からないように隠
してある」「非常口は設置していない」という事例も見受けられ、入居者が建物
から外部へ避難するには職員による介助が必要な構造が多い。 
 
図4-23　外部に通じる出入り口の施錠管理
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写真 4-5 非常口の例。外部から
非常口扉を見る。内部から施錠さ
れ、扉のすぐ外側には自転車が置
いてあるため、迅速な避難は困難
と考えられる。扉上部は排煙窓。
写真 4-6 非常口のドアノブに設
置されたプラスチックのカバー。
この扉を開くためにはプラスチ
ックのカバーを破壊し、更にノブ
の錠と、ノブの下部に設置された
錠の２箇所を解錠する必要があ
り、認知症高齢者単独での開放は
困難と見られる。 
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⑤個室扉の種類と施錠状態 
個室と廊下の間に設置されている扉の状況注 4-6)を図 4-24に示す。防火戸が設
置されているグループホームは 5件のみであり、それらは特別養護老人ホーム
(3件)、在宅サービス関係施設(1件)、医療施設(1件)との併設である。既存建
物の改築によりグループホームを開設した事例について、増改築前の用途との
関係でみると、新築であっても不明を除くと約 9割が木製扉を設置している。
その理由としては、防火戸として一般的な鉄製の扉は、「家としての雰囲気が壊
れ、病院のような雰囲気を入居者が嫌がる」、「重くて使いづらい」、「コストが
かかる」などが挙げられた。また、個室に鍵を設けているグループホームは 26
件あり、設置理由は「入居者のプライバシーを守るため」、「夜間に部屋を間違
える人がおり、他の入居者が嫌がるため」等であった。個室に設置されている
鍵は簡易なものが多く、非常時には外部から職員が容易に開錠できるが、入居
状の程度によって異なり、自力
 
52
15 20 件数
者による個室内部からの開放の可否は、痴呆症
で開放できない場合もあり得ると考えられる。
図4-24　個室の扉の材質と前用途の関係
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(2
 
1ユニット程度の小規模なもの
が多く、共用室の周囲に個室が張り付くように計画されており、共用室で警報設備
が鳴動すれば個室内部にも周知できるためと考えられる。ところで、4-3-1(2)②で
述べるように、非常ベルの鳴動は入居者を動揺させる可能性が高く、機械によって
迅速に火災発生を報知する方法としては非常放送が有効と考えられるが、非常ベル
 
)防災設備の状況 
①自動火災報知設備等 
認知症高齢者の避難能力を考えると、グループホームでは火災の早期発見が重要
になる。自動火災報知設備は図 4-25に示すとおり 82％(32件)のグループホームで
設置されており、戸建住宅の改築によって開設された事例のすべて(5件)と、社員
寮からの改築(2件)が未設置であった。感知器の設置場所は「個室と共用部の両方」
が最も多く 78％(25件)を占める。一方、火災警報設備については図 4-26に示すよ
うに、4件が未設置で、これらはすべて戸建住宅からの改築であった。設置場所は
「共用部のみ」が最も多く 63％(22件)、「個室と共用室両方」は 31％(11件)であ
る。これは、(1)で述べたようにグループホームは
 
写真 4-6 個室の窓に設置されたストッパー。中央のネジをドライバー等で緩めないと
窓を開放することができず、居住者が自力で解放するのは困難である。
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は 80％以上のグループホームで設置されている一方で、非常放送設備は図 4-27に
示すように、設置されているグループホームは36％(14件)で、そのうち11件が福
祉施設や病院との併設であった。消防法では、福祉施設等と、延べ床面が 500㎡以
上の共同住宅の場合、自動火災報知設備の設置が義務付けられるが、この規定に該
当せず、かつ 11階以下で収容人数が 500人未満であれば、用途に関わらず非常ベ
ルや非常放送設備等の警報設備の設置も求められない 4-17)。従って法的な用途の位
置づけが明確でないグループホームの場合、規模によっては火災感知、警報に関す
る設備が一切設置されない可能性がある。また、消防設備は消 により点検が義
務づけられ、その頻度は1年以内ごととされている 4-18)が、図 4-28に示すように年
2回以上点検を行っているグループホームが火災感知器で46％、警報設備で 49％あ
る一方、火災感知器、警報設備共に約 20％(7件)のグループホームでは、1年に 1
度も点検が実施されていなかった。 
 
防法
図4-25　自動火災報知設備の設置状況
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図4-26　火災警報設備の設置場所と種別
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図4-27　非常放送設備の設置と併設施設の有無
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図4-28　感知警報設備の点検頻度
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②消火設備 
 みると、消火器は開設間もない 1 件と不明の 1 件を除
く全てのグループホームに設置されている一方で、スプリンクラーが設置され
ているのは ％ 件 であった。スプリンクラーの設置状況と併設施設の有無
の関係は図 に示す通り、設置されている事例の ％ 件 が特別養護老人
ホームや医療施設との併設である。そのうち ％ 件 は非常放送設備も設置
されており、また、新築であっても半数以上が未設置であった。消火設備は、
延べ面積が ㎡以上の福祉施設、病院、共同住宅等の場合消火器の設置、延
べ面積 6000㎡以上または 4階以上の床面積が 1500㎡以上の福祉施設、病院等
と 階以上の共同住宅にスプリンクラーの設置が求められる 。すなわち福
祉施設等が併設された大規模なグループホームではスプリンクラーや非常放送
設備が設置されるが、単独で設置される小規模なグループホームは、法的な必
要性がないため、新築、増改築の別に関わらずこれらの設備が設置されていな
いものと考えられる。 
 消火設備の設置状況を
30 (13 )
4-22 70 (9 )
85 (11 )
150
11 4-19)
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図4-29　スプリンクラーの設置と併設施設の種別
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４－３－３ 生活実態と防災対策の状況 
 
(1)日常生活の状況 
 
①職員の配置数 
 (1)②で述べたように避難誘導時に
は職員の手助けが必要になることから、
居住者が起床してから就寝するまでに
職員 1人当たりが担当する平均居住者
数をみると図 4-30に示す通り、厚生省
令の基準注 4-7)である 3人以下を満たし
ているグループホームは 8％(3件)に
過ぎず、1人当たりが担当する居住者
が5人を超えるグループホームも13％
(5件)ある。1ユニット当たりの時間帯別の職員数は図 4-31に示す通りで、厚
生労働省の基準注 4-7)が夜間及び深夜の介護従業者を 1以上としていることもあ
って、不明の 1件を除くすべてのグループホームで夜間は 1名であり、80％以
上のグループホームが起床・就寝時も夜勤の職員が引き続き 1名で勤務し、そ
のうち 20％のグループホームでは朝食・夕食時も 1名である。昼食時になると
全てのグループホームが 2名以上となり、散歩・買い物時や入浴時は職員が 2
名となるグループホームが最も多いが、居住者の外出時は職員が付き添うこと、
入浴時は職員が介助することを考慮すると、日中でも居住者を見守ることので
きる職員は 1名になる場合が多いことになる。 
図4-30　職員1人が担当する
入居者数(日中)
不明
5件
13%
4.1～
5.0人
17件
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4.0人
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23%
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図4-31　時間帯別１ユニット当たりの職員配置数
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②火災発生時に予測される行動 
迅速に避難を開始するためには火災の発生を正しく認識することが必要であ
る。そこで、火災が報知された場合に居住者が起こすと考えられる反応を、居
住者の日常生活の状況から予測し、火災報知手段別に各反応の居住者人数を表
したものが図 4-32である。警報があっても「動かない」と予測される居住者の
割合は、非常ベルと非常放送が最も多く 20％程度を占め、職員による声かけの
場合が最も少なく 8％であり、奇声を発しパニックに陥ると予測される割合は、
非常ベルが最も多く10％、非常放送が 3％、職員による声かけが 4％である。一
方「避難しようとする」と考えられる割合は、職員の声かけの場合が最も多く
56％を占め、次いで非常放送が 21％、非常ベルが 17％であることから、機械音
による報知は、人による直接的な報知や職員の肉声による放送に比べて居住者
を混乱させやすく、速やかな避難のためには職員による直接的な働きかけが必
要と考える職員が多いことがわかる。 
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図4-32　入居者の火災覚知時に予想される行動
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(2)防災対策と支援体制 
 
①職員からみた火災危険 
 日常生活において、職員が、居住者の行動から
火災の経験を感じた経験の有無を図4-33に示す。
約 60％の職員が、日常の居住者の行動から何らか
の火災危険を感じた経験があるとしている。職員
が経験した火災発生につながる恐れのある居住
者の行動の具体例は表4-4に示す通りである。最
も多いのがコンロの消し忘れや誤使用、コンロの
火からの着衣着火といった調理中に発生する危険で、12件のグループホームか
ら出されている。このうち 11件ではガスコンロを使用している。グループホー
ムでは、調理器具としてガスコンロを使用する事例が 27件と全体の約 7割を占
め、これは②で述べるように、グループホーム入居前はガスコンロを使用して
いた居住者が多いためと考えられる。ガスコンロ以外の調理器具を使用してい
る 12件のグループホームのうち「調理中に火災危険を感じた」事例は 1件であ
るが、第 3章で述べたように高齢者による火災ではガス以外の熱源からの出火
も多く、また、グループホームでは居住者の自立性の尊重という趣旨から台所での
調理行為を制限していないため、熱源の種別に関わらず居住者が調理をしている間
は職員による十分な管理が必要と考える。また、タバコの不始末に関する危険が 10
件あげられており、そのほとんどが居室内での喫煙を懸念するものであるが、これ
らのグループホームは、②で述べるように 2件を除き全館禁煙または個室内禁煙で
図4-33　火災危険を
感じた経験の有無
なし
41%
あり
59%
141 
ある。グループホームは「普通の家庭」による生活を目指す趣旨から個人のプライ
バシーが尊重されていることもあって 4-3)、台所に比べ、個室内における火災危険に
は職員の目が届きにくいと言える。 
表4-4　職員が経験した火災危険の具体例
種別 状況
理解力不足 耳が遠く、聞こえにくい。指示等が理解できない
個室内は火気厳禁とされているにも拘わらず、マッチやライター 等
でロウソクに火をつけようとしていた
仏壇にお線香を上げるときマッチやライター を使用している
台所コンロの火の消し忘れ
台所でガスコンロをつけたままその場所を離れてしまう
コンロの使用方法を忘れてしまい炎が消えてガスのみが出ていた
食事作りのとき、火の調節ができず、油を熱しすぎてしまった
少し目を放した隙に調理器具の使い方を間違っていた
調理中でなくてもガスコンロを点火しようとする
鍋の空焚き
ガス台にひじをつけて調理を行い、服に火が移りそうになった
調理中、背の低い人は炎を覗き込むようになり、火傷の恐れがある
入居者が調理中、菜箸に火がついたが、本人はそのまま離れて気
が付かず、職員が発見した。
料理中にフライパンがコンロからずれ、衣服に火が近づいた
タバコの吸い殻をごみ箱に直接捨てしまうなど、火の不始末
喫煙者が、痴呆の進行と共に喫煙所以外でも吸う可能性がある
喫煙者が台所のガスコンロでタバコに火をつけている
歩きタバコ
火災訓練の際、声かけをしても本気にしてもらえなかったり、自分
では動けない人がいる
夜間火災になり、パニックになることを感じる。また、就寝中などは
心配
タバコ関係
その他
火気の持込
コンロの消し
忘れ
コンロの誤
使用
着衣着火
 
 
②居住者に対する火気管理 
各グループホームで実施している火気に関する禁止事項を図 4-34に示す。す
べてのグループホームで居住者の火気使用に関して何らかの制限をしており、
温風による暖房器具以外の暖房器具の使用禁止(28件)、居室禁煙(25件)、居住
者の火気(線香、ろうそく等)の使用禁止(21件)は半数以上のグループホームに
おいて実施されている。裸火を使用するガスコンロを設置していないグループ
ホームは 12件と少ないが、このようにガスコンロを使用するグループホームが
多いのは、「ガスコンロ以外の調理器具を使用した経験のある人が少なく、使用
方法がわからない人が多い」「使い慣れているガスコンロの方が安全に使用でき
る」という意見に代表されるように、認知症高齢者の生活上の混乱を防ぐため
であると考えられる。 
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図4-34　火気に対する禁止事項
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②出火防止のための対応 
職員が意識して行う出火防止策を図 4-35に示す。90％以上のグループホーム
において調理中は目を離さないようにしており、職員は調理器具の種類に関わ
らず、居住者の調理中は出火防止を意識していることがわかる。その他にはガ
ス栓を締める、たばこの火の始末に注意を払う等が挙げられている。 
図4-35　職員が実施している出火防止策
36
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8
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調理中は目を離さない
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その他
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③消防署や自治体等からの指導 
火災時の対応に関して、消防署や自治体、事業者等からの指導と火災時の対
応マニュアルの有無を図 4-36に示す。約 8割のグループホームが何らかの指導
を受けているが、指導がなかったために火災時の対応方法について消防等へ自
主的に問い合わせたグループホームが 7件、指導を受けておらず、問い合わせ
等もしていないグループホームが 4件あり、約 3割のグループホームに対して
は、行政側から積極的な指導がされていない。また、火災時の対応に関する手
引書をみると、消防等が作成したマニュアルを所有しているグループホームよ
り、自主的に作成している事例の方が多い。消防からのマニュアルを所有して
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いるグループホームの約 6割はそれとは別に自主的なマニュアルも作成してお
り、認知症高齢者の場合、心身の状況が居住者によって異なるため、画一的な
マニュアルより詳細なものが必要になることが多いものと考えられる。また、
消防等からの指導を受けていないグループホームでも火災時の対応について消
防等に自主的に問い合わせたり職員同士で火災時対応についての話し合いの機
会を持っており、全般的に火災時の対応方法について積極的に検討している状
況がわかる。 
図4-36　火災時における指導と対応マニュアルの状況
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④近隣施設との提携と地域との連携 
   (2)①で述べたように職員の配置数が少ない現状では、特に夜間は職員のみ
で居住者を避難誘導することは困難が予測される。非常時に援助を期待でき
る施設の有無は図 4-37に示すとおりで、他施設協力が望めないグループホー
ムは 14件あり、全体の35％のグループホームは非常時に自力で対応せざるを
得ない状況である。協力内容としては、被災後の居住者の一時預託が最も多
く(8件)、次いで避難の援助(7件)、消火活動(5件)等が挙げられた。設置状
況別に見ると、グループホームが単独で設置されている場合他施設との提携
は 24％に過ぎないが、何らかの施設が併設している場合は 50％を占め、併設
施設がある場合、連携体制を築きやすいといえる。 
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図4-37　援助の期待ができる施設の有無
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⑤自治会等の地域活動への参加 
自治会等の地域活動に参加して地域
住民にグループホームの存在を広める
ことは、非常時の支援体制を構  築
する上でも有効であると考えられる。
グループホームにおける地元自治会等
の活動への参加状況は図 4-38に示す
とおりで、積極的に参加しているグル
ープホームは 10件、全体の約 1/4であ
る。内容としてはお祭りなどの地域行
事や防災訓練が挙げられた。不参加であるグループホームからも「住宅地にあ
るため近隣の方の理解を得ることが重要」とのコメントが挙げられており、近
隣との良好な関係の構築を考えるグループホームが多い。 
図4-38　地域活動への参加
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(3)防災訓練 
 
①防災訓練の実施状況 
グループホームにおける 1年間の防災訓練実施回数を図 4-39に示す。最も多
いのは「実施していない」で全体の 36％(13件)を占め、その 69％に当たる 9
件では一度も実施経験がなかった。しかし、この値は第 3章で述べたシルバー
ピアにおける非実施の割合(70％)の約半分であり、「健常な高齢者」の入居を前
提とする場合に比べ、防災訓練に対する関心が高いと言える。 
現在防災訓練を実施していないグループホームでは「居住者が本当の火事だ
と思いパニックになる」「認知症高齢者は精神的に不安定で訓練は難しい」等が
理由として挙げられた。また、以前は実施していたが実施をやめたグループホ
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ームは 31％(4件)で、その理由としては「日常生活に追われ実施の暇がない」
がほとんどであった。しかし、これらのグループホームはすべて、「機会があれ
ば実施したい」とコメントしており、防災訓練自体を否定しているわけではな
い。一方、防災訓練を実施している場合、その回数にはばらつきがあるが、1
年間に 12回と、毎月実施している場合が最も多く 23％(9件)を占めた。 
 
図4-39　防災訓練の年間実施回数
実施経験
あり：4件
31%
実施経験
なし：9件
69%
1回：6件
15%
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不明：1件
3%
12回：9件
23%
0回13件
36%
 
 
②併設施設の有無と防災訓練実施回数の関係 
同一敷地内における併設施設の有無と、防災訓練の年間実施回数の関係を図
4-40に示す。防災訓練を実施していないグループホームが最も多いのは併設施
設がなく単独で設置されている場合で、防災訓練を実施していないグループホ
ームの約半数を占める。一方で、何らかの施設が複合している場合、防災訓練
を実施していないグループホームの方が少ない。これは、福祉施設は消防法に
よって消防計画の策定及び消火訓練、避難訓練の 2回以上の実施が定められて
いるため 4-20)、併設施設と合同で防災訓練を実施しているためと考えられる。 
図4-40　併設施設の有無と防災訓練の年間実施回数
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③防災訓練参加者の状況 
防災訓練における居住者の参加状況をみると、防災訓練を実施している 25件
のグループホームのうち、居住者が参加しているグループホームは88％(22件)
であった。居住者の参加割合を図 4-41に示す。参加条件の有無に関わらず、参
加可能な居住者全員が参加している場合が最も多く 59％を占め、参加割合が最
低のグループホームでも半数の 50％は参加している。居住者の参加条件は図
4-42に示すとおりで、最も多いのは参加条件が特にない場合で63％を占めるが、
痴呆症状や自力歩行能力に何らかの制限を課しているグループホームも 27％あ
る。これは、痴呆症状は個人差が大きく、居住者の状況によっては防災訓練参
加者全体に影響を及ぼす可能性があるためと考えられる。また、参加者の種別
を防災訓練の種類別にみると、図 4-43に示すように避難訓練は実施しているす
べてのグループホームで居住者と職員が参加しているのに対し、消火訓練は、
半数のグループホームが職員のみの参加であった。 
図4-41　入居者の参加割合
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図4-42 防災訓練の参加条件
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図4-43　訓練の種類別参加者の状況
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④防災訓練の効果 
防災訓練を実施しているグループホームにその効果について質問したところ、
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図 4-45に示す通り、全体の 80％が「役
に立つ」または「やや役に立つ」と回答
した。その理由については表 2に示すと
おり、「居住者の行動が把握できる」、「実
際に身体で体験し、理解が深まる」など、
職員の対応行動の習得が理由としてあげ
られた。一方、「役に立たない」という回
答は 10％、「不明」が 23％を占めており、
その場合、「居住者が警報音でパニックに
陥り訓練にならない」、「訓練と理解できない」等、居住者の理解能力に関する
意見が多い。しかし、「役に立たない」とした職員からも、「居住者の誘導に手
間取らないか」、「落ち着いて対応できるか」などのコメントが挙げられており、
非常時の対応に不安を感じていると言える。防災訓練実施後の居住者の意識変
化については図 4-44に示すとおり、「変化なし」が最も多く 37％、「不明」も
27％であり、居住者の避難能力に目に見える進展は少ないと考えられる。しか
し、居住者の避難能力に期待できないグループホームの場合、火災時に職員は、
居住者の行動を落ち着かせたり、避難口の施錠を解除して避難経路を確保する
など他の施設と比べて対応すべき事項が多いため、防災訓練は、居住者という
よりはむしろ職員が火災時の対応手順を確認・習熟するための場として重要で
あると考える。更に、職員が火災時の混乱状況を把握し、居住者のパニックを
誘発しないような火災の報知や避難誘導方法を検討するためにも有効な機会に
なり得ることから、グループホームでは定期的な防災訓練が非常に重要と考える。 
図4-44　居住者の防災意識
の変化
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表4-5　防災訓練の役立ち方とその理由の概要
実際に身体で覚えることで混乱を最小限に抑えることができる。
入居者がどのような行動をするか把握できた。
電話応対の勉強になった。
通報・消火などの手順を確認できた。
機器の使用方法を学習し、職員全員が火災発見時に対応できるようになった。
消火・防災設備に対する正しい知識を得て、安全体制に対する信頼性が生まれた。
初期対応の実働訓練で具体的な消火や避難方法の検証ができ、対策の見直しにつながった。
頭の中で火災時対応を想像できるようになり、避難誘導の自信につながった。
実火災時には訓練が役に立たたず、マニュアルどおりに行動できなかったため。
防災設備の取り扱いや仕組みを熟知するのは難しい。ケースバイケースなので、完璧ということはな
いと思う。
火災時は職員が冷静に判断できる状況であることが最も重要であり、初期消火できる規模の火災で
あれば訓練は役立つと思う
通報手順などは役に立つが、避難誘導は難しいと感じる。
スタッフが実際に習ったことを行動に移せるか不安なため。
いざというとき、マニュアルどおりにはいかないと思われるため。
居住者が訓練であることを理解するのが難しいため。
職員の説明を正しく理解する人もいる一方、耳が遠く無関心な人もいるため。
入居者は痴呆症状のために学習したことをすぐ忘れてしまうため。
入居者が実火災時に、どのように行動するか不明なため。
役に
立た
ない
火災警報音で居住者がパニックになったことがあり、訓練後、居住者の精神不穏が続いたため。
やや
役に
立た
ない
役に
立つ
やや
役に
立つ
 
 
(4)火災に対する不安 
 
火災発生時に不安な点に関する自由記入による回答は図 4-36に示すとおりで、
特に夜間における職員数の不足に対する不安が最も多く挙げられた。次いで「居
住者が火災時にどのような行動をとるか予測できないため、対応できるかどうか
不安」、「職員が冷静に対応できるかどうか不安」という意見が挙げられているが、
これらは相互に関連しており、職員数が少ないがために居住者の予測のつかない
行動に対応できるかどうかの不安が生じ、更に冷静な対応行動の可否という懸念
につながるものと考えられる。すなわちほとんどすべてのグループホームで、職
員数の不足に基づく何らかの不安を抱えているといえる。また、居住者の避難能
力については、「指示が理解できない」、「火災だということを認識できない」とい
った理解力の不足に加え、「自力で 1階まで下りることができない」などの運動能
力に対する不安も挙げられた。また、避難中の転倒や徘徊、避難後の徘徊や、そ
れらによる地域への迷惑を懸念する意見もみられ、これらは認知症高齢者特有の
問題点であると言える。 
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図　4-36　火災発生時の不安要素(複数回答)
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(5)グループホームにおける「家庭的な雰囲気」の検討 
 
 4-3-2で述べたように、実態調査①において、特に戸建住宅を改築したグループ
ホームは火災安全性が低い状況が明らかになった。しかし、4-1で述べたように、
グループホームは痴呆症状を緩和するために、できるだけ小規模な施設で居住者
本位の生活を送ること、「家庭的な雰囲気」を重視することが望ましいとされてい
る。すなわち今後のグループホームの防災計画に当たっては、「家庭的な温かさ」
と「防火・避難上の安全性」を両立することが課題と考えられるため、実態調査
②では、グループホームにおける「家庭的な雰囲気の考え方」について質問した。 
 
①建築・設備に関する全般的評価 
まず、グループホームの建築・設備等の
ハード面について、現在の状態が「グルー
プホームとして好ましいと言えるか」につ
いて質問したところ、図 4-47に示すように
全体の 57％が「好ましい」または「やや好
ましい」と評価した。しかし一方で全体の
36％は「どちらとも言えない」としており、
「好ましい状態ではない」という評価はな
かったものの、現状に対して何らか不満足
な部分があるものと考えられる。また、現在のハード面の状態の評価に当たっ
て優先した項目については図 4-48 に示す通りで、「入居者の使い易さ」を 1 ま
図4-47　建築・設備に関す
る全般的評価
不明2
件
7%
どちら
とも言
えない
10件
36%
やや好
ましい
13件
46%
非常に
好まし
い３件
11%
150 
たは 2番目に重要視するグループホームが最も多く全体の 58％、次いで「家庭
的な雰囲気」を 1、2番目に重視する場合が 50％であった。「家庭的な雰囲気」
を確保することは、グループホームの「好ましい状態」として重要な位置付け
を占めることがわかる。 
 
 
図4-48　建築・設備の全般的評価における優先事項
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 ②グループホームにおける家庭的雰囲気
  グルー
の評価 
プホームにとって「家庭的
な雰囲気」が非常に重要であると位
置付ける職員が多いことから、次に、
各グループホームの家庭的な雰囲気
の全般的評価を図 4-49に示す。「非
常に家庭的」または「やや家庭的」
を併せると 57％を占めるが、一方で
「どちらとも言えない」が 11％、「や
や家庭的ではない」が25％あり、評
価にばらつきが生じている。そこで、
次に総合評価が不明の2件を除く 26件について、家庭的な雰囲気の評価に当た
って優先した項目についてみると、図 4-50に示す通り、平面計画を2番目まで
の優先順で重視したグループホームが全体の 60％を占め最も多く、次いで内装
材が、41％、外観が 36％である。一方、設備に関しては重視する順番が 3番目
以降のグループホームが 65％を占め、家庭的な雰囲気の評価に当たっては平面
計画や内装材が重要視され、設備に関してはこだわりがないものと考えられる。 
図4-49　家庭的な雰囲気の評価
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図 　家 な の評価にお 順位
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③建物において家庭的と評価される要因 
 
a)グループホームを含む建物の形態 
  プホームを含む建物の階数とユニット数 家庭的な雰囲気の評価を、グルー
別に図 4-51に示す。「家庭的である」と評価するグループホームの割合は、
階数が 2階以下の場合 79％、3階は 44％、4階以上は 33％を占め、階数が高
くなるほど「家庭的である」という評価は減少し、また、ユニット数につい
ては、図 4-52に示す通り「家庭的である」との評価が 1ユニットでは 76％で
あるのに対し、2ユニットでは 33％、3ユニットでは 0となり、ユニット数が大
きいほど家庭的と評価する割合が減少する。「非常に家庭的である」と評価した
グループホームはいずれも 1ユニットであり、「一般的な住居とあまり変わらな
いから」「狭いから」という理由が挙げられた。すなわち、階数は 2階まで、規
模は 1ユニットの小規模なグループホームが、「家庭的」と捉えられているもの
と考えられる。 
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図4-52　ユニット数と家庭的な雰囲気の評価
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b)増改築前の用途 
囲気の評価を増改築前の用途別に図 4-53に示す。戸建住
宅
建物の家庭的な雰
を増改築したグループホームは全て「家庭的である」と評価されており、
これは戸建住宅が元来「家庭生活」を目的に建設されていること、また、1
ユニットで 2階建てと、規模も小さいためと考える。一方で、福祉施設や医
療施設、社員寮などについては、家庭的と評価していないグループホームが
40％を占めた。これは、これらの施設がいずれも規模が大きかったり併設施
設があるなど、「一般住宅」とは異なる形態であること、また、工場を増改築
したグループホームから出された「元々住居用に作られた建物ではないため
家庭的な感じではない」という意見に代表されるように、外観や建具等が一
般住宅で使用されているものとは異なることが原因と考えられる。また、新
築のグループホームの 43％が「やや家庭的でない」と評価されているが、こ
れは、これらのグループホームがいずれも複数のユニットで構成されたり併
設施設がある、規模の大きな建物であるためと考えられる。 
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図4-53　増改築種別と家庭的な雰囲気の評価
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c)平面計画 
(3)で述べたように、グループホームでは、個室への火気の持込を制限して
いる場合が多いため、最も出火の可能性が高いと考えられるのは台所である
と考えられる。調査対象としたグループホームは 1件を除き台所と食堂の間
に防火上有効な区画が設置されていないため、台所で出火すると食堂に容易
に火煙が流出する危険性がある。食堂と居室の位置関係については、居室が
食堂に直接面している平面形態（以下、食堂・居室隣接型と称する）と、食
堂と居室が廊下を隔てて接している平面形態(以下、食堂・廊下隣接型と称す
る)に大別できるため、家庭的な雰囲気の評価に当たって平面計画を優先した
グループホームについて、平面形態と評価の関係を図 4-54に示す。いずれの
平面形態においても「非常に家庭的」または「やや家庭的」を併せると 7割
を超えており、食堂と居室の隣接の有無は、家庭的な評価に影響しないと言
える。 
 
図4-54　食堂と居室の隣接の有無と家庭的評価の関係
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d)内装材料 
    家庭的であるための優先事項として、内装材を一番目、または 2番目に
挙げたグループホームは、平面計画に次いで多く、理由には「木を使用し
ている部分が多い」ことが挙げられた。そこで、家庭的な雰囲気の評価を
居室扉の材質別にみると、図 4-55に示すとおり「家庭的である」と評価し
たグループホームの割合は、鉄鋼系の材料を使用している場合 50％である
のに対し、木質系の材料を使用している場合は 65％を占め、「非常に家庭的
である」と評価したグループホームはいずれも木製の扉を使用していた。
すなわち、家庭的な雰囲気の評価おける内装材の位置付けは、「木製建具の
使用の有無」に関係し、木質系の材料が多用されているほど「家庭的」と
考える傾向が強いと言える。 
図4-55　居室扉の材質による家庭的評価の違い
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４－４ 調査結果のまとめ 
 
本調査結果から判明した、グループホームの居住者の状況と、防災計画及び生
活状況の実態、及びグループホーム居住者の火災危険をまとめると、以下のとお
りになる。 
 
４－４－１ グループホームの実態 
 
(１)居住者の状況 
 
・居住者の約半数が要介護度は 2以下であるが、75歳以上の後期高齢者が全体の約 8
割を占めるため、居住年数が増加すると痴呆症状による理解能力の低下だけでな
く、運動能力の低下も危惧される。 
・火災が発生したことを認識し、安全な場所を見極める「判断能力」と、安全な
場所まで到達できる「運動能力」の双方に問題がないと考えられる居住者は全体
の 14％に過ぎず、火災時に自力での避難が困難な居住者が多く、避難行動が長時
間化する可能性が危惧される。 
・居住者の避難能力は要介護度に関係し、要介護度が高くなるほど火災警報に対
する理解力や、職員の指示に従う能力は低くなる。非常ベルに比べ非常放送を火
災警報として理解できる居住者の割合は低いが、非常ベルの方が警報発報後の居
住者の混乱が大きく、発報後に職員の指示に従うことが困難になる。 
・居住者の避難能力は、要介護 3を境に顕著に低下するが、調査対象としたグル
ープホームの居住者全体の約半数が要介護 3以上である。これらの居住者は、警
報種別に拘わらず職員の避難指示を理解して自力で安全な場所まで避難すること
は困難であり、職員が個別に避難誘導することが必要である。 
 
(2)防災計画の実態 
 
・台所と共用室の間に防火上有効な区画が設置されている事例は 1件のみであり、廊
下と個室の間の扉は、不明を除くと木製のものが 88％を占める。また、2階以上にグ
ループホームが設置される事例のうち 31％が階段の設置が 1箇所であり、そのうち
42％は屋内階段と廊下の区画が設置されていないため、台所で出火した場合、廊下や
階段を経由して全館に亘って早期に火煙が伝播し、廊下を避難に使用することが困難
になる可能性が高い。更に 67％のグループホームで個室の扉が施錠され、60％は外部
に繋がる出入り口の扉が施錠管理されており、これらの事例では、非常時は職員が解
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錠して避難口を確保する必要がある。 
・新築のグループホームは、77％で階段が２箇所以上設置され、設置が１箇所のみの
場合も含め必ず１箇所は屋外階段が設置されているが、戸建住宅を改築した事例では、
階段が 2箇所設置されている事例は 1件のみで、5件中 4件は区画されていない屋内
階段１箇所のみの設置である。一方で面連続型のバルコニーが設置されている事例は、
新築の場合全体の 67％、既存建物の改築では 25％であり、法適用上の用途規定の解釈
や従前建物の敷地条件や用途によって、避難安全性が異なっている。 
・非常放送の設置は全体の 38％、スプリンクラーは 33％と少数であり、法要求との関
係から主として福祉施設や病院が併設された大規模なグループホームで設置されてい
る。戸建住宅が改築された事例をはじめとする小規模なグループホームでは、これら
の設備だけでなく、非常ベルや自動火災報知設備も設置されない場合がある。 
 
(3)生活状況の実態 
 
①日常生活上の防災対応に関する実態 
・火災が発生すると職員は、通報、初期消火及び居住者の避難援助等を行う必要があ
り、これらを 1名で対応することは不可能と考えられるが、就寝時から夜間を経て起
床時までは、82％のグループホームで配置される職員が 1名であり、また、28％のグ
ループホームでは日中も常駐職員は 2名であるため、入浴介助時等は、夜間の職員 1
名時と同様の状況が発生する可能性がある。 
・火災発生時に居住者の混乱を防ぐには、職員が直接声をかけて火災を報知すること
が必要と考える職員が多い。 
・職員は出火防止への意識が高く、調理中は目を離さないなどの工夫を行ってい
る。ガスコンロに対して火災危険を感じている職員は多いが、使い慣れている調理器
具を使用することが居住者の混乱を招かないとの考えから約 7割のグループホームで
はガスコンロを設置している。 
 
②防災訓練に関する実態 
・防災訓練を実施しているグループホームは全体の 64％あり、シルバーピアに比
べ実施割合は高い。また、実施していないグループホームも「機会があれば実施
したい」とコメントしており、全般的に防災訓練に対する関心は高いと言える。 
・福祉施設等と併設しているグループホームは、併設施設と合同で防災訓練を実
施しており、単体で設置されている場合に比べ、防災訓練の実施率が高い。 
・防災訓練の参加に当たって参加する居住者に何らかの制限を付している事例は
全体の 3割を占める。 
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・防災訓練に居住者が参加している場合、居住者が全員参加しているグループホ
ームが全体の約 7割を占め、第 2章で述べた一般の共同住宅や、第 3章で述べた
シルバーピアに比べ、居住者の参加率は高い。 
・防災訓練の効果については全体の 64％が「役に立つ」と回答している。居住者
の防災意識は「変化なし」と「不明」を併せると 64％であり、防災訓練は職員の
実火災時の対応行動の習得を趣旨と捉えるグループホームが多い。 
・避難訓練や防災教育は、入居者と職員の双方が参加して実施しているグループ
ホームが多いが、通報訓練では 27％、消火訓練は 46％のグループホームで職員の
みの実施であり、居住者に火災時の初期対応を期待していないグループホームが
多い。 
・防災訓練等の地域活動に参加しているグループホームは約 1/4であり、近隣と
の良好な関係づくりの重要性を認識しながらも、非常時に備えて積極的に関係を
築いているグループホームは少ない。 
 
③グループホームにおける「家庭的な雰囲気」に関する実態 
・グループホームが「好ましい状態である」ために重視されるのは、「居住者の使
い易さ」に次いで「家庭的な雰囲気」である。 
・「家庭的な雰囲気」であると考えられる要因は、建物の規模と併設施設の有無が
関係し、1ユニットで 2階建てまでの戸建住宅を改築したグループホームが、「家
庭的」と考えられる典型事例である。 
・グループホームが「家庭的な雰囲気」であるために優先されるのは、平面計画、
内装及び外観であり、設備の設置はあまり影響しないと考えられている。特に内
装材に木質系の材料を使用するほど、「家庭的」と捉える傾向がある。 
 
４－４－２ グループホームにおける火災危険 
 
(1)居住者の避難能力の不足 
  
4-3-4(1)で述べたように、グループホームの居住者は、理解力と運動能力が低
下しており、自力での避難が困難である場合が多い。「予測のできない行動を起こ
す居住者がおり、対応できるかどうか不安」という意見に代表されるように、火
災報知設備の鳴動を火災発生と認識できなかったり、避難経路を理解できないと
いう状況から、避難行動が長時間化する可能性が予想される。また、現状でも 75
歳以上の後期高齢者が 8割を占め、要介護 3以上の居住者が全体の 4割近く存在
しており、これらの居住者は痴呆症状が軽度であっても、運動能力の低下から迅
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速な避難行動が困難な可能性が高い。第 3章で述べたように運動能力は加齢と共
に低下し、また痴呆症状の進行も予想されることから、今後、居住年数の増加と
共に、自力での避難の困難性は一層顕著になると考えられる。 
 
(2)常駐職員の人数の不足 
   
(1)で述べた居住者の避難能力の不足を考慮すると、グループホームでは火災発生時
に居住者の避難を援助することが必要不可欠である。しかし、4-3-3で述べたように、
現状では調査対象のグループホームでは 1件を除き夜間に常駐する職員が 1ユニット
当たり 1名であり、ほとんどすべてのグループホームの職員から、特に夜間における
職員数の不足を懸念する意見が出されている。火災が発生すると職員は、通報、初期
消火及び居住者の避難援助等を行う必要があるが、これらすべてを 1名で対応するこ
とは不可能である。また、全体の 3 割に近いグループホームでは昼間も常駐職員は 2
名であるため、そのうち 1名が居住者の買い物の付き添い等で外出すると、夜間の職
員 1名時と同様の状態が発生する可能性がある。 
 
(3)避難経路と防災設備の不備による避難困難性 
  
グループホームは、新築、改築の別に関わらず、中央部に台所を含む共用部を設置
し、それを取り巻く形で個室を配置している計画が多い。共用部と廊下の間はほとん
どの事例で防火上有効な区画は設置されておらず、個室と廊下を仕切る扉が防火戸で
ある事例も非常に少ない。従って、台所で出火した場合、廊下や階段を経由して全館
に亘って早期に火煙が伝播する危険性があり、廊下を避難に使用することは火災の初
期段階で困難になる可能性が高い。更に、第 1章で述べたように、グループホームは
建築基準法、消防法上明確な用途規定がないため、防災設備の設置状況にばらつきが
ある。しかし、①②で述べたように居住者の理解力、運動能力の不足から火災覚知や
避難開始が遅くなる可能性は高く、また、居住者の避難を援助する職員の人数も不足
していることを考えると、自動火災報知設備や自動消火設備が設置されていない場合、
火災の覚知及び避難開始の遅延化、更に初期消火の実施が困難になる可能性が高い。 
 
注 
注 4-1）要介護状態にある者のこと。介護保険法では要介護状態について「身体上
又は精神上の障害があるために、入浴、排せつ、食事等の日常生活における基
本的な動作の全部又は一部について、厚生労働省令で定める期間にわたり継続
して、常時介護を要すると見込まれた状態であって、その介護の必要の程度に
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応じて厚生労働省令で定める区分のいずれかに該当するもの」と定めている。
要介護認定は介護の必要性を判定するものであり、身体能力や痴呆度合いを判
定するものではない。グループホーム居住者は痴呆症状があり、且つ共同生活
を営むことができる程度の身体能力があることから、痴呆症状のない高齢者と
比較し、要介護度はやや低く判定される場合がある。 
  また、要介護認定とは、介護保健法に定められる介護サービスを受けるため
の基準となる心身の状態を判断するための認定である。数字が大きくなるほど
介護を要する度合いが増加し、厚生省令 4-13)1999年 4月 30日厚生省令第 58号
によって、介護に要する時間を基準として定められている。各介護度数におけ
る心身状態の概要は以下の通りである。 
要介護 1：立ち上がりや歩行などは不安定だが、日常生活の行為や金銭管理など
に部分的な支援が必要。 
要介護 2：立ち上がりや歩行がひとりでできないことが多い。要介護１の日常生
活能力の低下に加え、理解力の低下もみられる。 
要介護 3：日常生活の行為のなかにひとりでできないことがある。要介護 2の状
態に加え、理解力の低下、暴言・暴力などの行為がみられる。  
要介護 4：日常生活のすべての行為をひとりでできない。要介護 3の状態に加え、  
理解力の低下、暴言・暴力などの問題行動が増える。  
要介護 5：日常生活のすべての行為をひとりでできない。意思の伝達ができず、
暴言・暴力などの問題行動が多い。  
注 4-2)ゴールドプラン21とは、1999年度で終了した新ゴールドプランに引き続き
作成されたもので、介護保険制度が開始された 2000年 4月から5ヵ年の介護サ
ービス基盤整備などを盛り込んだ高齢者保健福祉計画。基本的な目標として「活
力ある高齢者像の構築」「高齢者の尊厳の確保と自立支援」「支え合う地域社会
の形成」「利用者から信頼される介護サービスの確立」が掲げられ、その具体的
な施策の 1つに「痴呆性高齢者支援対策の推進」が挙げられている。「痴呆対応
型共同生活介護」はゴールドプラン 21で初めて取り入れられた施策で、2004
年度における痴呆対応型共同生活介護の介護サービス提供の見込み量は全国で
3,200ヵ所とされた。 
注 4-3)介護保険事業者としての指定を受けた施設数。グループホームの開設に当
たっては、都道府県知事に届け出れば老人福祉法に定める老人居宅生活支援事
業として運営することが可能であるが、介護報酬を受領するためには介護保険
事業者としての都道府県知事の指定を受ける必要がある。 
注 4-4)痴呆症状を評価する尺度には「長谷川式簡易知能評価スケール」「Ｎ式老年
者用精神状態評価尺度」等があるが、本調査で対象とした施設で統一して用い
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られたものはなかったため、ここでは居住者の身体能力の目安として要介護認
定を採用した。 
注 4-5)厚生省令によりグループホームを構成する「共同生活住居(ユニット)」の
定員は 5人以上9人以下と定められており、同一敷地内に設置できるユニット数は
平成 15年 4月より 2とされた。本調査で対象としたグループホームは、調査期間
の関係から最大ユニット数は 3である。 
注 4-6)扉の性状は外観から判断されており、「防火戸」と特記があるものはごく少
数であった。「木製」との回答にも防火戸が含まれる可能性がある。 
注 4-7)厚生省令では、日中は居住者に対して 3:1の割合で職員を配置すること、
夜間は常時 1名以上の職員を配置し、職員が空白となる時間帯が生じないよう
にすること、と定められている。本研究では日中を居住者が起床してから就寝
するまでと定義した。 
 
参考文献： 
4-1)老人福祉法第十条の四 
4-2)介護保険法第七条第15項、平成15年厚生省令第28号 
4-3)石井敏､長澤泰:痴呆症高齢者のグループホームにおける空間利用の特性 フィ
ンランドの痴呆・非痴呆グループホームにおける比較分析を通して 日本建築学
会計画系論文集№537 pp.93-99  2000年11月 
4-4)鈴木健二､外山義､三浦研:痴呆性高齢者グループホームにおける居住者の生活
とスタッフのケアの相互浸透 痴呆性高齢者のケア環境のあり方に関する研究
(2)日本建築学会計画系論文集№552 pp.125-130  2002年2月 
4-5)平成15年介護サービス施設・事業所調査結果の概況：厚生労働省 2003年10月 
4-6)永原聖､石井敏､松本啓俊:認知症老人の施設形態別にみたケアの実態に関する
解析的考察 日本建築学会計画系論文集№514p.79-86  1998年12月 
4-7)痴呆症高齢者グループホーム開設の手引き：東京都福祉局高齢者部在宅サービ
ス課 2003年5月 
4-8)今後5ヵ年間の高齢者保健福祉施策の方向(ゴールドプラン21)：厚生労働省 
1999年12月 
4-9)老人福祉法第五条の二 
4-10)2005年3月28日付 朝日新聞朝刊 
4-11)建築基準法第87条、同施行令第137条の9の2、第137条の10 
4-12)厚生労働省老健局老人保健課 介護認定審査会委員テキスト 2003年1月 
4-13)1999年3月31日厚生省令第37号 
4-14)東京都介護情報サービスホームページ：
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http://www.kaigohoken.metro.tokyo.jp/rakuraku/7/7_frame.html 
4-15)建築基準法施行令第121条 
4-16)東京都建築安全条例第19条第3項 
4-17)消防法施行令第21条第1項第3号、第4号、同第24条第3項第2号 
4-18)消防法第17条の3の3、消防法施行規則第31条の6 
4-19)消防法施行令第10条、第12条 
4-20)消防法施行規則第3条第9項 
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第 5 章 高齢者擬似体験用具に基づく高齢者の
避難計画手法開発の可能性 
 
一般の共同住宅は、様々な身体状況の居住者が考えられるため、非常時の避難にお
いて群集内に歩行速度の異なる歩行者が混在する可能性がある。共同住宅の火災事
例や建築防災計画の実態からは、高齢居住者の避難に当たって様々な問題点が顕在
化したが、それらを踏まえてより綿密な避難計画を検討するためには、高齢者の歩
行特性の実態を把握し、高齢者と健常者が混在する群集避難における問題点を検討
する必要がある。本章では高齢者が混在する群集の歩行行動のモデル化の手法とし
て、高齢者擬似体験用具を装着した健常者(擬似高齢者)による歩行行動実験を実施
し、身体能力が低下している高齢者の存在が、避難時に群集内の健常者と高齢者双
方の避難行動に与える影響を解明する手法を検討する。 
 
５－１ はじめに 
 
５－１－１ 高齢者を含む群集避難行動の実証的把握の必要性 
 
 一般の共同住宅では、火災時の避難において健常者と高齢者が混在する。第 2章
から第 4 章で述べたように、高齢者は視聴覚能力、運動能力または理解・判断能
力のいずれかが健常者より弱化している可能性が高く、健常者と高齢者が混在す
る群集において、高齢者の存在が、健常者の避難自体を遅延化させたり、高齢者
自身が避難速度の速い健常者の流れに巻き込まれたりするなど、健常者と高齢者
双方の避難行動に影響を与えることが懸念される。また、現状の共同住宅の防災
規制は高齢者の居住を前提としておらず、大多数の共同住宅は、高齢居住者の避
難安全性を確保できる計画になっているとは言い難い。これらの問題点をふまえ
て火災時に高齢居住者が安全に避難できるための防災計画をより具体的に検討し
ていくためには、高齢者の避難行動特性を把握し、一般化した上で避難に要する
時間を予測できるようにしておく必要があると考えられる。 
そこで本章では、高齢者を含む群集避難行動を実証的に把握し、一般化する手
法を検討することにより、住宅をはじめ高齢者の利用が想定される施設において
健常者と高齢者が混在する状況における避難計画を検討したい。 
 
５－１－２ 本実験の目的と意義 
 
 第1 章で述べたように高齢者の避難行動に関する既往研究は、高齢者単独の歩
行速度に関する検討に止まっており、高齢者の避難行動が群集に及ぼす影響につ
いては解明されていない部分が多い。高齢者と健常者が混在する群集の歩行行動
を実証的に把握するためには、実際の高齢者を被験者として実測を行うのが望ま
しい。しかし、身体能力が低下し、群集の避難行動に与える影響が大きくなると
考えられる高齢者は、繰り返し被験者となるための体力の不足や、実験時の事故
の発生などが懸念されるため、実際の高齢者を被験者とする実験で避難設計に応
用できる系統的なデータを得るのは困難である。そこで本章では、高齢者が混在
する群集の歩行行動をモデル化するための手法として、高齢者擬似体験用具を装
着した健常者(以下本章では擬似高齢者と称する)による実験の可能性、妥当性を検
討する。擬似高齢者を被験者として高齢者の避難行動の実験を行うことは、実験
研究の事例が少ない現状において、以下のような意義があると考えられる。 
(1)高齢者が被験者となる場合と比較して事故による危険が少ない 
(2)被験者への説明や実験方法に関する意見聴取が容易である。 
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(3)必要数の被験者が確保しやすく、実験の再現が容易である。 
高齢者擬似体験用具は、高齢者の行動特性のモデル化や、高齢者が利用する施
設の設計計画のための基礎データを整備するための実験に用いられているが 5-1）、
高齢者の避難行動特性を把握するためにこの手法を適用する場合、実際の高齢者
の避難行動をどの程度再現できるかを明らかにし、必要に応じて再現性を高める
実験計画手法の開発を図る必要がある。そこで、本章では、まず擬似高齢者と実
際の高齢者の双方を被験者として、群集歩行行動に関する同様の実験を行い、両
者を比較検討することで、擬似高齢者または高齢者（以下、本章ではこの両方の
被験者を併せ、「擬似高齢者等」と称する））と健常者が混在する群集の歩行行動
のモデル化に当たり、高齢者の代替として擬似高齢者を使用することの妥当性を
検証する。 
 
５－１－３ 高齢者擬似体験用具の概要 
 
 本研究では、以下の理由により、市販されているインスタントシニア注５-１)を使
用した。装備の詳細は表 5-1に示す通りである。 
(1)衣服の上から簡単に装着できるため、通常使用している一般の建物内や屋外
で実験が可能である。 
(2)身体の部位ごとに装着用具が分かれているため、実験結果への影響を個々の
障害ごとに判断することが可能である。 
(3)比較的廉価で国際的にも広く流通しているため、第三者による追試を含め、
多数の被験者での実験が可能である。 
  
耳栓 両耳に装着。聴覚が低下した状態になる
白内障用ゴーグル
手首おもり
足首おもり 左右異なる重さを装着。平衡感覚が変化する
サポーター
杖
両手に2枚ずつ装着し、両手指を2本ずつ紙テープで縛る。指先
が困難な状態になる。
利き手足の関節に装着。関節が曲がりにくくなる
身体を支えると共に、歩行を緩慢にする
装着方法と機能装備
表5-１　インスタントシニア装備の詳細5-2）
ゴム手袋
視聴覚
両眼に装着。視覚が低下し、老人性白内障や視野狭窄の状態
利き手に装着。挙手が困難になるその他
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サポーター
足首おもり
杖 
手首おもり 
耳栓白内障用ゴーグル
図 5-1 インスタントシニアの概要
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５－１－４ 用語の定義 
 
 以下、本章で使用する用語については以下のように定義する。 
 
(1)高齢者：実際の高齢者 
(2)擬似高齢者：インスタントシニア装備を装着した健常者 
(3)歩行時間：実験で設定したコース(20ｍ)の歩行に要した時間 
(4)単独時歩行時間：被験者が単独で、実験で設定したコース(20ｍ)を歩行する
のに要した時間 
(5)群集時歩行時間：被験者が群集歩行時に、実験で設定したコース(20ｍ)を歩
行するのに要した時間 
(6)群集全体の歩行時間：群集の先頭がスタートしてから群集の最後尾がゴール
するまでの時間 
(7)歩行速度：歩行距離(20ｍ)を歩行時間で除した値。本章では、特記しない限
り群集歩行時の歩行速度を指す。 
(8)群集速度：群集の最後尾の歩行者の歩行速度 
(9)スタート地点通過時間：群集の先頭がスタート地点を通過してから群集の最
後尾がスタート地点を通過するまでの時間 
(10)ゴール地点通過時間：群集の先頭が ゴ ルー地点を通過してから群集の最後
尾がゴール地点を通過するまでの時間 
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５－２ 実験の方法と条件 
 
５－２－０ 実験の前提 
 
 本実験は、早稲田大学理工学部建築学科 2年生の実験科目の一環として 2001年
度から始められた実験における2003年度実験のデータを分析したものである。5-1
で述べたように本実験の目的は高齢者と健常者が混在する群集歩行行動のモデル
化のための実験手法として、擬似高齢者による実験の可能性と妥当性を検討する
ことであり、2001年度実験及び 2002年度実験では、実際の高齢者による実験との
比較検討のための実験条件の検討に当たって擬似高齢者の歩行行動特性を把握す
るために、単独歩行行動、群集歩行行動共に様々な歩行パターンによる歩行実験
を実施した。2001年度実験及び 2002年度実験の概要は、参考資料 5-1に示すとお
りである。 
 
５－２－１ 実験の条件 
 
(１)被験者 
 
被験者の概要を表 5-2に示す。擬似高齢者を被験者とする実験(以下、本論文で
は擬似高齢者実験と称する)は学部の実験科目の一環として実施したため、被験者
は、早稲田大学理工学部建築学科に在籍する19歳～25歳の学生で、実験は、合計
約60名の学生を３グループに分けて実施した。全ての被験者の健康状態は良好で、
実験に影響する身体的障害はなかった。高齢者を被験者とする実験(以下、本論文
では高齢者実験と称する)における高齢被験者は、大学近隣のシルバーピアの居住
者から「20ｍの距離を自力で数回歩行できること」を条件に募集した。自力歩行
に当たり、車椅子以外の補助具の使用は不問とした。最高齢は 83歳、平均年齢は
73 歳である。全ての被験者の健康状態は良好で、自力歩行に支障がなかったが日
常の歩行に杖を使用する人が 3 人、うち 2 人が本実験においても杖を使用して歩
行した。被験者は、全員が団地内の同じ住棟に居住し、相互に知り合いである。
なお、避難時に健常者と高齢者の混在が想定される建物における群集の歩行行動
を再現するため、単独歩行行動実験、群集歩行行動実験ともに、すべての被験者
に、歩行開始前に以下の共通の指示を与えた。 
①自分がいつも歩いている状態と変わらない歩行速度で普通に歩き、歩行中は
周囲の人としゃべらないこと。 
②歩行に必要な器具以外のものは持たないこと。 
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表5-2　被験者の状況
年齢 備考
グループ１
グループ２
グループ３
64～83歳 シルバーピア居住者
19～25歳 学生
19～25歳
被験者数注5-2)
学生
高齢者：男性3,女性17
実験の種類
擬似高齢
者実験
高齢者実験
健常者：男性21,女性3
男性20,女性4
男性18,女性6
男性20,女性4
  
 
(2)実験場所 
 
 図5-1に示す歩行経路を確保し、更に群集歩行状況を上から撮影できるように
するために、擬似高齢者実験は早稲田大学構内の屋外（モルタル仕上げ）、高齢
者実験は、被験者が居住する団地内の屋外の広場（セメントブロック仕上げ）で
実施した。高齢者実験では両側にカラーコーンに棒を渡して、また擬似高齢者実
験では、既設の壁面とカラーコーンに棒を渡したものの間に歩行空間を形成した注
5-3)。歩行距離は、建築基準法における重複距離の規定や、実際の建物における居
室から避難階段までの一般的な歩行距離を勘案し、20ｍとした。群集歩行行動実
験では、密度の初期値を 24人／6㎡＝4人／㎡とした。本実験では、擬似高齢者
等の存在が群集全体に及ぼす影響が現れ易いように、群集が円滑に歩行できる密
度より若干高い密度を採用している。群集全体の歩行速度は、群集密度が高くな
るほど低下するが5-3）、本実験の場合、歩行開始直後は群集長さが次第に長くなり、
歩行速度が速くなるにつれて群集密度が低くなる状況が観察された注 5-4）。 
なお、以下本章では、群集は、縦列の名称をＡ列、Ｂ列、Ｃ列、Ｄ列とし、行
列を構成する個人は縦列の記号と横行の数字を組み合せて称する。Ａ列、1行目な
ら A1である。 
 
行 6 5 4 3 2 1← スター ト地点 ゴール地点→
○ ○ ○ ○ ○ ○ A
○ ○ ○ ○ ○ ○ B 2m
○ ○ ○ ○ ○ ○ C
○ ○ ○ ○ ○ ○ D
列
50ｃｍ
3m     　　　　　　 20m
図5-1　群集歩行行動実験における歩行経路の状況
歩行者
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 写真 5-1 実験場所の状況。手前の
黄色いラインがスタート地点、手前
から 2番目のラインは中間地点、最
奥(4番目)のラインがゴール地点。 
５－２－２ 実験の方法 
 
(1)実験の進め方 
 
 被験者の歩行時間の計測にはストップウォッチを使用した。擬似高齢者、高齢者
共にまず単独歩行行動実験を行い、次に群集歩行行動実験を行った。実験に要した
時間は、実験開始後1.5時間後の15分程度の休憩を含め、合計約3時間であった。 
 
(2)歩行時間の計測方法 
 
 ①実験の種類 
  2001年度実験及び2002年度実験の結果から注5-5)、単独歩行行動実験では視聴覚装
備の有無が歩行速度に影響を与えることがわかった参考資料5-1)。手足の束縛やおも
り等による身体能力の低下の再現は、被験者の筋力等の基本的身体能力によって
実験結果に差が生じる可能性があるが、耳栓と白内障ゴーグルによる視聴覚能力
の低下が及ぼす影響は個人差が小さいと考えられる。また、視聴覚能力の低下の
有無が歩行速度に与える影響も併せて検討するため、本実験では、インスタント
シニアの装着箇所によって、被験者の状態を表5-3に示すように分類し、それぞ
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れの状態について歩行時間を計測した。 
表5-3　インスタントシニア装着状態の違いによる被験者の呼称の分類
健常者
擬似高齢者(フル装備)
擬似高齢者(視聴覚装備無)
インスタントシニアをすべて装着した状態
白内障用ゴーグルと耳栓を装着しない状態
なにも装着していない状態
 
 
②単独歩行行動実験 
擬似高齢者実験では、被験者を2人1組とし、歩行者と歩行時間計測者の役割を
交代で行わせ、高齢者実験では計測スタッフが歩行時間を計測した。なお、2001
年度実験の結果により参考資料5-1)、インスタントシニア装備の装着時間が長くなる
と装備に慣れ、歩行時間に影響を与えることから、計測は1回のみとした。また、
被験者が歩行経路の状況に慣れると、視聴覚能力低下の再現状況に影響を与える
可能性があることから、実験は、擬似高齢者(フル装備)→擬似高齢者(視聴覚装
備無)→健常者の順に行った。 
 
③群集歩行行動実験 
擬似高齢者実験では被験者自身、高齢者実験では計測スタッフが歩行時間を計
測した。歩行開始はスタートの合図により一斉としたが、2行目以後の被験者は、
1行目の被験者より歩行開始が遅く、歩行距離も長くなるため、スタート地点を
踏んだ時点でストップウォッチを押すように指示した。群集全体の歩行時間及び
スタート地点通過時間、ゴール地点通過時間については、高齢者実験、擬似高齢
者実験とも計測スタッフが計測した。歩行状況は上空よりビデオで撮影した。 
 
(3)群集歩行行動実験の条件注 5-6） 
 
①歩行者の配置方法 
  歩行者の配置に当たっては、2001年度実験及び 2002年度実験の結果から参考
資料 5-1)、擬似高齢者が 1行目に配置された場合に群集に与える影響が大きかった
ことを踏まえ、前方に擬似高齢者等を多く配置するようにした。 
a)無秩序な配置 
実際の建物内での状況を想定し、擬似高齢者等が一部分に集中しないこと
を前提に、図 5-2①に示すように擬似高齢者等を群集中に無秩序に配置した
(以下、本章では無秩序配置と称する)。 
b)規則的な増加 
図5-2②に示すようにA1からD4まで合計8人の擬似高齢者等を規則的に増
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加(以下、本章では規則的増加と称する)させ、群集内に擬似高齢者等が混在
した場合に群集全体の歩行行動への影響が最も大きい状況を再現するものと
した。 
 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
１行目 １行目 Ｓ １行目 Ｓ
２行目 ２行目 Ｓ ２行目 Ｓ
３行目 ３行目 ３行目 Ｓ
４行目 ４行目 ４行目
５行目 ５行目 ５行目
６行目 ６行目 ６行目
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 凡例
１行目 Ｓ Ｓ １行目 Ｓ Ｓ Ｓ S ：擬似高齢者等
２行目 Ｓ Ｓ ２行目 Ｓ Ｓ Ｓ
３行目 Ｓ ３行目 Ｓ Ｓ
４行目 Ｓ ４行目 Ｓ Ｓ
５行目 ５行目
６行目 ６行目
図5-2①　歩行者の配置方法(無秩序増加、空欄は健常者)
擬似高齢者等0人 擬似高齢者等2人 擬似高齢者等3人
擬似高齢者等6人 擬似高齢者等10人
 
 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列
１行目 ① ② ③ ④ 擬似高齢者等1人：①／擬似高齢者等2人：①②
２行目 ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 擬似高齢者等3人：①②③／擬似高齢者等4人：①②③④
３行目 擬似高齢者等5人：①②③④⑤／擬似高齢者等6人：①②③④⑤⑥
４行目 擬似高齢者等7人：①②③④⑤⑥⑦
５行目 擬似高齢者等8人：①②③④⑤⑥⑦⑧
６行目
凡例
図5-2②　歩行者の配置方法(規則的増加、空欄は健常者)  
 
②擬似高齢者及び高齢者の選定方法 
  擬似高齢者実験では擬似高齢者の存在が群集に及ぼす影響が明確になるよう
にするため、単独歩行行動実験において擬似高齢者(フル装備)時と健常者時の
歩行速度差が大きい者から順に、以下の２種の方法により擬似高齢者役を選定
した。グループ別の選定方法は表 5-4に示すとおりで、選定方法が実験結果に
及ぼす影響を比較することにより、どちらの選定方法が妥当かを検討した。 
a)交代式：歩行パターン毎に全員の擬似高齢者を交代し、擬似高齢者役は繰り返
さない。この場合、擬似高齢者役の疲労（が実験結果に影響を及ぼすこと）は
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避けられるが、擬似高齢者の歩行速度にばらつきが大きい場合、擬似高齢者の
存在が群集に及ぼす影響を系統的に検討できない可能性がある。 
b)固定式：単独歩行行動実験において擬似高齢者(フル装備)時と健常者時の歩行
速度差が大きい順に擬似高齢者を人数の増加に応じて配置する。歩行パターン
が変わっても擬似高齢者役は交代しない。この場合、擬似高齢者の歩行速度の
ばらつきは少なくなると予測されるが、擬似高齢者役の疲労が実験結果に影響
を与える可能性がある。 
高齢者の場合も、歩行速度は年齢や身体状況によって個人差があると予測さ
れたが、高齢者実験は実火災時の避難における健常者と高齢者の混在状況を再
現することを目的としており、病院や老人福祉施設等の災害要援護者のみが利
用者として想定される建築物以外では、群集内に様々な状況の高齢者が存在す
ると考えられることから、高齢者実験では群集歩行行動実験における高齢者役
の選定に特に条件は設けず、高齢者の疲労を考慮し、2回歩行したら全員の高齢
者が交代するものとした。 
 
③歩行の方法条件 
擬似高齢者実験は、健常者を被験者とするため、被験者の身体能力によって
は健常時と変わらない歩行速度での歩行が可能になる。しかし、「高齢者と健
常者が混在する群集における高齢者の存在が群集全体と健常者に及ぼす影響を
検討する」ことが本実験の趣旨であるため、「擬似高齢者歩行」をいかに「高
齢者歩行」に近づけるか、という点が課題となる。2001年度実験及び 2002年度
実験の結果によると参考資料 5-1)、特に 1行目に配置された擬似高齢者は、歩行速度
が制限されないため、単独歩行時に比べて歩行速度が速くなる場合があること、
また、1行目以外の擬似高齢者も追い越し時に歩行が加速されて健常者と同様に
群集内で追い越し行動を行うと、健常者時の歩行行動に近づいてしまうことが
分かった。すなわち擬似高齢者は歩行速度の調整が可能であるが、高齢者は歩
行速度の調整が困難であると予測されることから、擬似高齢者によって高齢者
を代替するためには、擬似高齢者の歩行速度が調整しにくくなる方策を講じる
必要がある。そこで、擬似高齢者実験では、被験者にグループ毎に異なる歩行
条件を与え(表 5-4)、歩行条件の付与が群集の歩行性状に及ぼす影響を検討した。 
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表5-4　擬似高齢者実験における歩行方法の条件
擬似高齢者選定方法 歩行条件
無秩序増
加
固定方式 歩行条件①※
規則的増
加
固定方式 歩行条件なし
無秩序増
加
固定方式 歩行条件②※
規則的増
加
固定方式 歩行条件②
無秩序増
加
交代方式 歩行条件なし
規則的増
加
固定方式 歩行条件①
※①：擬似高齢者は、他の歩行者を追い越さないこと
※②：擬似高齢者、健常者共に歩行速度が速くならないよう意識して歩行すること。
グループ１
グループ２
グループ３
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５－３ 実験結果 
 
５－３－１ 単独歩行行動実験 
  
擬似高齢者実験の被験者の単独時歩行速度は、図 5-3に示す通り注 5-7)どの被験
者も健常者時の歩行速度が最も速く、擬似高齢者(フル装備)時が最も遅い。擬似
高齢者(フル装備)と擬似高齢者(視聴覚装備無)の速度差は、擬似高齢者(視聴覚装
備無)と健常者の歩行速度差よりも小さい被験者が多く、これより水平歩行時には
視聴覚装備より、手足の束縛や杖の使用の方が歩行速度に与える影響が大きいと
考えられる。グループ別の平均歩行速度は表 5-5に示す通りである。実験環境は
すべてのグループに共通であったが、グループ 1は、インスタントシニア装着の
有無に関わらずグループ2、3に比べて歩行速度の速い被験者が多い結果となった。
また、健常者の歩行速度は最速で 2.07m/s、最も遅い場合が 1.03m/s、全員の平均
が 1.36m/sであるが、擬似高齢者(フル装備)は最も速い場合で 1.72m/s、最も遅く
て 0.29m/sと、個人差が非常に大きい。一方、高齢者の被験者は、平均歩行速度
が 1.23m/s、最速は 1.65m/s、最も遅い場合 0.57m/sと、擬似高齢者(フル装備)に
比べ個人差が小さい。被験者の年齢と単独時歩行速度の関係は図 5-4に示す通り
で、同じ年齢でも歩行速度のばらつきが非常に大きいが、歩行速度と年齢の相関
係数は-0.14で、加齢と共にやや遅くなる傾向があり、特に 75歳前後より高齢で
は歩行総ｋどの低い被験者がほとんどである。また、高齢者のうち実験時に杖を
使用して歩行した２名、実験時は使用しなかったが日常の歩行で杖を使用する場
合がある 1名の被験者は、同じ年齢の他の被験者に比べ歩行速度が遅かった。こ
れは、下半身の能力が弱化しているためであり、杖は歩行能力を補完する目的で
使用されていると考えられる。 
 
 表5
 
 
 
 
-5　擬似高齢者等の歩行速度(単独歩行時、m/s)
グループ１ グループ２ グループ３ 高齢者
フル装備 0.80～1.72、平均0.99 0.29～1.16、平均0.64 0.34～1.27、平均0.87
視聴覚無 0.97～1.68、平均1.1 0.46～1.60、平均0.83 0.53～1.41、平均1.0１
健常者 1.15～2.07、平均1.36 1.03～1.46、平均1.28 1.04～1.63、平均1.34
0.57～1.65、平均1.23
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図5-3　疑似高齢者と健常者の歩行速度の違い(単独歩行時)
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図5-4　高齢者の年齢と歩行速度の関係(単独歩行時)
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表5-6　擬似高齢者等の群集時歩行速度(m/s)
グループ１ グループ２ グループ３
1行目 0.86～1.1、平均0.9 0.71～0.99、平均0.79 0.71～0.95、平均0.7
群集全体 0.86～1.1、平均0.9 0.61～0.99、平均0.78 0.69～1.02、平均0.78
疑似高齢者
高齢者 0.70～1.73、平均1.24  
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５－３－２ 群集歩行行動実験 
 
(1)単独時歩行速度と群集時歩行速度の比較 
  
高齢者の単独時歩行速度と群集時歩行速度を比較すると、図 5-5に示すように
両者は高い相関を示している。全体の 70％の高齢被験者は単独時歩行速度より群
集時歩行速度が速いが、この場合の歩行速度の上昇率は平均 6.2％であり、歩行速
度の差は小さい。単独時歩行速度の遅い被験者に歩行速度の上昇が目立つことは、
群集行動に合わせようと歩行速度を調整していることを示唆してはいるが、群集
歩行時、歩行速度の調整が困難な人が多いと言える。一方、擬似高齢者の場合、
図 5-6に示すように全体の 87％は群集時の方が歩行速度が速くなっており、単独
時歩行速度より群集時歩行速度が速い被験者の割合はグループ 1で 82.5％、グル
ープ 2で 94.7％、グループ 3で 70.2％である。被験者の歩行速度は単独時 0.29
～1.72m/s(表5-5)に対し、群集時は表5-6に示すように0.61～.11m/sであり注 5-8)、
群集歩行時は被験者間の歩行速度の差が小さくなる。単独時歩行速度より群集時
歩行速度が速い被験者のグループ別の歩行速度の上昇率は、グループ２が平均
36.7％、最高66.4％と最も高く、グループ1が平均7.7％、グループ3が平均15.3％
である。擬似高齢者は群集歩行時に歩行速度が斉一化する傾向があるため、単独
時歩行速度が遅い擬似高齢者ほど歩行速度の上昇率が高くなり、グループ 2は単
独時歩行速度が遅い擬似高齢者が多いために歩行速度の上昇率が高くなることに
なる。すなわち擬似高齢者は実際の高齢者と異なり、群集歩行時には歩行速度を
調整しており、歩行速度の遅い擬似高齢者ほどその傾向は顕著であるといえる。 
 
図5-5　高齢者の単独時歩行速度と
群集時歩行速度の違い
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図5-6　擬似高齢者の単独時歩行
速度と群集時歩行速度の違い
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(2)擬似高齢者人数と群集歩行行動の関係 
 
 群集内に擬似高齢者が混在すると、群集全体の歩行時間は図 5-7に示す通り、概
ね擬似高齢者人数が増加するに従って長くなる。グループ 1は全般的に群集全体
の歩行時間が短く、図 8のようにスタート地点通過時間とゴール地点通過時間の
差も小さいが、グループ 2は擬似高齢者の人数に関わらず、群集全体の歩行時間
とゴール地点通過時間が最も長い。これは、表 5-6 に示すようにグループ 2 は群
集歩行時においても歩行速度が遅い擬似高齢者が多いことが原因と考えられる。
しかしグループ 1、2は共に擬似高齢者の人数増加に従って群集全体の歩行時間が
増加する点は共通しているが、グループ 3は、無秩序配置の場合、擬似高齢者の
人数が増加しても群集全体の歩行時間に大きな差が見られない。これは無秩序配
置では擬似高齢者の選定がグループ 1、2は固定式で、単独時歩行速度が遅い順に
擬似高齢者が配置されていくのに対し、グループ 3は交代式のため、擬似高齢者
の人数が増加しても歩行速度が遅い擬似高齢者が配置されるとは限らないためと
考えられる。このことから、この程度の歩行回数で高齢者の配置、人数等が群集
歩行性状に及ぼす影響を適正に把握するには、被験者を固定式とする方が良いこ
とがわかる。規則的増加の場合、擬似高齢者 3人時までは、単独時歩行速度が遅
い擬似高齢者が多いグループ 2、3で、擬似高齢者が増加するに従って健常者が擬
似高齢者を追い抜くためのスペースが狭くなり、後方の健常者が影響を受けやす
くなる状況が現れている(写真 5-1)。しかし、1行目の全員が擬似高齢者となる 4
人時以降は、各グループとも群集全体の歩行時間に大きな変化がない。これは、1
行目の擬似高齢者が群集内で形成した「壁」を、2行目以後の健常者は追い越すこ
とができず(写真 5-2)、群集全体の歩行時間が前方の擬似高齢者の歩行速度によっ
て規定されるためで、この現象は、図 5-8に示すように擬似高齢者 4人以上では
スタート地点通過時間とゴール地点通過時間の差が小さいことからも確認できる。
なお、歩行に当たっては表 5-4に示す 2種の条件を付した。グループ 1は歩行条
件の有無に関わらず常に群集全体の歩行時間が最も短くなった。また、擬似高齢
者の選定方法が共通の規則的増加についてグループ2とグループ3を比較すると、
「擬似高齢者、健常者共に歩行速度が速くならないように意識して歩行すること」
という歩行条件である「歩行条件②」のグループ 2の方が、「擬似高齢者は、他の
歩行者を追い越さないこと」という歩行条件の「歩行条件①」のグループ 3より
常に群集全体の歩行時間が短いが、無秩序配置では「歩行条件なし」のグループ
③の方が群集全体の歩行時間が短い場合がある。すなわち本実験で付与した歩行
条件では、歩行条件の違いが歩行性状に及ぼす影響は明確でなく、歩行条件と歩
行時間との間に関連性は見られないと言える。 
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写真 5-1 擬似高齢者 2人時(無秩序配置)の状況(グループ２／白丸が擬似高齢者)  
 
 
 
 
 
 
 
写真 5-2 擬似高齢者 4人時(規則的増加)の状況(グループ２／白丸が擬似高齢者)
 
 
図5-7　群集全体の歩行時間
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図5-8　スタート地点とゴール地点の通過時間
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(3)群集内の高齢者の状況 
 
 高齢者実験では、図 5-7、図 5-8に示すように、無秩序配置の高齢者 6人時及
び規則的増加の高齢者 4～6人時で群集全体の歩行時間及びゴール地点通過時
間が突出して長くなっており、高齢者人数と群集全体の歩行時間に関連性が見
られない。これは、2-2(3)②で述べたように交代式で被験者を選定しているた
め、歩行パターンが変わる毎に異なる歩行速度の高齢者が歩行することが原因
と考えられる。無秩序配置の高齢者 6人時の歩行状況は写真 5-3に示す通りで、
歩行速度の遅い高齢者が集中し、その後方で健常者が滞留している。一方、群
集全体の歩行時間が最も短いのは無秩序配置の高齢者 3人時、10人時、及び規
則的増加の高齢者 3人時までで、擬似高齢者等 0人時と同程度である。これら
の場合、単独時歩行速度が健常者と同程度の高齢者(1.07m/s～1.53m/s)が歩行
しており、群集は、全員が健常者の場合と同様の状態となったものと考えられ
る。規則的増加で群集全体の歩行時間が最も長い高齢者 5人時の状況は、写真
４に示すとおりで、群集後部の歩行速度が遅い 2人の高齢者の後方で健常者が
滞留している状況がわかる。高齢者は被験者を交代式で選定せざるを得ないが、
群集歩行時の歩行速度のばらつきが大きいため、交代式とすることによる群集
歩行データのばらつきは擬似高齢者を被験者とする場合より一層顕著となる。 
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写真 5-3 高齢者 6人時(無秩序配置)の状況(白丸が高齢者)  
 
 
 
 
 
 
写真 4 高齢者 5人時(規則的増加)の状況(白丸が高齢者) 
 
(4)群集の１行目の擬似高齢者の歩行性状 
 
 群集全体の歩行性状は、前方の歩行者の影響を強く受けると考えられるため、
各実験で前方に歩行の障害がない群集の 1行目の擬似高齢者の歩行速度をまと
めると図 5-9のようになる。擬似高齢者の単独時歩行速度が遅いグループ 2、3
については、規則的増加では擬似高齢者の人数によらず擬似高齢者の歩行速度
はほぼ一定であるが、無秩序配置では同じ擬似高齢者人数であっても、歩行速
度のばらつきが大きい。これは、規則的増加では擬似高齢者同士が隣接するが、
無秩序配置の場合、擬似高齢者と健常者が隣接するため、擬似高齢者が健常者
の歩行につられて歩行速度が速くなる場合があるためと考えられ、これは表 5-4
に示す擬似高齢者の選定方法や歩行条件が異なっても、グループ 2、3に共通の
傾向である。一方、擬似高齢者の単独時歩行速度が速いグループ 1は、規則的
増加と無秩序配置で歩行速度に大きな違いが出ていない。すなわち擬似高齢者
が健常者の歩行につられて歩行速度を速めるか否かは擬似高齢者の単独時歩行
速度によるもので、単独時歩行速度の遅い擬似高齢者ほど健常者の歩行につら
れる傾向が強いと考えられる。また、固定式で擬似高齢者を配置した規則的増
加について、１行目の擬似高齢者の歩行回数と歩行速度の関係をみると、図 5-10
に示す通り、一部の被験者には歩行回数が増加するに従って歩行速度が遅くな
る傾向がある。これには疲労が関係すると考えられるが、５回目を越えると各
被験者とも歩行速度の変化は小さくなり、0.7m/s～1.0m/sの間でほぼ一定とな
る。この値が被験者によって異なるのは、被験者自身の基本的な身体能力の差
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と考えられるが、3-1で述べた単独時歩行速度より被験者間のばらつきは小さく
なっている。本実験では、すべてのグループで最初に単独歩行行動実験、次に
群集歩行行動実験を行ったため、群集歩行時には被験者がインスタントシニア
用具に慣れ、歩行速度が速くなった可能性もある。 
図5-9　1行目の疑似高齢者の群集時歩行速度
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図5-10　１行目の擬似高齢者の歩行回数と歩行速度の関係
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５－４ 実験結果のまとめ 
 
(1)高齢者を被験者とする実験の限界 
 
 本実験から、実際の高齢者を被験者とする群集歩行行動実験は相当の困難を伴
うことが確認できた。高齢者を被験者として歩行行動に関する系統的な実験を行
う場合は、疲労を防ぐため被験者を交代式とせざるを得ないが、高齢者の歩行速
度はばらつきが大きいため、交代式としたのでは被験者の異なる実験同士の間で
結果に違いが現れても、その原因の同定が困難であることなどが、実際の高齢者
を被験者とする場合の主な問題点と考えられる。また、高齢者の避難行動や歩行
特性は、「高齢者」と言うだけで画一的に取り扱われがちであるが、本実験にみる
ように、例えば、同じ年齢層の高齢者でも歩行速度の個人差が大きいため、被験
者の選定と実験結果の解釈には相当な注意が必要である。 
 
(2)インスタントシニアによる高齢者の群集歩行行動の再現性 
 
高齢者もインスタントシニアを装着した健常者も、単独歩行時の歩行速度は個
人差が大きいが、健常者と混在する群集歩行の場合、本実験の高齢被験者は歩行
速度が 0.7～1.7m/sで単独歩行時と殆ど変化しないのに対して、擬似高齢者は歩
行速度のばらつきが小さくなり、ほぼ 0.7～1.1m/sの範囲に収斂する。このこと
から、インスタントシニアを使用して高齢者を含む群集の歩行行動を把握しよう
とする時には、次の注意を払う必要があると結論できる。 
①インスタントシニアは、高齢者の歩行行動について単独歩行時と群集歩行時
の比較を目的とする実験には適さない。 
②インスタントシニアでは群集歩行時の歩行速度が斉一化傾向を示すが、歩行
速度自体は今回の高齢被験者中、75歳未満の前期高齢者のうち歩行速度が遅い
数人と 75歳以上の後期高齢者全員にほぼ相当するため、歩行速度の遅い高齢者
の代用にはなり得る。 
③インスタントシニアでは、個々の被験者について単独歩行時の歩行速度から
群集歩行時の歩行速度を予測するのが困難である。 
なお、擬似高齢者では群集歩行時の歩行速度が斉一化する傾向があり、その傾
向は規則的増加の場合、顕著であるが、この場合、擬似高齢者は群集内で後続の
健常者にとって「壁」となり、後方の健常者に与える影響が大きくなるため、群
集全体の歩行行動は、実際の高齢者が混在する場合より遅延化傾向を示し、避難
行動評価上は危険側となる。 
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(3)インスタントシニアによる高齢者の群集歩行行動測定実験の指針 
 
(1),(2)から擬似高齢者の群集歩行測定は、再現しようとする行動内容と目的を
限定すれば、実際の高齢者を含む群集歩行行動の把握に有益であると考えられる。
その際、注意が必要と考えられる事項を、本実験の結果と経験から要約すると次
のようになる。 
 
①インスタントシニアの使用法 
実験結果によると、インスタントシニア装着状態での水平歩行時には視聴覚機
能の低下より手足の束縛及び杖の使用の方が歩行速度に与える影響が大きい。イ
ンスタントシニア装着時には、サポーターの締め付けやおもりの装着を的確に行
うと共に、杖をきちんと使用して歩行することが重要である。 
 
②被験者の選定・用具の習熟の必要性 
・擬似高齢者を交代方式で選定するとデータのばらつきが大きくなる。擬似高齢
者の混在が群集の歩行性状に及ぼす影響を的確に把握するためには、擬似高齢者
の選定は固定方式とすると良い。 
・擬似高齢者役の被験者は、初めてインスタントシニア用具を装着した時より、
２回目以後の方が歩行速度は遅くなるが、歩行回数が５回以上になると歩行速度
はほぼ一定になるため、実験前に予備歩行を５回程度実施すると安定したデータ
が得ることができる。 
 
③群集内における擬似高齢者の配置 
擬似高齢者と健常者が隣接すると、擬似高齢者の歩行速度が隣接する健常者の
歩行に追随して速くなる場合がある。実際の高齢者は歩行速度の調整が困難であ
り、このような状況にはならないため、群集内に混在する高齢者が群集全体に与
える影響を的確に把握するためには、本実験における擬似高齢者の規則的増加の
場合にように擬似高齢者同士が隣接するように配置すると良い。 
 
注 
注 5-1）カナダのオンタリオ州政府が開発した高齢者擬似体験のためのプログラム
で、高齢化した際の身体的能力の低下や心理的変化を経験するもの。日本では
日本ウエルエージング協会のみが実施を認められている。 
注 5-2）擬似高齢者実験では、被験者は交代で健常者役または擬似高齢者役として
歩行するため、被験者数は群集を構成する歩行者数と同じ(24名)であるが、高
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齢者実験では、高齢被験者の疲労を考慮して、20名のローテーションにより２
回歩行して交代、休憩とした。 
注 5-3）実験場所の地理的制約と群集全体を上空から撮影する必要性のため、一般
的な建物内の廊下のように、歩行空間の両側に壁がある状態を再現できなかっ
た。通路両側の壁面の有無は歩行可能領域の変化の原因となり、群集密度に影
響を与える可能性がある。 
注 5-4）群集速度と群集密度の関係を検討する場合は、このような状態を避け、歩
行が安定してから群集密度を測定する必要があるため、測定開始地点より手前
に助走区間を設けることが望ましい。 
 
注 5-6）同じ条件で実験を繰り返すことで被験者が群集の状況に慣れることの影響
を防ぐため、原則としてすべての測定は、1条件につき 1回とした。 
注 5-7）群集歩行行動実験では、一部の健常者役の被験者がグループを跨いで参加
したため、表 5-3と図 5-3の人数は一致しない。 
注 5-8）群集歩行行動実験における擬似高齢者役の被験者の単独時歩行速度と群集
時歩行速度を比較したものが図 6であり、その範囲の最高値は 1.4m/s未満にな
る。固定式で実験を行ったグループ 1、2では、擬似高齢者役とならなかった被
験者もあり、単独時歩行速度の最高値は 1.72m/sであるが、この被験者は、群
集歩行行動実験で擬似高齢者役ではなかった。 
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第６章 本研究のまとめと今後の展望 
 
本章では、第 1 章から第 5 章までの検討結果をとりまとめると共に、各章で検討
した対応を実施する具体的な方策及び今後の展望について述べる。 
 
６－１ 本研究のまとめ 
 
 これまでの調査・研究結果から判明した高齢者の居住を前提とした共同住宅の避
難安全性確保に関する事実を、平面計画・防災設備等のハード面と、管理・運営
等のソフト面に分けて整理すると、以下のようになる。 
 
６－１－１ 平面計画及び防災設備に関する事項 
 
 第2章の一般の共同住宅における火災事例における調査結果によると、建築側条
件からみた本共同住宅の火災被害拡大は、出火元住戸の玄関扉閉鎖失敗により火煙
が早期に廊下を経て全館に漏煙したこと、階段室の防火戸をはじめ各種の防災設備
の不作動により、上階へ火煙が早期に伝播したことが原因であること、玄関扉に使
用されている鋼鉄製の防火戸の遮煙性能は十分でないことが判明した。加えて自動
火災報知設備をはじめとする火災の覚知、警報に係る設備の不作動が居住者の避難
開始の遅れを誘発し、廊下を避難経路として利用できないための避難・待機スペー
ス不足は、高齢者を含む多くの居住者の混乱を招く結果となった。また、鎮火後に
ついても、残存する粉塵や漏水、停電によるエレベーター等の停止は、身体面や日
常生活面において、特に高齢居住者に大きいな影響を与えることがわかった。 
 第3章では、シルバーピアの防火・避難対策実態調査及び火災実態調査を通じて、
一般の共同住宅に居住する高齢者の避難能力は加齢と共に低下すること、階段を早
足で避難することが困難な居住者が半数程度存在し、自力での避難器具の使用が困
難な居住者は4割を超えること、及び高齢者火災の出火原因は調理器具によるもの
が最も多いことが判明し、第2章で判明した火災危険に加え、高齢者の集合居住に
おける建築側での対応の必要性がより明確となった。しかし、健常者より火災危険
が大きい高齢者が集合居住しているにも拘わらず、シルバーピアの出火率は一般の
共同住宅と同程度であり、人的被害はむしろ少ないことも判明した。 
 第4章で述べたグループホームにおける防火避難対策実態調査によると、高齢者
居住の新しい形態である、認知症高齢者の集合居住施設であるグループホームの防
災・避難設備は、併設施設の有無や、既存建物の増改築による開設の場合は従前用
途の種別によって異なり、避難安全性のレベルのばらつきが大きいことがわかった。
特に戸建住宅の増改築により開設した場合、階段の設置数やバルコニーの有無、各
種防災設備の設置について、避難安全性が低い事例が多い。 
第5章の検討によると、歩行速度が遅い高齢者等と健常者が混在する群集の避難
では、歩行速度が速い健常者等が円滑に追い越しをするためには廊下幅員に余裕を
もって計画することが重要であるが、この場合、歩行速度の遅い高齢者は後方に取
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り残される可能性があること、また、追い越しが不可能な場合は群集全体の歩行速
度が低下し、群集が長く伸びて避難が長時間化することがわかった。 
 
６－１－２ 管理・運営に関する事項 
 
 第2章で述べた一般の共同住宅住宅火災事例における居住者の避難行動調査結
果によると、ソフト面からみた本共同住宅の被害拡大の原因は、出火元居住者の
避難時における出火室の玄関扉閉鎖の知識の不足、居住者および管理人の階段に
設置された防火戸の正確な使用方法に関する知識の不足、廊下以外の避難経路か
らの避難方法に関する知識の不足とバルコニーの避難経路としての重要性に対す
る理解の不足にあることがわかった。また、非常時の支援体制構築のための近隣
コミュニティの形成は、率先して引導する組織や人物があれば可能であるとの見
解が多く、自治会やオーナーがその役割を担うことで、共同住宅およびその近隣
居住者をも巻き込んだネットワークの構築は可能と考える。 
 第3 章で述べたシルバーピアでは、バルコニーに設置された避難器具の使用方
法に関する説明が一切行われず、居住者やワーデンが理解していない事例や、火
災時の避難方法に関する指導がなかったり、避難方法を説明する手引き書が設置
されていない事例も見受けられた。一方、火災危険の高い高齢者が集合居住して
いるにも拘わらず通報火災の発生率は一般の共同住宅と大差がなく、人的被害は
むしろ小さく、これは日常生活における防災意識の向上や火災時の一次対応にお
いて、ワーデンが非常に大きな役割を果たしているためであることがわかった。
また、火災情報の供与の機会となり得る防災訓練への参加率は 50％を超えており、
防災訓練に参加している団地の方が火災時の居住者の反応が大きい。 
第 4 章のグループホームの防火・避難対策実態調査からは、認知症高齢者は非
常ベルなどの突然の機械音の鳴動には対応できない可能性が高く、職員の声かけ
等による避難誘導・援助が必要であるが、現状では職員の配置数が少なく、時間
帯によっては 9 名前後の居住者を 1 名で対応する必要があることが判明した。自
力での避難が困難な入居者を安全かつ迅速に避難させるためには、職員以外の人
間の協力が不可欠であり、非常時における近隣との支援体制を築くことが必要と
考えられるが、近隣施設との提携等は何もしておらず、非常時には自力で対応せ
ざるを得ない事例が 3割を超えることがわかった。 
第 5章の検討によると、高齢者と健常者が混在する群集の避難では、避難誘導方法
によっては高齢者が群集後方に取り残されたり、群集の前方で高齢者が壁となり、群
集全体の避難が遅くなる可能性があり、適切な避難誘導者の配置が重要であることが
わかった。 
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６－２ 高齢者の居住を前提とした集合居住施設の防災計画の検討 
 
 第 1 章で述べたように、高齢者が集合して居住する施設は様々な制度の元に建設さ
れており、法的な位置づけの違いによって設置される防災設備や職員配置の状況に違
いがある。また、居住する高齢者の身体能力や判断能力等の「避難能力」にも幅があ
ると考えられ、建築基準法の避難規定上は健常者の居住が想定される一般の共同住宅
にも避難能力が弱化した高齢者の居住が想定される。本項では、6-1 で述べた本研究
で実施した実態調査および実験から判明した事実に基づき、高齢居住者の避難安全性
を確保するための建築計画や防災設備等の建築側の条件と、避難誘導や防災訓練等の
運営管理面での対応について、整理・検討したい。 
 
６－２－１ 防災施設・設備面での対応による避難安全性確保の考え方 
 
本調査・研究により、高齢者の居住を前提とした共同住宅では、平面計画およ
び防災設備の設置に関して、まず出火防止の徹底と迅速な火災覚知、そのための
自動火災報知設備の設置とその確実な稼働のための維持管理、また、万が一火災
が発生した場合に備え、初期消火を徹底するための自動消火設備の設置、廊下等
への避難経路には、長時間に亘って避難安全性が確保できるような排煙設備や防
火区画の適切な設置、および避難に有効なバルコニーなど救助を待機できるため
の空間の確保により、避難時間の長時間化に対応できるような対策が必要である
ことがわかった。自力避難が困難な高齢居住者の存在を考えると、火災発生時に
おける被害は少なくとも出火元住戸のみで抑えられ、人命危険や健康への著しい
影響が及ぶ程度の脅威が、出火住戸以外には拡大しないことが望ましいと考える。
これらを防災・設備等のハード面の対策によって実現するためには、以下のよう
な具体的対応が考えられる。 
 
(1)基本的要件 
 
①スプリンクラー 設備の設置 
   共同住宅では、1995年に発行された消防法 220号通知 6-1)により、二方向避難
や廊下、バルコニー等の安全性確保等の条件が満たされない場合、原則として
スプリンクラーの設置が必要になった。しかし、第 2章における事例は、220
号通知の適用前の建物であり、スプリンクラー設備は設置されていない。 
消防法におけるスプリンクラー規定導入のきっかけとなったのは、1987 年に
発生し、17人の死亡者と 25人の負傷者を出す大惨事となった特別養護老人ホー
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ム「松寿園」の火災で、3階と低層の割に特別避難階段をはじめとする防災・避
難設備が手厚く設置され、職員の初期対応も適切であったにも拘わらず、被害
が大きかったことが重要視された 6-2)。6-2-2で述べたように高齢者は健常者と異
なる火災危険があり、火災時に想定外の状況が発生する危険性を孕んでいる。
第 2章で述べた火災では、2-1で述べたように様々な要因が複合して被害が拡大
しており、死亡者はいなかったものの多数の負傷者を出し、建物にも大きな被
害を与えた。この事例で出火元住戸や避難経路でスプリンクラーが適切に作動
し初期消火に成功していれば、発生する煙量が押さえられ、居住者の恐怖感や、
煙損、水損被害をはじめとする鎮火後の日常生活への影響は格段に小さくなっ
たものと考えられる。スプリンクラーの適切な作動は、温度の高い煙が短時間
で伝播する危険性が少なくなるという直接的な効果に加え、防災設備の設置や
作動に何らかの不備があっても、人命が確保できる可能性が高くなるという「フ
ェイルセーフ機能」も期待できるため、様々な年齢層や身体状況の人が生活す
る就寝施設であり、火災覚知や避難開始の遅れが懸念される共同住宅では、ス
プリンクラー設備の設置は、防災計画の検討に当たって第一に優先されるべき
事項であり、高齢者は、健常者に比べ、視聴覚能力、運動能力、理解・判断能力の
いずれかが必ず弱化しており、火災危険が高いことを考えると、高齢者の居住を前
提とした共同住宅では、スプリンクラー設置の重要性がより高いと言えること
から、住戸内で出火の危険性が高い厨房を含む台所と、避難経路を含む共用部には、
スプリンクラーを設置することが望まれる。 
 
②自動火災報知設備の設置 
第2章で述べた火災では火災感知警報設備が不作動だったため、居住者の避難
開始が遅れたことが避難時の混乱の発端であった。出火階以上では火災を覚知し
た時点ですでに廊下には煙が充満し、廊下を避難経路として利用することができ
ずに、バルコニーへの避難を余儀なくされた居住者が多かった。避難が長時間化
する可能性がある高齢者の場合、迅速な避難開始は人命確保のために非常に重要
であり、高齢者の居住を前提とした共同住宅では、自動火災報知設備の設置は必
要不可欠である。調査結果によると煙感知器は熱感知器に比べ非火災報が多いが、
設置場所と感度設定の工夫によって非火災報を軽減することは可能であり、熱感
知器より早い段階で火災を感知できることから、高齢者の居住を前提とした共同
住宅では煙感知器の採用が望ましい。また、第3章で述べたように聴覚機能が低
下した高齢者は警報音に気がつかない可能性もあることから、警報設備は共用廊
下だけでなく住戸内部にも設置する必要があり、更に一般の共同住宅であっても
火災発生時における避難のきっかけは、非常ベルよりも「人騒ぎ」や「消防車の
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サイレン」の方が多い6-3）、6-4)ことから、警報音に非常放送を組み合わせるなど、
火災の状況を報知し、より迅速な避難開始を促す工夫が必要と考える。 
 
③廊下の避難安全性の確保 
今回火災では、廊下を避難経路として使用できなかったことが居住者の負傷
や精神的不安を拡大した最も大きな原因と考えられ、共同住宅における迅速な
避難の実現には、廊下の避難安全性の確保が不可欠であると言える。
2-4-1(1)(2)で述べたように、火災時における玄関扉の確実な閉鎖は、火災の状
況によっては必ずしも実現されない可能性があり、本共同住宅の玄関扉をはじ
め、共同住宅で一般的に設置されている鋼製の防火戸は、十分な遮煙性能が確
保されていないことを考えると、中廊下型共同住宅では一定時間が経過すると
廊下に煙が充満するという前提に立って防災計画を検討することが必要であり、
以下のような対策が必要と考える。 
a)廊下に面した開口部の遮煙性能の向上 
 第 2章で述べたように、現在共同住宅で一般的に使用されている鋼鉄製の防
火設備の遮煙性能は高いとは言えない。これは、建築基準法では階段、昇降
路、吹抜け等の竪穴区画に設置する防火設備以外は、遮炎性能は要求 6-5)され
ても遮煙性能が要求されない 6-6)ためである。しかし、過去の火災事例におい
ても、出火元に居住する身体障害者の救助を優先したために玄関扉を閉鎖で
きなかったり 6-7)、廊下に設置されている消火器を搬送する際の玄関扉の開放
によって火煙が拡大した事例 6-8)が報告されており、出火元住戸からの火煙の
噴出があっても、出火元住戸以外の住戸内や、出火元住戸から避難経路への
煙の侵入を防止し、他住戸や避難者への影響を軽減するという意味で避難経
路に面した玄関扉の果たす役割は大きい。夜間など居住者の火災覚知や通報
が遅れる状況や、火災危険の高い高齢者の居住を考えると、廊下に充満した
煙が住戸内部まで侵入することのないように、廊下に面した開口部には遮煙
性能のある防火設備を設置し、竪穴区画並みの性能を確保すること、及び感
知器連動などの方策により、その確実な閉鎖を担保することが必要と考える。 
b)排煙の有効性の確保 
第2章で述べた火災において、廊下が早期に煙で汚染され避難経路として使用
できなかった原因の一つは排煙設備の不備である。現行の建築基準法の避難安
全規定では、建築基準法告示の避難安全検証法6-9)の規定を満たすか、区画や面
積の要件を満たせば注6-1）共同住宅の廊下に排煙設備を設置する必要がなくなる。
しかし、出火階以上で比較的早期に避難を開始した居住者からの「背中から煙
が追いかけてきた」というコメンや、バルコニーで待機した居住者の廊下から
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住戸を経て漏煙した煙による呼吸困難の事例、また鎮火後の煙損の状況をみる
と、避難経路の安全性を確保するためには、煙制御による遮煙の重要性は非常
に高いと考えられる。6-2-2で述べたように、高齢者は健常者に比べて煙の吸引
による身体への影響が大きくなる可能性があり、このような状況や火災鎮火後
の影響も考えると、高齢者の居住を前提に共同住宅の防災計画を検討する場合、
廊下に有効な排煙設備を設置し早期に煙を外部へ排出することの必要性は、よ
り高い。排煙設備の設置に当たって重要なのは、排煙口の位置と確実な作動方
法の検討である。建築基準法における排煙口の設置規定は、「30ｍ以内毎」と
いう水平距離と、「天井または壁の上部から原則80㎝まで」という垂直方向の
位置のみである6-10)が、有効な排煙のためには、それに加えて排煙口が空間内で
偏在しない、避難方向に煙を引かないなど、配置についての検討が必要である。
更に、排煙設備が有効に作動するためには火災時の確実な起動を担保すること
が重要であり、そのためには建築基準法6-10)に基づき当該排煙設備の直近に設置
する開放装置のほか、非常用エレベーター乗降ロビー、避難階段室等にも遠隔
作動装置を設置し、火災時の起動方法の居住者への周知を徹底することで、より
確実な作動が可能であると考える。すなわち廊下の避難安全性確保は、居住者の
防災意識にも関係するが、運動能力や視聴覚能力の低下が懸念される高齢者にそれ
を期待することは、健常者の場合に比べ困難であると考えられ、むしろ排煙設備の
起動を必要としない、外気に面した開放廊下の方が、高齢者の居住を前提とした共
同住宅においては適しているとも考えられる。 
 
④廊下以外の避難経路の確保 
a)避難上有効なバルコニーの設置 
高層共同住宅では、垂直方向の避難は階段を使用することを前提とし、避
難階段に至る廊下が火煙によって通行不能となった場合、避難手段が避難器
具のみとなる住戸が発生しないように、避難階段の設置位置やバルコニーと
避難階段の連続性について配慮することの重要性が謳われている 6-11)。スプリ
ンクラーが設置されず、③で述べた廊下の避難安全性の確保の対策が奏効し
ない場合に備えて、バルコニー等の廊下以外の避難経路の確保も、出火住戸以
外からの避難安全性を確立する上で基本的な条件として認識されるべきである。
しかし、第 2章で述べた事例では、バルコニーが設置されていたものの、特に廊
下東側では面積不足と物置化の傾向が顕著で、避難・待機スペースとして有効に
活用されなかった。バルコニーに集積された可燃物が上階延焼の媒体となった
事例も報告されており 6-12）6-13)6-14)、バルコニー等を廊下の代替として有効に活
用するためには、バルコニー等を設置するだけでなく、常時からの維持管理
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など、居住者側の防災意識の向上も重要と言える。 
b)待機空間の設置 
建築基準法では、共同住宅は火災を出火住戸にとどめることを基本要件としてお
り、出火元住戸の開口部の遮煙性能が確保されていれば、他住戸への延焼まではか
なりの時間を要する。従って、身体機能が低下した高齢者の場合、出火元住戸以外
であれば地上まで避難するよりも、安全な場所で救助を待機する方が身体的な負担
が少ない場合もあり得るため、高齢者の居住を前提に共同住宅の防災系悪を検討す
る場合、安全に救助を待機できる空間の確保も検討する必要がある。待機空間とし
ては、非常用エレベーター乗降ロビー、階段室、外気に開放されたバルコニーなど、
一定時間以上の耐火性能がある区画内で、車いす利用者を含め当該階の半数程度の
居住者が待機できるだけの広さがあり、消防のアクセスが容易な場所が適している
と考えられる。また、非常時のみの使用空間を設置すると居住者への認知が不十分
となり、結局は物置化する可能性が高いため、常時は他の用途として使用でき、非
常時には待機スペースに転用できるような空間とすること、日常動線に接して計画
し、居住者への理解を深める工夫をすることが重要である。更に、火災が沈静化
するまで精神的に安定して待避できることも重要な要件である。第2章で述べた
火災では、共用廊下の西側の住戸に設置されたバルコニーは道路路側に面して
設置されていたため、火災の進行状況の把握が容易で、心理的な重圧も少なか
った状況が窺われる一方で、東側のバルコニーでは道路と反対側の隣地に接し
ていたために火災情報を取得することが困難であり、バルコニーの設置場所に
よって居住者の待機中の火災情報の掌握の程度に大きな差が生じた。ADA法6-15)
では、待機場所における情報の送受信システムの設置を推奨しており注6-2)、救
助を待機する時間の精神的不安を軽減するためにもこのようなシステムの開
発・設置も検討するべきと考える。 
 
(2)建築計画・防災設備設置の具体的考え方 
 
一般の共同住宅で防災管理体制の高度化や居住者の防災意識の向上といったソ
フト面での対応を改善することが困難で、防災設備や平面計画等のハード面の対
策によって、高齢者も含めた居住者の避難安全性確保の実現するためには以下の
ような対応が必要と考えられる。 
 
①出火元住戸以外の居住者の避難安全性の確保 
   共同住宅における火災は、出火元以外の住戸にも相応の影響を与える可能性
があるため、身体能力が低下した高齢者の居住を前提に防災計画を考える場合、
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人命への危険や健康への著しい影響を、出火元住戸以外に拡大しないことを念
頭に防災計画を検討する必要がある。そのための具体的な方策としては以下が
考えられる。 
a)スプリンクラー の設置と共用部に面した開口部の遮煙性能の向上 
出火元住戸の火煙の温度上昇を抑え、発生する煙量を減少させることが可
能であり、また、各住戸の共用部に面した開口部の遮煙性能が高ければ、出
火元住戸以外の住戸居住者は、住戸内に籠城していれば外部まで避難しなく
ても安全性を確保できる。これらの対応がなされていれば、一般の共同住宅
における火災において、出火元住戸以外の住戸の最低限の人命確保は可能と
考える。 
  b)スプリンクラー の設置と廊下以外の避難経路の確保 
    スプリンクラーが適切に作動した場合でも、相応の煙は発生するため、共用
部に面した開口部の遮煙性能が確保されていない場合は、廊下が出火住戸か
らの漏煙によって通行できなくなる可能性を考え、廊下以外の避難経路（連
続バルコニーなど）の確保が必要である。 
  c)開放廊下の設置と廊下以外の避難経路の確保 
開放廊下が設置されていれば、出火元住戸の煙は早期に外部に排出が可能
である。また、出火元住戸以外の住戸は、出火場所によっては出火元住戸か
らの火煙の噴出によって廊下を避難に使用できない可能性があるため、廊下
以外の避難経路の確保が必要である。 
  d)廊下の有効な排煙設備の設置と共用部に面した開口部の遮煙性能の向上＋廊
下以外の避難経路の確保 
   開放廊下が設置されていない場合は、廊下に有効な排煙設備の設置が必要
になる。ただし、排煙設備が適切に作動しなかった場合に備えて、共用部に
面した開口部の遮煙性能の向上により住戸内への煙の侵入を防ぐこと、また、
b)の考え方と同様に、廊下が通行不能な場合に備えて他の避難経路の確保も
必要である。 
   e)廊下以外の避難経路の確保 
    スプリンクラーや廊下の排煙設備が設置されておらず、共用部に面した開口
部の遮煙性能が確保されていない場合でも、廊下以外の避難経路が確保され
ていれば、安全な場所まで避難することは可能である。ただし、避難開始が
遅れた場合、避難中に恐怖感を感じる可能性は考えられる。 
 
②出火元住戸居住者の安全確保 
  出火元住戸の避難安全性確保のためには、出火防止及び初期消火の徹底が重要
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である。出火防止策については、防災設備や平面計画上の対応で解決することは
困難であるが、第3章で述べたように高齢者火災のうち最も多いのが調理器具か
らの出火であることを考えると、調理器具自体に安全装置を設置することの有効
性は高いと考えられる。調査結果によるとガスコンロと電気コンロで火災発生の
可能性は同程度であることから、熱源の種類に関わらず、一定程度以上の温度上
昇や一定時間以上の継続使用に対して警報音が鳴動したり自動的に停止するシ
ステムの設置が望まれる。また、初期消火の奏効の可否は、居住者の資質に依存
するため、居住者の災害対応能力に期待できない現状では、特に高齢居住者の場
合出火元住戸の避難安全をハード面だけで完全にカバーすることは困難である。
しかし、スプリンクラーの設置が設置され、廊下以外の避難経路が確保されてい
れば、火災被害を最小限に抑えることは可能になると考える。 
 
６－２－２ 管理・運営面での対応による避難安全性確保の考え方 
 
第 3 章の検討により、シルバーピアは、出火危険性が高い高齢者の集合居住施
設であるにも拘わらず、通報火災の出火率は一般の共同住宅と同程度であり、火
災被害はむしろ小さいことが判明した。すなわち、高齢者等の自力避難が困難な
居住者の避難安全性確保のために、シルバーピアにおけるワーデンのような日常
から高齢者の生活を支援する健常者を配置することは、出火元住戸居住者の安全
確保のためにも有効であると言える。また、シルバーピアでは防災訓練を実施し
ている団地の方が火災時における反応が大きく、居住者の防災意識の向上のため
に防災訓練の活用が有効であることがわかった。そこで、本項では、高齢者の居
住を前提とした共同住宅における管理・運営等のソフト面での対応として、6-2-3
で述べたハード面の対策が不可能な場合、及びハード面の対策を補完する位置づ
けとして、シルバーピアでワーデンが果たしているようなソフト面の対応が可能
な「日常支援者」の配置と、地域における防災訓練の有効活用について述べる。 
 
(1)日常支援者の配置 
 
①「日常支援者」の配置とその効用 
3-3-1で述べたように、ワーデンは、日常的な居住者への「声かけ、見回り」
を通して出火危険性の高い状態の改善を指導する日常的な火災予防の役割と、
実火災時における迅速かつ的確な一次対応の２つの役割を果たしている。「日常
支援者」の配置によって、考えられる具体的な効用は以下の通りである。 
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a)日常点検の励行による出火防止と火災の早期発見 
  シルバーピアでワーデンが実施しているような日常的な「見回り、点検」
は、出火危険性を早期に察知して改善策を講じたり、火災を早期に発見する
上で非常に有効である。また、住戸周辺をこまめに巡回することで、不審者
の侵入予防になり、不審火や放火の防止といった効果も期待できる。 
b)火災被害拡大防止のための火災予防に配慮した製品使用の普及 
調査結果によると高齢者火災では調理器具からの出火が最も多く、その直
接的な原因は、スイッチの切り忘れ等による調理器具の温度上昇と、調理中
の不注意による着衣等への引火である。そこで、高齢者の場合、一定程度以
上の温度上昇や一定時間以上の継続使用に対して警報音が鳴動したり自動的
に停止するシステムを調理器具に設置したり、「着衣着火」を引き起こさない
ように、防炎加工品などの難燃性衣料の着用が有効であると考えられる。し
かし、このように高齢者の出火危険防止に寄与する製品は、現状では市場規
模が小さく流通も少ないため入手方法がわかりにくくなっている。本調査で
対象となった団地でこのような製品を積極的に取り入れている事例はなかっ
たが、「日常支援者」等の媒介者がいれば(2)で述べる防災訓練の場などで、有
効性の周知や入手方法の紹介、購入代行などが可能になると考えられ、普及
促進に役立つものと考えられる。 
ｃ)避難誘導 
第 3 章の調査結果によれば、階段を早足で避難可能な高齢者の割合は全体
平均でも 5 割に満たないことから、一般の共同住宅における避難では、高齢
居住者は他の避難者の滞留の原因となったり、巻き込まれて転倒する危険性
が高く、また、視覚能力的にみて、夜間や火災時の煙で視界が悪い状況で避
難誘導のサイン表示を読みとることができない居住者も存在すると考えられ
ることから、高齢居住者の避難安全を確保するためには、居住者の身体状況
と火災状況から適切な避難方法を判断し、誘導することが必要になる。調査
結果によると、隣棟での火災時に、避難するより自宅待機が安全とのワーデ
ンの判断により、居住者が自宅で待機し、大きな混乱を生じなかった事例も
ある。また、外気に開放された廊下が設置できない場合の排煙設備の起動に
ついては、6-2-3で述べたように高齢居住者がその役割を果たすことは困難で
あるが、防災教育を受けた「日常支援者」の配置により、円滑な避難誘導と
併せて火災時における排煙設備の確実な起動も可能になると考えられる。 
  d)エレベーター 利用避難への対応 
   一般のエレベーターは非常時に管制運転とすることが、日本エレベーター
協会の自主的な規制 6-16)に基づき定められている。しかし、60 歳以上の居住
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者が全体の 6割近くを占める広島基町高層共同住宅における火災 6-17)では、避
難者の 47％がエレベーターを利用して避難しているほか、大阪府森之宮高層
共同住宅の火災 6-18)では、エレベーター利用者の割合は 16％と小さかったも
のの、その 64％が乳幼児連れ、高齢者、負傷者等のいわゆる「災害弱者」で
あったという報告もあり、本調査結果で判明した高齢者の避難能力を考える
と、今後、高齢者の利用を想定した共同住宅における防災計画の検討に当た
っては、エレベーター避難も視野に入れた検討を行う必要がある。 
   エレベターーを火災時の避難に利用する場合、エレベーターの防耐火性能
の確保の必要性に加え、「誰がエレベーターを利用するか」という優先権の設
定が重要である。避難時の混乱を防ぐためには、居住者の避難能力と火災の
状況から、乗車の優先順位をどのように判断するか、迅速かつ適切な方法を
検討することが今後の課題であり、防災知識をもち、日常から居住者と交流
を図ることで信頼関係が構築された「日常支援者」がいれば、居住者の混乱
を防ぎ、エレベーターを避難に有効に使うことは、十分可能であると考える。 
 
②日常支援者配置の具体的方策 
a)防災センター が設置される共同住宅 
一般の共同住宅における対応として第一に考えられるのは、防災センター
職員の活用である。建築基準法上は「防災センター」という定義はないが、
高さ 31ｍを超える建築物または床面積の合計が 1000㎡を超える建築物には
「常時当該建築物を管理する者が勤務する」「中央管理室」を設置すること
とされており 6-19）、消防法では、延べ面積が 50,000㎡以上または 15階以上か
つ延べ面積が 30,000㎡以上の場合と、11階以上かつ延べ面積が 10,00 ㎡以
上または 5階以上かつ延べ面積が 20,000㎡以上で、消防長等が火災予防上必
要があると認めて指定するものには、屋内消火栓等の消防設備の監視、操作
等を行うことができる総合操作盤を、防災センター、中央管理室、守衛室等
の常時人がいる場所に設置するものとされている 6-20)。また、東京都火災予防
条例では、共同住宅では 11階以上でかつ延べ面積 10,000㎡を超える場合に
防災センターを設置するものとし、防災センターには消防総監が定める技術
講習を終了した者を配置することを定めている 6-21)。すなわち大規模な共同住
宅の場合、専門的知識を持つ人間が常時配置される防災センターの設置が義
務づけられるため、防災センター職員を「日常支援者」として火災発生時以
外の日常点検等も行うことは可能であると考えられる。 
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  b)防災センター が設置されない共同住宅 
a)で述べた規定に合致しない小規模な共同住宅の場合、防災センターや防災監
視盤等の設置義務がない。その場合は、ワーデンと同様に各共同住宅に住み込み
の配置か、または昼間は管理人室等に常駐し、夜間は火災信号が授受できる施設
によって対応する方法が考えられる。住み込みによる 24時間常駐が可能な場合、
日常支援者の負担が過剰にならないよう、業務規定を明確化した上で、複数人の
交代性とすることが必要である。この場合、24時間の迅速な対応が可能であるが、
運営上のコストが大きくなるという点に課題が残る。一方、ワーデンのような 24
時間常駐体制が不可能な場合は、「昼間常駐＋夜間火災信号授受センター」とい
う、夜間における自動火災報知設備や緊急通報等を、火災信号授受センターで対
応することが考えられる。この場合、24時間常駐の日常支援者に比べ夜間の対応
に遅れが出る可能性は残るが、団地の近距離に配置することで解決は可能と考え
る。このセンターは、共同住宅における自力避難困難者の情報の把握及び火災情
報の授受の機能と、防災センター職員に要求される技能を持つ職員が 2名程度あ
れば良いため、各団地に設置しなくてもある程度まとまった地域ごとに設置する
ことでの対応が可能と考えられ、また、新たに施設を建設しなくても既存の公共
施設等への併設で対応可能であることから、コスト面から実現性が高いことが利
点である。例えば東京都内では、在宅サービスセンターまたは在宅支援センター
が中学校区程度の距離に配置されているため、それらへの設備と人員の付加によ
って、管轄区域内の共同住宅の火災情報の管理するなどの方法が考えられる。 
 
③「日常支援者」配置の条件 
シルバーピアにおけるワーデンの位置づけは「良き隣人」であり特別な資質
が要求されないため 6-22)、基本的には火災時対応に関する特別な教育も受けてい
ない注 6-3)が、ワーデンは 15 戸程度に 1 人配置するものとされており 6-23)、調査
結果が示すように 9 割以上が女性である現状も考慮すると、現行制度における
ワーデンの役割は非常に負担が大きいと考えられる。また、報酬は運営主体で
ある自治体によって異なるものの、全般的にそれほど高額ではなく、多くの場
合身分保証はされていない。業務内容の詳細も定められておらず、特に非常時
の対応についてはワーデンの「裁量」に委ねられている部分が多い 6-24）。しかし、
「日常支援者」を非常時対応まで期待できるものとして一般の共同住宅への配
置を検討する場合、負担や責任の大きさを考えると、立場や報酬について明確
な位置づけが必要になると考えられる。ワーデンの場合、多くの部分をワーデ
ン自身のボランティア精神に依存しているため、ワーデンの資質による対応の
差が問題点の一つであるが 6-24)、一般の共同住宅において公正な条件で適正な人
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物を配置するためには以下のような経済的・制度的条件が必要になると考える。 
a)資格要件 
   「日常支援者」は、①で述べたように火災時における避難誘導も想定する
必要があることから、消防法上の「防火管理者」等の資格を有し、防災知識
を保持していることが必要である。また、採用に当たっては身体能力の低下
した高齢者等の避難誘導という意味から、年齢や体力的な要素、及び日常的
に居住者と交流する必要性があることから、円滑な人的対応が可能かどうか
などについて、検討する必要がある。 
b)身分及び経済面の保証 
  「日常支援者」は、①で述べたように適切な資格と技能を備えていること
を条件とする必要があるため、経済面において相応の保証が必要になると考
える。また、状況によっては人命に関わる活動も必要となるため、各種保険
制度の整備や身分保証など、雇用条件を明確化することが必要である。ワー
デンのように同じ団地内への住み込みによる 24時間常駐とし、夜間も含めて
緊急時対応が可能であることが望ましいが、運用上のコストや日常支援者自
身の負担を考えると、①で述べたように、昼間のみ団地内に常駐し、夜間は、
居住者からの緊急通報に対応する「火災信号授受センター」を別途設立し、
対応するという方策も考えられる。 
c)業務範囲の明確化 
  ワーデン業務の大枠は、東京都の要項によって定められ 6-22)、詳細規定は自
治体が定めることとされているが、多くはワーデンの裁量によって運用され
ているのが実態であり 6-24)、居住者への非常時の対応方法もワーデンによる差
が生じている。このような状況を避けるためには、「日常支援者」が対応する
業務範囲、及び業務時間を明確化することが必要である。「日常支援者」を同
じ団地内への 24時間常駐とする場合、公私の区別が曖昧になり、負担が増え
ることが懸念されるため、複数体制として業務時間を明確に規定することが
重要と考える。 
 
④「日常支援者」配置の問題点と今後の展望 
第 2 章で述べたように高齢者の居住を前提とした共同住宅では、スプリンク
ラーや自動火災報知設備等の防災設備の設置及びその保守管理が重要になるが、
「日常支援者」が存在すれば、そのようなハード的な設備の高度化に依存せず
に火災安全確保が達成できる可能性がある。しかし一方で、すべての高齢居住
者がそのような人的対応による安全確保を希望するかどうかは疑問である。「日
常支援者」を媒介にする共同住宅の生活は、必然的に共同住宅内に共同体的性
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格を持ち込むことになるが、特に市部では、近所付き合いを嫌う人や、そのよ
うな生活を望まない人も少なくないと考えられる。シルバーピア居住者は、入
居を希望した時点でこのような共同体的な性格をもつ「社会」に入ってくると
いう意思がはっきりしていると思われるのに対し、一般共同住宅の高齢者の多
くはそこまでの意識はないと考えられるため、すべての一般共同住宅に「日常
支援者」というワーデンと同様のシステムを設置することは困難であると考え
る。すなわち、高齢者の居住を前提とした共同住宅における避難安全性確保は、
第 2章で提示したような平面計画・防災設備上の対応、及び本章で検討した「日
常支援者」の配置によるソフト面での対応の双方のメニューを用意し、居住者
のニーズに応じて選択が可能な形が望ましいと考える。 
 
(2)居住者の防災意識の向上と防災訓練の有効活用 
 
火災時の避難安全性を確保するためには(1)で述べた平面計画上、防災設備上の
対応及び(2)で述べた「日常支援者」の配置が有効である。しかし、調査結果が示
すように、非常時に防災・避難設備が確実にその性能を発揮するためには居住者
の防災知識も必要なことを考えると、それらに加え、居住者に当該共同住宅の防
災・避難設備に関する情報を周知することも必要と言える。その達成のために重
要な意義を持つのが防災訓練である。防災訓練は、避難経路の確認や避難器具の
操作方法の習得、防災設備機器の点検といった防災設備のハード面に関する確認
だけでなく、防災に関する情報交換や知識の取得の場としても有効であり、居住
者の防火意識を高め、出火防止や火災時の被害の軽減にもつながると考えられる。
また、調査結果によれば、火災時の避難等について協力するコミュニティの形成
について、何らかのきっかけがあれば避難における協力体制を構築できる可能性
はあることがわかった。防災訓練を地域と合同して実施すれば近隣相互の交流の
活発化や、火災時の迅速な救助活動をはじめ火災被害の軽減につながると考えら
れ、更に高齢居住者等自力避難困難者の居住状況の把握が容易になるといった効
果も期待できる。(1)で述べた「日常支援者」の主導により、地域と合同の防災訓
練を実施することで、以下のような防災上の効果が期待できる。 
 
①防災・避難に関する正確な情報の供与 
当該共同住宅の避難経路の確認や避難器具の操作方法の習得、防災設備機器
の点検といった防災設備のハード面に関する確認、火災時の対処方法に関する
正確な知識の周知に加え、防炎加工品等の市販の流通経路が少ない製品に関す
る情報交換の場として有効である。 
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②居住者の避難能力の把握 
高齢化による身体機能の低下を加味しながら、階段や避難器具を使用した避
難訓練を取り入れることにより、職員や消防が、居住者の避難能力や身体状況、
および火災発生時の反応や混乱状況を把握し、避難誘導方法を検討することが
可能になる。 
 
③地域コミュニティの醸成 
地域と合同で防災訓練を実施することは、地域における交流の活発化とコミ
ュニティの醸成に寄与する。その結果、近隣へ入居者の状況を周知し、非常時
の協力要請を容易にするといった効果が期待できる。更にこの防災訓練を通し
て近隣関係が密になれば、近隣住戸が相互に責任感をもつようになり、放火や
タバコによる出火を防止し、間接的に日常的災害予防の活性化にもつながる。 
 
６－２－３ グループホームにおける防災計画の検討 
 
グループホームは認知症高齢者に特化した居住施設であり、第 2章、第 3章で
述べた「健常な高齢者」の居住を前提とした共同住宅における防災計画とは、居
住者の自力避難が困難という点で前提条件が異なる。しかし、調査結果によると、
法的位置づけの不明確さもあって、避難安全性が確保されているとは言い難い事
例も多く、火災安全対策の緊急性は非常に高い。厚生労働省が入居対象者の拡大
を決めたこともあって、グループホームの設置数は急増が予測される 6-25)。現在ま
でに大きな火災は顕在化していないが、調査結果をみると、現状の運用は大きな
災害につながる危険性を孕んでいると考えられ、そうなった場合、認知症高齢者
の症状の悪化を抑える居住環境として良好な結果を残しているにも拘わらず、グ
ループホームという制度全体に大きな影響が出る可能性がある。 
そこで、ここでは第 2章、第 3章の検討に基づき、グループホームにおける防
災・避難計画の考え方と今後の方向性について述べる。 
 
(1)グループホームの特性に応じた防災・避難計画の必要性 
 
  ①火災範囲の限定による被害の抑制 
グループホームを、第 2 章の検討から判明した、ハード面の対応による「出
火住戸以外の安全の確保」、第 3章の検討から判明した、ソフト面の対応による
「出火元住戸の安全」の両面から見ると、「出火元住戸」と「それ以外の住戸」
が空間的に一体化し区別が明確でないこと、また、「普通の家庭の再現」という
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趣旨から居住者の日常生活上の行為に制限が少なく、火災発生要因を予測しに
くいことが、火災時の避難安全性確保の具体的な考え方を困難なものとしてい
ると考えられる。そこでグループホームでは、まず出火の危険性が高い空間を
職員の監視や対応が容易な場所に特定し、万が一出火した場合でも火災範囲を
限定できるような対策を講じることが必要と考える。そのためにできる平面計画
上の対応として第一に、出火の危険性が高い台所を含む共用室と個室の間に防火
区画を設置する、個室自体を防火区画するといった手法が有効である。その結
果、火災を密閉することができれば職員の配置数が少ない場合でも迅速な対応
が可能になると考えられる。 
 
②火災拡大時の被害抑制のための対策 
グループホーム居住者は自力避難が困難なため、万が一火災発見や避難誘導
が遅れ火災が拡大した場合の影響が、健常な高齢者の居住施設に比べ大きくな
る可能性があり、そのような事態を回避するためには、「火災行動に長時間を要
する」ことを前提に防災計画を検討する必要がある。そのためには内装仕上げ
の不燃化や構造躯体の耐火化によって、延焼拡大や火災による倒壊を防止する
こと、避難階以外の階であっても直接屋外に出ることができるようなバルコニ
ーとそれに連続する屋外階段の設置、有効かつ起動が容易な、例えばボタン一
つで一斉開放する自然排煙設備や排煙口が同時開放する機械排煙設備の設置な
ど、居住者が煙に晒されずに避難可能な計画とするための対策が必要である。 
 
③火災時の対応体制の整備 
調査結果によると、ほとんどのグループホームで常駐職員は夜間が 1 名、昼
間が 2 名であるが、初期消火、通報及び避難誘導等の対応を考えると、出火室
からの火煙の拡大を回避できず、人命に危険が及ぶ可能性が高いグループホー
ムのような施設では、その対応に当たることのできる常駐職員が、夜間を含め
少なくとも常時 2 名以上は必要と考える。また、調査結果には職員から火災時
の対応方法への不安が多くコメントされていることを考えると、実火災時の居
住者の動向予測や職員の火災時対応の確認する場として防災訓練を有効に活用
することや、近隣施設や併設施設との協力体制の構築が必要と考える。 
 
(2)グループホームに適した防災・避難設備開発の必要性 
 
調査結果によると、平面計画上、居室と台所の隣接の有無は、「家庭的な雰囲気」
を保つことに影響しないが、内装材には木質系の材料を多用することが「家庭的
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な雰囲気」のために重要と考える職員が多いことから、木質系の防火材料を仕上
げ材とする耐火構造の壁で廊下を区画する、開口部には木製防火戸を使用するな
ど、内装と防耐火性能を両立させることは可能と考える。また、「設備の設置」に
ついては「家庭的な雰囲気」に影響しないと考える職員が多く、「家庭的な雰囲気
の元で居住者の自主性に配慮」する建物の実現のために既存の戸建住宅の持つ温
かみを取り入れ、鉄の扉による区画やバルコニー等を使用しない計画とするので
あれば、自動火災報知設備やスプリンクラーなどの防災設備の設置によって防
災・避難対策を補完するべきと言える。これらの設備が設置されていない場合、
その理由として「物理的、経済的な困難性」が多く挙げられていることから、グ
ループホームのように火災時の人命危険の大きい新たなタイプの施設が急速に普
及するという事態を踏まえて、機能、経済性当の面に優れた防災設備・製品の開
発・普及の促進が必要である。人命安全確保のためには例えば以下のような設備
の開発・普及が必要と考えられる。 
 
①自動火災報知設備 
自動火災報知設備は、既存建物への設置が比較的容易であると考えられる。グ
ループホームでは火災の早期発見の重要性が特に高いため、煙感知器連動型が
望ましい。また、突然の警報音の鳴動は居住者のパニックを誘発し、非常放送
は理解できない居住者が多いことから、例えば職員が常時身につける携帯用受
信機に火災信号が転送され、振動によって火災を報知するなど、職員のみが迅
速に火災を認識できるような仕組みの開発が望まれる。 
 
②自動消火設備 
近年、水道直結型のスプリンクラーや、パッケージ型自動消火設備など、簡
易なものが開発されている。これれらのように経済的負担が少なく、既存建物
増改築時に大規模な工事なしに後付けが可能であること、また、居住者による
破壊行動等による影響がないように、スプリンクラーヘッド等が露出しない携
帯とすること、誤作動が少ないことが望ましい。 
 
６－２－４ 高齢者と健常者が混在する群集の避難誘導の考え方 
 
第2章から第4章の検討により、集合居住施設における高齢者の火災安全確保のた
めに必要な方策が明らかとなったが、火災時における具体的な避難行動を考えると、
一般の共同住宅では避難時に健常者と高齢者の混在が予測される。第5章の検討に
よると、高齢者の居住を前提とした共同住宅では、6-2-2、6-2-3で述べた対策に加
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え、以下の点に配慮することが必要と考えられる。 
 
(1)廊下幅員の確保 
 
歩行速度が遅い高齢者と健常者が混在する群集の避難では、歩行速度が速い健常
者が高齢者等を円滑に追い越しをすることができるような措置が重要である。この
場合、歩行速度の遅い高齢者は後方に取り残される可能性があるが、実験結果によ
れば健常者と高齢者が分けて配列されている場合、追い越し行動は比較的円滑で、
群集全体の歩行速度の低下も少なかった。すなわち歩行速度の遅い高齢者は群集内
で端部に寄って歩行するように誘導すると、群集内の滞留は発生しにくくなると考
えられ、そのような避難誘導を実現するために、高齢者と健常者が混在する群集の
避難においては、十分に広い廊下幅を確保することが重要と言える。 
 
(2)排煙設備、防火区画及び滞留面積の確保 
 
第 5章の検討によると、歩行速度の遅い高齢者が群集内で壁を形成し、通路幅
全体に広がって歩行すると、後方の健常者は追い越しが困難になり群集全体の歩
行速度が低下し、避難が長時間化する。第 5 章の検討ではこの場合、群集は縦に
長く伸びる形態になるものの、歩行行動の乱れは観察されなかった。しかし、群
集歩行を規定する要因には歩行者の心理的条件がある 6-26）とされており、当該実験
では健常者は擬似高齢者の存在を肯定して歩行しているものと考えられることか
ら、実際の避難時には後方の健常者による無理な追い越しなどの危険な状態が発
生する可能性がある。また、5-3-2で述べたように実際の高齢者は群集歩行時に歩
行速度を調整することが困難なため、群集が長く延びる形態となり、最後尾に高
齢者が取り残されることは十分に予測されることから、6-2-1で述べた排煙設備や
防火区画の設置への配慮や、安全に滞留できる面積の確保は、高齢者と健常者が
混在する避難において最後尾の歩行者まで安全に避難が可能なようにするという
観点からも、重要な対応であると言える。
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６－３ 今後の課題 
 
(1)高齢者の居住を前提とした防災設備設置と平面計画策定の普及 
  
１－１で述べた各種防災設備の設置や建築防災計画上の配慮を実現することに
より、建築基準法への適合性に、更に付加的な対応が必要になり、建築物のオー
ナーや設計者には、コスト面をはじめとする様々な負担がかかることになる。し
かし、火災時の避難安全性の確保はまず第一に優先すべき事項であり、共同住宅
の建築に当たっては高齢居住者の居住を想定した対応が必要であることについて、
理解を求め、普及を図ることが課題となる。 
 
(2)防災・避難設備の確実な維持管理 
 
 消防法で定められた防災設備は、定期的な検査と報告が義務づけられているが、
本研究の調査結果では、それが守られていない事例も見受けられた。まずは建物
所有者や防火管理者が、責任を持って法規の遵守を遂行することが第一である。
加えて、消防法で規定される防災設備以外でも、バルコニーや廊下などの避難経
路、玄関扉の閉鎖機構、各所の防火戸などについては、防災・避難に関係する設
備として位置づけ、少なくとも 1 年に 1 回の点検と、是正指導が必要と考える。
たとえば防災訓練実施時に同時に点検するなどの方策によって、第三者機関によ
るチェックが望まれる。 
 
(3)日常支援者配置の具体的方策の検討 
 
第 3 章での検討により、日常支援者の配置によるメリットは大きいことが判明
したが、具体的な配置に当たっては検討すべき課題が多い。中で最も需要なのは
日常支援者配置に当たっての経済的負担の解決である。特に民間の共同住宅の場
合、高齢者や障害者など日常時、非常時の対応に問題がある居住者以外の居住者
にまで費用の応分負担を求めることは、不公平感を招く結果となる。補助金や低
利融資などにより、行政側からの補助を検討することが必要と考える。 
 
(4)防災訓練の参加率の向上 
 
6-1-2(3)で述べた防災訓練を有効に機能させるには、参加率の向上が必要である。
第 2 章の調査結果では、防災訓練が平日に実施されたために、参加したくてもで
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きなかったとのコメントが出されている。休日に実施する、９月の第一週の日曜
日など、毎年同じ日程で実施するなど、予定を立てて参加しやすいスケジュール
や、盛夏や真冬は避けるなど、気候についても配慮することが必要である。更に、
役所の広報車を利用する、回覧板の利用や建物内への掲示等をするなど複数の方
法によって告知し、地域の恒例行事として根付かせることができるように、地域
住民の参加促進のための方策を積み重ねていくことが必要である。 
 
(5)高齢者と健常者が混在する群集の避難行動モデルの開発 
 
非常における高齢者と健常者の混在は、共同住宅をはじめ、公共公益施設、物
販店舗、劇場などの不特定多数が利用する施設で発生する可能性が高く、高齢者
と健常者が混在する群集避難のモデル化の検討は急務であると考えられる。 
第 4 章での検討により、実際の高齢者を被験者とする群集歩行行動実験は相当の
困難を伴うこと、及び擬似高齢者による群集歩行測定は、再現しようとする行動
内容と目的を限定すれば、実際の高齢者を含む群集歩行行動の把握に有益である
ことが分かった。群集内における擬似高齢者の人数割合や配置位置を変化させて
実験を行うことで、高齢者と健常者が混在する群集の歩行行動を実証的に把握し、
モデル化することは可能であると考える。その上で、不特定多数の利用者が想定
される施設における、高齢者を含む群集の避難行動予測方法の構築への発展と、
実用化の検討が今後の課題となろう。 
 
注） 
注 6-1)建築基準法施行令 126条の 2の規定により、準耐火構造以上の床、壁と防
火設備で 200㎡以内ごとに区画するか、平成 13年 5月 31日建設省告示第 1441
号, 同第 1442号に基づき避難安全検証を行い、避難完了まで煙が人体に影響を
及ぼす高さまで降下しないことを確認すれば、排煙設備の設置は要求されない。 
注 6-2)ADA Accessibility Guidelines 4.3.1では、主として非常階段の踊り場
の一部、外部バルコニーの一部、非常階段に隣接し、耐火構造の壁で区画され
た廊下、非常階段の付室、非常階段の入り口の一部、耐火構造の壁で区画され
た室、加圧されたエレベーターロビーの 7箇所を「一時待機場所」として認め
ており、これらの空間には必ず双方向通院装置を設置するものとしている。 
注 6-3)ワーデンが防火管理者の資格を取得している事例もあるが、強制的なもの
ではない。 
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参考資料 
 
火災についてのおたずね 
                                 平成14年4月 
                            早稲田大学 長谷見研究室 
① 居住されているご家族の基本的なことについておたずねします。                 
 
(1) お住まいの住戸の場所を教えてください。 
  （     階      号室） 
 
(2) 居住されているご家族のすべての性別と年齢を教えてください。 
   １ （ 男  女    歳） 
   ２ （ 男  女    歳） 
   ３ （ 男  女    歳） 
   ４ （ 男  女    歳） 
   ５ （ 男  女    歳） 
 
(3) 居住されている方の中に、階段を使って一人で避難することができない方はいらっし
ゃいますか。 
   １ いる  （→次の質問(4)にお答えください。） 
   ２ いない （→質問②にお進みください。） 
 
(4) (3)で「いる」とお答えの方に伺います。 
 １ 階段を使って一人で避難することができない方は、ご家族の中に何人いらっしゃいま
すか。 
  （     人） 
 
 ２ なぜ、階段を使って一人で避難することができないのですか。（複数名いらっしゃる
場合はすべての方についてお答えください。） 
   ア 高齢であり、足が悪い、視力が弱いなどの理由で、一人で階段を下りることが
できないから。 
   イ 乳幼児であり、一人では逃げることができないから。 
ウ その他 
〔                 〕 
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  ３ 今回の火災で、階段を使って一人で避難することができない方は、どのような行動  
をされましたか。（複数名いらっしゃる場合はすべての方についてお答えください。） 
   ア 一人で避難することができないので、家族と一緒に住宅内にとどまった。 
   イ 一人で避難することができないので、家族と一緒に消防に救助してもらった。 
   ウ 家族の人が助けながら、一緒に避難した。 
エ その他 
〔                 〕 
 
 ４ ３で「ウ 家族の人が助けながら、一緒に避難した。」とお答えの方に伺います。ど
うやって一緒に避難しましたか。 
   ア 階段から避難した。（ 北側階段  南側階段 のどちらですか。どちらかに○  
をつけてください） 
   イ ベランダから避難した。（ベランダからどうやって避難しましたか。お答えくだ
さい。） 
〔                 〕 
ウ その他 
〔                 〕 
                                         
② 火災の発生直後の行動についておたずねします。                           
 
(1) 火災の発生に気が付いたのはなぜですか。（すべてに○をつけてください。） 
   １ 近所の人の声（火事だ！など）が聞こえたから。 
   ２ 部屋の中に煙が入ってきたから。 
   ３ 避難する人が見えたから。（どこから見えましたか。→         ） 
   ４ 消防車が来たから。 
   ５ 火災には気が付かなかった。 
６ その他 
〔                 〕 
 
(2) (1)で「２ 部屋の中に煙が入ってきたから。」とお答えの方に伺います。 
 １ 煙が部屋の中に入ってくる前には、どんなことに気が付きましたか。（すべてに○を
つけてください。） 
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    ア 焦げ臭い。 
   イ 近所の様子が何か騒がしい。 
   ウ 何となく暑い。 
エ その他 
〔                 〕 
 
 ２ 煙はどこから部屋の中に入ってきたと思いますか。 
   ア 玄関のドアの隙間から入ってきたと思う。 
   イ 玄関のドアが開いており、廊下から直接入ってきたと思う。 
   ウ ベランダの窓の隙間から入ってきたと思う。 
   エ ベランダの窓が開いており、そこから入ってきたと思う。 
オ その他 
〔                 〕 
 
(3) 火災が発生したと気が付いた時、あなたは最初に何をしましたか。（すべてに○をつけ
てください。） 
   １ １１９番（消防署）に通報した。 
   ２ 玄関のドアを開けて廊下から逃げた。（→質問③にお進みください。） 
   ３ ベランダの窓を開けてベランダに逃げた。（→質問④にお進みください。） 
   ４ 何も特別なことはしなかった。（→次の質問(4)にお答えください。） 
５ その他 
〔                 〕 
 
(4) (3)で「４ 何も特別なことはしなかった。」とお答えの方に伺います。なぜ、何も特別
なことはされなかったのですか。 
   １ 火災に気が付かなかったから。 
   ２ 自分の家は火災現場から離れているようであり、特に危険だとは思わなかった
から。 
   ３ そのうち消防が救助に来ると思ったから。 
   ４ 日本語が分からないのでどうすればよいか分からなかったから。 
５ その他 
〔                 〕 
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③ 玄関のドアを開けて廊下から逃げた方におたずねします。                      
 
(1) 廊下からどうやって逃げましたか。 
   １ 北側階段で上の階に逃げた。（何階まで逃げましたか。→       階） 
   ２ 北側階段で下の階に逃げた。（何階まで逃げましたか。→       階） 
３ 南側階段で上の階に逃げた。（何階まで逃げましたか。→        階） 
４ 南側階段で下の階に逃げた。（何階まで逃げましたか。→        階） 
５ エレベーターで上の階に逃げた。（何階まで逃げましたか。→      階） 
６ エレベーターで下の階に逃げた。（何階まで逃げましたか。→      階） 
７ その他 
〔                 〕 
 
(2) 逃げている時はどのような状況でしたか。 
   １ 廊下に煙が充満している中を這うようにして逃げた。 
   ２ 廊下を逃げている背中から煙が追いかけてきた。 
   ３ 廊下には煙は見えず、あまり恐怖感はなかった。 
４ その他 
〔                 〕 
                                         
④ ベランダの窓を開けてベランダに逃げた方におたずねします。                    
 
(1) なぜ廊下ではなくベランダに逃げたのですか。 
   １ 玄関のドアを開けたら、廊下に煙が少し見えたから。 
   ２ 玄関のドアを開けたら、廊下に煙が充満していたから。 
   ３ 玄関のドアを開ける前に、ドアの方から煙が入ってきていたから。 
４ その他 
〔                 〕 
 
(2) ベランダに出た後はどのように行動されましたか。 
   １ 上の階に上った。（どうやって上りましたか。お答えください。） 
〔                 〕 
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    ２ 上の階に上ろうとしたができず、そのまま助けを待っていた。 
   ３ 下の階に下りた。（どうやって下りましたか。お答えください。） 
〔                 〕 
   ４ 下の階に下りようとしたができず、そのまま助けを待っていた。 
   ５ 隣の住戸のベランダへ逃げた。（どうやって隣の住戸に移りましたか。お答えく
ださい。）（→次の質問(3)にお答えください。） 
〔                 〕 
   ６ その他 
〔                 〕 
 
(3) (2)で「５ 隣の住戸のベランダへ逃げた。」とお答えの方に伺います。 
 １ ベランダの隣の住戸との間の壁は、非常時には破って逃げることができることを知
っていましたか。 
   ア 知っていた 
   イ 知らなかった 
   ウ その他 
〔                 〕 
 
 ２ 今回の火災で、ベランダの隣の住戸との間の壁を破って逃げましたか。 
   ア 隣の住戸との間の壁を破って逃げた。 
   イ 壁を破って逃げようとしたが、自分の家側に物が置いてあって通れなかった。 
   ウ 壁を破って逃げようとしたが、相手の家側に物が置いてあって通れなかった。 
   エ 壁を破れることは知らなかったので、壁は破らなかった。 
   オ その他 
〔                 〕 
 
(4) ベランダから他の場所へ逃げている時、または、ベランダで助けを待っていた時は、
どのような状況でしたか。 
   １ 部屋の中には煙が充満し、どんどんベランダに出てきていた。 
   ２ 部屋の中には煙が充満していたが、それ以上増える様子はなかった。 
   ３ 特に煙は見えず、あまり恐怖感はなかった。 
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    ４ その他 
〔                 〕 
                                         
⑤ 消防が救助に到着した後のことについておたずねします。                      
 
(1) 消防が救助に来たことにはいつ気が付きましたか。 
   １ 廊下やベランダに出て逃げている時に気が付いた。 
   ２ ベランダで助けを待っている時に気が付いた。 
   ３ 安全な場所まで避難した後に気が付いた。 
   ４ 火災が終わるまで気が付かなかった。 
５ その他 
〔                 〕 
 
(2) 「もう大丈夫、安心だ。」と思ったのはどの時点ですか。 
   １ 消防車が到着した時。 
   ２ 消防の人が助けに来てくれるのが見えた時。 
   ３ 消防の人に助けられた時。 
   ４ 1階まで避難して外に出た時。 
   ５ その他 
〔                 〕 
 
                                         
⑥ 火災に対する予備知識や、火災後の生活のことについておたずねします。            
 
(1) ベランダが隣の住戸と連続している住戸にお住まいの方に伺います。 ベランダの隣
の住戸との間の壁は、非常時には破って逃げることができることを知っていましたか。 
   １ 知っていた 
   ２ 知らなかった 
   ３ その他 
〔                 〕 
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 (2) ベランダに避難はしごが設置されているのを知っていますか。 
   １ 避難はしごが設置されているのを知っており、今回の火災で使った。 
   ２ 避難はしごが設置されているのを知っており、今回の火災で使おうとしが使えな
かった。 
   ３ 避難はしごが設置されているのは知らなかった。 
   ４ その他 
〔                 〕 
 
(3) 火災発生後に生活の上で何か注意するようになったことはありますか。 
   １ 非常口を確認した。 
   ２ 廊下やベランダを整理し、物を置かないようにした。 
   ３ 戸締りを強化し、不審者が侵入しないようにした。 
   ４ その他 
〔                 〕 
 
(4) 今回の火災でもっとも恐怖を感じたのはどんなことですか。 
   １ 火や煙が身近に迫ってきたこと。 
   ２ 身体の具合が悪く、自分ひとりの力では避難できないこと。 
   ３ 家族の中に、一人では避難のできないお年寄りや乳幼児がいること。 
   ４ 高い階に住んでいるので、１階まで避難するのに時間がかかること。 
   ５ 日本語が分からず、避難の方法が分からないこと。 
６ その他 
〔                 〕 
 
(5) この建物に住んでいて火事について心配なことや、防災面で何かご相談があれば、ご
自由にお書きください 
 
 
 
 
 
質問は以上で終わりです。ご協力くださいましてありがとうございました。 
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参考資料 2-1 
シルバーピアの防火・避難についてのおたずね 
 
                  平成 12年 7月 
            （企画実施）早稲田大学 長谷見研究室 
               日 本 大 学 野村研究室 
 
ご記入上のお願い 
z お答えは、選択肢の数字（1、2、3……）を○印で囲んでいただく場合と、記入欄に具体的に
記述していただく場合とがあります。 
z 「その他」の選択肢を選ばれた場合は、その具体的な内容についてもお答えください。 
z ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒でご返送ください。返送は受取後 2週間後（8
月20日（日）頃）をめどに、誠にお手数ですが、できるだけお早めにご返送くださいますよ
うお願いいたします。 
 
※お問い合わせ先 早稲田大学長谷見研究室  担当：古川容子・吉田直之 
     ＴＥＬ ０３－５２８６－３８５１ 
     ＦＡＸ ０３－３２０９－７２１４ 
     住所 東京都新宿区大久保３－４－１ 
 
 
① ご担当シルバーピアの基本的なことについておたずねします。 
 
(1) シルバーピアの名称または団地の名称を教えてください。 
（           ） 
 
(2) シルバーピア住戸の入っている棟は、どのようになっていますか。（○はいくつでも） 
  1 シルバーピアのみが、単独で建てられている 
2 同じ団地内に、一般の住戸のみの住棟とシルバーピア住戸のみの住棟がある 
3 シルバーピア住戸と一般の住戸が同じ棟にある 
4 その他の施設と複合している 
→施設の種類を具体的にお書き下さい（       ） 
 
(3) シルバーピアの住戸数などについて下記の表にご記入ください。 
 
運営開始（年・月） 昭和・平成 （   ）年 （   ）月
住戸数 単身用     （    ）戸 
夫婦等世帯用   （    ）戸 
現在の入居世帯数 単身用     （    ）世帯 
夫婦等世帯用 2人入居 （    ）世帯 
    1人入居 （    ）世帯 
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 (4) シルバーピアの住棟は何階建てですか。また、シルバーピア住戸は建物の何階から何階にか
けてありますか。 
  （   ）階建て部分の、（   ）階～（   ）階にかけて 
  （   ）階建て部分の、（   ）階～（   ）階にかけて 
 
(5) あなたの性別を教えてください。 
  1 男性  2 女性 
 
(6) あなたの年齢を教えてください。 
  1 20歳代  2 30歳代  3 40歳代  4 50歳代  5 60歳代  6 70歳以上 
 
(7) あなたが現在たずさわっているシルバーピアで、いつからワーデンをされていますか。 
  1 (3)でご記入いただいた運営開始から 
  2 その他 →具体的にご記入ください  昭和・平成（   ）年 （   ）月 
 
(8) ワーデン住戸はどの場所に設置されていますか。（○はひとつ） 
  1 シルバーピア住戸と同じ住棟 
   → 何階ですか （   ）階 
  2 同じ団地内の別棟 
   → ご自宅の玄関を出てからご担当シルバーピアのある住棟の入口に着くまで、 
通常の徒歩で約何分かかりますか。 約（   ）分 
  3 その他（              ） 
 
② シルバーピアの防火管理についておたずねします。 
 
(1) シルバーピアの防火管理者（※）を教えてください。不明の場合は「不明」とご記入下さい。 
   （※）防火管理者……建物にかかわる防火の管理について責任を持っている人のこ
        とで、「防火管理者」という職名で各建物を担当しています。 
 
   （          ） 
    記入例）団地の管理組合長 
    記入例）○○住宅供給公社の○○課の課長 
       ↑ 
    管理者の氏名ではなく、役職名をご記入ください 
 
(2) 火災時などの避難誘導に関して自治体や管轄消防署が作成した「手引き書」や「解説書」等
が渡されていますか。（○はいくつでも） 
  1 書類を綴じた冊子を渡された 
  2 簡単なパンフレットを渡された 
  3 手引き書や解説書はない → (5)にお進みください 
  4 その他（              ） 
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 (3) (2)で渡された冊子やパンフレットの作成者と名称を教えてください。（複数渡されていた場
合は、すべてについてお書きください） 
    作成者記入例） ○○市○○局○○課○○係 
            ○○市○○消防署 
     （作成者）        （名 称） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 「手引き書」や「解説書」が役に立ったことはありますか。（○はひとつ） 
  1 実際に火災などが発生し、避難に役立ったことがある 
  2 実際の火災は発生したことがないが、避難訓練で役立ったことがある 
  3 実際に火災などが発生したが、避難に役立たなかった 
  4 実際の火災は発生したことがないが、避難訓練で役立たなかった 
  5 役に立ったことは今までにない 
  6 その他（              ） 
 
  (4-1) (4)で「1～4」を選択された方にお聞きします。どのような内容が役に立ちました
    か（役に立ちませんでしたか）。 
 
 
(5) 「手引き書」や「解説書」についてどのようにお考えですか。 
 （(2)で「3 手引き書や解説書はない」を選ばれた方のみお答え下さい） 
  1 手引き書や解説書は必要である 
  2 手引き書や解説書がなくてもとくに不都合はないので、必要ない 
  3 その他（              ） 
 
(6) 火災時の避難について、防災訓練の時などに、自治体や消防署などから何か指導されていま
すか。（○はひとつ） 
  1 とくに指導されたことはない 
  2 居住者の避難誘導の方法や、通報の方法などについて指導されている 
     → どこから、どのような内容を指導されましたか 
 
 
 
  ※選択肢は次のページに続きます 
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   3 とくに指導はされてないが、自主的に問い合わせた 
     → どこに、どのような内容を問い合わされましたか 
 
 
 
 
  4 その他（              ） 
 
③ シルバーピアを含む団地内での防災訓練のことについておたずねします。 
 
(1) 最近 1年間（平成 11年 8月～平成 12年 7月）に、シルバーピアを含む団地内で防災訓練は
行われましたか。（○はひとつ） 
  1 行われた 
    → 回数についてお答えください （    ）回 
  2 行われていない →（「④ ワーデンの方の火災時の」(６ページ)にお進みください） 
  3 わからない  →（「④ ワーデンの方の火災時の」(６ページ)にお進みください） 
 
(2) ワーデンの方の防災訓練への参加についておたずねします。 
 
  (2-1) どの程度の頻度で参加されましたか。（○はひとつ） 
    1 毎回 
    2 半分程度 
    3 ほとんど参加しない 
    4 まったく参加していない 
    5 その他（            ） 
 
(2-2) どのような役割で参加することを心がけられていますか。参加したことのある方
のみお答え下さい。（○はいくつでも） 
1 ワーデンとして、シルバーピア居住者の防災訓練の指導や援助をする役割 
    2 防災訓練の計画を作成する役割 
    3 特別な役割は意識せずに参加している 
    4 その他（            ） 
 
(3) シルバーピア居住者の防災訓練への参加についておたずねします。 
 
  (3-1) 毎回、約何人のシルバーピア居住者が参加しますか。（○はひとつ） 
    1 約（    ）人～約（    ）人 
    2 不明 
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   (3-2) 参加するシルバーピア居住者の頻度についておたずねします。（○はひとつ） 
    1 毎回ほとんど同じ居住者が参加する 
    2 毎回参加する居住者もいれば、時々参加する居住者もいる 
    3 いつも違う居住者が参加している 
    4 不明 
    5 その他（            ） 
 
(3-3) 参加するシルバーピア居住者の健康状況に制限はありますか。（○はひとつ） 
    1 健康な居住者のみの参加に限定している 
    2 参加者の健康状況はとくに制限をしていない →(3-4)もお答えください 
    3 その他（            ） 
 
  (3-4) どのような健康状況のシルバーピア居住者が参加しますか。（○はひとつ） 
    1 健康な居住者のみが参加している 
    2 健康な居住者の参加がほとんどである 
    3 いろいろな身体状況の居住者が参加している 
    4 不明 
    5 その他（            ） 
 
  (3-5) 下記の選択肢に、シルバーピア各住戸で設置されているものには何がありますか。 
                （○はいくつでも） 
1 ガスコンロ 
2 電気コンロ 
3 ガスの元栓 
4 バルコニーから避難するための器具 
 
(3-6) 防災訓練で、シルバーピア居住者は具体的にどのようなことを行いましたか。
   （○はいくつでも。○のうち、毎回実施しているものには◎をつけてください） 
    1 自分の部屋の火（コンロ・電熱器など）を消す 
    2 自分の部屋のガスの元栓を締める 
    3 自分の部屋の玄関の扉やバルコニーを開ける 
    4 バルコニーに避難する 
    5 自分の住戸の玄関を出たところまで避難する 
    6 自分の住戸がある階の階段の場所まで避難する（住戸が2階以上の場合） 
    7 階段を降りて 1階まで避難する（住戸が2階以上の場合） 
    8 消火器を使って消火訓練を行う 
    9 バルコニーに設置された避難器具（救助袋など）を使った 
    10 不明 
    11 その他 
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 ④ ワーデンの方の、火災時の避難に対する考え方についておたずねします。 
 
(1) 避難通報への対応 
 
  (1-1) 居住者から「火事だ」という通報を受け、居住者宅へ到着したところ、火や煙が
    出ているのがわかったら、まずどうしますか。（○はひとつ） 
    1 消火器で消そうとする 
    2 水をかけて消そうとする 
    3 大声で助けを呼ぶ 
    4 隣の人に火事を知らせる 
    5 消火するより先に、火災が発生している住宅の居住者を救助する 
      → どうやって救助しますか 
        例：住戸の玄関前の廊下へ誘導する 
 
 
    6 消防署に通報する（119番通報も含みます） 
    7 何もせずに消防が来るのを待つ 
    8 その他（            ） 
 
  (1-2) 団地に「防災センター※」はありますか。（○はひとつ） 
   （※）防災センター……防災的な連絡（火災報知器からの通報など）が入る監視盤
         が設置され、非常時の情報が集められる場所を指します。 
    1 ある 
    2 ない 
    3 わからない 
    4 その他（            ） 
 
  (1-3) (1-2)で、「1 ある」と回答された方におたずねします。居住者から「火事が発生 
    した」等の通報があった場合、「防災センター」とはどのように連携することにな
    っていますか。（○はひとつ） 
    1 居住者が住戸内のボタン等を押すと、自動的に「防災センター」に通報さ
     れる 
    2 居住者が直接「防災センター」に電話をする 
    3 居住者から通報があったら、ワーデンが「防災センター」に通報すること
     になっている 
      → どのような方法で防災センターへ通報しますか 
 
 
    4 とくに連携していない 
    5 わからない 
    6 その他（            ） 
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 ⑤ ワーデンの方からみた、シルバーピア居住者の火災に対する意識についておたずねします。 
 
(1) 火災時の避難方法について、居住者に説明がされていますか。（○はいくつでも） 
  1 避難方法を説明するものが各住戸に配布されている 
     ↓ 
     何が配布されていますか（○はいくつでも） 
     ア 避難経路図 
     イ 避難器具の使い方の説明書 
     ウ その他（           ） 
 
  2 避難方法を説明するものが、シルバーピア住戸玄関前の廊下やシルバーピア住戸の
   ある階のエレベーターホールなどに掲示されている 
     ↓ 
     何が、どんな場所に掲示されていますか 
 
 
  3 避難方法を説明するものは用意されていない 
  4 その他（              ） 
 
(2) シルバーピア居住者は、火災発生時の避難についてどのように感じておられますか。 
                 （○はひとつ） 
  1 全般に、避難についての関心があり、避難器具の使い方や避難経路についても理解
   している人が多い（と思う） 
  2 避難についての関心はあるが、避難器具の使い方や避難経路についてはあまり理解
   していない人が多い（と思う） 
  3 避難について関心が低い人が多い（と思う） 
  4 わからない 
  5 その他（              ） 
 
(3) シルバーピア居住者との日常的な会話で火災のことが話題になったことはありますか。 
                （○はひとつ） 
  1 ある  2 ない 
 
   (3-1) どのような話題でしたか 
    例：自分は5階に住んでいるので、無事に 1階へ逃げられるか心配だ。 
    例：火災時にバルコニーへ避難してもよいのか質問を受けた。 
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 ⑥ シルバーピア居住者の避難における協力体制のことについておたずねします。 
 
(1) 災害が発生したときに、シルバーピア居住者の避難を介助するなど、援助を期待できる方は
いますか。（○はひとつ） 
  1 災害時の援助について提携している人がいる 
    →どのような立場の人ですか 
      例：同じ団地内の人 
 
    →どのような提携をしていますか 
      例：災害の発生時にはシルバーピア住宅居住者の避難の援助をしたり、 
        救助をしたりすることを契約している 
 
 
  2 災害時の援助について特に提携などはしていないが、同じ団地内の人や、同じ町内
   会の人など、援助してくれそうな人はいる 
    →どのような立場の人ですか 
      例：同じ団地内の人 
 
  3 援助を期待できる人はいない 
       →（「⑦ 避難器具の…」(９ページ)にお進みください） 
 
(2) シルバーピアの入っている建物内の居住者で、(1)の「援助を期待できる方」の人数について、
下記の表にご記入ください。 
 
シルバーピアの入っている建物内 
 ワーデンの 
家族 
シルバーピア
居住者 
一般住宅 
居住者 
昼間 
（午前 8時頃～午後 6時頃） 
（   ）人（   ）人（   ）人 
夜間 
（午後 6時頃～翌朝 8時頃） 
（   ）人（   ）人（   ）人 
 
(3) もっとも最近の防災訓練では、(1)の「援助が期待できる方」はどのように対応をしていまし
たか。（○はひとつ） 
  1 避難の援助を必ず行っていた 
  2 避難の援助を行う人もいれば行わない人もいた 
  3 避難の援助は、行っていなかった 
  4 わからない 
  5 防災訓練は実施したことがない 
  6 その他（              ） 
 
237 
 (4) 災害が発生した場合のシルバーピア居住者の避難を援助することについて、シルバーピア住
戸の入っている建物以外に住んでいる近隣住民からの協力が得られることになっている場合 
は、その内容について具体的にご記入ください。 
 
 
 
 
 
⑦ 避難器具の使用状況についておたずねします。 
 
※ 別添の図「避難器具一覧」をご覧になりながら、ご回答ください。 
※ 下記文章で「図○」などとあるものは、別添の「避難器具一覧」に書かれている「図○」の
 ことを示しています。 
 
(1) 図 1～図 6 に示した避難器具について、ご担当のシルバーピアに設置されているものをお選
びください。（○はいくつでも） 
   1 図1   2 図2   3 図3   4 図4   5 図5   6 図6 
   7 わからない →（「⑧ 火災の経験など」（11ページ）にお進みください） 
 
(2) (1)でお選びいただいた避難器具の中で、ワーデンの方やシルバーピア居住者が最もよく自治
体、消防署、メーカーなどから説明を受けたことがあるものはどれですか。（○はひとつ） 
   1 図（    ） 
   2 説明を受けたことのある避難器具はない →（「⑧火災の経験など」(11ページ)
               にお進みください） 
 
※ 以下の質問では、(2)で選ばれた避難器具についてご回答ください。下記では、「その避難器
 具」と表現しています。 
 
(3) 「その避難器具」の使用方法の説明は、どなたが受けたことがありますか。（○はいくつでも） 
※「指導員によるデモンストレーション」「黒板を使っての説明」など、実際の操作をワーデ
ンの方やシルバーピア居住者は行っていない状況を示しています。 
  1 ワーデンは受けたことがある 
  2 シルバーピア居住者は受けたことがある→ 約（    ）人 
  3 その他（              ） 
 
(4) シルバーピアに設置されている「その避難器具」を実際に使ったことがありますか。 
               （○はいくつでも） 
※「救助袋の組立てを行う」「救助袋を使って降りてみる」など 
  1 ワーデンは実際に使ったことがある  →(4-1)もお答えください 
  2 シルバーピア居住者は使ったことがある →(4-1)(4-2)もお答えください 
  ※選択肢は次のページに続きます 
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   3 ワーデンもシルバーピア居住者も実際に使ったことがない 
  4 その他（              ） 
 
  (4-1) どのようなときに実際に使いましたか。具体的にお書きください。 
     例：避難訓練のとき 
 
 
  (4-2) 実際に使ったシルバーピア居住者は、約何人ですか。 
     約（    ）人 
 
(5) ワーデンの方は、使い方の講習を受けて「その避難器具」に関してどのような判断をされま
したか。（(3)で「1」の選択肢を選ばれた方のみお答えください） 
 
  (5-1) 使い方はわかりましたか。（○はひとつ） 
    1 十分わかった 
    2 ある程度わかった 
    3 あまりよくわからなかった 
    4 ほとんどわからなかった 
    5 その他（            ） 
 
  (5-2) 操作性はどのように感じましたか。（○はひとつ） 
    1 簡単 
    2 比較的簡単 
    3 やや難しい 
    4 難しい 
    5 その他（            ） 
 
(6) もし火災が発生した場合に、シルバーピア居住者が、「その避難器具」を使用することが有効
であるかご意見を回答ください。 
  ※この質問では、「手や肩を貸して介助すれば歩行ができる」「手すり等につかまって自
   力で歩行できる」程度の歩行能力のある居住者が使用することを想定してください。 
 
  (6-1) 操作性を判断して（避難器具そのものの操作しやすさの点で） （○はひとつ） 
    1 操作は可能であり、有効に使用できる 
    2 他の避難経路が使えない場合ならば、使用させる 
    3 器具を使うしか助かる方法がない場合ならば、使用させる 
    4 どのような場合でも、使用させない 
    5 その他（            ） 
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   (6-2) 心理的な面を判断して（避難器具を使用することの恐怖感などの点で） 
    ※器具を操作することは十分可能と仮定します （○はひとつ） 
    1 心理的にも抵抗感は少ないので、有効に使用できる 
    2 他の避難経路が使えない場合ならば、使用させる 
    3 器具を使うしか助かる方法がない場合ならば、使用させる 
    4 どのような場合でも、使用させない 
    5 その他（            ） 
 
  (6-3) 設置場所の適切さを判断して（○はひとつ） 
    （自室から避難器具までの行程、器具周囲の広さなどの点で） 
    1 設置場所は適切であり、有効に使用できる 
    2 他の避難経路が使えない場合ならば、使用させる 
    3 器具を使うしか助かる方法がない場合ならば、使用させる 
    4 どのような場合でも、使用させない 
    5 その他（            ） 
 
  (6-4) (6-1)～(6-3)のご回答について、コメント等がありましたら自由にご記入ください。 
 
 
 
 
 
 
⑧ 火災の経験などについておたずねします。 
 
(1) ワーデンの職務に就いてから、ご自身の団地内で火災の経験をしたことがありますか。 
                 （○はいくつでも） 
  1 消防署が来た火災経験がある 
  2 消防署は来なかったが、火災になりかけた経験ならばある 
  3 ない 
  4 その他（            ） 
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 ⑨ その他、下記についてご自由に記入ください。 
 
(1) ご自身のシルバーピアにおける火災時の避難に関して、有利であると思われる点と不利であ
ると思われる点についてご記入ください。 
 
  (1-1) 有利と思われる点 
    例：どのシルバーピア住戸も階段に近い 
 
 
 
 
  (1-2) 不利と思われる点 
    例：8階のシルバーピア住戸は地上まで避難するのは難しい 
 
 
 
 
(2) その他、火災が起きたときに心配なことや、ご要望などご記入ください。 
 
 
 
 
 
 
質問は以上で終わりです。ご協力くださいましてありがとうございました。同封の返信用封筒
に入れ、８月２０日（日）までにご投函をお願いいたします。 
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（夫婦等世帯は裏面にご記入ください）
(例)2 ○ 70 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
（夫婦等世帯は裏面にご記入ください）
単身用　1～20
単身用　21～40
目
の
前
に
近
づ
か
な
い
と
相
手
の
顔
が
わ
か
ら
な
い
日
常
的
に
眼
鏡
を
使っ
て
い
る
２
メー
ト
ル
程
度
の
距
離
で
相
手
の
顔
が
わ
か
る
外出時の移動
介
助
車
い
す
使
用
ほ
と
ん
ど
見
え
な
い
女
性
　
　
別
視力 階段の使用健康状況
良
　
　
　
い
ほ
と
ん
ど
声
を
聞
き
取
れ
な
い
普
　
　
　
通
通
常
の
声
を
聞
き
取
れ
る
普
　
　
　
通
入
 
居
　
者
年
　
　
齢
大
き
な
声
を
出
さ
な
い
と
聞
き
取
れ
な
い
寝
た
り
起
き
た
り
し
て
い
る
長
い
間
寝
て
い
る
居
室
の
あ
る
階
男
杖
・
歩
行
器
・
キャ
ス
ター
付
い
す
等
を
使
用
や
や
不
自
由
だ
が
補
助
器
具
は
使っ
て
い
な
い
日
常
的
に
補
聴
器
を
使っ
て
い
る
聴力 室内の移動
自
立
車
い
す
使
用
や
や
不
自
由
だ
が
補
助
器
具
は
使っ
て
い
な
い
杖
・
歩
行
器
・
キャ
ス
ター
付
い
す
等
を
使
用
乗
り
越
え
ら
れ
る
が
時
間
が
か
か
る
自
立
車
い
す
使
用
介
助
車
い
す
使
用
普
　
　
　
通
乗
り
越
え
る
の
に、
介
助
が
必
要
部屋とバルコニー間の段差
早
足
で
避
難
で
き
る
ゆっ
く
り
で
あ
れ
ば、
一
人
で
歩
い
て
避
難
で
き
る
介
助
者
が
い
れ
ば、
歩
い
て
避
難
で
き
る
介
助
者
が
い
て
も、
歩
い
て
避
難
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
段
差
な
し
段差あり
乗
り
越
え
ら
れ
る
乗
り
越
え
ら
れ
る
が
つ
ま
ず
き
に
注
意
が
必
要
物
が
多
数
置
か
れ
て
い
る
ほ
と
ん
ど
何
も
置
か
れ
て
い
な
い
廊下の状況
物
が
若
干
置
か
れ
て
い
る
が
避
難
に
支
障
は
な
さ
そ
う
で
あ
る
ﾊﾞﾙｺﾆｰの状況
物
が
多
数
置
か
れ
て
い
る
物
が
若
干
置
か
れ
て
い
る
が
避
難
に
支
障
は
な
さ
そ
う
で
あ
る
ほ
と
ん
ど
何
も
置
か
れ
て
い
な
い
避難器具の使用
一
人
で
自
力
で
使
用
可
能
介
助
者
が
い
れ
ば
使
用
可
能
介
助
者
が
い
て
も、
使
用
は
難
し
い。
(例)2 ○ 70 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
（夫婦等世帯は裏面にご記入ください）
介
助
者
が
い
れ
ば
使
用
可
能
介
助
者
が
い
て
も、
使
用
は
難
し
い。
乗
り
越
え
ら
れ
る
が
つ
ま
ず
き
に
注
意
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乗
り
越
え
ら
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が
時
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か
か
る
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差
な
し
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乗
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越
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ら
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て
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る
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若
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て
い
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が
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な
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と
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る
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に
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あ
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と
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ど
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い
な
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廊下の状況避難器具の使用
寝
た
り
起
き
た
り
し
て
い
る
長
い
間
寝
て
い
る
介
助
車
い
す
使
用
普
　
　
　
通
単身用　41～60
目
の
前
に
近
づ
か
な
い
と
相
手
の
顔
が
わ
か
ら
な
い
健康状況
良
　
　
　
い
視力日
常
的
に
眼
鏡
を
使っ
て
い
る
２
メー
ト
ル
程
度
の
距
離
で
相
手
の
顔
が
わ
か
る
ほ
と
ん
ど
見
え
な
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杖
・
歩
行
器
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キャ
ス
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付
い
す
等
を
使
用
自
立
車
い
す
使
用
介
助
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い
す
使
用
日
常
的
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補
聴
器
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い
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ほ
と
ん
ど
声
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取
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常
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聞
き
取
れ
る
大
き
な
声
を
出
さ
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聞
き
取
れ
な
い
や
や
不
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が
補
助
器
具
は
使っ
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い
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室内の移動
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通
や
や
不
自
由
だ
が
補
助
器
具
は
使っ
て
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居
　
者
居
室
の
あ
る
階
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別
年
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歩
行
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す
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乗
り
越
え
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介
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早
足
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き
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き
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助
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避
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介
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通
自
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車
い
す
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一
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で
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力
で
使
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能
(例)2 ○ 70 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
41
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45
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47
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い
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と
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力
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用
可
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介
助
者
が
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れ
ば
使
用
可
能
介
助
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が
い
て
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用
は
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し
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物
が
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数
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て
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る
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が
若
干
置
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れ
て
い
る
が
避
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に
支
障
は
な
さ
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で
あ
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と
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ど
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も
置
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れ
て
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な
い
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数
置
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て
い
る
部屋とバルコニー間の段差日
常
的
に
補
聴
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い
る
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い
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顔
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取
れ
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や
不
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由
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通
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行
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介
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用
早
足
で
避
難
で
き
る
ゆっ
く
り
で
あ
れ
ば、
一
人
で
歩
い
て
避
難
で
き
る
介
助
者
が
い
れ
ば、
歩
い
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き
る
介
助
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い
て
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歩
い
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難
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る
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な
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差
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れ
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え
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れ
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乗
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越
え
ら
れ
る
が
時
間
が
か
か
る
乗
り
越
え
る
の
に、
介
助
が
必
要
参考資料３－１ 
グループホームの防火・避難についてのおたずね 
平成１５年８月 
（企画実施）早稲田大学 長谷見研究室 
 
 
ご記入上のお願い 
●グループホームに勤務する職員の方がご記入下さい 
●お答えは、選択肢の数字（１，２，３・・・）を○印で囲んでいただく場合と、記入欄に具体的に
記述していただく場合とがあります。 
●「その他」の選択肢を選ばれた場合は、その具体的な内容についてもお答え下さい。 
 
 
※お問い合わせ先  早稲田大学大学院理工学研究科建築学専攻 長谷見研究室 
住所：東京都新宿区大久保３－４－１ 
ＴＥＬ：03-5286-3851  ＦＡＸ：03-3209-7214 
     担当：高橋 明子（携帯：090-9148-0088） 
          大山有紀子（携帯：090-1795-9205） 
 
 
 
Ａ グループホームの居住形態についてお尋ねします              
 
（１）グループホームの名称を教えて下さい。 
（                                    ） 
 
（２）グループホームの建物はどのようになっていますか。 
１．グループホームのみが単体で建っている 
２．何らかの施設が同一敷地内にある 
     →それは何ですか 
   ａ．社会福祉施設  ｂ．居宅サービス事業所  ｃ．診療所、病院 
ｄ．その他（                         ） 
 
（３）何階建ての何階部分にグループホームがありますか。 
（      ）階建ての（    ）階部分 
 
（４）グループホームの建物の、以前の使用用途は何でしたか。 
１．新築である   
２．一戸建ての住宅 
３．アパート  
４．社会福祉施設   
５．居宅サービス事業所  
６．診療所、病院  
７．わからない 
８．その他（                               ）  
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Ｂ グループホームの入居者の方についてお尋ねします              
 
（１）グループホームの居室数と、現在の入居人数について教えて下さい。 
   単身用 居室 （     ）部屋 現在の入居人数 （      ）人 
夫婦世帯用 居室 （     ）部屋 現在の入居人数 （      ）人   
 
（２）入居者の男女別の人数及び年齢構成を教えて下さい。 
男性（       ）人   女性（       ）人 
年齢 60歳未満 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上
人数         
 
（３）入居者の要介護度の認定状況を教えて下さい。 
 要支援 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 
人数       
 
（４）入居者の避難能力についてお尋ねします。 
（４－１）入居者が火災の発生を知った後、まずどのような行動をとると思いますか。下記の①～③の
場合を想定して、該当すると思われる入居者の人数をお書きください。 
①非常ベルで知った場合 ②スタッフが知らせた場合 ③館内放送で知った場合 
（非常ベルや館内放送が設置されていないグループホームも、設置されている場合を想定し
てお答え下さい）     
 ① ② ③ 
１．火を消そうとすると思う   （    ）人 （    ）人 （    ）人 
２．他の人に火災が発生している
ことを伝えようとすると思う 
（    ）人 （    ）人 （    ）人 
３．逃げようとすると思う   （    ）人 （    ）人 （    ）人 
４．声を上げると思う （    ）人 （    ）人 （    ）人 
５．動かないと思う （    ）人 （    ）人 （    ）人 
６．閉じ込もると思う （    ）人 （    ）人 （    ）人 
７．想像がつかない （    ）人 （    ）人 （    ）人 
８．その他（        ）（    ）人 （    ）人 （    ）人 
（４－２）入居者は非常時に自力で（職員の付き添いなしで）、建物外部など安全な場所を判断して避
難することができると思いますか。該当すると思われる入居者の人数をお書きください。 
１．安全な場所を判断でき、自力で避難できると思う （   ）人 
２．安全な場所を判断できるが、自力で避難することはまず不可能である （   ）人 
３．安全な場所を判断できず、自力で避難することはまず不可能である （   ）人 
４．わからない （   ）人 
５．その他（                         ） （   ）人 
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Ｃ グループホームの日常生活についてお尋ねします              
 
（１）グループホームのスケジュール（食事・プログラム活動など）、及び時間帯毎に勤務している職
員の方の人数を教えて下さい。 
    
  例） 
 
 
 
 
  
 
 
 
・平日（ある一日の例で結構です） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ ８ 10 12 14 16 20 18 22
朝
食
昼
食
夕
食 
お
茶
散
歩
起
床 
就
寝
正規の職員 
アルバイト
スケジ
ュール 
職員 
の人数 
４ ６ ８ 10 12 14 16 20 18 22
スケジ
ュール 
職員 
の人数 
６ 
ボランティア 
正規の職員 
アルバイト
１人 ３人２人
ボランティア 
２人 １人
１人 
・休日 ４ ６ ８ 10 12 14 16 20 18 22
スケジ
ュール 
職員 
の人数 
ボランティア 
正規の職員 
アルバイト
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）入居者との日常会話で火災のことが話題になったことはありますか。 
１．ある →具体的にどのような内容でしたか。 
 
 
 
２．ない  
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（４）職員の方は、入居者の行動を見て火災の危険性を感じたことはありますか。 
１．ある →具体的にどのようなことでしたか。 
 
 
 
２．ない  
 
（５）グループホームの出火防止策についてお尋ねします。 
（５－１）グループホームにおいて禁止していることは何ですか。（複数回答可） 
１．全館禁煙である           
２．共有スペースは喫煙を認めているが、居室は全て禁煙である 
３．火気を使用する暖房器具（灯油ストーブなど）は設置していない 
４．火気を使用する調理器具（ガスコンロなど）は設置していない 
５．線香、ろうそく等の火気の使用を禁止している 
６．特に禁止事項はない   
７．その他（                               ）   
 
（５－２）職員の方が意識して行っていることは何ですか。（複数回答可） 
１．入居者の調理中は目を離さないようにしている  
２．火気使用物（マッチなど）は置かないようにしている 
３．入居者が火気を使用しないか、見回りを行っている 
４．特に意識していない 
５．その他（                               ） 
 
Ｄ グループホームの非常時の対応についてお尋ねします            
 
（１）グループホームの防火管理者はどなたですか。 
（                     ）←氏名ではなく、役職名をご記入下さい 
 
（２）火災時の対応について、消防署や自治体、事業者などから何か指導されていますか。 
１．入居者の避難誘導の方法や、通報の方法などについて指導されている 
２．特に指導はされていないが、自主的に問い合わせた 
３．特に指導されていない 
４．その他（                               ） 
 
（３）火災時の対応に関して実施していることはありますか。（複数回答可） 
１．自治体や消防署などから渡された「手引書」や「解説書」がある 
２．自分たちで作った「手引書」や「解説書」がある 
３．職員同士で対応を話し合っている 
４．特に実施していることはない 
５．その他（                               ） 
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（４）グループホームで火災が発生した場合、職員の方はどのように対応しようと思いますか。 
  
 
 
 
（５）グループホームで火災の経験はありますか。 
１．消防署が来た火災経験がある  
２．消防署が来る程ではなかったが、火災になりかけた経験がある 
３．ない      
４．その他（                               ） 
 
Ｅ グループホームの非常時における協力体制についてお尋ねします       
 
（１）災害が発生したとき、協力を期待できる施設はありますか。 
１．災害時の協力について連携している施設がある 
２．災害時の協力について特に連携などはしていないが、援助してくれそうな施設がある 
３．協力を期待できる施設はない →Ｆ グループホームの防災設備･･･にお進み下さい 
 
（２）（１）で、「１．連携している施設がある」「２．協力を期待できる施設がある」と答えた方に伺
います。それは、どのような施設ですか。また、どのような協力を期待できますか。 
・ 施設 
 
 ・協力内容 
 
 
（３）地元の自治会など、地域の集まりに参加していますか。 
１．職員のみが参加している      どのような頻度でどのような集まりに参加していますか 
２．入居者が職員と一緒に参加している  
３．参加していない 
４．会合が行われているかわからない 
５．その他（                               ） 
 
Ｆ グループホームの防災設備についてお尋ねします              
 
（１）火災感知器は設置されていますか。 
１．各居室と共用部分に設置されている 
２．各居室には設置されていないが、共用部分に設置されている 
３．各居室にのみ設置されている 
４．設置されていない →（２）にお進み下さい 
５．わからない    →（２）にお進み下さい 
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６．その他（                               ） 
（１－１）（１）で「1,2,3設置されている」と答えた方に伺います。業者や消防による点検はされてい
ますか。 
１．している →頻度はどのくらいですか （    ）ヶ月に（ １ ）回くらい 
２．していない 
 
（２）火災を知らせる設備（非常ベル、館内放送など）は設置されていますか。 
１．各居室と共用部分に設置されている 
２．各居室には設置されていないが、共用部分に設置されている 
３．各居室にのみ設置されている 
４．設置されていない →（３）にお進み下さい 
５．わからない    →（３）にお進み下さい 
６．その他（                               ） 
 
（２－１）（２）で「1,2,3設置されている」と答えた方に伺います。それは、どのようなものですか。 
１．非常ベル                          （複数回答可） 
２．非常放送設備 
３．その他（                               ） 
 
（２－２）（２）で「1,2,3設置されている」と答えた方に伺います。業者や消防による点検はされてい
ますか。 
１．している →頻度はどのくらいですか （    ）ヶ月に（ １ ）回くらい 
２．していない 
                         
（３）グループホームに防災の監視盤は設置されていますか。 
１．設置されている →どこに設置されていますか 
２．設置されていない     （ａ．防災センター  ｂ．その他（      ）） 
３．わからない   
 
（４）グループホームに設置されている消火設備とその設置場所を教えて下さい。（複数回答可） 
  ＜消火設備＞             ＜設置場所＞ 
１．スプリンクラー   ａ．各居室 ｂ．台所 ｃ．職員の事務室 ｄ．その他（         ）
２．屋内消火栓     ａ．各居室 ｂ．台所 ｃ．職員の事務室 ｄ．その他（         ）
３．消火器       ａ．各居室 ｂ．台所 ｃ．職員の事務室 ｄ．その他（         ）
４．設置されていない     
５．わからない       
６．その他（     ） ａ．各居室 ｂ．台所 ｃ．職員の事務室 ｄ．その他（         ） 
（５）避難器具は設置されていますか。 
１．設置されている →それは何ですか（図   ）（別紙の避難器具一覧から選んで下さい） 
２．設置されていない →Ｇ グループホームの防災訓練･･･にお進み下さい 
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（５－１）（５）で「１．設置されている」と回答した方に伺います。職員の方は、設置されている避
難器具を入居者が使うことに関してどのように考えますか。 
１．操作は可能であり、有効に使用できる 
２．避難器具を使うしか助かる方法がない場合ならば、使用させる 
３．どのような場合でも使用させない 
４．その他（                ） 
 
Ｇ グループホームの防災訓練についてお尋ねします              
（１）最近１年間に、グループホームで防災訓練は行われましたか。 
１．行われた →何回行なわれましたか（     ）回 
２．行われていない →Ｈ その他 にお進み下さい 
３．わからない   →Ｈ その他 にお進み下さい 
 
（２）防災訓練に参加する職員の方の参加状況についてお尋ねします。 
１．ほとんどの職員が参加する 
２．参加する職員もいれば、参加しない職員もいる 
３．職員は参加していない 
４．その他（                               ） 
 
（３）グループホーム入居者は、毎回何人くらい防災訓練に参加されますか。 
約（       ）人
 
（４）参加する入居者はどのような健康状況ですか。 
（※この質問では、職員無しで歩けることを健康とします） 
１．健康で痴呆症状の軽い入居者のみが参加している 
２．健康な入居者のみが参加しているが、痴呆の程度は様々である 
３．入居者の健康状況は様々だが、痴呆症状の軽い入居者が参加している 
４．いろいろな身体状況・痴呆の程度の入居者が参加している 
５．不明 
６．その他（                               ） 
 
（５）入居者、職員がそれぞれ行った防災訓練の内容に該当するところに○を付けて下さい。 
具体的な内容を教えて下さい 
 
入居者 職員 内容 
  火災時の対応に関する講習を受けた  
  消火器を使用して消火訓練を行なった 
  避難器具を使用した 
  避難器具は使用していないが避難訓練を行なった
  応急手当を行なった（三角巾など） 
  火災予防に関する講習を受けた 
  不明 
  その他（                    ）
 
 
 
 
具体的な内容を教えて下さい 
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（６）行った防災訓練の内容は、火災時に役に立つと思いますか。また、その理由も教えて下さい。 
１．とても役に立つ 
２．やや役に立つ 
３．やや役に立たない 
４．とても役に立たない 
 理由 
 
 
 
 
Ｈ その他                                 
 
（１）火災時の対応に関して、グループホームが適していると思う点と適していないと思う点について
ご記入ください。 
・適している点 
 例）入居者が少人数な為、非常時に対応がしやすい 
 
 
 
 
・適していない点 
 例）痴呆性高齢者が集まっているため、予想のできない行動を起こした時に対応できない不安がある 
 
 
 
 
（２）火災が起きたときに心配なことやご要望などご記入下さい。 
 
 
 
 
 
質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 
 
研究をするにあたり、グループホームの平面図を必要としております。お忙しい中恐縮ですが、平面図
の記載のあるパンフレット若しくは同封の「平面図用紙」に簡単な平面図（居室、台所、トイレ、玄関
など）をご記入の上、当方宛にて返送下さるようお願い申し上げます。お手数をおかけしますが、どう
ぞよろしくお願いいたします。 
参考資料 3-2 
グループホームの防火・避難についてのおたずね 
 
 平成16年7月 
（企画実施）早稲田大学 長谷見研究室 
 
記入して頂く上でのお願い 
 ●グループホームに勤務する職員の方がご記入下さい。 
 ●回答は、選択肢の数字（１，２，３・・・）を○印で囲んでいただく場合と、記入欄に具体的に記
述していただく場合とがあります。 
 ●「その他」の選択肢を選ばれた場合は、その具体的な内容についてもお答え下さい。 
※お問い合わせ先  早稲田大学大学院理工学研究科建築学専攻 長谷見研究室 
住所：東京都新宿区大久保３－４－１ 
TEL：03-5286-3851 FAX：03-3209-7214 
担当：高橋 明子    （携帯：090-9148-0088） 
糴川(せりかわ)佳代（携帯：090-8936-9639） 
 
グループホームの名称をご記入下さい。 
（                                           ） 
 
Ａ 出火防止策についてお尋ねします                         
（１）食事を作る時の入居者の役割はどのようなものですか。 
１．入居者は食事作りには参加していない 
２．職員と入居者が一緒に作るが、原則として火気は職員のみが使用している  
３．職員と入居者が一緒に作り、入居者の役割に制限はない 
４．入居者のみが作り、職員は参加しない 
 ５．その他（                                  ）
 
（２）喫煙をする人はいますか。 
１．いる   →入居者（      ）人，職員 （      ）人 
２．いない   
 ３．その他（                                  ）
 
（３）居室（入居者の部屋）の扉についてお尋ねします。 
① 居室の扉の構造はどのようなものですか。 
  １．手を離すと自動で閉まる構造である 
  ２．手を離しても自動では閉まらない構造である 
 ３．その他（                                  ）
 
② 入居者が自分の部屋に滞在している時、扉の開閉状況はどのようになっていますか。日中、
夜間それぞれについて該当するものに○を付けて下さい。 
日中 夜間
１．ほとんどの入居者が自室の扉を開けている
２．開けている入居者もいれば閉めている入居者もいる
３．ほとんどの入居者が自室の扉を閉めている
 
 
 
（４）防災設備についてお尋ねします。 
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 ① ガス漏れ検知器は設置されていますか。 
     １．設置されている    ２．設置されていない  ３．その他（         ） 
 
② 避難誘導灯または非常用の照明器具は設置されていますか。 
     １．設置されている    ２．設置されていない  ３．その他（         ） 
③ 防炎処理をしたインテリアを使用していますか。使用しているもの全てに○を付けて下さい。 
カーテンやブ
ラインド
壁紙などの
内装材 じゅうたん
シーツなどの
寝具類 パジャマ エプロン
アーム
カバー
 
 
 
④ 設置されている消火設備は何ですか。下の表の該当する箇所の全てに○を付けて下さい。ま
た、設置された消火設備の使用経験を下のア～エから、火災時に使用する自信について下のａ
～ｄから選び表にお書き下さい。 
 使用経験 使用する自信
   
消火器 屋内消火栓 自動消火設備
設置の有無
使用経験
使用する自信
ａ．全ての職員が使用できると思う 
ｂ．一部の職員は使用できると思う 
ｃ．おそらく全ての職員が使用できないと思う
ｄ．その他 
ア．全ての職員が使用したことがある
イ．一部の職員が使用したことがある
ウ．使用したことのある職員はいない
エ．その他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 防災訓練についてお尋ねします                         
（１）防災訓練を実施したことはありますか。 
     １．定期的に実施している     
     ２．実施したことはあるが、今は実施していない 
  ３．実施したことはない 
 ４．その他（                                  ）
 
「1.定期的に実施している」「2.実施したことはあるが、今は実施していない」と回答した方に伺います。 
① 行った防災訓練の内容について下の表に○をお書き下さい。 
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② 入居者の防災意識は防災訓練を始めた頃と比較して変わりましたか。 
     １．最初の頃と比較し、防災意識を高くもつようになった 
     ２．最初の頃と比較し、防災意識はあまり変わらない 
     ３．まだ訓練を始めて間もないためわからない 
 ４．その他（                                  ）
 
「2.実施したことはあるが、今は実施していない」「3.実施したことはない」と回答した方に伺います。 
① なぜ、防災訓練を実施していないのですか。該当する答えの全てに○を付けて下さい。 
１．開設したばかりのため 
２．入居者が混乱することを懸念しているため 
３．防災訓練を実施する必要性を感じないため 
４．その他（                                  ）
   
② 今後、実施する予定はありますか。 
１．今後実施する予定がある 
２．入居者が混乱しないことがわかったら実施しようと思う 
３．今後も実施する予定はない 
 ４．その他（                                  ）
 
（２）防災訓練の必要性について伺います。防災訓練の内容ごとに、入居者、職員別に必要性の程度を
下の印で表にお書き下さい。尚、非常ベルや非常放送等が設置されていない場合、設置されてい
ることを想定してお答え下さい。また、防災訓練を実施していない方もご意見をお聞かせ下さい。 
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行う必要があると思うもの→◎
行う必要なはいと思うもの→×
行うことが望まれるが、  
実質難しいと思うもの→△
（３）避難訓練を実施する際には、入居者にあらかじめ知らせる必要性はあると思いますか。 
１．必要性がある    ２．必要性はない    ３．わからない 
 ４．その他（                                  ）
 
Ｃ 非常時における協力体制についてお尋ねします                   
（１）自衛消防隊は編成していますか。 
     １．編成している    ２．以前は編成していたが、解散した 
     ３．編成していない   ４．編成していないが、今後編成する予定である 
 ５．その他（                                  ）
 
（２）火災発生時に通報する手段について伺います。 
① 一番最初に通報する場所はどこですか。 
  １．消防署       ２．警備会社    ３.その他（            ） 
 
② ①で回答した場所にはどのようにして通報しますか。 
  １．感知器が火災を感知すると自動で通報する 
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   ２．非常通報専用の通報装置を使用して通報する 
  ３．一般の電話機を使用して通報する 
  ４．その他（                                  ）
  
（３）非常時における協力施設と協力内容について伺います。 
提携を結んでいる施設とその内容に◎を、 
提携を結んでいないが、協力が望まれる施設とその内容に△を、 
該当する箇所全てにお書き下さい。 
 
また、回答した施設からグループホームまではどのくらいの距離がありますか。下のア～オから
選び表にお書き下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
非常時の
駆けつけ
入居者の避難
場所の提供
その他
（　　　　　　　）
併設施設
同一経営の関係施設（併設施設を除く）
別経営の近隣にある施設
地域の住民
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
協力内容
距離 ア．100ｍ以内 
イ．１km以内 
ウ．５km以内 
エ．10km以内 
オ．10km以上 
 
Ｄ グループホームらしさについてお尋ねします                       
グループホームは「家庭的な雰囲気である」ことが特色と言われていますが、防火戸や防火設備を設置
すると施設的な雰囲気となる場合もあり、家庭的であることと防災上の安全性を確保することの両立は
困難を伴うと考えます。ついては、以下の質問にお答え下さい。 
 
（１）あなたのグループホームの状態についてお尋ねします。 
① グループホームの建物は「家庭的な雰囲気である」と思いますか。 
１．非常に家庭的な雰囲気だと思う 
  ２．どちらかと言えば家庭的な雰囲気だと思う 
  ３．どちらとも言えない 
４．どちらかと言えば家庭的な雰囲気だと思わない 
  ５．全く家庭的な雰囲気だと思わない 
 
② ①を回答する際に重視した項目の順に、（  ）内に数字をお書き下さい。また、そのように
回答した理由を〔 〕内にお書き下さい。 
 （  ）外観 
 （  ）平面の形態（居室と食堂の位置関係、共用部の広さなど） 
 （  ）設備（バリアフリー化、トイレや蛇口などの機器の形状など） 
 （  ）建物内部の材料（建物や内装の材料、居室の扉の材質など） 
 （  ）その他（                                 ） 
 理由 
 
 
 
 
③ グルー プホームの建物は、家庭的な雰囲気や安全性などを考慮して総合的に見ると、グループ
ホームとして好ましい状態だと思いますか。 
１．好ましい状態だと思う 
  ２．どちらかと言えば好ましい状態だと思う 
  ３．どちらとも言えない 
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 ４．どちらかと言えば好ましい状態だと思わない 
  ５．好ましい状態だと思わない 
 
   ④ ③を回答する際に重視した項目の順に（  ）内に数字をお書き下さい。 
（  ）家庭的な雰囲気であるかどうかを考慮したから 
 （  ）入居者にとっての使い易さを考慮したから 
 （  ）職員にとっての介護し易さを考慮したから 
 （  ）建物の安全性を考慮したから 
（  ）その他（                                 ）
 
防災・避難に関する質問は以上です。ご協力ありがとうございました。また、入居者の身体状況につい
ても伺いたく、別紙を同封しております。大変お手数ですが、入居者の身体状況や非常時の判断能力な
どについて、ご記入をよろしくお願いいたします。 
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各入居者の身体能力や非常時に予想される行動についてご記入下さい。
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参考資料 4 
2001年度実験及び 2002年度実験の概要 
 
１．研究の目的 
  
不特定多数の利用が想定される建築物では、利用者は健常者とは限らず、非常
時の避難において群集内に高齢者と健常者が混在する可能性がある。そこで、高
齢者の避難行動特性を把握するために、擬似高齢者による水平面における歩行行
動の実測を行った。本研究では、まず擬似高齢者単独での歩行速度を実測し、健
常者と比較することにより、擬似高齢者の歩行行動特性を把握する。次に擬似高
齢者と健常者が混在する群集の水平面における歩行速度を、擬似高齢者の人数及
び配置場所を変化させて計測することにより、擬似高齢者の存在が群集の避難に
及ぼす影響を検討する。 
 
２．実験の方法と条件 
  
実験場所の状況は図 1 に示す通りである。単独歩行行動実験においては、①健
常者時、②フル装備時、③視聴覚装備無時について、群集歩行行動実験において
は、擬似高齢者の①人数、②配置場所を変化させて、表 1 に示す実験条件に応じ
て歩行速度を計測した。 
 
行 5 4 3 2 1← スター ト地点 ゴール地点→
○ ○ ○ ○ ○ A
○ ○ ○ ○ ○ B 2m
○ ○ ○ ○ ○ C
○ ○ ○ ○ ○ D
列
50ｃｍ
2.5m     　　　　　　　 20m
図1　群集歩行行動実験における歩行経路の状況
歩行
 
 
３．実験結果の分析 
 
３－１ 単独歩行行動の定性的傾向 
 
 フル装備、視聴覚装備無と、健常者時の歩行速度の差を図 2、図 3に示す。2001
年度実験データは、明らかに意識的に操作されたと考えられる無効データを除い
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 た場合の値としている。ほとんどの被験者で健常者時の歩行速度が最も速く、フ
ル装備時の歩行速度が最も遅い。また、健常者時の歩行速度は、避難時の歩行速
度として推奨されている 1)1.5m/s に一部を除きほぼ近い値になっている。平均歩
行速度は、表 1 に示すように視聴覚装備無と通常時の差はフル装備時と比べて小
さく、視聴覚を低下させるための装備の装着が歩行に及ぼす影響は、手足を不自
由にさせる装備による影響より大きいと言える。擬似高齢者では、手足の不自由
さを、おもりの装着と関節の締め付けで再現しているが、被験者には男性が多く
腕力や脚力が強いことから、手足の束縛の影響があまり現れていないと考えられ
る。また、水平歩行の場合、関節の束縛が歩行にあまり大きな影響を及ぼしてい
ないという事実を表していることも考えられ、高齢者の運動能力を適切に再現す
るためには、擬似高齢者用具の効果的な装着、使用方法検討する必要がある。 
図3-1　擬似高齢者と健常者の歩行速度の違い(単独歩行時2001年度)
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図3-2　擬似高齢者と健常者の歩行速度の違い(単独歩行時2002年度)
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 表1　擬似高齢者の歩行速度(単独歩行時、m/s)※
健常者 視聴覚装備無 フル装備
2001年度 1.54 1.44 1.27
2002年度 1.51 1.35 1.20
※2001年度実験では、一部被験者の無効データを除いた。 
 
３－２ 群集歩行行動の定性的傾向 
  
3-1での検討を踏まえ、擬似高齢者を含む群集の歩行行動の特性について以下に
述べる。歩行速度の低減効果がより明確に表れるように、3-1の実験結果から、フ
ル装備時と健常時の速度差が大きい者を被験者とした。なお、以下本稿では、擬
似高齢者用具フル装備者を擬似高齢者と称する。 
 
(1)擬似高齢者の人数による違い 
  
(1)－1 無秩序な増加 
 
①擬似高齢者の配置方法 
擬似高齢者の人数の違いによる群集の歩行行動の変化を検討するため、図 4
に示すように、擬似高齢者人数を 0人から 10人まで増加させて順次歩行速度を
計測した。ここでは、単独歩行実験の結果から、擬似高齢者は健常者に比べて
歩行速度が遅くなることは明白であることから、群集内に無秩序に高齢者が存
在する状況を再現するため、下記(a)(b)(c)に示す方針に基づき図 3-1に示すよう
な形態で擬似高齢者を配置した。 
(a)擬似高齢者と健常者の動きが二分され、群集の中における擬似高齢者の影響
を検討できなくなるのを防ぐため、擬似高齢者を後部に集中的に配置しない。 
(b)擬似高齢者が群集中で壁的な存在となり、健常者の動きを封じてしまうこと
が予測されるため、擬似高齢者を前列に集中的に配置しない。 
(c)配置方法は、図 1 に示す番号順に増加させるものとする。1～4 人目までは、
対角線上に配置し、5～8 人目まではそこに交差する形で配置する。9 人目及び
10 人目は、擬似高齢者の存在が群集全体へより大きく影響すると考えられる前
方から、対角線上に配置する。 
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 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列
１行目 １行目 Ｓ １行目 Ｓ
２行目 ２行目 Ｓ ２行目 Ｓ
３行目 ３行目 ３行目 Ｓ
４行目 ４行目 ４行目
５行目 ５行目 ５行目
６行目 ６行目 ６行目
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 凡例
１行目 Ｓ Ｓ １行目 Ｓ Ｓ Ｓ S：擬似高齢者等
２行目 Ｓ Ｓ ２行目 Ｓ Ｓ Ｓ
３行目 Ｓ ３行目 Ｓ Ｓ
４行目 Ｓ ４行目 Ｓ Ｓ
５行目 ５行目
６行目 ６行目
図3-1 歩行者の配置方法(無秩序増加、空欄は健常者)
擬似高齢者等0人 擬似高齢者等2人 擬似高齢者等3人
擬似高齢者等6人 擬似高齢者等10人
 
 
②群集全体の傾向 
  擬似高齢者の人数を無秩序に増加させた場合の群集全体の歩行速度注１)の違い
を図 5に示す。最も歩行速度が速いのは 2人混在時で 0.97m/s、最も遅いのは 9
人混在時の 0.75m/s で、概ね人数が増加するにつれて歩行速度が遅くなり、そ
の傾向は特に最前列に擬似高齢者が配置される 1人、5人、9人時点で顕著であ
る。その後一時的に速度が上がってほぼ一定となるという傾向が見られるが、
これは擬似高齢者が混在することで群集全体の歩行速度が下がったという経験
から、次の実験ではそれを避けようとする意識が生じ、健常者の歩行速度が速
くなるためと考えられる。ここでは歩行速度の低下が顕著であった 1人、5人、
9人混在時について詳細を述べる。 
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 図4-1　擬似高齢者の人数の増加による
歩行速度の変化(2001年度無秩序増加)
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②擬似高齢者１人混在時の群集の動き 
  群集内に擬似高齢者が１人混在した場合の歩行速度の変化を図 6 に示す。最
も歩行速度が遅いのは C5 で 0.96m/s、速いのは D2 の 1.33m/s である。C5 以
外は擬似高齢者 A1より歩行速度が速いことから、健常者は擬似高齢者 A1を追
い越す形で避けて歩行し、その影響で群集に一部滞留が生じ、群集全体の歩行
速度が下がったものと考えられる。 
図４　シニア１人の時の歩行速度
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③擬似高齢者５人混在時の群集の動き 
  群集内に擬似高齢者が５人混在した場合の歩行速度を図 7 に示す。歩行速度
の最速は C1の 1.37m/s、最遅は C5及び D4の 0.91m/sである。A列では B2(擬
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 似高齢者)と B1との間隙を縫う形で A2が前に出た以外は、後部は B2に阻まれ
て B 列側から前に出ることができず、順次歩行速度が遅くなっている。D 列も
同様で D2は C列側から前に出ることができたために歩行速度が速いが、D3以
後は追い越しが生じていない。B列、C列は A2、D2の動きに阻まれて 2 行目
の健常者が前に出ることができず、3行目以後は B2、C3(擬似高齢者)が壁とな
ったため結果的に順次歩行速度が遅くなっており、健常者が擬似高齢者を追い
越すことができていないと言える。 
 
図５　シニア５人時の歩行速度
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④擬似高齢者９人混在時の群集の動き 
  群集内に擬似高齢者が 9 人混在した場合は、本実験中最も群集全体の平均歩
行速度が遅い。歩行速度は図 8 に示す通りである。歩行速度の最速は C1 で
1.43m/s、最遅は D5 で 0.77m/s である。1 行目では C1 のみが健常者であるた
め突出して歩行速度が速い。A2、D2は B2(擬似高齢者)より歩行速度が速いが、
B1(擬似高齢者)の影響で擬似高齢者 5 人時のように前に出ることができず、
C2(擬似高齢者)とほぼ同じ歩行速度になっている。更に 3行目では A3、D3の
歩行速度が C3(擬似高齢者)より遅くなり、4 行目、5 行目では全列がほぼ同時
間となっており、2行目以後は、擬似高齢者周囲に生じた滞留により健常者が前
に出ることができず、群集全体の歩行速度が下がったものと考えられる。 
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 図６　シニア９人の時の歩行速度
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(1)－2 規則的な増加 
 
 (1)-1の結果により、擬似高齢者が前方に配置されると群集全体の歩行性状に及
ぼす影響が大きいことから、図 9に示すように擬似高齢者を前方から 1名ずつ増
加させ、擬似高齢者人数の増加と群集全体の歩行速度低下の関係を検討した。結
果は図 10に示す通りで、群集全体の歩行速度は、おおむね擬似高齢者人数が増加
するほど遅くなることがわかる。 
 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列
１行目① ② ③ ④ 擬似高齢者1人：①／擬似高齢者2人：①②
２行目⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 擬似高齢者3人：①②③／擬似高齢者4人：①②③④
３行目 擬似高齢者5人：①②③④⑤／擬似高齢者6人：①②③④⑤⑥
４行目 擬似高齢者7人：①②③④⑤⑥⑦
５行目 擬似高齢者8人：①②③④⑤⑥⑦⑧
６行目
凡例
図8　歩行者の配置方法(規則的増加、空欄は健常者)  
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 図4-2　擬似高齢者人数の増加による
歩行速度の変化(2002年度規則的増加)
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(2)擬似高齢者の位置による違い 
   
擬似高齢者の位置の違いが群集歩行行動に与える影響を検討するために、擬似
高齢者人数を固定し、図 11に示す配置パターンについて歩行速度を計測した。擬
似高齢者人数は、各列１人とし、擬似高齢者配置の影響がより顕著に現れるよう
２行分、合計８人とした。配置パターンは図 7 に示す通りで、パターン１は全員
健常者とした。 
 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列
１行目 S S １行目 S S １行目 Ｓ S S S
２行目 S S ２行目 S S ２行目 S Ｓ S S
３行目 S S ３行目 S S ３行目
４行目 S S ４行目 S S ４行目
５行目 ５行目 ５行目
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 列
１行目 １行目 Ｓ S S Ｓ
２行目 ２行目 凡例
３行目 Ｓ S S S ３行目 S S Ｓ S S:擬似高齢者
４行目 S Ｓ S S ４行目
５行目 ５行目
パター ン4
図11擬似高齢者の配置パター ン
パター ン２ パター ン３
パター ン４ パター ン６
 
 
①全体の傾向 
  配置パターンの違いによる群集の平均歩行速度の違いを図 12に示す。最も遅
いのはパターン 4、6でいずれも 0.86m/sである。これは、横一列に並んだ擬似
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 高齢者が後続の健常者の動きを阻害したことが最も大きな原因と考えられる。
パターン 6 では、2 行目の健常者は 1 行目の擬似高齢者を追い越して前に出る
ことができたが、その結果追い越された 1 行目の擬似高齢者と 3 行目の擬似高
齢者が 4、5行目の健常者の壁となり、結局はパターン 4と同じよう動きとなっ
たものと考えられる。一方で、パターン 2、3、5 は歩行速度が比較的速い。パ
ターン 2、3は擬似高齢者が縦一列に配置され擬似高齢者と健常者が独立して動
くこと、パターン 5も 3、4行目の擬似高齢者が 5行目の健常者に追い越されて
擬似高齢者のみの行が群集の最後尾に残されるため、群集全体の歩行速度は最
も遅い歩行速度が遅い擬似高齢者で決まることになる。これらのパターンでは
擬似高齢者が健常者に及ぼす影響は比較的小さいと言える。ここでは縦一列に
擬似高齢者を配置したパターン 2 と、擬似高齢者を行を変えて横一列に配置し
たパターン 4及び 6について、群集の歩行速度の低下要因を検討する。 
図8　配置パターンによる歩行速度の違い
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②パターン2の特性 
  パターン2の歩行速度を図 13に示す。歩行速度の最速は C1で 1.29m/s、最
遅は A3(擬似高齢者)で 0.88m/s である。ここでは A 列及び B 列の１～４行目
が擬似高齢者であるため、図 10に示すように A列、B列でパターン１とのタイ
ム差が大きくなっており、C 列、D 列は擬似高齢者より前に出ようとする意識
からタイム差がマイナスとなっている。また A 列の中で A3 のみタイム差が小
さのは、健常時のタイム自体が遅く、擬似高齢者装着時と差が出なかったため
で、歩行速度も A３が突出して遅い。それ以外は４行目まではどの行もほぼ一
定の歩行速度であり、列相互の影響はほとんどないと言える。ところが５行目
では C列、D列の歩行速度が遅くなっている。５行目は A列、B列も健常者で
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 あることから、A5、B5 が C 列、D 列側から前方の擬似高齢者を追い越そうと
する動きが出たために滞留が生じ、C5、D5の動きが阻害されたものと考えられ
る。 
図　パターン2の歩行速度
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図10　パターン１とのタイム差（パターン２）
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③パターン４の特性 
  パターン4の歩行速度を図 15に示す。歩行速度の最速は C1で 1.05m/sであ
るが、A1、B1、D1(全て擬似高齢者)は 1.04m/sと、1行目は各列がほぼ同速度
である。2行目は全列で 1行目より歩行速度が遅く追い越しは生じていない。3
行目以後では、B3が B1(擬似高齢者)と同時間で B2(擬似高齢者)より速く、B2
と B4が同時間であり、B列の最遅の B5は A3と同時間であることから B列で
のみ健常者が A列側から前方の 2 行分の擬似高齢者を追い越している。また、
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 C3 は A2(擬似高齢者)より歩行速度が速く D3 は B2 より速いことから、C 列、
D 列も B 列側から擬似高齢者を追い越そうという動きをしたものと考えられる。
更に A3より A4、C4より C5の歩行速度が速いなど 3行目以後の健常者の同列
間で追い越しが発生していることから、各列の間隙を縫って少しでも前に出よ
うとしたものと考えられ、結果として生じた混乱により群集全体の歩行速度が
遅くなったものと考えられる。パターン 1 とのタイム差は図 16 に示す通りで、
ここでも 3 行目で値が小さくなり、4 行目以後で再度大きくなっており、擬似
高齢者直後の健常者は歩行速度が上がるが、擬似高齢者を完全に追い越すこと
はできず後部では歩行速度が下がることが分かる。 
図　パターン４の歩行速度
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図１２　パターン１とのタイム差（パターン４）
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 ④パターン６の特性 
  パターン6 は群集全体の歩行速度が最も遅い配置パターンである。歩行速度
の最速は A1、B1、C3、(全て擬似高齢者)の 1.08m/s、最遅は C5、D5の 0.89m./s
である。歩行速度の状況は図 17に示す通りで、どの列においても 2行目が 1行
目より歩行速度が速く、2行目の健常者が先頭の擬似高齢者を追い越したことが
分かる。ところが 3 行目以後は歩行速度が順次遅くなっており、3 行目の擬似
高齢者は追い越されていない。これは、1行目の擬似高齢者が追い越されたこと
で、3行目の擬似高齢者の直前となり、4行目以後の健常者は、2行分の擬似高
齢者を追い越さなければ前に出られないという状況が生じたためと考えられる。
パターン 1とのタイム差は図 18の通りで、4行目は 3行目より小さくなってい
るが、5行目ではむしろ大きくなっており、1行目の擬似高齢者が追い越された
ことで生じた前方の滞留により、後方は歩行速度があがらなかったことが分か
る。 
図　パターン６の歩行速度
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 図１４　パターン１とのタイム差（パターン６）
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４．まとめ 
 
（１）擬似高齢者が混在する群集の歩行速度の低下要因 
・群集全体の歩行速度は、擬似高齢者の人数が増加するに従って遅くなるが、人
数の増加より擬似高齢者の位置が及ぼす影響の方が大きい。 
・擬似高齢者が横一列に並ぶと群集全体の歩行速度は遅くなり、その傾向は擬似
高齢者が前方にいる場合に顕著である。この場合後方の健常者も通常時より歩行
速度が低下する。 
・擬似高齢者が縦一列に並ぶ場合、擬似高齢者の人数が増加しても歩行速度に大
きな変化はなく、群集全体の歩行速度は最も遅い擬似高齢者の歩行速度で決まる。 
・擬似高齢者の直後の健常者が直前の擬似高齢者を追い越すことは比較的容易で
あるが、擬似高齢者が後方にずれこむため、後方にいくほど滞留が生じ追い越し
は困難になる。 
（２）非常時の群集避難行動における避難誘導のあり方 
 高齢者と健常者が混在する群集では、以下のような誘導行うと群集全体の避難
時間が速くなる。しかしながらこの場合、高齢者を安全に誘導できるよう誘導者
の教育訓練を充実すると共に、高齢者が取り残されることがないよう適切に誘導
者を配置しておくことが必要である。①高齢者と健常者の集団を分け、先に健常
者を誘導する。 
②高齢者と健常者を分けて誘導することが困難な場合、高齢者が横に広がらない
ような集団としておく。 
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 ５．今後の課題 
 
・群集歩行行動についても、手足束縛と視聴覚低下の影響の違いを加味して計測
する必要がある。 
・高齢者の位置が群集歩行行動に及ぼす影響をより詳細に検討するため、より多
様な擬似高齢者の配置バリエーションにより綿密な計測を行う必要がある。 
 
参考文献 
1) (財)日本建築センター：新・建築防災計画指針，平成 7年 
 
注 
注１)歩行距離を群集の先頭の終点到着から最後尾の終点到着までの時間で除し
た値。 
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